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独立行政法人 産業技術総合研究所 

平成 2１年度計画 
 

独立行政法人通則法第 31 条第 1 項に基づき、独立行政法人産業技術総合研究所の平成 21 年度

の事業運営に関する計画（以下、年度計画）を次のように定める。 

 

 

Ⅰ．質の高い成果の創出と提供（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する

目標を達成するためとるべき措置） 

 

１．質の高い研究成果の創出とその活用のために講じる方策 

（１）戦略的な研究開発の推進 

（戦略的な研究企画及び研究資源配分の重点化） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 質の高い研究成果を戦略的に創出するため、成果の科学技術的又は社会経済的な価値が実現した状態で

ある「アウトカム」を意識した中長期的な研究開発戦略を策定する機能を強化する。策定する戦略については、

中長期的な観点を踏まえつつ、国内外の科学技術動向や政策的要請等に機動的に対応できるよう常に見直

す。 

 

《平成 21 年度計画》 

・  知財の類型化や技術移転のワンストップ支援等の試行結果をもとに、知財戦略、産学官戦略、国

際戦略など、産総研のイノベーション戦略を全体として動かすための体制の検討を行い、施策や

組織設計につなげ、第２期中期計画中に実施した施策について総括を行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 研究開発戦略に基づき研究の重点化を進めるための研究テーマの選択と集中を図る。特に地域拠点におい

ては、地域の特性も踏まえた研究開発の中核拠点化を目指し、研究の重点化を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 第 2 期研究戦略の平成 21 年度重点化方針及び総合化戦略に基づき、研究テーマの重点化を図

るとともに、政策要請に基づく重点研究を推進する。 

・ 地域イノベーション創出等を促進するために、地域政策等の要請を踏まえて、地域の強み・資源を

いかした研究開発の推進・普及を実施するとともに、地域産学官ネットワークの中核的な研究開発

拠点として貢献する。 
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・ 水素・燃料電池、省エネルギー、バイオマス利用システム、レアメタル、沿岸域地質、サービス工

学の研究開発を重点的に推進するとともに、ナノテクノロジー、蓄電池、太陽光発電等の研究拠点

の形成を進める。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 予算、人員等の研究資源の配分については、中長期的な研究開発戦略及び社会、産業界のニーズに基づく

機動的な政策対応の観点などから重要な研究課題及び必要な技術融合課題の設定を行い、それを踏まえて

重点化する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 理事長裁量による政策的予算により、社会、産業界のニーズに基づく重点研究を推進するととも

に、研究課題の進捗に応じて知財強化、産学官連携推進、ベンチャー育成などの研究支援を充実

させ、成果の最大化を図る。 

・ 第二期中期計画の目標達成の観点から、中長期的な研究開発戦略に基づいた機動的な人員配

置を実施する。また、行革推進法に従った人件費削減計画の元で長期的視点から重点的な人員

採用を行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 研究スペースを有償の研究資源として捉え、スペース課金システムを活用し、迅速かつ適切に研究スペース

の回収と配分を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ スペースの有効活用を促進させるため、課金システム及び配分審査の的確な運用を行う。引き続

き、スペース返納を促進すると共に、安全対策及びユニット配置の集中・最適化のため、効率的な

スペース活用を図る。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 研究ユニット評価結果の研究資源配分への効果的な反映、外部資金の獲得に対するインセンティブとしての

研究資源配分など、研究資源の配分を競争的に行うことにより、研究活動を活性化させ研究成果の質の向

上を図る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 研究ユニット評価・モニタリング結果を反映した資源配分、外部資金獲得に対するインセンティブ

予算配分を継続して実施する。 
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【中期計画（参考）】 

・ 地域における産業競争力の強化、新産業の創出に貢献するために、地域の技術的な特性を踏まえた世界に

伍する研究への研究資源の重点配分を図る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 地域を中心として産学官連携を推進し、地域産業の国際競争力を強化する研究開発に資源を重

点配分する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 研究開発の実施に当たっては、多重構造を排した組織において、意思決定の迅速化を図り、権限と責任を明

確にした組織運営を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ イノベーション推進コア、イノベーション推進関連部門が協働して研究現場との対話を促進し、研

究開発における権限と責任を有する研究ユニット長を支援する。 

 

（技術情報の収集・分析と発信） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 社会情勢の変化を的確に把握するとともに中長期的な産業技術動向を俯瞰するため、外部人材ネットワーク

やアウトソーシングを活用しつつ組織体制と機能を充実させ、国内外の科学技術情報を収集・分析する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 中期計画期間に行った調査の中で、まだ完結していない「レアメタル資源制約を踏まえた研究戦

略策定調査」について最終年度は、レアメタルに関する需要等の将来予測行い、研究開発戦略の

あり方について提言すると共に、 中期計画中に行った調査の総括を行う。 

・ 産業技術の開発をミッションとする内外の主要な研究機関について調査、分析を行うとともに、産

総研の経営課題・戦略経営に必要な情報を収集・分析し、情報を整備する。 

・ 公的研究機関として、国の研究開発システムにおける役割を果たしていくために必要なマネジメン

ト手法に関して、知識資産の活用等の企業の事例や海外の公的研究機関における制度やその成

立要件等の調査を行う。 

・ 平成 20 年度の成果を基に、エネルギー分野を対象に提案・試行した中長期研究開発戦略策定方

法論をさらに他の分野に適用して試行する。それらの結果を基に産総研を始めとする公的研究機

関において中長期研究開発戦略を策定する上での方法論に関する手引書（マニュアル）を作成す

る。 

・ ナノテクノロジーのイノベーションシステムの客観的な評価手法や現状の解析を行い、ナノテクノロ
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ジーの社会受容促進に関する情報の収集方策、発信のあり方についてとりまとめる。 

・ ＣＣＳ技術所内検討会を通じたＣＣＳ実施への当所の取り組みのあり方に関する全所的な検討を２

１年度も継続。所内では５つの研究ユニットがＣＣＳ関連研究等を行っているので、引き続き各ユニ

ットの研究動向、経済産業省の研究開発プロジェクト等ＣＣＳ関連施策への関与状況、ＣＣＳに係

る国際動向等に関する情報を所内において、また、経済産業省と共有すること等を通じて、将来の

ＣＣＳ実施に際しての当所関係研究ユニットの役割り及び人員体制等を検討する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 産業技術動向等の調査・分析の成果は、月報等の情報レポート及び調査分析レポートとして内外に情報提

供する。 

《平成 21 年度計画》 

・ 平成 21 年度は昨年度に引き続いて収集した情報を整理し、内容面での充実を図りつつ月次レポ

ートとして所内に定期的に配信する。また調査結果は定期的にとりまとめて内外に発信するととも

に、主要な成果については技術情報報告会を開催して総合的に報告する。とりわけ、昨年および

一昨年実施したお茶の水女子大学公開講座「化学・生物総合管理の再教育」は新たに「知の市

場」というコンセプトの下で、社会技術革新特論「イノベーション技術の創造と社会受容」をテーマ

に、本年度後期に約半年にわたって講義を実施し、成果の外部への普及を図る。 

・ 平成21年度も調査結果を定期的にとりまとめ、内外に発信するとともに、主要な成果について第２

回技術情報報告会を開催する。 

 

（研究組織の機動的な見直し） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 短期的並びに中長期的な研究開発の計画を着実に達成するため、研究内容や研究フェーズの相違等を勘

案し、研究センター、研究部門、研究ラボなどの研究ユニットを適切に配置する。各研究ユニットの成果に対

する評価を定期的に行い、その結果及び産業動向、科学技術動向等を踏まえ、社会ニーズ、政策的要請等

に適切に対応する機動的かつ柔軟な組織の見直し、再編・改廃を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 産総研を取り巻く環境、社会ニーズを考え、平成 21 年度初頭にメタンハイドレート研究センター、

活断層・地震研究センターを設立する。 

・ 設置年限を迎える8研究センターについては、ユニット終了に伴う活動記録のとりまとめを行う。平

成20年度の最終評価をふまえ、研究分野戦略を考えつつ、終了後の研究の継続体制について検

討を行う。 

・ 平成 2１年度に設立 3 年目を迎える 2 研究センターについて中間評価を実施し、その結果に基づ

いて組織の見直しを行う。また、設置年限の前年度に当たる３研究センターについて最終評価を
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実施し、全期間を通じた研究センターの研究活動を総括し、各分野の研究戦略を考慮しつつ、研

究センター終了後の研究展開や組織体制を検討する。 

 

（国際競争力強化のための国際連携の推進） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 研究開発資源を有効活用して国際的優位性を確保するために、世界の有力研究機関、研究者との連携を強

化し、グローバルで相互補完的な連携により研究ポテンシャルの向上を図る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 産総研の中長期的な国際戦略に基づき具体的な国際連携活動を推進する。特に、持続発展可能

な社会の実現のための産業技術研究をより効果的効率的に推進するため、世界の有力研究機関

と研究協力覚書（MOU）締結、国際共同研究実施、活発な人的交流、ワークショップの開催などを

通じて、積極的な連携を図る。その際、「選択と集中」を念頭に置き、世界各国、とりわけアジア諸

国において、戦略的に研究交流を深めるべき研究機関および研究テーマを選択し、戦略的な研究

協力パートナーシップの構築を図る。さらに、第 2 期中期期間における包括的 MOU 締結機関との

連携状況に関するレビューを行い、「選択と集中」という方針に従い、連携を強化すべき機関およ

び連携を推進すべき研究課題の選別を行う。 

・ アジア、中南米については、世界的な「地球温暖化対策」及び「東アジアサミット・セブ島宣言」の流

れを踏まえ、引き続きタイ、ベトナム、中国、インド、マレーシア、ブラジルを重点に据えながら、地

球環境問題やエネルギー問題を中心とした国際共同研究等の積極的推進を行う。具体的には、

アジア地域においては、バイオ燃料の製造技術や自動車燃料の評価技術を中心とした「バイオマ

ス・アジア戦略」を促進する。ブラジルにおいても、同様にバイオ燃料の製造技術に関する連携を

促進する。インドにおいては、生命情報工学に関する研究交流を促進する。南アフリカにおいては、

地質分野において資源開発における共同研究による連携を促進すると共に、環境・エネルギー、

材料分野等での研究協力の可能性を模索する。 

・ 北米、欧州、大洋州については、有力研究機関との間で、相互の強みを活かして、持続発展可能

な地球社会の実現のためのイノベーション創出につながる連携を推進する。米国については、新

たに発足したオバマ新政権が進めるグリーン・ニューディール政策に対応して、環境・エネルギー

分野を中心とした日米研究協力を推進し、特に、ニューメキシコ州やコロラド州と連携を深め、ロス

アラモス国立研究所との共同研究協力促進をはじめとして、ナノテクノロジー、エネルギー分野等

における研究協力を推進する。欧州との連携では、連携実績のある公的機関との具体的共同研

究を推進するとともに、若手研究者を中心とした人的交流の充実を目指す。具体的には、フランス

国立科学研究センター（CNRS）とのロボティクスに関する連携研究体（ジョイントラボ）を推進し、欧

州・日本等の競争的研究資金の獲得を目指すなど、当該分野での国際的プレゼンスの向上を図

る。フィンランド技術研究センター（VTT）とは、製造分野・バイオ分野における連携した研究を一段
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と推進する。 ドイツについては、ヘルムホルツ協会・カールスルーエ研究センター・ユーリッヒ研究

センターとの包括的研究協力覚書下における研究協力推進の第 1 歩として、ナノテク等でのワー

クショップの開催に向け、協議を継続する。ノルウェーとは、ノルウェー産業科学技術研究所

（SINTEF）およびノルウェー科学技術大学（NTNU）との人的交流を推進する。オーストラリアについ

ては、豪州連邦科学産業研究機構（CSIRO）と、クリーンコール技術（CCT）の推進に向けた具体的

連携を図る。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 国際競争力ある人材を養成するとともに、世界の COE との連携強化による優秀な研究者の招聘などを進め

るため、国際的な人材交流の促進策に取り組む。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 「産総研フェローシップ制度」を活用して、若手研究者の海外研究機関への派遣および共同研究

先の海外研究者の招へいを積極的に展開し、国際的な人材交流を推進し、世界的な視野を持っ

て国際共同研究を推進できる国際競争力のある人材養成に努める。招へいについては、MOU 締

結機関を中心に戦略的な判断の基に強固な研究者ネットワークを構築するため、有効に活用する。

派遣については、世界のトップレベルの研究機関へ派遣することで相互補完的な連携を強化する。

また、外部機関が公募する人材交流・人材養成制度に積極的に応募することにより国際的な人材

交流・国際競争力のある人材養成に取り組む。 

・ アジアを中心とした優秀な研究人材の世界的な獲得競争が激しさを増している現状を踏まえ、引

き続き、「バイオマス・アジアフェローシップ」事業を積極的に実施することで、アジア人材ハブの機

能強化に努める。  

・ 産総研のイノベーション国際展開を担う人材育成の一環として、米国カリフォルニア州シリコンバレ

ーにおける研修を引き続き継続し、研修実施の効果を評価する。 

・ 東アジアサミットにおけるエネルギー協力イニシアティブへの貢献として、東アジア･ASEAN 経済研

究センター（ERIA）からの委託を受けて、東アジア各国からバイオマス分野の研究者を受入れ、ア

ジアバイオマスエネルギー研究コアにおいて共同で研究を実施する。 

・ 産総研に在籍する外国人研究者が、産総研において言語や生活習慣等の違い等の障害を感じず

に研究活動に専念できるよう、研究及び生活面におけるサポート業務の充実を図るなど、産総研

の国際化を推進する。特に、今年度は、外国人研究者が研究活動に専念できるための業務マニュ

アルを作成することで研究環境を整備する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 国際機関や国際会議での活動の強化と人的ネットワークの構築により、研究成果の効果的な発信能力と、迅

速で正確な科学技術情報の収集・分析能力を強化する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 引き続き主要な国際会議、相手国機関との個別会議、政府ミッションへの参加、各国の研究機関

訪問等を戦略的に活用して、各国並びに多国間の産業科学技術動向を把握し、産総研の国際戦

略にフィードバックする。また、経済産業省、内閣府、外務省、各国大使館等と積極的に連携する

事で、国際的産業科学技術の政策・フレームワークを把握し、産総研の研究活動を積極的にアピ

ールすると共に、研究戦略に的確に反映させる。また、ハノーバメッセを始めとする欧州やアジア

地域で開催される展示会等へ積極的に参加し、海外における産総研のプレゼンスを高める。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 産総研の安全輸出管理コンプライアンスプログラムを的確に実施する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 海外との研究活動に伴う技術の提供並びに貨物の輸出に関し、法令遵守を徹底するべく、各研究

者への指導、研修会の開催、自己点検とそのフォローアップ等を継続して行う。また、大学・研究

機関からの不適切な技術移転が問題となっている状況から、人的交流に伴う技術移転の適正化

についても重点をおいた取り組みを推進すると共に、産総研の先進的取組みを大学など外部機関

への普及啓蒙活動に活かす。 

・ 引き続き、海外渡航における感染症・事故等の未然防止及びテロ等の災害に直面しないための情

報収集、情報周知を図り、海外での危機意識の醸成に努める。 

 

（研究成果最大化のための評価制度の確立とその有効活用） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 研究開発が効率的かつ効果的に実施され、その研究成果が社会、産業界に有効に移転、提供されているか

否かを検証するため、適宜、評価制度の見直しを行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 第 2 期に実施したアウトカムの視点からの評価制度（アウトカム目標に向けたロードマップ、アウト

プット、マネジメントの評価）を総括する。①中期目標期間中の課題と成果の年次変遷、②成果の

全体とりまとめ、③関係者のコメント、等を通じてアウトカムの視点からの成果評価の有効性と妥

当性を検討し、その結果を基に評価システムの見直しを行う｡ 

 

【中期計画（参考）】 

・ 第2期中期目標期間においては、研究のアウトプットを中心とした評価に加えてアウトカムの視点からの評価

を実施することとし、その結果を産総研の自己改革に適切に反映させる。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 前年度に引き続き対象となる研究ユニットの成果評価、モニタリング意見交換を実施する。中期目

標期間の最終年度であることから、アウトカムの視点からの成果としてのまとめ、さらに中期目標

の達成という観点からとりまとめる。 

 

【中期計画（参考）】 

・ アウトカムの視点からの有効な評価方法を確立するために、国内外で実施されている評価方法の調査、分析

を行うとともに、その結果等を踏まえた評価制度の見直しを行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 国内外の研究開発評価関連会議への参加、研究開発評価のあり方に関する調査をさらに継続的

に実行し、得られた知見を基に評価システムの見直しを行う。 

・ 第 2 期に産総研が掲げた将来像の達成度を把握すべく、評価に関するセミナー等を主催し、国内

外の評価実務者、学識経験者とともにイノベーション創出に資する評価の課題についてさらに議

論し、評価システムの見直しを行う。 

・ 平成 20 年度に取りまとめた新規研究評価システムの枠組みを基に体系化を行い、評価システム

の見直しを行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 評価制度の見直しに当たっては、研究成果のアウトカム実現への寄与を予測する手法の開発に加えて、評

価者、被評価者双方にとって納得感の高い評価制度の確立を目指して制度見直しを行う。また、投入した研

究資源の有効性を判断するための費用対効果的な視点からの評価を定期的に実施するための制度見直し

を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 中期目標期間中の成果を学術、産業、社会への貢献という観点から整理し、研究成果のアウトカ

ム実現への寄与の実態をまとめるとともに、成果創出のためのマネジメント要因をまとめる。 

・ 第２期に投入した研究資源の有効性を判断するため、第２期に行った評価結果から、成果の学術

的、経済的、社会的価値を費用対効果の視点から整理する。 

・ 評価者、被評価者の評価業務の負担軽減に向け、研究経営計画と連動する研究評価データベー

スの構築を進める。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 評価結果を研究課題の設定、研究資源の配分、組織の見直し又は再編・改廃に適切に活用するなど継続的

な自己改革に効果的に反映させることにより、研究成果の質を高めていくとともに、より大きなアウトカムの創

出を目指す。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 引き続き、研究資源配分及び研究ユニットの改廃に評価結果を活用する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 職員の意欲をさらに高めるとともに、職員個人の能力を最大限活用して研究成果や業務の質の向上につな

げるために、職員個々に対する定期的な個人評価を実施する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 短期評価は、職員及び契約職員の一部（ユニット長等）を対象に実施する。 

・ 長期評価は、一定の在級年数を満たした職員(任期付職員を除く）を対象に実施する。 

・ 役員についても業績評価を行い、責任体制に対応した所掌業務の遂行状況を適切に業績手当に

反映する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 個人評価にあたっては、制度の不断の見直しを行い、評価者と被評価者とのコミュニケーションツールとして

の有効活用、評価結果の給与等への適切な反映などを実施していく。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 短期評価終了後は、職員等を対象としたアンケートを実施し、それらの結果を分析して評価の全

体像や問題点を的確に捉るとともに、職員にも概要を開示して評価の相場観に照らし、評価者及

び被評価者それぞれの立場で自分の立ち位置を認識させる等により、制度の適切な運用に努め

る。 

 

（２）経済産業政策への貢献 

（産業技術政策への貢献） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 蓄積された科学技術に関する知見や産業技術動向等の調査・分析の成果を基に、経済産業省の技術戦略

マップのローリングプロセスや技術開発プロジェクト実施に際しての参画及び研究実施のためのインフラ提供

を通し、経済産業省等における産業技術政策に積極的に貢献する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 産総研の研究者の有する国内外の科学技術動向に関する知見を活用して、経済産業省の技術

戦略マップのローリングプロセスに引き続き積極的に関与する。 

・ 平成 20 年度に引き続き、 環境・エネルギーに関わる研究開発の推進を図ると共に、産総研の技

術ポテンシャルを活用して産業技術政策や各種の対外活動等に協力し、地球環境問題の解決を
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通して、低炭素社会構築の実現に向けて貢献する。 

・ 新技術開発による市場創出のインパクトを定量的に評価する「イノベーションインパクト指標」のモ

デルの汎用化とモデルパラメータの精緻化を行ない、より客観的に検証が可能なモデルの開発を

行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 経済産業省等との人材交流及び非公務員型の独立行政法人のメリットを活かした民間企業との連携研究の

中での人材交流を通して、プログラムオフィサー（PO）やプログラムディレクター（PD）などの高いプロジェクト

マネージメント能力を有する人材を育成する。 

《平成 21 年度計画》 

・ 産学官の外部機関に対してプログラムオフィサー（PO）やプログラムディレクター（PD）などの高い

プロジェクトマネージメント能力を有する人材を派遣し、人事交流を進める。 

 

（中小企業への成果の移転） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 産総研の研究成果の中から中小企業ニーズに応える技術シーズを取り上げ、中小企業への技術移転と製品

開発への適用を図るとともに、中小企業の有望な技術シーズの育成と実用化を支援するため、地域公設研と

の連携、協力を含めた共同研究等を機動的かつ集中的に推進する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 中小企業への技術移転と製品開発への適用を図ると共に、中小企業の有望な技術シーズの育成

と実用化を支援するために、以下の事業を実施する。 

1) 平成19年度開始の「産業技術研究開発事業(中小企業支援型)」(経済産業省委託費）を引き続き

実施する（最終年度）。終了テーマについては成果発表会、事業化支援の技術的なフォローアップ

を実施する。 

2) 中小企業等製品性能評価事業を運営する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 中小企業の技術開発レベルの向上を、中小企業人材に対する研修及び最新の産業技術情報並びにビジネ

ス情報にアクセスできる広域ネットワークの構築等によって支援する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 地域の産業技術情報を把握している公設研とのネットワーク構築を引き続き推進する。特に地域

産業活性化支援事業については公設研や地域の中小企業に対し周知に努めるとともに、事業の

有効活用により、技術移転を通じた中小企業の支援と人的ネットワークの強化を図る。 
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・ 引き続き、サテライトの共同運営等を通じた中小企業基盤整備機構等との連携を強化し、サテライ

トを交流の場とした各種プロジェクトの立ち上げ支援や技術・事業化相談、セミナーや人材育成プ

ログラムなどを実施し、中小企業支援の高度化を図る。 

 

（地域の中核研究拠点としての貢献） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 地域の産業界、大学との共同研究等の実施及び地方公共団体、地域公設研との産業技術連携推進会議の

活動などを通じた地域ニーズの発掘並びに地域公設研を通じた地域中小企業との連携を行うことにより、地

域産業技術の中核機関としての役割を果たす。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 産総研産業変革研究イニシアティブなどの大型連携プロジェクトの実施による地域新産業創出を

進める。 

・ 引続き、地域経済産業局、地域産業界との意見交換を実施し、地域ニーズや地域産業政策に対

する産総研の研究ポテンシャルの活用を図る。 

・ 地域部会では、地域経済の現状を踏まえたプロジェクトの共同提案等の取り組みを強化すると共

に、地域産業技術連携推進会議と連携して地域経済の活性化・再生に向け一層寄与することを目

指す。 

・ 技術部会は公設試の技術レベルの向上を図るため研究会や研修会の活動を引き続き実施すると

共に、地域部会の活動を支援し、地域中小企業の活性化やイノベーションの創出に寄与する。 

・ 引き続き、産総研地域センターが核となった広域連携の取り組みを進め、それによる企業への効

果的な技術支援を目指す。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 地域経済産業局が推進する産業クラスター計画など地域産業施策への貢献による新規産業創出活動、ある

いは地域の産業界、大学、地方公共団体及び官界間の全体的なコーディネート機能の発揮、ハイテクベンチ

ャーの起業支援等による地域におけるプレゼンスの向上を図るとともに、地域における科学技術と産業の振

興に取り組む。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 産業クラスター計画への貢献、地域の要請に基づくテーマ設定による研究成果の展示や研究講

演会の開催、あるいは産総研が主導的に研究会を設置、運営すること等を通じて、経済産業局、

各自治体、地域公設研等との連携をさらに進める。 

・ 引き続き、経済産業省の「地域イノベーション創出共同体形成事業」に対して産総研が中核となっ

て事業を推進する。 
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【中期計画（参考）】 

・ 8 地域に展開する地域センターにおいては、全国ネットワークをバックに地域における窓口としてオール産総

研の成果発信や、地域のニーズを吸い上げ産総研全体で解決するためのコーディネート機能、地域への人

材供給機能を発揮する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 引き続き、定期的に地域産学官連携センター長会議、全国産学官連携コーディネータ会議を開催

するとともに、さらに月 2 回程度全国産学官連携コーディネータ等を TV 会議で結んだ連絡会を開

催し、オール産総研としての情報の共有化、連携強化を推進する。 

・ 必要な人員の産業技術指導員の確保に努め技術相談等の問い合わせに当たるとともに、共同研

究の成約に向け産学官連携コーディネータに協力して各地域センター及び地域公設研との連携を

図る。また、共同研究のフォローアップも合わせ、中小企業ニーズの把握とそれに基づく支援活動

を全国に展開する。 

・ 引き続き、各地域の産学官連携センターは地域における産学官連携の中核拠点として、経済産業

局や地方自治体、商工会議所など連携し、オール産総研の窓口として地域ニーズに応じたサービ

スを提供する。 

 

（工業標準化への取り組み） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 工業標準に対する産業界や社会のニーズ、行政からの要請等に応えるため、産総研工業標準化ポリシーに

基づき、工業標準の確立を目的とする研究開発を推進するとともに、日本工業標準調査会（JISC）、国際標

準化機構（ISO）・国際電気標準会議（IEC）、国際的フォーラム活動等に積極的に参画し、産総研の研究成果

や蓄積されたノウハウ、データベース等を活用し、産総研の研究成果の標準化に取り組むとともに、併せて、

我が国産業界発の国際標準の獲得を積極的に支援する。具体的には、第 2期中期目標期間中に、新たな国

際議長、幹事、コンビナーの引受を実現し、国際標準獲得のリーダシップを発揮するとともに、産総研の成果

を基にした国際提案も含めた 40 件以上の JIS 等標準化の素案を作成することを目指す。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 「産総研工業標準化ポリシー」に基づいて、産業界や社会的ニーズ、行政からの要請に対応すべ

く「標準基盤研究」を推進するとともに、経済産業省が実施する「国際標準共同研究開発事業」等

の受託研究を着実に実施する。 

・ 新たに国際会議における議長、幹事、コンビナーの引受を実現し、国際標準獲得のリーダシップを

発揮するとともに、産総研の成果を基にした JIS、ISO 等の規格案にとりまとめ、国内外の標準化

機関へ 10 件以上の提案等を行い、積極的な規格化を図る。 



 13

・ ホームページ等を活用した所内外の標準化関係者への標準化に関する情報提供を行うと共に、

所内工業標準化関係者の一元管理を行い、工業標準化のための体制を強化する。 

・ ISO 等の国際標準化活動を円滑化するために近隣諸国をはじめとする関係諸国と標準化に関す

る協力関係を構築し、標準専門家の招聘、派遣を企画、調整、実施する。これにより、ISO 等の国

際標準の策定を目的とした人的ネットワーク形成を支援すると共に、国際会議出席報告書、海外

調査報告書を一元的に管理し、海外の標準化動向をとりまとめる。 

・ ISO／TC229ナノテクノロジー国際標準化の取りまとめ、日中韓アクセシブルデザインフォーラムの

標準化にかかわる国際展開を重点支援する。また、所内の国際標準化活動を促進するため、国

際標準化情報を積極的に発信する。 

 

（３）成果の社会への発信と普及 

（研究成果の提供） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 研究開発の成果を産業界や社会に移転するための取り組みとして、知的財産権の実施許諾、共同研究、ベ

ンチャー起業支援、技術相談、技術研修等の多様な仕組みを活用した産業界との連携を第 1 期中期目標期

間に引き続いて推進するとともに、第 2 期は新たな仕組みとして柔軟な人事制度を活用した人材交流による

技術移転など実効性ある方策の導入を図る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 共同研究等を推進するための制度に基づいて、民間企業等からの資金提供型共同研究、受託研

究に対して資金提供額に応じて研究ユニットに研究費を付与する。第 2 期研究戦略上、重要な研

究課題として位置づけられる共同研究に対しては、研究開始前に審査委員会に諮ることにより、

研究資金運用の効率性を高め、社会への技術移転を効果的に支援・推進する。 

・ 技術移転を効果的に推進するために、企業との協定に基づく組織的な連携により、ポスドク等を

産業技術人材へと育成する。 

・ 企業担当、大学担当及び研究ユニット担当の産学官連携コーディネータの活動により産学官連携

の取り組みをさらに発展させる。 

・ 研究成果をより広く普及させるために、これまでに構築した自治体や金融機関等との連携をさらに

深化発展させる。 

・ 産総研の知名度向上を効果的、効率的に行うために、参加するイベント・展示会について費用対

効果を元にさらに選択と集中を行う。 

・ ベンチャー創業前・創業後における各種課題の解決のため、相談窓口を設け各種相談に対応す

るとともに、高度かつ専門的知見が必要となる案件に対応するため、専門家との契約を行う。 

・ 研究者による創業事務の負担軽減を図るため、所内イントラに「起業支援手引書」等の掲載や会

社設立登記の代行業務等を実施するとともに、ユーザー側の立場で掲載内容の見直しを図る等
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により、その充実化を図る。 

・ また、産総研に入居するベンチャー企業について、その関連手続きについて関係部署との連携の

もと、当該手続きに係るサポートを実施し、その迅速化、円滑化等を図る。 

・ 産総研の研究者のベンチャー創出意識醸成を図るためにベンチャー開発センター職員によるベン

チャーキャラバン（ベンチャー創出セミナーと創業相談を併催）をつくばセンターおよび地域センタ

ーで開催する。 

・ 前年開催の反省点を踏まえ、研究室公開などを中心としたより効果的な交流の手段を検討し、オ

ープンラボを開催する。 

・ 「連携千社の会」を通して様々なサービスの提供を行うとともに産業界のニーズをフィードバックし、

効果的な成果普及方策の立案に役立てる。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 産総研の技術シーズを活用し、波及効果が大きく企業のニーズに直結する資金提供型共同研究や受託研究

の実施を強力に推進する。このことにより、民間企業等から受け取る研究資金等を、第 1 期中期目標期間最

終年度の 1.5 倍以上の金額に増加させることを目指す。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 共同研究等を推進するための制度に基づいて、外部資金を獲得した研究ユニットへの資金的支

援を行うとともに重要課題に対しては委員会において審査し、追加的資金を配分する。これらによ

り、外部研究資金の獲得額の増加を目指す。 

・ 第 2 期中期計画における民間資金提供額の目標達成に向けて、以下の取組を実施し、民間企業

等からの外部研究資金の獲得に努める。 

1) 包括協定の活用やトップセールスによる大型連携案件の構築 

2) 研究装置等提供型共同研究・FS 連携制度などの新たな施策を活用した共同研究案件の発掘 

3) 産総研がハブとなり大学・独法等を取りまとめるソリューション提案型共同研究への取り組み。 

・ 共同研究、受託研究等の各種支援制度、支援体制の見直しと整備を行い、企業ニーズに応じた迅

速かつ柔軟な連携構築に取り組む。具体的には、産学官連携コーディネータを中心として、平成 20

年度に構築したイノベーション先導事業、FS 連携制度、研究装置等提供型共同研究制度、連携千

社の会等について、研究ユニット、企業等への周知を行うとともに、最適な連携制度の利用による

連携構築を行う。また、顧客満足度の向上を目指し、連携プロセスの効率化とワンストップサービ

スの推進と徹底を行う。 
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【中期計画（参考）】 

・ 研究開発型ベンチャーの起業に必要な研究開発を加速し、ビジネスプランの策定を支援するなど、研究開発

の成果が新産業の創出や産業構造の変革の芽につながるよう費用対効果も考慮しつつベンチャーの起業に

積極的な支援を行う。第 2 期中期目標期間終了までに、第 1 期中期目標期間と通算して、産総研発ベンチャ

ーを 100 社以上起業することを目指す。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ ベンチャー創出を加速するため、事業化活動に関する産業界での十分な実務経験を有するスター

トアップ・アドバイザーと、ベンチャーの基盤となる特許の発明者である産総研研究員によるタスク

フォースを 8 件以上（継続分を含む）実施し、創業・新規事業創出の準備を行うプロジェクトチーム

として活動する。 

・ 平成 20 年度の検討結果を踏まえ、産総研内で取得できる能力と取得困難な能力の分類・分析を

行い、スタートアップアドバイザー内部育成およびセンター職員の自己研鑽の一手段としての有効

性検証を行う。 

・ 第 2期中期目標期間終了までに、第 1期中期目標期間と通算して、産総研発ベンチャーを 100社

以上起業するために、「産総研技術移転ベンチャー」の創業に努める。 

・ 今年度についても産総研技術移転ベンチャー等からの「事業実施状況ヒアリング」を実施し、技術

移転の状況、経営状況及び産総研が行う技術移転促進への要望等についてヒアリング等を実施

する。また、技術移転促進措置期間中の産総研技術移転ベンチャー等への「企業訪問」を実施し、

技術移転の状況等について意見交換を実施する。 

・ ベンチャー企業創出戦略に資するため、ベンチャー追跡調査を行い、タスクフォース等のベンチャ

ー創出活動にフィードバック出来るように努める。また、産業や証券市場、科学技術政策との関連

からの検討も実施し、日本における企業創出のための事例を抽出する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 企業との共同研究を前提とした社会的に波及効果の大きい大型研究プロジェクトを自律的に立案、運営す

る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 企業との連携による事業化プロセスを明確に持ったシナリオドリブンのプロジェクトとして、「産業変

革研究イニシアティブ」を推進する。 

・ 企業担当及び研究ユニット担当の産学官連携コーディネータが中心となり産学官連携推進部門、

研究ユニット、イノベーション推進室等による支援体制を構築する。 
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【中期計画（参考）】 

・ 産総研のオープンスペースラボ（OSL）を共同研究スペースとして充分に活用し、企業との共同研究を強力に

推進する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 引き続き、OSL を共同研究スペースとして有効かつ適切に活用し、企業との共同研究等を強力に

推進する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 産総研の研究成果の普及による産業技術の向上に貢献するため、技術研修、技術相談及び外来研究員等

の制度により、企業等に対する技術的な指導を実施する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 引き続き、技術研修、技術相談及び外来研究員の受入等により、企業等に対する技術的な指導を

積極的に実施する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 産総研の研究開発の成果を積極的に普及するため、報告書等の作成・頒布に加え、各種のシンポジウム、

講演会、イベントを開催するとともに、外部機関が催すこれらの行事に参加する。 

《平成 21 年度計画》 

・ 産総研の研究開発の成果の積極的な普及のため、学術誌「Synthesiology」、シンポジウムなどの

形で、産総研の「見える」化を図り、産業界向けに成果の発信を推進する。また、産総研の研究活

動をまとめて、研究成果が社会に結びつくように情報発信する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 各種研究成果、関連データ等の研究開発活動の諸成果を知的基盤データベースとして構築し、公開データと

してホームページ上で発信する。特に、研究人材データや研究情報公開データについては、分かりやすいデ

ータベースを構築し提供する。 

《平成 21 年度計画》 

・ 研究人材データベースは、科学技術振興機構(JST)の ReaD(研究開発支援総合ディレクトリ)と引

き続き連携をとり、ReaD のデータの定期的な更新を行う。 

・ 平成20年度の検討（DB構築・管理の方向性、実施料や有償配布の取り扱い）を踏まえてデータベ

ースの構築・管理方針を決定する。 
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【中期計画（参考）】 

・ 研究開発の成果を科学的、技術的知見として広く社会に周知公表し、産業界、学界等に大きな波及効果を及

ぼすことを目的として論文を発信する。産総研全体の論文発信量については、国際的な研究機関としての成

果発信水準を確保し、年間論文総数で 5,000 報以上を目指す。また、産総研の成果を国際的に注目度の高

い学術雑誌等に積極的に発表することとし、併せて論文の質の向上を図ることにより、第 2 期中期目標期間

の終了年度において全発表論文のインパクトファクター（IF）総数（IF×論文数の合計）7,000 を目指す。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 論文の発信数を年間5,000 報、インパクトファクター（IF）総数を平成 21年度に 7,000 を達成するた

め、積極的に成果発信する。 

 

（研究成果の適正な管理） 

【中期計画（参考）】 

・ 産業界との連携により研究成果を社会に適正に技術移転するため、また民間企業が安心してニーズ情報等

の産総研への提供をできるようにするため、産総研内において必要な体制を構築し、研究成果、研究関連情

報を適切に管理する。 

《平成 21 年度計画》 

・ 引き続き、発明相談、研修、説明会等を通じて、研究者の知的財産制度に対する関心と理解を高

めると共に、研究成果物に関する規程類についての周知・徹底を図り、研究成果を適切に管理す

る。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 研究成果の社会への発信、提供にあたっては、公開とする情報と非公開とする情報を確実に整理及び管理

するとともに、共同研究等の検討のため外部に秘密情報を開示する場合には、秘密保持契約の締結などに

より知的財産を適切に保護する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 研修、説明会等を通じて、秘密保持契約や研究試料提供契約、ノウハウ管理等に関して周知・徹

底を図るとともに、公開・非公開の情報の整理等を行い、知的財産を適切に保護する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 国内外の機関との人材の交流、産業界との連携等を推進していく中で、産総研の研究成果を適切に管理す

るという観点から、研究開発の成果のオリジナリティを証明し、かつ適切に保護するための研究ノートの使用

を促進する。 

《平成 21 年度計画》 
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・ 引き続き、新規採用者研修等において研究ノートの役割、使用法に関する説明を実施し、研究ノ

ートの適正な活用と管理を推進していく。 

 

（広報機能の強化） 

【中期計画（参考）】 

・ 産総研の活動、研究成果等を専門家のみならず、広く国民にも理解されるよう産総研の広報戦略を策定し、

広報活動関連施策の見直しを図る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 産総研の広報にかかる戦略策定、運営等に関する検討、助言を行う「広報戦略懇談会」に、広報

業務に関する評価を行ってきた「広報評価委員会」を統合することで、アドバイザリー機能を強化し、

広報戦略及びアクションプランの更なるブラッシュアップを図り、戦略的な広報活動の確立と実践

に取り組む。 

 

【中期計画（参考）】 

・ プレス発表による最新情報のタイムリーな発信をはじめとするマスメディアを通じた広報や、展示室、地質標

本館、広報誌等印刷物、一般公開、データベース、ホームページ、メールマガジン等の様々な広報手段を活

用し、効率的かつ効果的な広報活動を推進する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 産総研への職員の帰属意識向上と所名の認知度を高めるため、「産総研 CI」の多方面での活用

を推進するとともに、各種印刷物等の視覚的質の向上を図るため、部門横断的にデザイン提供、

助言等を行う。 

・ プレス発表、取材については、研究成果と経営情報をわかりやすく伝えるように努める。また、マス

コミへは迅速かつ丁寧に対応し、信頼感の醸成を図る。更に、報道内容のフォローアップを行い、

プレス発表方法の改善に努める。 

・ 産総研公式ウェブサイトの情報発信に関しては、最新情報を的確かつ迅速に発信し、外部からの

利便性の向上に努める。更に、アクセスログ解析によって得られたデータを活用し、ユニットのサイ

ト運営を支援する。 

・ 「産業界向け」産総研紹介ビデオの外国語版を制作し、展示会、講演会で情報発信を行うことで、

国内外における産総研の認知度向上を図る。また、産総研の研究成果を映像でわかりやすく紹介

し、科学技術に関する情報発信を効果的に展開する新規映像番組を制作し、サイエンスチャンネ

ルの放送網を通じてテレビ放映を行う。 

・ 常設展示施設「サイエンス・スクエアつくば」の展示物のリニューアルをおこなうとともに、「サイエン

ス・スクエアつくば」「地質標本館」の展示物解説の補強、特別展を開催するなど、見学者へのサー

ビス向上に努める。また、地質標本館内の地質相談所を窓口として、地質情報の利用促進のため、
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外部機関や市民からの問い合わせに積極的に応えるとともに、団体見学者の要望に応じて、地域

地質の解説を行う。 

・ 一般公開については、より地域住民の理解を得るよう、研究成果及び社会における貢献を紹介す

るなど、内容の充実を図るとともに、つくばセンター展示物等を活用して、地域センターのイベント

や一般公開を支援することで、産総研全体の成果をアピールする。また、地質標本館においては、

科学館、科学系博物館などに協力し、移動地質標本館を出展する一方、学校教育関係者と連携し、

若年層の自然観育成、科学理解度増進に注力する。 

・ 広報誌等出版物については、対象者を意識し研究成果の活用方法を含め、広く社会に受け入れ

られるような内容の情報発信に努める。 

・ 一般市民・青少年の科学技術を理解するための素養を育むことを目的とした「サイエンスカフェ」、

「出前講座」、「実験教室」等のサイエンスコミュニケーション事業は、総合科学技術会議等で、産

総研に対して実施することが求められていることから、積極的に取り組む。また、青少年を対象に

した科学技術体験プログラムを実施する。 

・ 公的研究機関によるベンチャー創出の意義や、産総研のベンチャー創出支援活動内容・成果につ

いて社会の理解を得るために、効果的なイベントを厳選して、外部機関が催す展示会・見本市へ

の出展等を通じて、外部技術シーズへの対応や企業との共同研究をベースとしたベンチャー創業

スキーム等を紹介するとともに、産総研のベンチャー創出活動の成果を発信する。 

・ タスクフォース成果報告会を年度内に 1 回開催し、タスクフォース発ベンチャーの事業内容等に関

する情報発信を行い、ベンチャーキャピタルや一般国民に向けて、産総研の行うベンチャー創出

活動の成果を発信する。 

・ 産総研ベンチャーの創出活動と実績を紹介する広報誌を年度内に作成・発行する。また公開イベ

ントや展示会場等での配布、ホームページへの掲載を実施することで、当該事業の周知を実施す

る。 

・ 産総研ベンチャー等の相互交流を促進するためにコミュニティ形成のための催しとして AIST スタ

ートアップスクラブを年 2回以上開催する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 国際シンポジウムの開催や英文による国際的な情報発信を強化し、国内外における産総研のプレゼンスの

向上を図る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 国内外での産総研のプレゼンスの向上を目的として、英語版ホームページを充実させ、広報誌、

学術誌「Synthesiology」等の英語版を発行する。 
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（知的財産の活用促進） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 知的財産に係る戦略策定機能を強化し、実用的で社会への波及効果の大きい知的財産の創出に努めるとと

もに、その管理を適正に行い、より有効かつ迅速に社会に移転させるための取組みを推進する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 引き続き、知的財産に係る戦略的な取り組みを強化し、波及効果の大きい知的財産の創出に努

める。 

・ 経営的視点に基づく重点化の観点から、適切な IP インテグレーション課題を選定し、知的財産価

値の増大を図る。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 特許等の知的財産の実用性、社会への有用性を重視し、第 2 期中期目標期間終了時までに、600 件以上の

実施契約件数を目指す。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 特許等の知的財産を活用した技術移転を進めるため、TLO と連携して、産総研の保有知的財産

権の実施を前提とする特許実用化共同研究などを推進し、引き続き実施契約件数 600 件以上を

目指す。 

 

（４）技術経営力の強化に寄与する人材の育成 

（研究開発を通じた技術経営力の強化に寄与する人材の育成等） 

 

【中期計画（参考）】 

・ ポスドクや企業、大学等の研究者等を、産総研の基礎から製品化に至る幅広い研究活動に従事させることに

より、企業の技術経営力の強化に寄与する人材として育成するとともに、企業へ供給する等その活用を促進

する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 研究人材育成のために企業や大学の研究者等を産総研に受け入れる「カーブアウト事業」や「ベ

ンチャー支援任用制度」を一本化するなど、より外部人材を受け入れやすくするために各種制度

の改革を図る。 

・ 若手研究人材の正規就業支援事業の一環として、産総研イノベーションスクールを70人規模に拡

充し、ポスドククラスの若手研究者を産業技術の技術革新に貢献できる研究人材として育成し、産

業界等へ輩出する。 
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【中期計画（参考）】 

・ 企業等との連携を図り、産総研から産業界への人材の派遣等による産業界との交流を推進する等により、産

総研において育成された技術経営力の強化に寄与する人材の活用を促進する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 産業界へ優秀な人材を効率的に派遣・輩出するため、「連携千社の会」をさらに活用し必要とされ

る人材の把握を行い、「産業人材育成事業」等、様々な制度を活用し人材育成を実施する。 

 

（５）非公務員型移行のメリットを最大限活かした連携の促進 

（産業界との連携） 

【中期計画（参考）】 

・ 非公務員型の独立行政法人への移行のメリットを最大限に活かした柔軟な人事制度のもとで、産業ニーズと

直結した研究開発の推進や研究成果の産業界への効率的な移転等を図るために、産業界からの人材の受

け入れや産総研から産業界への人材派遣等による産業界との交流を強力に推進する。 

《平成 21 年度計画》 

・ 産業界からの人材の受け入れや産業界への人材派遣による産業界との交流をさらに推進する。 

・ 企業との連携を深めるために設立した「連携千社の会」のネットワーク機能を活用し、産総研のさ

まざまなイベントや企業向け説明会等の発信を行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ ポスドク等の若手研究者を産学官連携の大規模な研究開発プロジェクトに参画させることにより、世界に通

用する産業科学技術の技術革新を担う人材として育成する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 引き続き、企業との共同研究プロジェクトにポスドク等の若手研究者を参画させ、産業技術人材へ

と育成する取り組みを強化する。このために、企業との協定締結を推進するとともに「産業技術ポ

スドク育成事業」を継続実施する。 

 

（学界との連携） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 先端的分野での研究ポテンシャルの高度化や新たな技術融合分野の開拓等を図るために、包括的協力協

定等において非公務員型の独立行政法人への移行のメリットを活かした柔軟な人材交流制度を活用するこ

とにより、大学との連携を強化する。 

 

《平成 21 年度計画》 
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・ 産業界及び大学・公的研究機関との連携のハブとなることを目指して、大学等公的研究機関との

組織的・戦略的な連携活動を推進し、この中で、技術研修員、外来研究員の受入れ、産総研の研

究員の外部派遣などを通じて人材交流を促進し、先端的研究開発の推進とともに、将来の産業技

術開発を担う人材の育成を行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 産総研に蓄積された知的資産を社会に還元するために、各種委員会、学界等への委員の派遣等を積極的に

行い、社会への知的貢献を果たす。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 引き続き、産総研に蓄積された知的資産を社会に還元するために、各種委員会、学協会等への

委員の派遣等を積極的に行う。 

 

（人材の交流と育成） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 産総研のミッション遂行に必要な能力を涵養し、優秀な人材を育成するため、各種研修制度を充実させるとと

もに、柔軟な人材交流制度を活用し産業界、学界等との人材交流を推進する。 

《平成 21 年度計画》 

・ 職員一人ひとりの能力とチーム及び組織の機能が最大限に発揮されるよう、職員等基礎研修、階

層別研修、プロフェッショナル研修等を体系的かつ効率的に運用する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 産総研が有する多様な研究分野のポテンシャルを有効に活用し、ナノテクノロジー産業人材など新興技術分

野や技術融合分野における先端的な技術革新に対応できる人材を年間 100 名程度育成する。また、非公務

員型の独立行政法人としてのメリットを最大限活かし、人材交流も含めた産業界との連携の下、産業界で即

戦力となる高度な実用化研究のスキルを持った人材を供給する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 産業界、学界等との連携研究プロジェクトに、ポスドク等の若手研究者を参画させ、産業技術の技

術革新に貢献できる研究人材として育成する。 

・ 若手研究人材の正規就業支援事業の一環として、産総研イノベーションスクールを70人規模に拡

充し、ポスドククラスの若手研究者を産業技術の技術革新に貢献できる研究人材として育成し、産

業界等へ輩出する。【再掲】 

・ 若手研究人材の正規就業支援事業を活用して、新たに「専門技術者短期育成事業」を開設し、単

年度で集中的に産業界等において活躍できる人材の育成に努める。 
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・ 平成１７年度に開始した高度専門技術者育成事業を継続して実施し、民間企業等で活躍できる研

究支援者等を引き続き育成することに努める。 

・ 高度専門技術者育成事業による育成年限を迎える専門技術者が、産業界において活動の機会を

得られるよう支援を行う。 

 

（弾力的な兼業制度の構築） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 発明者等に限定されていた研究成果活用型の役員兼業の対象を、発明者等以外にも拡大するなど、兼業を

より弾力的に実施できるよう必要な制度の整備を行い、より効果的に研究成果の社会への還元を図る。 

 

なお、平成２０年度補正予算（第２号）により追加的に措置された交付金については、「生活対策」の雇用セー

フティネット強化対策及び中小・小規模企業等支援対策のために措置されたことを認識し、非正規労働者の

雇用安定対策の強化（若年研究人材の正規就業支援）及び中小企業等の新技術開発の支援、商品化・調達

に向けた一貫支援の取組のために活用する。 

 

さらに、平成２１年度補正予算（第１号）により追加的に措置された交付金については、「経済危機対策」の底

力発揮・２１世紀型インフラ整備のために措置されたことを認識し、大学等における教育研究基盤の強化（若

年研究人材の正規就業支援）及び産学官連携の強化（共同研究助成）の取組のために活用する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 兼業従事者の裾野拡大を図るべく、兼業制度の柔軟化及び申請手続きの簡便化が明確に伝わる

ように、イントラ上での工夫を行う。また、兼業案内ページを再構成し、裾野拡大に加えて、コンプ

ライアンスの観点から兼業従事上の諸規定（従事時間の上限、出勤簿処理の方法等）についても

周知徹底が図れるよう整理する。 

 

２．研究開発の計画 

（鉱工業の科学技術） 【別表１】 

（地質の調査）  【別表２】 

（計量の標準）  【別表３】 

 

３．情報の公開 

 

【中期計画（参考）】 

・ 産総研の諸活動の社会への説明責任を的確に果たすため、保有する情報の提供の施策の充実を図るととも

に、適正かつ迅速な開示請求への対応を行う。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 情報提供について、「情報公開」・「個人情報保護」のホームページ掲載の情報を常時見直し充実

させる。また、情報公開窓口施設における研究成果資料の整備等を引き続き行い、情報提供の一

層の推進を図る。 

・ 情報公開窓口の円滑な運用を引き続き行い、開示請求及び問い合わせ等に適正かつ迅速に対

応する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 個人の権利、利益を保護するため、産総研における個人情報の適正な取扱いをより一層推進するとともに、

個人情報の本人からの開示等請求や苦情処理に適切かつ迅速に対応する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 個人情報の適切な管理維持等のために必要な措置について、教育研修の実施並びに自己監査

及び点検等の評価・改善サイクルを充実させ、セキュリティレベル向上の周知徹底を図る。 

・ 個人情報保護窓口及び苦情相談窓口の円滑な運用を行うとともに、開示等請求及び苦情処理の

申し出等に適切かつ迅速に対応する。 

 

４．その他の業務 

（特許生物の寄託業務） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 特許庁からの委託を受け、産業界のニーズを踏まえた寄託・分譲体制を確立し、特許生物の寄託に関する業

務を行う。また、世界知的所有権機関（WIPO）ブダペスト条約により認定された国際寄託業務を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 特許庁からの委託機関として、また、ブダペスト条約に基づく国際寄託当局として、継続して国内

外からの特許生物を受託し、求めに応じて分譲業務を適切に行う。 

・ 日常業務における安全管理体制の強化に務めるとともに、業務の効率化・均質化のための体制

整備と広報活動を行うなど、利用者へのサービス向上に努める。  

・ 業務に関連した微生物の形態的多形識別技術、動物細胞の保存・検定技術、微細藻類の保存技

術、植物細胞の遺伝形質の安定化のテーマについて研究を実施する。 

・ 寄託業務の改善に向け、平成 20 年度から実施している寄託微生物の受託時における安全性確

認の強化や最低 2,000 株の保管菌株について安全度レベルの判定を行うなど、安全対策及び業

務改善策などの取り組みを継続して実施する。 
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（独立行政法人製品評価技術基盤機構との共同事業） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 独立行政法人製品評価技術基盤機構と標準化関係業務等に関する共同事業を行う。 

《平成 21 年度計画》 

・ 独立行政法人製品評価技術基盤機構と工業標準基盤研究等の工業標準化を目的とした共同事

業を継続して実施するとともに、昨年度実施した 3 テーマ(嗅覚同定能力測定法、年齢別聴覚閾値、

ロービジョン)から研究成果を JIS、ISO等の具体的な規格案にとりまとめ、経済産業省関係部局に

対して提案する。 

 

Ⅱ．業務内容の高度化による研究所運営の効率化（業務運営の効率化に関する目標を達成するため

にとるべき措置） 

 

１．研究活動を支援する業務の高度化 

（経営機能の強化） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 研究成果の最大化のため、経営全般にわたる意思決定機構の整備と、これによる意思決定スピードの向上、

役割分担及び責任の明確化など経営機能の強化を図る。 

《平成 21 年度計画》 

・ 研究分野担当理事の役割及び職務を明確化し、経営的視点に基づく研究開発を強化する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 各部門ごと及び組織全体としてのリスク管理体制を強化することに加え、研修等を通じた職員一人一人の社

会的責任、法令遵守に対する意識の向上を図る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 産総研に潜在するリスクを整理・分析・評価するとともに、各部門ごと及び組織全体としてのリスク

管理能力の向上を図る。 

・ リスク管理委員会において、リスク管理に係わる方針、体制の検討、活動状況等の報告を行い、リ

スク管理体制の強化を図る。 

・ 平成 20 年度に引き続き、リスク管理、コンプライアンスに関するカリキュラムを組み込んだ階層別

研修等を継続して行い、職員が社会的責任等に対する高い意識を保ち続けられるよう図る。また、

引き続きセルフチェック等を実施し、職員等がコンプライアンスに関する理解をより一層深められる

ように努める。 
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・ 内部監査等を活用してリスク管理活動のモニタリングを行い、その結果を各部門等に遅滞なくフィ

ードバックすることにより、リスク管理活動のレベルアップを図る。 

・ 第三者検収制度等の調達・契約に係るシステムを不断に見直し、適切に行われるように検証及び

必要な改善に努める。 

・ 適切かつ自発的に情報公開を行い、組織としての健全性を社会に対して示す。 

 

（研究支援業務の効率的な推進） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 財務会計、人事、研究環境の整備など研究を支援する業務については、その業務フローを見直し、業務分担

の整理を行うとともに、業務運営方法の見直しを適切に行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 平成 20 年度に構築した次期情報システムを安定稼動させ、研究支援業務の最適化を推進する。 

・ 産学官連携関連業務の効率的な実施に資するため、平成 21 年 4 月稼動予定の次期情報システ

ムにおいて、以下の改修を行う。 

1) 複数者契約の表示項目の追加機能 

2) 委託研究における研究員の追加機能 

3) 研究データベースとの連携 

  等 

・ 平成 20 年度に引き続き、「独立行政法人整理合理化計画」による随意契約基準の見直しを踏まえ

競争入札及び公募による調達の適切な業務遂行を行うために、制度の職員への理解・浸透を図

るとともに契約手続きの適正な執行を推進し、競争性及び透明性の確保に努める。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 本部と地域センターにおける業務分担及び業務フローを明確化し、研究支援業務の効率化を図る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 平成 20 年度に実施した業務棚卸の結果を踏まえ、イノベーション推進体制の見直し、研究業務と

事務業務が密接に連携している業務を効率的かつ効果的に進めるための体制のあり方等につい

て検討する。 

・ また、人事、会計業務等研究支援業務にかかる地域センター所長とつくばとの権限関係を整理し、

組織体制の明確化図る。 
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【中期計画（参考）】 

・ 研究支援業務の継続的な業務合理化を推進しつつ、現場からの改善提案を受け付ける制度等を活用して業

務内容の改善状況を常に点検し、支援業務の質の向上に努める。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 職員から寄せられる業務改善提案の進捗状況を継続的に把握し、業務推進本部連絡会の場を活

用して、関係者間の情報共有と連携による提案内容に対する有効策の検討と迅速な処理に努め

ることにより、研究支援業務の質的な向上を目指す。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 上記を達成するため、研修制度等の充実による職員の専門能力の向上と併せ、機動的な人員配置を行うと

ともに、旅費、給与、研修実施業務等に関しアウトソーシングなどを活用することにより研究支援業務の質の

向上を図る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 時間外労働縮減キャンペーン等の継続的な実施、業務効率化意識を高めるためのセミナー等の

実施や、一定の専門性を有する職員の育成に取り組むことにより、研究支援業務の質的な向上を

図る。 

・ 施設整備業務の一部についてアウトソーシングを実施し、その結果を踏まえて、段階的なアウトソ

ーシングについて検討を進める。また、他の業務についても引き続きアウトソーシングの可能性に

ついて検討する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 研究関連・管理部門等の業務効率向上に資する内部評価が可能となるよう、部門等の性格の違いを考慮し

た評価項目や外部有識者の活用のあり方を含め、評価方法を見直す。評価結果を部門等の人員配置、予算

配分、運営や産総研の経営の改善に適切に活用し、業務効率の向上を図る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 産総研経営における研究支援業務の実践を担う、研究関連・管理部門等の活動評価について、

部門等の性格の違いを考慮した納得感の高い評価コメントを取りまとめる。平成１９年度に設定し

たＰＤＣＡをより有効なものに改善し、産総研の活動について総括的観点から業務改善につなげ

る。 

・ 評価結果を部門等の人員配置、予算配分、運営や産総研の経営の改善に適切に活用し、業務効

率の向上を図る。 

・ 平成21年度から、業務改善プロジェクトチームを新設し、業務の簡素化や外部委託の推進等を通
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じた業務の効率化及び高度化に取り組む。 

 

（研究支援組織体制の最適化） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 研究支援業務に関する実績と運営状況を常に把握し、評価結果並びに社会情勢等を踏まえた経営判断によ

り、運営効率向上のための最適な組織体制に向けて不断の見直しを図る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 平成 20 年度に策定した研究関連・管理部門等の業務・組織・制度の見直しの方向性を踏まえ、効

率的かつ効果的な部門間の役割分担、人員配置のあり方等を検討し、運営効率向上のための最

適な組織体制に向けて不断の見直しを図る。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 研究支援業務の質を維持しつつ、業務の効率化、本部と地域センターの業務分担の見直し等を踏まえ、管理

部門の職員の全職員に対する比率を地域センターを中心に引き下げる。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 平成 20 年度に策定した研究関連・管理部門等の業務・組織・制度の見直しの方向性を踏まえ、効

率的かつ効果的な部門間の役割分担、人員配置のあり方等を検討し、研究支援業務の質を維持

しつつ、管理部門の職員の全職員に対する比率を地域センターを中心に引き下げる。 

 

（業務の電子化の推進） 

【中期計画（参考）】 

・ 電子的な情報共有の推進、業務用データベースの高機能化及びワークフロー決裁の利用拡大による業務シ

ステムの更なる高度化を通じて、研究関連業務、管理業務及び研究業務の効率化を図るとともに、情報セキ

ュリティを強化する。 

《平成 21 年度計画》 

・ 次期情報システムの稼働を開始し、情報システムによる業務支援の高度化及び効率化を平成 21

年度半ばを目処に実現する。具体的には所内情報基盤であるイントラネットシステムの提供により、

職員の情報共有を進めるとともに、会計システム及び人事給与システムを稼働させ、研究支援業

務の高度化・効率化を図る。さらに、研究テーマデータベースの稼働により、研究資源と成果の把

握を高度化し、研究経営支援手段を強化する。 

・ 情報セキュリティポリシー（「情報セキュリティ基本方針」、「情報セキュリティ規程」等により構成）改

訂に伴う Web 版セキュリティ研修（e-ラーニング）のコンテンツ改修を行い、システムの充実を図

る。 



 29

・ 情報セキュリティ強化の一環として、研究実施部門（20 部門以上）を対象として情報セキュリティ監

査を実施する。また、外部公開サーバのセキュリティ強化対策として、セキュリティ診断（擬似的侵

入検査）を実施する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 電子政府化への対応の一環として必要な行政手続きのオンライン化を推進するなど、事務手続きの一層の

簡素化、迅速化を図るとともに、研究所の制度利用者の利便性の向上を行う。また、業務の最適化計画を作

成する。 

《平成 21 年度計画》 

・ 平成20年度に引き続き「産総研ネットワークシステムAIST-LANの最適化計画」及び「イントラネッ

トシステムの最適化計画」に従って最適化措置を実施し、業務の効率化・利便性の向上、システム

の安全性の向上を図る。 

 

（施設の効率的な整備） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 安全で良好な研究環境を構築するため、長期的な施設整備計画を策定し、アウトソーシングを活用しつつ効

率的かつ適切な自主営繕事業を推進する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 平成20年度に策定した長期整備計画マスタープラン案について、ユーザーからのパブリックコメン

トなどをもとに内容の修正を図るとともに、研究分野・研究設備別に展開した改修計画を策定して

研究戦略との調整を図り、つくばセンターの建物についての整理統合・集約化による建て替え計

画案を作成し、産総研に適した長期的な施設整備計画として取りまとめる。 

・ 石綿除去については、石綿除去基本方針に基づき「石綿含有吹付け材除去計画」（平成 24 年度）

を策定し公表するとともに、昨年度に引き続き除去工事未実施箇所の石綿吹き付け材に係る劣化

状況調査・室内環境測定等を実施する。 

・ 耐震化対策については、耐震化計画の優先順位を踏まえるとともに、同時に効果的・効率的な工

事のため可能な限り老朽化対策と調整しつつ対象施設の耐震補強計画を順次実施する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 自主営繕事業の推進に際しては、施設設備の設計基準、ライフサイクルマネジメント、点検評価システム、統

合データシステムを確立し、これらを用いることにより迅速かつ的確な施設整備を実施する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 施設維持管理における点検結果の評価を反映した適切且つ効率的な施設整備を行う。 



 30

・ 施設維持管理に必要な計画補修を推進するため、設備点検結果と発生不具合データの検証を適

切に行う。 

・ これまでに確立したＬＣＣ算出ツールを用いて、主要な既存建物（研究本館）についてＬＣＣの算出

を行い、生涯コスト縮減、効率的な改修の実施を実現するためのシミュレーションを実施し、これら

の LCC で算出されたデータをもとに、大規模改修、建て替え時期など産総研に適したライフサイク

ルマネジメント手法を確立する。 

・ 現行の施設設備の機器台帳と別途メンテ用に管理している機器データを統合するとともに、設備

不具合管理システムを連携し、施設整備計画、施設維持管理等の業務に活用できる統合データ

システムを構築する。 

・ 先進事例調査については、産総研が行う施設整備に参考となる情報の収集を行う。 

 

 

２．職員の能力を最大化するために講じる方策 

（１）柔軟な人事制度の確立 

（優秀かつ多様な人材の確保） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 非公務員型の独立行政法人としてのメリットを最大限に活かし、外国人や海外経験者も含め、産総研の経営

戦略に沿った優秀かつ多様な人材の確保を図るため、研究環境の整備、任期付任用制度の見直し、独自の

採用試験制度の導入など新たな採用制度を構築する。また、女性にも働きやすい環境を整備し、女性職員の

採用に積極的に取り組む。特に研究系の全採用者に占める女性の比率を第 2期中期目標期間末までに、第

1期中期目標期間の実績から倍増することを目指す。 

《平成 21 年度計画》 

・ 国内外の研究機関の人材情報を積極的に収集し、優秀な人材を的確に確保するための体制整備

に努める。 

・ 平成 21 年度も引き続き、全国の主要大学等で就職説明会や効果の期待できる企業合同説明会

に積極的に参加することにより、採用応募への勧誘と広報を行い、多様で優れた人材の確保に努

める。 

・ より多くの人材が採用応募できるように、試験会場を東京と大阪の 2箇所で実施する。 

・ 介護による離職を回避し、仕事と介護の両立による負担を軽減するために、休業者および休業者

の属する職場への支援策として、産総研における介護支援制度を引き続き検討する。 

・ 平成２１年度も引き続き男女共同参画や女性研究者支援のノウハウの蓄積・発信・共有を目的に

設置したダイバーシティ・サポート・オフィスを発展させ、参加機関との連携を強化するとともに、子

育て支援や女性研究者支援事業をより充実させる。 
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（多様なキャリアパスの確立） 

【中期計画（参考）】 

・ 研究系、事務系職員それぞれに対し、研究実施、研究支援、組織運営などの様々な業務における多様なキ

ャリアパスを明確化することで、職員がその適性を活かして能力を最大限に発揮することを可能とし、優れた

研究成果の創出、研究関連・管理部門等のサービスの質の向上を図る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 職員の多様なキャリア開発に資するべく内部研修の充実を図る。特に任期付若手研究員に対して

は委託事業を通じたキャリア開発支援も行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 知的財産管理、産学官連携、技術情報分析等をはじめとする研究関連分野においては、研究系職員の能力

をより有効に活用し、その活動の一層の高度化を図る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 引き続き、産学官連携推進部門、知的財産部門、評価部、国際部門等の研究関連部門への研究

人材の流動促進に努め、研究職員の専門知識を活かした活動を促進する。 

 

（非公務員型移行を活かした人材交流の促進） 

【中期計画（参考）】 

・ 非公務員型の独立行政法人としてのメリットを最大限に活かした新たな人材交流制度を構築し、大学や産業

界等からの人材受け入れ、あるいは弾力的な兼業制度を活用した産総研からの派遣など外部との交流を強

力に推進する。第 2期中期目標期間においては、第 1期中期目標期間には実績のなかった民間企業への出

向を促進し、出向と役員兼業の件数を合わせて、第 1 期中期目標期間の実績の倍増以上を目指す。こうした

活動を通じて、研究成果の産業界への積極的移転、外部との交流を通じた競争的な環境の中での研究水準

の更なる向上並びに人材の育成等を図る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 引き続き、研究成果の産業界への積極的移転を行い、外部との交流を通じた研究水準の更なる

向上と人材の育成を図る。 

・ 兼業制度に関しては、兼業従事者の裾野拡大を図るべく、兼業制度の柔軟化及び申請手続きの

簡便化が明確に伝わるように、イントラ上での工夫を行う。さらに、兼業案内ページを再構成し、裾

野拡大に加えて、コンプライアンスの観点から兼業従事上の諸規定（従事時間の上限、出勤簿処

理の方法等）についても周知徹底が図れるよう整理する。【再掲】 

（２）職員の意欲向上と能力開発 

（高い専門性と見識を有する人材の育成） 
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【中期計画（参考）】 

・ 職員の業務に必要な専門知識、技能の向上、さらには将来の産総研内外のキャリアパス開拓にも繋がるよう

研修制度の充実を図るとともに、海外研修や民間企業への出向等による能力開発を支援し、高い専門性と

広い見識を有する人材の育成を推進する。 

《平成 21 年度計画》 

・ 職員一人ひとりの能力とチーム及び組織の機能が最大限に発揮されるよう、職員等基礎研修、階

層別研修、プロフェッショナル研修等を体系的かつ効率的に運用する。【再掲】 

・ 人材育成をより一層強化するため、研究関連・管理部門に新規採用した事務職員を対象としたＯＪ

Ｔ制度を導入し、人材育成に努める。 

・ 職員の知的財産調査、知的財産戦略立案能力を向上させるため、引き続き知的財産に係わる研

修を実施する。 

・ 能力開発部門との業務分担も検討しながら、「エキスパート研修（中級）」等の内容を検討する。ま

たベンチャー創業に関する基礎知識を習得するために専門家による集中研修や講演会（アラカル

トセミナー）を実施する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 研究能力を涵養する期間であるポスドクについては、研究のプロフェッショナルとしてのみではなく、産業界等

で広く活躍できる人材となるよう、適切に育成を行う。 

《平成 21 年度計画》 

・ 平成 21 年度においても、任期付若手研究職員等に対して産業技術人材としての資質を涵養する

研修を実施し、産業技術の発展の中心となって貢献する人材を育成する。また特にポスドク等任

期付若手研究員に対しては委託事業を通じたキャリア開発支援として就職情報の提供、就職マッ

チングイベントの開催、専門・就職スキルアップセミナー等を行う。 

・ ポスドクや若手の任期付若手研究員をイノベーション人材として育成、輩出するために、文部科学

省委託事業「科学技術関係人材のキャリアパス多様化事業」を推進する。本事業を通じて所内の

任期付若手研究員のキャリア開発を支援するとともに、つくば地区全体のポスドク等任期付若手

研究者の育成・輩出ｼｽﾃﾑの構築へ繋げる。 

 

（個人評価制度の効果的活用と評価の反映） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 個人評価制度については、職員の意欲を更に高めることを目的として、目標設定とその達成へのきめ細かな

助言などを通じた評価者と被評価者間のコミュニケーションツールとして効果的な活用を図るとともに、業績

手当の給与総額に占める比率を増加させるなどにより、評価結果を給与等の処遇に適切に反映する。 

《平成 21 年度計画》 

・ 評価者のスキル向上・評価傾向の理解等についての研修を実施する。 
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・ 新規採用職員に、個人評価制度理解のための研修を実施する。 

・ 職員給与に占める業績手当の現行水準を維持しながら、メリハリのある査定を実施することにより

短期評価の効用を高めていく。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 職員の個人評価にあたっては、優れた研究業績、研究所への貢献、産業界及び学界等を含む社会への貢献

等の多様な評価軸を用いることで、様々な活動を適切に評価するとともに、キャリアパス選択にも反映できる

よう評価制度を適宜見直す。 

《平成 21 年度計画》 

・ 人事評価委員会を適切に運営して、適切な評価に務める。 

・ 引き続き、短期評価・長期評価の不服申立について、適正な対処を行う。 

 

 

３．環境・安全マネジメント 

（安全衛生の向上） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 産総研における全ての事業について、事故及び災害等の発生を未然に防止し業務を安全かつ円滑に遂行で

きるよう労働安全衛生マネジメントシステムを導入し、安全管理体制の維持・強化を図る。 

・ システムの導入に当たっては、環境マネジメントシステムとも統合した総合的なマネジメントシステムを構築し、

環境に配慮した安全で快適な職場環境を実現する。 

《平成 21 年度計画》 

・ 環境・安全マネジメントシステムは、一部（東京本部等）を除き全ての事業所で運用を開始する。各

事業所の実施状況及びマネジメントシステム内部監査結果等の情報を把握し、各事業所間の運

用レベルの均一化を図る。また、各事業所間の情報共有を図ることを目的とする連絡会議を開催

して、マネジメントシステムの有効性を継続的に改善する体制を整備する。 

・ ライフサイエンス実験管理センターにおいては、関連する7つの倫理・安全委員会を着実に運営す

るとともに、ヒト由来試料使用実験、組換え DNA 実験、動物実験、生物剤毒素使用実験について

は実験現場の実地調査ならびに教育訓練を実施し、倫理、安全性の確保を図る。また、つくば地

区に点在する実験動物飼育施設について、つくばセンターにおけるスペースガイドラインに従い、

集約化の具体案を策定する。 

・ 放射線管理センターにおいては、引き続き放射線管理体制の強化並びにRI利用研究者への利便

性の向上を目指した業務を推進する。 

・ 新たな基幹システム上において、機能強化して運用開始となる薬品ボンベ管理システムを使用者

が効率的に利用できるよう機能の説明と周知の徹底を図る。また、新たに付加された機能を有効

活用し、建築基準法、消防法等の法令遵守の徹底を図る。 



 34

・ 実験室内の薬品保管方法の適正化を推進して薬品類の管理強化を推進する。 

・ 野外調査・観測において法令・規則等が確実に遵守されるように、遵守すべき法令・規則等の知

識ベースを常に最新の情報となるようにアップデートする。遵守が確実に実行されるシステムにつ

いても引き続き検討を行い、野外調査・観測全般における潜在的リスクも含めたリスク管理体制を

維持・強化する。 

 

（省エネルギーの推進と環境への配慮） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 省エネ機器の積極的導入やエネルギー使用状況のモニタリング等を実施するとともに、省エネ意識の醸成及

び奨励制度の導入に取り組み、産総研全体として、業務のために要するエネルギーの削減を図る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ エネルギーの使用の合理化に関する法律の改正に合わせ、エネルギー管理体制を一層強化し、

省エネを推進する。 

・ 「独立行政法人産業技術総合研究所がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等

のため実行すべき措置について定める実施計画」におけるエネルギー削減目標である平成 16 年

度比△15％を目指し、設備の改修、施設・設備の運用方法の改善を図る他、省エネキャンペーン

等の実施により省エネ意識の一層の高揚を図る。 

・ 平成 20 年度に策定したエネルギー施策について、引き続き効果検証作業等を行うとともに、他の

事業所においてもエネルギー施策の実施を行っていく。 

・ 高効率型機器の導入については、施設整備事業の設計・施工に際して引き続き積極的に推進す

る。 

 

【中期計画（参考）】 

・ ISO 14001 に準拠した環境マネジメントシステムを産総研全体で構築し、その成果等を環境報告書として取り

まとめ毎年公表する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ ISO14001 を認証取得している中部センターについても環境・安全マネジメントシステムへ移行する。

また、昨年度の環境負荷低減の成果や取組み状況について、外部識者の意見等を反映させ「環

境報告書 2009」を作成し公表する。 
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４．業務運営全体での効率化 

 

【中期計画（参考）】 

運営費交付金を充当して行う事業については、新規に追加されるもの、拡充分等は除外した上で、

一般管理費について第２期中期目標期間中、毎年度、平均で前年度比３％以上の削減を達成す

る。 

一般管理費を除いた業務経費については第２期中期目標期間中、毎年度、平均で前年度比１％

以上の効率化を達成する。 

人件費については、行政改革の重要方針（平成１７年１２月２４日閣議決定）に基づき、国家公務

員の定員の純減目標（今後５年間で５％以上の純減）及び給与構造改革を踏まえ、国家公務員に

準じた人件費の削減の取組を行い、第２期中期目標期間の終了時（平成２１年度）までの４年間で

４％以上の人件費を削減する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 運営費交付金を充当して行う事業については、新規に追加されるもの、拡充分等は除外した上で、

一般管理費について第 2 期中期目標期間中、毎年度、平均で前年度比 3％以上の削減を達成す

る。 

・ 一般管理費を除いた業務経費については第 2 期中期目標期間中、毎年度、平均で前年度比 1％

以上の効率化を達成する。 

・ 中期目標に従い、平成17年度を基準として第２期中期目標期間の終了する平成21年度末までに

4％以上の人件費削減を達成する必要から、平成 21 年度においては平成 17 年度比△4.0％の人

件費の削減を行う。 

 

Ⅲ．予算（人件費の見積もりを含む）、収支計画及び資金計画 

1．予算（人件費の見積もりを含む） 【別表４】 

２．収支計画   【別表５】 

（自己収入の増加） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 第 2期中期目標期間における外部資金、特許実施料等の自己収入額の増加に努める。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 外部資金、特許実施料等の自己収入額の増加に努める。 



 36

（固定的経費の割合の縮減） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 第 1 期中期目標期間に引き続き、高額のランニングコストを必要とする施設及び大型機器の共通化、管理業

務等の合理化を図る等、固定的経費の割合の縮減に努める。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 高額のランニングコストを必要とする施設及び大型機器の共通化、管理業務等の合理化を図る等、

固定的経費の割合の縮減に努める。 

 

３．資金計画 【別表６】 

 

Ⅳ．短期借入金の限度額 

 

【中期計画（参考）】 

・ （第 2 期：23,718,000,000 円） 

想定される理由：年度当初における、国からの運営費交付金の受入れ等が最大 3 ヶ月程度遅延した場合に

おける産総研職員への人件費の遅配及び産総研の事業費支払遅延を回避する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ なし 

 

Ⅴ．重要な財産の譲渡・担保計画 

 

【中期計画（参考）】 

中国センターの移転整備に必要な財源とするために次の資産を売却する。 

･  中国センターの土地（広島県呉市、96,335 ㎡）及び建物 (平成 21 年度売却予定) 

･  九州センター直方サイトの土地（福岡県直方市、22,907 ㎡）及び建物(平成 21 年度売却予定) 

･  関西センター大阪扇町サイトの土地（大阪府大阪市、2,318 ㎡） (平成２１年度売却予定) 

《平成 21 年度計画》 

・ 中国センターの移転整備に必要な財源とするために次の資産を売却する。 

関西センター大阪扇町サイトの土地（大阪府大阪市、2,318 ㎡）  

九州センター直方サイトの土地（福岡県直方市、22,907 ㎡）及び建物 
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Ⅵ．剰余金の使途 

 

【中期計画（参考）】 

剰余金が発生したときの使途は以下の通りとする。 

・ 用地の取得 

・ 施設の新営及び増改築 

・ 任期付職員の新規雇用 等 

《平成 21 年度計画》 

剰余金が発生したときの使途は以下の通りとする。 

・ 用地の取得 

・ 施設の新営及び増改築 

・ 任期付職員の新規雇用 等 

 

Ⅶ．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

１． 施設及び設備に関する計画 

 

【中期計画（参考）】 

・ 中期目標の達成のために必要な施設及び設備を適切に整備していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

（注）上記予定額と財源との差額（82 百万円）は目的積立金からの充当分である。 

《平成 21 年度計画》 

【施設整備費補助金】 

（1）平成１9 年度施設整備費補助金繰越分 

・関西センター新棟建設の整備事業を引き続き実施する。 繰越総額約 6.7 億円 

（2）平成１9 年度施設整備費補助金（補正）繰越分 

・関西センター耐震化対策及び廃水処理設備改修の整備事業を引き続き実施する。 繰越総額約54.5

億円 

施設整備費 

補助金 

 275.29 億円 

現物出資による還付

消費税 

 25.35 億円 

重要な財産等の処分

収入 

 51.39 億円 

総額 352.85 億円 ・電力関連設備改修 

・給排水関連設備改修 

・排ガス処理設備改修 

・外壁建具改修 

・中国センター移転整備 

・その他の鉱工業の科学技術に関する研究及び開

発、地質の調査、計量の標準、技術の指導、成果

の普及等の推進に必要な施設・設備の整備 

財源 予定額 施設・設備の内容 
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（3）平成 20 年度施設整備費補助金（当初）繰越分及び平成 21 年度施設整備費補助金（当初） 

・老朽化対策として、耐震化改修の整備事業を引き続き実施する。 

  つくばセンター（平成 20・21･22 年度の３ヵ年国庫債務負担行為：21 年度分として総額 4.2 億円） 

  北海道センター（平成 20・21 年度の２ヵ年国庫債務負担行為：21 年度分として総額 1.1 億円） 

（4）平成 20 年度施設整備費補助金（補正）繰越分 

・老朽化対策として、爆発実験施設改修の整備事業を引き続き実施する。 総額 7億円 

・東南海・南海地震予測のための地下水等総合観測点整備事業を引き続き実施する。 総額 7億円 

・老朽化対策として、エレベータ設備などの改修の整備事業を引き続き実施する。 総額 43.8 億円 

【現物出資による還付消費税】 

・つくば中央 2-13 棟安全対策他１１件の整備事業を引き続き実施する。  

【重要な財産等の処分収入】 

・中国センター（広島県呉市）を広島県東広島市の広島中央サイエンスパークに移転するため、新棟建

設の整備事業を引き続き実施する。 

 

２．人事に関する計画 

（方針） 

【中期計画（参考）】 

・ 非公務員型の独立行政法人としての特徴を十分に活かした人事制度を構築し、我が国の産業競争力向上に

も繋がるよう、多様な人材の採用及び活用を図る。 

《平成 21 年度計画》 

・ 平成21年度においても、引き続き産総研独自の試験制度により多様な人材の採用に努めるととも

に、出向制度を活用して大学や産業界等との人材交流を促進し、多様な人材の活用を図る。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 総人件費に対して、管理部門の人件費が占める割合を引き下げる。 

《平成 21 年度計画》 

・ 管理部門の業務・組織・制度の最適化に向けて更なる検討を進め、総人件費に対する管理部門

の人件費が占める割合の引き下げにつながるよう努める。 

 

（人員に係る指標） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 任期付任用制度、産総研特別研究員制度の見直しを行い、優れた人材の確保と外部への人材供給を活発

化させる。 

 

《平成 21 年度計画》 
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・ 引き続き、平成 21年度においても有能で多様な人材の確保に努めるとともに、その分野の優秀な

研究者としての育成、さらには、産業技術の発展の中心となって貢献する人材の育成と輩出を行

う。特に、AIST イノベーションスクールにおいて、企業 OJT 等を含む実践的トレーニングを受けた

優秀な産業技術人材の育成・輩出を目指す。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 全職員数に対して、管理部門の職員数が占める割合を引き下げる。 

（参考 1）  

期初の常勤職員数   3,230 人 

期末の常勤職員数の見積もり  3,230 人 

・ 常勤職員数の内数として、中期目標期間中の各年度において、任期付職員を約 500 人措置する。 

・ 任期付職員に限り受託業務の規模等に応じた必要最小限の人員の追加が有り得る。 

 

（参考 2）第 2期中期目標期間中の人件費総額 

第 2期中期目標期間（5 年）中の人件費総額見込み：145,563 百万円 

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、休職者給与及び国際機関派

遣職員給与に相当する範囲の費用である。 

《平成 21 年度計画》 

・ 管理部門の業務・組織・制度の最適化に向けて更なる検討を進め、全職員数に対する管理部門

の職員数が占める割合の引き下げにつながるよう努める。 

・ 障害者の雇用促進は社会的要請の高いことから、引き続き、法定雇用率（2.1％）以上を維持する。

また、障害者の職場定着を図るため、関係部署との連携・協力により、働きやすい職場環境づくり、

業務の拡大を図るとともに、引き続き、関係機関との連携を図る。 

 

 

３．積立金の処分に関する事項 

【中期計画（参考）】 

・ なし 

 

《平成 21 年度計画》 

・ なし 
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別表 １ 鉱工業の科学技術 

 

Ⅰ.健康長寿を達成し質の高い生活を実現する研究開発 

高齢化社会における健康で質の高い生活が求められている。そのためには、病気や怪我にならな

いこと、罹患してもできるだけ早く正確に病気を発見できること、そして発見された病気や怪我に対して

安全で効果的な医療が受けられることが必要である。そこで、これまでより迅速で簡便な早期診断技

術を開発して予防医療を促進するとともに、ヒトゲノム情報を利用して個々人の特性に適合したテーラ

ーメイド医療の実現に貢献する。また、画像診断技術や細胞工学技術などを用いた精密診断及び再

生医療技術を開発して、安全かつ負担の少ない効果的な診断・治療を実現する。さらに、人間特性の

評価に基づく脳機能や身体機能を維持する技術の開発及び生物機能を利用した機能性食品素材など

の開発を行い、科学的知識と技術に裏打ちされた健康管理を日常生活に浸透させることで健康寿命

の延伸を実現する。 

 

１．早期診断技術の開発による予防医療の促進とゲノム情報に基づいたテーラーメイド医療の実現 

罹患の初期に現れる疾患マーカーを見出してこれを簡単に検知できれば早期診断が可能になり、

疾患が重大な局面に進行する前に治療をうけて回復することができる。そこで、ヒトゲノム情報を利用

して早期診断に有用なバイオマーカーの探索と同定を行う技術を開発する。また、生体分子の網羅的

な解析技術とバイオインフォマティクス技術を用いて、ヒトゲノム情報などから創薬の標的となる遺伝子

候補や個々人の特性を示す遺伝子情報などを見出し、個人の特性に適合した効果的な医薬の開発を

支援することでテーラーメイド医療の実現に貢献する。 

 

1-(1) ヒトゲノム情報と生体情報に基づく早期診断により予防医療を実現するための基盤技術の開発 

予防医療を実現するためには、早期診断に利用できる有用なバイオマーカーを発見し同定すること

が必要である。そこで、種々の生体反応に関係する生体分子の中からバイオマーカーを探索して同定

するための技術を開発する。また、ヒトゲノム情報から予想される生体分子の機能を網羅的に解析して、

バイオマーカーを同定するための研究開発を実施する。そして、同定されたマーカーの検出・評価技術

を開発して早期診断に基づいた予防医療を実現するための基盤技術を開発する。 

 

1-(1)-① 生体反応の分子メカニズムの解明によるバイオマーカーの探索と同定 

 

【中期計画（参考）】 

・ ガン等の疾患の早期診断と治療に役立てるため、疾患マーカーとして有効な糖鎖の探索と同定を行う。その

ために、ヒトのすべての糖鎖合成関連遺伝子を利用した遺伝子発現解析技術や糖鎖構造解析技術及びレク

チンと糖鎖間の相互作用を利用した糖鎖プロファイリング技術を開発する。これらにより疾患や細胞分化のマ

ーカーとして同定された糖鎖を診断や治療に利用する技術を開発する。 
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《平成 2１年度計画》 

・ 糖鎖遺伝子ノックアウトマウスを用いた糖鎖機能解析を促進する。具体的には表現型の原因とな

る糖タンパク質・糖脂質など糖鎖キャリー分子を同定し、生体における糖鎖機能を分子レベルで明

らかにする。さらに、ヒトの病態と糖鎖の関連を LDN 糖鎖やコンドロイチン糖鎖のノックアウトマウ

スを用いて解明する。 

・ 肺がんおよび胃癌における検査診断システムの実用化を推進すると伴に、肝炎ウイルス感染関

連の肝臓の繊維化と肝細胞がんの危険度を評価できる測定検査システムを確立し、その実用化

をすすめる。 

・ ムチン型糖タンパク質の分離分析手法を活用し、臨床試料、特に膵液や胆汁を用いた疾患関連

糖鎖バイオマーカーの探索を開始する。 

・ 糖鎖遺伝子発現を測定し、糖鎖バイオマーカーの探索を行う。各種培養細胞に加えて、病変組織

由来サンプルから mRNA を抽出し、遺伝子発現を測定する。 

・ 原虫由来抗原をオリゴマンノース被覆リポソーム(OML)に封入してウシに接種し、原虫抗原特異的

な細胞性免疫を誘導できるかどうかを明らかにする。開発した Th1 活性化測定法を活用して、当

該ワクチンが原虫感染症の発症を防御できうるものかどうか評価する。 

・ 種々のがんマーカーの検証作業に入り、有効な糖タンパク質性バイオマーカーの絞り込みを展開

するとともに、ハイスループット対応の前処理装置の評価を行う。 

・ 細胞評価技術を高度化し、ES および iPS細胞の特徴抽出と分化方向の決定に絡むマーカーの選

別を行うとともに、本評価技術を関連分野研究機関への普及を図る。 

・ 質量分析を利用したグライコプロテオミクスの方法を用いて、各種の培養がん細胞の培養上清お

よびがん患者血清よりがんバイオマーカーを探索する。得られたバイオマーカー候補については

定量的な確証実験を行い、知的財産化する。多種の細胞培養液及び血清から同定された糖タン

パク質の情報をデータベース化する。 

・ ・糖転移酵素、レクチン、質量分析計による糖鎖構造解析、糖タンパク質などの研究用に作成して

きた糖鎖関連データベースを一般に公開するとともに、ユーザーに使いやすいインターフェースを

開発し、さらに、複数のデータベースを一度に検索できる統合データベースの開発を開始する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 疾患等により細胞膜の構造が変化することからこれを知るための糖脂質及びその代謝に関連する生体分子

を探索し、これらを有効なマーカーとして疾患の診断や治療等に利用する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ GM2異常蓄積による細胞内増殖シグナル機構の解明を行う。食品中の糖脂質については、さらに

成分を分離し、その作用について実験動物レベルで解析し、機能性食品の開発の基礎とする。

Gb3 の発現制御については、特異的合成阻害剤の病変に対する効果の検討を行う。 

・ 細胞内で蓄積している GM2 の増殖シグナル増強作用について解析し、病変の原因を解明する。
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また、この知見を治療などに応用する方策を検討する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 脳神経疾患の診断と予防に利用するため、神経細胞の増殖や分化及び機能発現等に関与する遺伝子とそ

の産物の同定を行い、これらの分子に着目して神経細胞機能の解析評価技術や診断技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 創薬や診断に重要な受容体やイオンチャネルについて特異的リガンドを創出する。また脳神経疾

患のバイオマーカーや原因因子を特異的に認識するペプチドの創製も進める。その特異的ペプチ

ドの分子改変によるサイズ縮小化及び低分子化合物モデルの検討を行う。 

・ 細胞増殖因子 FGF が個体レベル、組織レベルで発揮する複雑な活性をさらに詳細に解析するた

め、FGF遺伝子をノックアウトしたES細胞を用いてノックアウト動物を作成し、その表現型を解析す

る。 

・ FGF21、及びカルシウム代謝や胆汁酸合成などの代謝調節に関わる他の FGF ファミリー因子につ

いて、受容体ー補助受容体によるシグナル複合体形成が起こる可能性を検証すると共に、シグナ

ル活性化と分子間結合の両面において、糖鎖による制御機構を解析する。 

・ セレックス法を適用してＤＮＡ配列とＦＦＲＰ（多細胞生物転写因子のプロトタイプと考えられる転写

因子）アミノ酸配列の対応を解析する。ＦＦＲＰについて様々な変異体を作製し、結合ＤＮＡ配列の

変化を解析する。これらをもとに、ＦＦＲＰによるＤＮＡ認識機構を確認、修正する。 

・ セロトニン受容体（5-HT）３のリガンドを特異的に認識し結合する能力のあるタンパク質をセンサー

基板に固定化して、受容体とリガンドの動的結合過程の解析を行う。また、5-HT3 リガンドセンサ

ーとして組上げるために必要な 5 つのサブユニットの適切な連結条件について検討する。 

・ 心臓、腎臓、肝臓、膵臓等の分化に関与する遺伝子の単離をツメガエル胚、マウス胚両方を用い

て進め、ロードマップに因子を追加する。 特に心臓形成については、同定した約 300 の新規候補

遺伝子の機能解析を行い、「疾患マーカーとしての有用性」、「心筋前駆細胞の選択マーカーとし

ての有用性」を検討し、「ES 細胞、iPS 細胞から心筋誘導促進効果の有無」の検証を開始する。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ 生活習慣病の予防に利用するために、健常人及び罹患者の生体組織試料について遺伝子の発現頻度解析

及びマイクロサテライトマーカー法による遺伝子多型の解析を行い、この結果を臨床情報と関連付けて生活

習慣病関連遺伝子を同定する。そして同定された遺伝子の産物である種々のタンパク質の機能を解明して

生活習慣病の予防に役立てる。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 年齢軸恒常性の統合的理解に向けた研究課題の推進を行う。 
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1)完成したタンパク質の年齢軸変動 DB を用いてデータマイニングを推進し、年齢軸恒常性の統

合的理解と有用な応用技術・創薬開発シーズ探索を本格化する。 

2) 肝ミトコンドリア分画タンパク質の年齢軸変動の網羅的解析を完成させ、DBに加えて拡充を図

り、さらに加齢・老化に関するミトコンドリアタンパク質の影響を精査する。 

3) ♀マウス肝タンパク質発現解析を完了し、DB に加えて拡充を図るとともに、♂マウス肝タンパ

ク質発現解析との比較検討を行う。 

4) 年齢軸に沿った細胞質、核、ミトコンドリア間タンパク質輸送制御の全体像解明を行う。 

5) 肝遺伝子発現とタンパク質発現パターンの年齢軸変動相関の解析を行う。 

6) 応用技術・創薬のシーズ発見につながる動物を用いた様々なチャレンジテストを行う。また、そ

れによって年齢軸変動 DBの更新と充実を図る。 

・ ASE/AIE 型の年齢軸遺伝子発現調節機構の精査と年齢軸恒常性機序研究新分野確立に向けた

集大成研究を展開する。 

1） 遺伝子エレメント ASEの結合核タンパク質の機能を siRNAを用いた動物実験を含めた精査す

る。 

2） 遺伝子エレメント AIE の結合核タンパク質の構造と機能の関係を精査する。 

3） 膜タンパク質ヘプシンの前立腺がん及び血液凝固における役割に関する研究を進めると共に、

肝臓と脳における役割の研究展開を図る。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ 加齢にともなう生体機能の低下や罹患率の増加の原因を追求するため、生まれてから死ぬまでの一生の間

の生体機能の変動を表す種々のマーカー分子を同定し、変動を制御するメカニズムを解明する。そして、加

齢に関係した疾患の予防や治療及び高齢者における免疫や脳機能の維持に資する技術や創薬の開発に役

立てる。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 成人・老人病の予防・治療、健康増進技術開発基盤整備に向けた研究を行う。 

1）消化管免疫細胞の同定と応答解析など、二重鎖 RNAの認識・作用機序を解明する。 

2)構造生物学的手法により免疫制御転写因子 SATB1 の DNA 配列認識機構を精査する。 

3）変異型 DapK3 出現機構を明らかにする。人工抗体ライブラリ作製技術の知財化、応用開発を

行う。 

4）神経可塑性因子 addicsin と SPARC の機能異常と神経疾患との関連性を解析する。 

5）正常型と異常型プリオンタンパク質を識別する候補アプタマーの機能を検証する。 

・ 当研究グループで作成したヒト iPS 細胞を正常不死化細胞のモデルとして、ヒトテロメア配列結合

タンパク質TRF1の発現誘導機構を検討し、プロモーター領域のメチル化を指標にエピジェネティッ

ク調節の可能性を検討する。 
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【中期計画（参考）】 

・ 生物時計などの生体リズムの分子機構を解明するため、リズムの発生や伝達に関係する分子を同定する。

これらをマーカー分子として時刻依存型疾患などの生体リズムの失調が関係する疾患の原因追求に供する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 1)生物時計遺伝子が癌を抑制する分子機構を研究する。 

2)時計遺伝子のリズミックな発現機構について、転写調節、特に補助因子の関与について明らか

にする。 

3)肝細胞において時計とグリコーゲン合成の関係を解明する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 人間のストレスを分子生理学的に評価するため、マーカーとなるストレス応答タンパク質や脂質由来のストレ

ス応答化合物を探索し同定するとともに、体液に含まれるこれらのストレスマーカーを検出するチップを開発

してストレスの診断に利用する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 実験動物や細胞を用いてバイオマーカーの科学的根拠をともなった妥当性を提示する。疾病患者、

健常者の血液、組織を用いた検証試験を継続実施する。特に脂質由来バイオマーカーの選択的

抗体作製を継続し、汎用的分析法である ELISA システムの開発を進める。 

・ 動物実験による血中ストレスマーカーの探索を継続し、水浸・明暗周期かく乱によるうつ病関連お

よび化学的ストレスによる統合失調症関連のストレスマーカーを同定する。ヒト末梢血のOMICS解

析を行うことにより、ストレスマーカー群を同定する。ストレスマーカーの変化と臨床的ストレスレベ

ル（精神科医による診察、脳の画像解析等）との相関を調べ、精神疾患発症に重要な役割を果た

しているストレスマーカーを同定する。 

・ メタボロミクス技術とゲノミクス技術との融合性について、その融合例をさらに蓄積、バイオマーカ

ー選択における根拠を提示する技術としての有効性を示す。さらに、選択根拠について、生物学

的証明法の事例を示す。以上を通じて、OMICS 技術がストレスマーカー探索に有効であり、科学

的根拠をも示せる技術に発展させる。 

・ 唾液などの試料前処理や検出機能などを高度集積化した遠心力送液型のラボディスクや電気泳

動型ラボチップ、さらに超小型センサ利用の携帯型チェッカのプロトタイプ開発を行う。さらにヒト実

試料による実証研究を行い、産業技術化を着実に進める。 

 

1-(1)-② 生体機能の網羅的な解析によるバイオマーカーの探索と同定 

 

【中期計画（参考）】 
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・ 創薬の標的として重要な遺伝子を同定するため、ヒト遺伝子の発現頻度情報とタンパク質の細胞内局在情報

及び相互作用情報を網羅的に取得し解析する。この解析結果を創薬のスクリーニングに利用する。また、ゲ

ノム情報やヒト完全長cDNA情報等から遺伝子の発現制御に関係する機能性RNA分子の同定手法を開発し

て創薬に利用する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 20 万サンプルを目安に 10 個以上の in vito メモリーダイによるタンパク質相互作用スクリーニング

を行い、得られた合成が容易な化合物については、最適化やコンビナトリアルケミストリーによるラ

イブラリ展開を行う。スクリーニング系は増やし続けパイプライン拡充を目指す。化合物リソースも

海洋由来の菌株を用いて充実させ、新規化合物の取得、培養サンプルの部分精製したサンプル

の調製を進め、10 万サンプル以上のスクリーニングライブラリー、500 以上の単離化合物を目標と

する。 

・ 微量タンパク質質量分析システムにより mRNA に結合する特異的な因子の同定を重点的に行う。

また、タンパク質分解酵素の基質の決定とその機能解析を目指す。神経変性疾患や老化に関わ

るレドックスタンパク質の小胞体に於けるネットワーク解析を行う。これらの解析を通して、新規で

有用な創薬ターゲットの決定や疾患発症メカニズムの解明に貢献する。 

・ アレイ解析によって特徴的な発現パターンや局在パターンが確認された保存二次構造予測領域

から生み出されている RNA 分子の詳細なマッピングを実施する。新たに見出された snoRNA 及び

難治性疾患 PWS(プラダーウィリー症候群)の原因遺伝子候補の機能未知 snoRNA の機能解析を

核内ノックダウン法によって行う。 

・ パラスペックル構成タンパク質が結合する ncRNA 配列を、紫外線架橋ー免疫沈降法を改良する

事によって同定する。さらに様々な生理条件下で ncRNA とタンパク質相互作用がどのように制御

されているのかを検討し、その相互作用制御に関わるタンパク質修飾などの分子機構の解明を目

指す。疾患関連パラスペックルタンパク質が制御している標的遺伝子の探索を RNA 干渉とマイク

ロアレイを組み合わせて実施する。 

・ MENe/b ncRNAの機能解明を目指す。MENe/bによる核内ボディの動的制御とその生理意義を細

胞レベルで明らかにするため、様々なストレス条件下での MENe/b の挙動と核内ボディ形態変化

を追跡する。MENe/b の標的候補である遺伝子発現制御のメカニズムを解析することによって、分

子レベルでのMENe/b ncRNA機能に迫る。新たに共同研究によってMENe/bのノックアウトマウス

を作成し、表現型解析を実施する。新たに精製したカハールボディに含まれる RNA 種の同定を進

め、新しい核内ボディ構築に関わる RNA の発見を目指す。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 神経ネットワークの機能発現に関わるバイオマーカーを探索して同定するため、新たな神経細胞培養系、脳

スライス実験系、全脳実験系や遺伝子改変モデル生物実験系を構築して神経ネットワーク情報伝達系の可

視化・解析技術を開発する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 結晶を用いないタンパク質構造決定技術である単粒子解析法を Neural Network や Simulated 

Annealing によりさらに改良することで 80％以上の自動化と高分解能を実現する。また本技術によ

り脳・神経において重要な機能を果たす様々なタンパク質の詳細構造を決定する。 

・ ヒトの遺伝性疾患と相同部位での遺伝子変異がモデル生物神経形成にどのような影響をあたえ

るかを検討する。マウスのシナプス形成機構や形態変化の個体レベルでの観察を引き続き試みる。

光刺激による培養神経細胞興奮性の制御系を確立させる。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ 同定されたバイオマーカーを検知して診断等に利用するため、細胞情報の大規模処理が可能な新規分子プ

ローブ及びそれを導入したトランスフェクションマイクロアレイなどの検知技術を開発する。得られた細胞情報

を細胞機能の制御に利用するため、ナノテクノロジーなどを利用した細胞操作技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 発光タンパク質や蛍光タンパク質を利用した生体分子リアルタイム解析デバイスについて、以下の

研究を行う。 

1) 多色発光、高機能化ルシフェラーゼを基盤に、小中動物個体を対象とした複数分子のダイナミ

ズム解析技術を確立する。 

2) 化学物質毒性評価系として、免疫毒性・発ガンマーカー遺伝子群のプロモーター配列をマルチ

遺伝子発現システムに導入した安定株の作成し、免疫毒性・発ガン評価のハイスループット分析

システムを構築する。 

・ タンパク質構造機能相関について、以下の研究を行う。 

1) 基板上に固定化したモデル生体膜においてタンパク質の機能を計測する技術を開発する。特

に、酸素センサーによる酵素機能計測技術を改良し、バイオセンサーの開発に取り組む。また、

ポリマー脂質二分子膜を活用し膜組成の空間制御を行う技術を開発する。 

2) 格子結合表面プラズモン共鳴を利用したより高 S/N の高感度蛍光顕微鏡およびバイオチップ

の開発のため光学系（照射-検出系）を最適化する。 

3) 光で活性制御可能なケージドペプチドの体系化を進め、光によるペプチドの高次構造制御の

解析を行う。 

4) 銅イオンと選択的に錯形成して蛍光消光する配位子の金属イオン選択性の要因を検討し、他

の金属イオンとも錯形成できるよう分子構造の修飾を試みる。 

5) 電子線トモグラフィーによって細胞膜や微小繊維などの三次元構造を計測する技術を開発す

る。 

・ 1) バイオマスの酵素的分解法に役立つ糖質分解酵素や基質複合体との構造を決定し、立体構  

造に立脚した新たな人工酵素の創出に取り組む。 
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2) 超耐熱性スレオニンデヒドロゲナーゼのバイオセンサーとしての実用化を図る。 

3) 抗酸化機構であるチオレドキシンシステムを形成するタンパク質の反応を解析する。 

・ 細胞時系列解析技術を応用した、遺伝子機能評価システムの開発を行う。さらに、そのシステム

の各種産業ニーズに対する有用性を評価する。 

・ 分子ビーコンなどのmRNA結合分子を修飾したナノ針を用いて単一細胞にmRNAを導入する技術

を開発する。iPS 細胞をナノ針を用いて挿入操作する手法を開発する。iPS 細胞の表面マーカータ

ンパク質あるいは細胞内部マーカータンパク質を抗体修飾AFM探針、または抗体修飾ナノ針を用

いて検出する手法を開発する。 

・ ユニークな要素情報を自動的に強調する匂い表現モデルの統計的有意性を実験例を増やすこと

で検証する。また、人工の鼻センサの要素素子については、新たな方法を検討するとともに、レセ

プタ機能発現系培養細胞の応答データの統計的解析を行い、得られたデータから刺激を推定でき

るかどうかを明らかにする。 

・ 1) Phospholipase D を含む細胞運動関連遺伝子の機能解析を進める。 

2) 運動中のダイニンの高分解能構造解析に適する系の開発を目指し、異なるダイニンを用いて

微小管との複合体を作成する。また、二量体構造をもつキネシン分子モーターと微小管の複合体

の立体構造を得る。 

3)独自の組換えアクチン発現系を用いて協同的構造変化に異常を来した変異アクチンフィラメント

を調製し、アクチンフィラメントの協同的構造変化の実態と機能的意義の解明を目指す。 

・ 正常細胞の長命化と癌細胞の短命化など、細胞の寿命操作を目的とした以下の研究を行う。 

1) 植物抽出物の神経分化誘導および抗ガン作用に関する作用機序の解明。 

2) ガンや細胞分化に関与する miRNA の解析と miRNA の標的遺伝子探索。 

3) 熱ショックタンパク質（モータリン）の細胞内在化に関わる部位に対する抗体の作製と内在化抗

体のイメージングへの応用。 

4) Collaborator of Alternative Reading Frame protein(CARF)に対する siRNA を用いた、ガン細胞

のアポトーシス誘導の解析。 

5) ガン細胞の薬剤耐性に対する遺伝子の機能解析。 

・ ヒト全ゲノム領域をカバーするタイリングアレイの一次試作を行い、スポッティングの評価を行い、

クローンの妥当性を検証する。タイリングアレイを用いて胃癌の臨床検体由来の DNA の解析を行

う。 

・ 環境中遺伝子の全長を効率的に獲得することを可能とする技術の開発をさらに進め、実用化する。

環境から獲得した酵素並びに蛋白質のビーズへの結合等、実用化をさらに進める。さらに、ビーズ

上での遺伝子増幅などを用いて、簡便で実用的な生物系材料の判別技術を開発する。 

・ 産業的に重要な糸状菌のゲノムの比較解析などによって、細胞に対する生理活性を有する物質

を探索・生産するための基盤を築く。安全で物質生産効率に優れた麹菌をベースとする実用的な

物質生産系を開発・実証する。 
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【中期計画（参考）】 

・ ガン等の疾患マーカー分子の迅速且つ網羅的な同定・検出・評価をするため、高感度バイオイメージング、ゲ

ノムアレイ及び磁気ビーズ等を用いたゲノム解析技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ １）開発した糖鎖自動合成装置「Golgi」を利用して、細胞法で調製された糖鎖のトリミングや再修飾

を施し、より複雑であるが有用な糖鎖の合成研究をすすめる。 

２）上記１）を指向して、難溶性糖脂質を基質とした酵素反応を可能にする技術開発研究をすすめ

る。 

 

1-(2) テーラーメイド医療の実現を目指した創薬支援技術の開発 

薬の効き易さの個人差など、個々人の特質を考慮したテーラーメイド医療の実現が求められている。

そこで、ヒトゲノム情報をもとに作成した網羅的なタンパク質や糖鎖の合成プールを利用して、特定の

タンパク質や糖鎖と相互作用する物質を探索し、個々人の特質に適合した創薬の支援技術を開発す

る。また、バイオインフォマティクス技術を発展させ、遺伝子やタンパク質などの機能予測及び化合物

－タンパク質ドッキングシミュレーションを実現して、膨大な化合物の中から医薬品候補を選び出すこと

のできる創薬支援技術を開発する。 

 

1-(2)-① ヒト遺伝子産物の機能に基づいた創薬支援技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ ヒトゲノム情報のタンパク質への効率的な翻訳体制を確立する。これを利用して重要なタンパク質及びそれに

対応する抗体を作製してプロテインチップや抗体チップなどの解析ツールを開発する。さらにこのチップを利

用してタンパク質の機能を制御する低分子化合物の解析を行い、創薬支援や診断薬の開発支援技術として

利用する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ ヒトタンパク質発現リソースを活用して、1）チロシンリン酸化の網羅的解析研究、2)インビトロメモリ

ーダイ法によるタンパク質相互作用の検証、スクリーニング系の改良、3)タンパク質発現技術の網

羅性の強化、4)新規 iPS 化因子の探索、5)疾患の予知、予防、臨床検査技術の進歩を目指したガ

ンと自己免疫に関する技術開発、6)タンパク質修飾のテーマの共同研究、7)統合データベースチ

ームとの連携による H-inv DB と HGPD とリンクの拡充、RIO-DB との共同開発を進める。これによ

り、創薬支援や診断薬の開発支援技術として利用する。 
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【中期計画（参考）】 

・ 遺伝子の機能を解明するため、ヒト遺伝子の発現を個々に抑制できる siRNA発現ライブラリーを作成する。こ

れを用いて遺伝子機能を個々に抑制することで疾患に関係する遺伝子などの重要な遺伝子を見出す。これ

ら遺伝子の翻訳産物の機能や遺伝子発現の調節機構を解明して医薬や診断薬の開発に向けた標的遺伝子

を明らかにする。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ iPS 細胞作成用ベクターを改良し、作成効率を 1%まで上昇させ、世界最高水準を達成する。創薬

研究に貢献できるように、医薬品の標的タンパク質を複数個同時に発現できる持続発現型RNAレ

プリコンベクターのキット化を進める。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 糖鎖マーカーを利用した創薬支援技術を開発するため、酵母による糖タンパク質糖鎖の改変技術等を開発

する。また、糖転移酵素の発現技術と糖鎖関連化合物の生産技術を開発し、これらを利用して糖転移酵素や

糖鎖分解酵素等に対する新規な酵素阻害剤の設計と合成を行い医薬品としての機能を評価する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ ヒト糖転移酵素の発現と in vitro でのヒト型糖鎖の生産の検討を進め、糖鎖の大量調製を試みる。

酵母によるヒト型糖鎖含有糖タンパク質の生産系を利用して多様な糖鎖を生産する系を確立する

とともに、糖タンパク質、糖ペプチドバイオマーカーの発現を行ない、糖鎖認識抗体の作製を目指

す。またヒト化抗体など糖タンパク質治療薬の酵母による生産系の改良を進める。 

・ １）開発しているマイクロ波利用合成装置を利用して、長鎖ペプチド、短鎖タンパクの化学合成研

究をすすめる。 

２）マイクロ波を利用した創薬シーズ化合物の効率合成と、新機能修飾を目指したシーズ化合物

への被糖鎖修飾シーズ合成研究をすすめる。 

・ 細胞壁合成のしくみを理解するために、GPI の脂質リモデリングのメカニズムに関する研究を進

め、脂質部分のセラミドへの変換を司る遺伝子と、その基質を明らかにする。 

 

1-(2)-② バイオインフォマティクス技術を利用した創薬支援技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 創薬の標的を明らかにするために、複数の生物のゲノム配列を比較する方法及びマイクロアレイ等による大

量の遺伝子発現情報を解析する方法を開発する。これに基づきゲノム上に存在するタンパク質コード領域や

機能性 RNAのコード領域及び転写制御領域などの構造を情報科学的に明らかにする手法を確立する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 配列情報解析技術等の開発と、転写制御機構の解析、新規機能性RNA発見等、ゲノム配列情報

の工学的制御の観点からの解析を行うため、以下の課題に取り組む。 

1) 予測された機能性RNA候補についてウェット実験による検証をより多くの候補について実施す

る。 

2) 予測した、ミトコンドリア膜タンパク質を(共同研究者による)ウェット実験で確認する。 

3) 全ゲノム類似配列検索プログラム"LAST"の機能拡張と成果発信を行う。 

・ 20 年度に公開した「予測とデータ取得によりタンパク質に関する網羅的な情報を得るワークフロ

ー」および「タンパク質の比較情報を提示し、保存部位、変異部位を推定するワークフロー」の利用

者の意見や要望を開発に反映し、タンパク質立体構造予測システムのワークフローを開発・公開

する。 

・ 大量の遺伝子発現データ解析技術と遺伝子ネットワーク解析技術を統合した創薬ターゲット発見

過程を支援する技術を開発するため、以下の課題に取り組む。 

1) 時系列遺伝子発現データから時間依存遺伝子モジュールとネットワークを探索する技術を開

発する。 

2) 遺伝子の細胞機能解析のための細胞情報データベースを開発して公開する。 

3) 発現情報等時系列計測データから、ネットワーク構造変化を推定する技術を開発する。 

4) 遺伝子制御ネットワークデータベースを構築し、活性化ネットワーク構造探索システムを開発

する。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ タンパク質の立体構造および機能を予測するためのソフトウェアを開発する。まず、フォールド認識法と網羅

的モデリングを融合させ高い精度をもつタンパク質の立体構造予測法を完成する。次に、立体構造の動的性

質に注目して膜タンパク質等の機能予測法を開発する。これらの成果を創薬の重要な標的である細胞膜受

容体や酵素へ適用し、創薬支援システムとして提供する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ タンパク質構造予測技術、分子シミュレーション技術、分子設計技術の融合、大規模計算の

活用による、高精度な創薬支援技術を開発するために以下の課題に取り組む。 

1) これまで開発した立体構造・リガンド結合予測をより網羅的なシステムに発展させ、化合

物の選択性や作用機序に関する研究、データベース化への応用を目指す。 

2) タンパク質-タンパク質複合体制御リガンド探索への応用を目指す。 

3) 高精度 DISORDER 法の実証実験を行う。また GRID 環境下、高速タンパク質複合体計算

プログラムの応用技術開発を行う。 
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【中期計画（参考）】 

・ 遺伝子や生体分子に関する情報の高度な利用を促進するため、遺伝子、RNA 及びタンパク質のアノテーショ

ン（注釈づけ）をヒト完全長cDNAレベルからゲノムレベルに展開する。これらの情報に加えて、遺伝子の発現

頻度情報や細胞内局在情報及び生体分子の相互作用情報等を統合したバイオ情報解析システムを開発す

る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ ヒト全遺伝子に関する機能・構造・発現・多様性・進化等の高精度なアノテーション情報を格納した

統合データベース H-InvDB を発展させ、新たな実験データを精査しつつ統合化し、さまざまな研究

開発のニーズに対応した情報基盤を整備する。産総研内外のデータベースも含めた情報統合化

とデータマイニングツールの融合により、バイオ情報解析システムへの発展をめざす。また、経済

産業省統合データベースポータルサイト MEDALS の機能拡充を図る。 

・ モデル生物のゲノム・トランスクリプトーム・プロテオーム等のオミックス情報の統合化の強化、ヒト

の情報と比較検討ができる情報システムの拡充を行う。特に、遺伝子発現の制御に関わる分子機

構の解明をめざした情報解析を実施する。 

 

２．精密診断及び再生医療による安全かつ効果的な医療の実現 

診断や治療における患者の負担を軽減するには、正確な診断に基づいた効果的な治療を迅速かつ

安全に施すことが必要である。そこで、短時間で精密な診断を可能にする生体分子のイメージング技

術や計測装置などの研究開発を実施する。また、効果的な治療として再生医療や生体適合性材料を

利用した喪失機能の代替技術を開発する。さらに、治療の安全性を高めるための手術の訓練支援シ

ステムを開発する。 

 

2-(1) 高度診断及び治療支援機器技術の開発 

正確な診断と効果的な治療を施すため、短時間で計測できる高速診断法、細胞における分子の機

能を解析できる画像診断法などを開発する。また、治療の効果と安全性の向上を目指し、精度の高い

位置決め機構を有する治療支援装置を開発するとともに手術の訓練支援システムを開発する。 

 

2-(1)-① 患者の負担を軽減する高精度診断技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 診断及び治療に伴う患者の肉体的負担を軽減できる低侵襲検査診断システムを構築するため、心拍動等の

動画像を連続計測可能な超高速MRI 技術及び微小電極を用いた低侵襲計測技術等の要素技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 
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・ 既知の化学組成で構成した物質および動物を用いた実験を実施して高速 MRI 撮像法の特性（生

物学的な有効性、生体への安全性）を解析する。また、実用化を目的に臨床用MRI装置への適用

に関して検討する。 

・ 末梢神経線維からの活動電位の計測や電気刺激が可能な低侵襲多点微小電極を開発するため、

電極間隔0.1mm以下のアレイ電極を作成して活動電位の計測や局所的な電気刺激に適する電極

間隔について電気生理学実験により検討する。また、神経線維活動電位を分離・抽出するプログ

ラムを用いて複数の末梢神経線維から活動電位波形を同時計測できることを実証する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 個々人のゲノム情報に基づいた高精度診断を実現するため、1分子 DNA操作技術や 1分子 DNA配列識別

技術等の個々人のゲノム解析に必要な要素技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 4 種類の塩基識別の S/N向上のために、新型超高感度カメラを導入し、微弱な蛍光色素１分子の

検出感度をさらに向上させて、読み取り性能を高めたリアルタイムでの 1 分子 DNA シーケンスを

行い、読み取り可能なシーケンス長など当該１分子 DNA 高速シーケンス手法の基礎的な評価を

行う。また、本手法を用いた応用解析として、1 分子 DNA から高速に一塩基多型（SNPs）を解析す

る新技術について基礎的検討を行う。 

・ 走査電子顕微鏡（SEM）観察で実測された銀ナノ粒子凝集体構造に、2 段階電磁場増強モデルを

適用して、実験で得られた表面増強ラマン散乱（SERS）、表面増強ハイパーラマン散乱（SEHRS）、

そしてレーリー散乱を再現する増強電場の空間分布と励起波長依存性を明らかにして、2 段階電

磁場増強モデルを検証する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 疾患に関係する生体分子等の細胞内における存在を検知して診断に役立てるため、単一細胞内のタンパク

質を一分子レベルでリアルタイムイメージングする技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ マルチ細胞ソータの自動制御システムを実用的な解析レベルまで改良する。動物細胞を含む細胞

等を用いて、複数種類の細胞識別・回収の性能を検証する。実用的価値の高い抗菌剤開発の基

礎として、細胞膜結合性のペプチドおよびその他の関連物質の抗菌機構の解明を進める。 

・ ぺプチド修飾量子ドットの取り込み機構を一細胞蛍光顕微分光法を用いて解析し、量子ドットが細

胞膜表面から細胞内小胞に取り込まれる効率を評価する。また、量子ドットに細胞内小胞から脱

出する機能を付与するための表面修飾法を探索する。量子ドット標識技術を活用し糖脂質GM3に

よる EGF レセプターの阻害メカニズムを明らかにし、この知見をガンなどの診断に使用する方策を

検討する。 
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【中期計画（参考）】 

・ 同定された生活習慣病のタンパク質マーカーを簡便に解析して疾患の早期診断に役立てるため、極微量の

血液からマーカーを数分以内で解析できるデバイスを開発する。また、遺伝情報の個人差を解析して罹患の

可能性や薬効を診断するため、注目する遺伝子について個々人の配列の違いを数分以内に解析できるデバ

イスを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ コーティング材のセルロース誘導体とバイオチップ表面の間の水素結合構造が分離特性を支配し

ているという昨年度の知見に基づき、ポリメチルメタクリレート（PMMA)製のバイオチップを用いて、

多種多様なタンパク質を効率よく分離するための、セルロース誘導体を基盤とする新しい表面コー

ティング材料を開発する。 

・ 複数のバイオマーカーに対する多種類の抗体を単一マイクロ流路上に吐出・固定化することで「そ

の場診断」に応用可能な迅速・省サンプルなマルチ解析系を構築する。マラリアの感染赤血球の

高度検出系に好適な細胞チップを応用し、感染種の特定も可能な診断チップの構築する。単一の

マイクロ流路で、3種類以上の血中バイオマーカーの定量測定が可能なチップを試作、データ測定

し、データベースコンテンツとして利用可能とする。 

・ マイクロアレイによるDNAまたは生体マーカに対する計測再現性の飛躍的な向上を目的とし、チッ

プ表面のナノ構造および計測スポットにおけるプローブ分子の固定化量および均一性を正確に評

価するため、表面膜の厚さを非標識かつ高解像度で測定する光学系の設計および構築を行う。 

・ マルチ抗原検出チップにおける抗体吐出、固定化用インジェクターとして使用するための改良を実

施 す る 。 ま た 、 マ ル チ チ ャ ン ネ ル 電 気 泳 動 チ ッ プ を 実 現 す る 。 具 体 的 に は 、             

1)幅 300 マイクロメートルの流路内に抗体を固定化する。 

2)駆動時の加熱に伴う抗原検出感度低下を 20％以下に抑える。 

3)同時 10 流路電気泳動チップを試作し、その動作確認を行う。 

 

2-(1)-② 治療の安全と効果の向上を目指した治療支援技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 小さな病変部位を局所的かつ集中的に治療する技術を確立するため、MRI などのイメージング装置下で生体

内での微細操作が可能な低侵襲治療用マニピュレータ技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 顕微内視鏡画像を表示しながら MRI 対応微細操作システムを操作する表示・操作卓を試作し、

MRI 画像との対応付け、温度の変動による誤差の評価、組織操作を試行するなどによりシステム
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の有用性を確認し、必要な改良を行う。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ 外科手術の安全性を向上させるため、擬似患者モデルを用いた手術トレーニングシステムの構築に必要な

手術技能評価手法を開発し、その有効性を医学系研究機関と連携して検証する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 開発した自習システムの効果を、従来型の学習方法との比較実験により評価する。また、遠隔指

導システムを手術室-医療技術実習室間に設置し、手術室にいる指導医が実習室の学習者を遠

隔指導することで、手術室で無ければ得られないスキルの内容抽出と、これを安全に学習可能な

システムを研究開発する。 

 

2-(2) 喪失機能の再生及び代替技術の開発 

効果的な治療技術の一つとして再生医療や生体適合材料による喪失機能の代替技術を開発する。

再生医療技術の開発では、骨、軟骨、心筋及び血管等を生体組織レベルで再生する技術や神経ネッ

トワークの再構成を促進する技術等を開発する。また、長期生体適合性を有する人工臓器などによる

身体機能の代替技術の開発では、埋め込み型人工心臓のための生体適合材料及び骨形成の促進や

抗感染などの効果を有する生体適合材料を開発する。 

 

2-(2)-① 組織再生による喪失機能の代替技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 生体親和性に優れた組織細胞による再生医療を実現するため、三次元細胞培養技術を用いた骨・軟骨、心

筋及び血管等の組織再生技術を開発して臨床応用を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 間葉系幹細胞の再生医療への応用展開をはかるため、骨髄由来の間葉系幹細胞へ複数の遺伝

子を導入し、数種類の iPS 細胞の創製を行う。これらの iPS 細胞の機能を検証して再生医療への

応用の可能性について研究する。 

・ 他人の細胞（同種間葉系幹細胞）を用いた再生医療技術開発を行うため、同種のヒト間葉系幹細

胞を用いた臨床研究について検証する。 

・ 多能性幹細胞特異的に発現する細胞表面マーカーを利用して、良質の iPS 細胞を評価選別する

技術への応用研究を開始する。また、心筋に分化しやすい幹細胞特異的な細胞表面マーカーに

ついては、実際に心筋前駆細胞の組織からの選別・精製などに利用可能か検討を行う。マウスES

細胞で特異的に発現する２つの因子については、その作用機序を明らかにする。 
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【中期計画（参考）】 

・ 疾病や高齢化により失われた神経機能を再生するため、間葉系細胞を神経細胞に分化誘導する技術と神経

組織の再構成を促進する生体分子の探索技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 平成２０年度に開発したモデルマウス等を用いてうつ病の難治化と寛解に関する分子基盤および

脳内情報処理異常に関する研究、さらには、難治化因子及び寛解因子の一分子イメージング技

術と光ピンセットを用いたナノレベルでの病態解明と細胞治療技術の開発、さらには、うつ病難治

化モデル動物に特化した行動解析バッテリー（網羅的行動解析）の開発を目指す。また、半人工

生体神経回路網を BMI（脳-機械インターフェイス）の人工介在神経回路として利用するために、レ

ーザー光を用いた神経微小操作技術を確立し、神経補綴技術へ応用する。 

・ 種々の細胞増殖因子、主に分子改変により天然型分子より優れた特性を示す細胞増殖因子につ

いて、これまでに構築した種々の障害評価系を用いて放射線障害に対する予防治療効果を評価

する。これを通じて放射線障害を軽減するための最適プロトコルを開発する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 脳機能の修復技術の確立を目指して、これまで困難であった神経冠幹細胞の単離・培養と分化誘導技術を

開発する。また、脳損傷回復における神経ネットワークの再構成を促進する技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ これまでに明らかになった脳損傷後に生じる脳活動や分子発現の変化のうち、機能回復に必須な

役割を持つものを明らかにする。具体的には、脳機能回復後に変化が生じた領域を不活性化する

などの操作を加えたときに機能障害の再発が見られるかを検討する。 

・ 多光路測定法に基づく近赤外脳機能計測について、光減衰度を改良した L字型プローブによる体

動アーティファクトの軽減効果を確認する。また、高度化計測システムの光受光部の設計・試作を

行い、光射出部と統合し、計測実験を行う。さらに、データ統合処理などに必要となる、波長あるい

はプローブ間距離に依存した光路長の推定技術を改良し、実験により、その効果を確認する。 

 

2-(2)-② 生体適合材料を用いた喪失機能の代替技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 長期に使える体内埋め込み型人工心臓を開発するため、生体適合性材料を用いて製造した高耐久性ポンプ

機構をもつ回転型人工心臓について、その血液適合性を評価しながら性能を改善する。また、医療機関と連

携して実験動物を用いた 3 ヶ月間の体内埋め込み実験で性能を検証する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 一点接触型遠心ポンプおよび動圧遠心ポンプの血液適合性をさらに向上させるため、ポンプの設

計改良を行うとともに、ポリマー材料に生体適合性を付与し、抗血栓性評価を行う。動圧軸流ポン

プは、２年間の実験期間完了を目指し、耐久試験を継続する。また、質量流量計は、血流量の測

定にとどまらず、生体の高次機能（末梢血管抵抗、動脈のやわらかさ、生体至適血流量の決定な

ど）推定および拍動制御への効果の検討を行う。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ 体内埋め込み用生体材料の生体親和性の向上及び高機能化を図るため、生体組織との接着性に優れ、骨

形成促進や抗感染等の効果を有する生体適合材料を開発して動物実験で検証する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 抗生物質徐放性人工骨については、薬剤含有量の増加と人工骨素材の最適化により、骨髄炎治

療効果をこれまでの 1.5 倍程度に引き上げる。ケイ素やマグネシウムを付加した生体適合性材料

の免疫賦活性を評価する。FGF 付加経皮端子の臨床応用のための動物実験を実施し、抗感染性、

安全性、組織再生活性を確認する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 生体組織のように柔軟性や弾力性等を持つ新規機能材料として、組織・細胞の機能を代替できる高分子材

料を用いた高分子アクチュエータ等の新規生体機能代替デバイスを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 柔軟性、弾力性のある人工筋肉材料として、導電性高分子材料を用いた高分子アクチュエータを

実現するため、カーボンナノチューブの分散・配向電極に様々な導電性微粒子を添加した新規ア

クチュエータ電極と導電性高分子材料との複合体を利用し、高出力アクチュエータの開発を行う。

具体的には、発生力１０MPa 以上でかつ伸縮率 5%以上の数値を達成することを目標とする。 

・ 柔軟性、弾力性のある人工筋肉材料として、導電性高分子材料を用いた高分子アクチュエータを

実現するため、弾性体論的および分子シミュレーション手法の精密化と電気化学的および電気/

機械実験手法の適用によりナノカーボン材料と導電性高分子の複合体によるアクチュエータ素子

の応答モデルを確立する。 

・ 生体適合性の高い無機物質である炭酸カルシウム、リン酸カルシウムやシリカ等を基本材料とし

て用い、実際の生体内での物質運搬に有効な材料システムを、前述無機物質に生体分子等を複

合することで開発する。 
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３．人間機能の評価とその回復を図ることによる健康寿命の延伸 

高齢になっても健康で自立的な生活を維持するためには、加齢にともない低下した機能を代替する

技術、脳を含む身体機能の低下を訓練により回復する技術、さらには日常生活における事故や怪我な

どを防止する技術が必要である。そこで、脳機能計測技術に基づいて、失われた脳機能の回復技術

や代替技術等の開発を行うとともに、身体機能計測技術を用いて身体機能低下を防ぐための訓練技

術を開発する。そして、認知行動計測技術を用いて日常生活における認知や行動に起因する障害に

遭遇する可能性を評価し、事故や怪我を回避するための生活支援技術を開発する。 

 

3-(1) 脳機能障害の評価及び補償技術の開発 

高次脳機能に障害が起きると、失われた機能を再び取り戻すことは容易ではない。そこで、障害に

よって失われた脳機能や身体機能を訓練によって取り戻すための支援技術として、高次脳機能の低

下を精度良く計測・解析する技術及びリハビリテーション技術等を開発する。また、電子機器技術を用

いた身体機能補償技術として、脳と電子機器とを接続するための BMI（Brain ‒ Machine - Interface）

技術を開発する。 

 

3-(1)-① 認知機能などの高次脳機能の計測・評価技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 脳機能診断の精度向上及び適切なリハビリテーションスケジュールの管理を実現するため、加齢、疾病や脳

損傷などによる感覚機能や高次脳機能等の変化を高精度に計測・評価する技術を開発し、脳機能計測・評

価結果と脳損傷部位との関係についてデータベースを構築する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 脳活動計測データに対する統合解析技術の適用により、視覚ー音韻処理の神経ダイナミクスにお

ける発達性言語障害者と健常者との違いを示す。注意障害に関するデータを蓄積し、障害脳部位

と注意障害の関係を明らかにする。 

・ 被験者の数を増やし、より頑強な結果を構築するとともに、「味覚と嗅覚」の組み合わせの認知メ

カニズムを明らかにするため、脳機能計測、また味物質や嗅覚刺激の種類を換えるなどの心理物

理実験を行う。 

・ 骨導超音波補聴器の明瞭性・快適性向上を目指して、内部信号処理方式の最適化を行う。骨導

超音波聴力と気導音聴力、頭部サイズとの関係を詳細に検討し、知覚メカニズムに関する知見を

得る。重度難聴者を対象とした長期モニタリングを実施する。また、工業標準策定を目指して、骨

導超音波出力の校正方法の開発、骨導音のラウドネス特性（周波数と主観的に知覚される音の

大きさの関係）の推定に取り組む。さらに、骨導技術を応用したマイクロホンの明瞭性向上に取り

組み、従来方法からの優位性や応用可能性を検討する。 
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3-(1)-② BMI 技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 喪失した身体機能を脳神経と身体機能代替機器を電気的に接続することで補償し再建するため、脳内埋込

み電極の開発、長期に渡って安定かつ安全に神経細胞活動を信号として取り出す技術、この信号から意図

を検出する技術及び脳を刺激して現実感のある感覚を生じさせる技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 電気刺激や熱破壊に加えて課題遂行中の動物から神経活動を記録する実験を行い、上丘が定位

行動の意思決定にどのように関与するかを多面的に明らかにする。また、単一試行ベースの上丘

神経活動から行動予測を行う実験システムを構築する。さらに、脳波ベースの脳内意思解読技術

と直観インターフェースを比較・併用しながら、福祉機器モデルの外部機器を制御するシステムの

開発を行う。 

・ 大脳皮質ＭＳＴ野の単一神経細胞活動の記録を行い、十分なデータを蓄積し、腕修正運動の感覚

運動変換における時空間周波数特性に関連した情報処理メカニズムを解析する。連合学習の研

究では、視対象と報酬の連合記憶の形成に関わる情報処理を、側頭皮質あるいは基底核で単一

神経細胞活動の記録を行い、明らかにする。脳画像データベースの機能拡張を継続して行い、共

同研究を通じて提示する生物種を増やす。 

・ 物体色および光の波長成分に対する選択性を単一細胞レベルで記録し、物体色推定のメカニズ

ムを明らかにする。また、維投射様式を精査することで、下側頭溝の顔応答領野における情報の

出入力を推定し、顔応答領野が下側頭溝に形成される起源を明らかにする。 

 

3-(2) 身体機能の計測・評価技術の開発 

環境変化への身体機能の適応には、温度変化等に対して身体状態を維持する循環調整機能や、

転倒・つまずき等に対処した姿勢・動作制御を行う動作調整機能が大きな役割を担っている。そこで、

加齢に抗して身体適応能力を維持することを支援する技術の開発を目指して、環境変化への適応機

能に関与する循環調節機能、動作調節機能を簡易に計測・評価する技術を開発する。さらに、この計

測・評価技術を用いて、これらの機能を高めるための訓練手法の評価・分析を行うことにより、個々人

の状態に適合した効果の高い訓練支援システムを構築する。 
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3-(2)-① 運動刺激による身体機能の回復・改善技術 

 

【中期計画（参考）】 

・ 身体機能回復効果の高い訓練支援システムを構築するため、運動刺激に対して生じる動作調節系機能、循

環調整機能の変化を計測・評価する技術を開発して、これらの機能を維持するのに最適な低負荷運動の訓

練効果を明らかにする。その上で、被訓練者の状態にあわせて訓練機器の発生負荷等を制御する技術を開

発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 運動習慣や筋活動と循環調節系機能との関係や運動による循環調節機能改善に関するエビデン

スを蓄積する。また、簡易動脈硬度計測装置については、幅広い被験者を対象に計測したエビデ

ンスに基づいて計測アルゴリズムを改良する。新規健康改善運動プログラムについては、引き続

きヘルスケアサービスの現場で有効性や機能改善効果に関するエビデンスを蓄積する。 

 

3-(3) 認知行動特性の計測・評価及び生活支援技術の開発 

生活空間における人間の認知行動は、環境と人間との相互作用に基づき行われている。したがって、

注意が散漫になるなどの認知行動の状態に対応して注意喚起や環境の整備などの生活支援を行うた

めには、環境や認知状態及びその結果として現れる人間行動等を計測・評価する必要がある。そこで、

支援の必要な行動を検知するため、行動データ等の蓄積に基づいて認知行動を適切に評価する技術

を開発する。 

 

3-(3)-① 認知行動の計測技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 日常生活に潜む事故や怪我などの危険性を予測して生活の安全を保つため、身体負荷が小さい脳機能計

測装置等を用いて、注意の程度などの人間の認知特性を計測する技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 脳波や生理的振戦などの生理学的指標と、認知課題の成績など行動学的指標とを統合して、スト

レスなどの生体に対する負荷を検出する手法を開発する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 事故の発生を未然に防ぐなどのため、人間の行動情報や人間を取り巻く環境の情報から有用な情報を抽出

するデータマイニング技術を確率モデルの体系化と最新の統計的学習理論を用いて開発する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 人間の行動情報や人間を取り巻く環境の情報から有用な情報を抽出するための機械学習・機械

適応の基本原理の解明を目指して、数多くのセンサやカメラからの情報を分散・統合処理すること

によって効率的なデータマイニングを行う枠組みについて、幾何学や確率統計的なアプローチか

ら研究を進める。また、推薦システムにおいて用いられる協調フィルタリングについて手法の改良

や新たな枠組みの構築に取り組む。さらに、大脳皮質の神経回路モデルである BESOM ネットに

ついて、神経生理学的知見の再現と工学的有用性を検証する。 

・ 画像情報を用いた物体認識のために、訓練データの選択に基づく識別器の構成方法や特徴抽出

等の研究開発を続ける。また、リーマン空間上のデータに対する曲線の当てはめ問題の研究を通

じ、カメラ運動の平滑化や球面エピポーラ幾何学の推定、部分空間法による認識に関する検討を

行う。 

 

3-(3)-② 人間生活支援のための認知行動の評価技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 日常生活行動に基づく健康のモニタリングを可能とするため、生活空間における人間行動と身体状態に関す

るセンサ情報を長期に渡って蓄積する技術の開発を行う。また、蓄積された行動情報から行動パターンをモ

デル化し、これによって個人の行動の変化や個人間の差異を検出する技術を確立する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 長期間（2 ヶ月間）にわたる生理情報と心理情報の計測を行い、各個人に適合化した生理情報を

用いた心理状態評価技術の開発を試みる。睡眠中の高齢者の体温調節を補うために、夜間就寝

中の温熱環境を時間的に変動させる空調条件を設定して睡眠実験を行い、睡眠と体温調節デー

タを取得し、その有効性を検証する。 

・ 運転行動データの時系列パタンから先行車追従や障害物回避等のドライバーの意図を推定し、意

図を考慮した運転行動データの確率モデルを構築する。このモデルを用いて運転リスクの警報シ

ステムの精度改善を図る。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 速やかな作業スキルの獲得を支援するため、作業中において熟練者と未熟練者との差異が現れる場面や普

段と異なる場面を検出して、熟練者の作業のノウハウを蓄積する技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

計画なし（すべて平成 20 年度で終了） 
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４．生物機能を活用した生産プロセスの開発による効率的なバイオ製品の生産 

医用タンパク質や機能性食品素材などの健康産業の基盤となる有用物質を生産するには、生物機

能を活用した物質生産プロセスが適している。そこで、有用な機能をもつ微生物や遺伝子を探索し、遺

伝子組換え技術により機能を改良してバイオプロセスに利用することで、品質の高いバイオ製品を効

率よく生産する技術を開発する。また、遺伝子組換え植物を用いて効率よく物質生産を行う技術を開

発する。 

 

4-(1) 新規な遺伝子資源の探索 

これまで培養が困難であった微生物には、有用な機能をもつ遺伝子が豊富に存在していると期待さ

れる。これら環境中に存在する未利用の微生物や遺伝子から有用な機能を見出して生産プロセスに

利用するため、これらの微生物の各種環境からの取得及び有用遺伝子の生物個体からの取得のため

の効率のよい探索技術を開発する。 

 

4-(1)-① 効率のよい探索手法をもちいた遺伝子資源の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 有用物質の生産プロセスに利用できる新しい遺伝子を効率よく獲得するため、現在培養が不可能な微生物

の培養を可能にする技術や、環境中の微生物から分離培養過程を経ることなく直接有用な遺伝子を探索・取

得する技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 1)水生植物根圏から分離した系統的に極めて新規な細菌の諸性質を詳細に調べ、新門提案を行

う。また、新規固体培養基材を用いて新規菌株の探索を行う。 

2)当グループの解析で得られた細菌ゲノムまたはメタゲノム配列情報を対象とした有用酵素遺伝

子の探索を行う。加えて、発見された新規酵素の大腸菌による大量発現系の確立を検討し、酵

素学的諸性質を明らかにする。 

・ メタゲノムライブラリーから取得した芳香族水酸化酵素については、細胞を触媒として利用する方

法を検討する。ラッカーゼについては、進化工学的な手法を用いて、より応用に好適な酵素へ

と改変する。 

・ 社会性アブラムシ類において兵隊階級に特異的に発現している遺伝子群について、その生物機

能の解明と探索を推進し、有用な遺伝子の獲得を目指す。 

・ 1) タイワンマルカメムシの腸内共生細菌の全ゲノム配列を完全決定するとともに、タデマルカメム

シについて腸内共生細菌のゲノム解析を推進する。その他の昆虫共生細菌においてもゲノム

解析に着手する。 

2) 昆虫類の体内で微生物を収納することに特殊化した共生器官について、特異的に発現する遺

伝子群の解析をおこなう。 
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・ グラム陰性好アルカリ性細菌の可溶性 cytochrome c の発現系を構築し、その酸化還元特性を明

らかにし、同細菌において薬剤耐性マーカーフリーの同遺伝子破壊株を構築し、その生理機

能を明らかにする。また、これまでの遺伝子データーベース、構造機能相関の研究に基づき、

環境中から分離培養を経ることなく有用カタラーゼ遺伝子を取得する。 

 

4-(2) 高効率バイオプロセス技術の開発 

生物機能を利用したバイオプロセスの高度化を進めるため、プロセスの要素技術である標的遺伝子

の改変技術と遺伝子の発現効率を高める技術及び生産物の分離・精製技術を開発する。また、バイオ

プロセスにより質の高い製品を生産するための品質管理技術を開発する。 

 

4-(2)-① バイオプロセス技術の高度化 

 

【中期計画（参考）】 

・ 有用な機能を持った酵素などの生体高分子や核酸及び脂質を効率よく製造するため、個々の標的遺伝子に

対して最適な遺伝子改変技術を適用し、機能性核酸や機能性脂質等をバイオプロセスにより効率よく生産す

る方法を確立する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 真正細菌由来の CCA、CC 付加酵素、ポリ A 付加酵素と RNA 複合体の結晶化を試みる。ポリ A

付加酵素の単体の構造を決定する。転写制御蛋白質 HutP と金属イオンの相互作用を詳細に解

析し、転写制御の詳細な解析を行う。tRNA のアンチコドン一文字目のウリジン塩基修飾に関わる

酵素と tRNA との複合体の結晶構造解析を行い、詳細な反応機構の解明を目指す。また、RNAの

プロセシングに関わる酵素の構造解析を目指す。 

・ 酵母による高度不飽和脂肪酸生産系確立を目指して、増殖特性の向上、脂質代謝関連遺伝子改

変、各種特性の関係の解析を行う。出芽酵母の脂質蓄積性を向上させる脂質合成酵素 DGA1 蛋

白質の活性化状態を解明するために、活性化型蛋白質を精製し、野生型蛋白質と比較検討を行

う。また、脂肪酸と酵母のストレス耐性との関連を解析する。 

・ 実用化を目指し、タンパク質生産の標準細胞となっている CHO-DG44 細胞と無血清培地の組み

合わせへの移植を行い、高純度な酵素生産の可能性を検討する。また、他のライソゾーム酵素に

ついても大量発現系の開発に取り組む。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ 微生物による物質の生産効率を高めるため、宿主として使用する細菌のゲノム情報をもとに複数の遺伝子を

一度に組換える大規模な染色体再編技術を開発する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 菌体培養終期に自動的に溶菌を起こさせる方法の実用可能性の評価を行う。 

・ ブレオマイシン耐性遺伝子の耐熱化および新たな耐性遺伝子として、リファンピン耐性遺伝子の

利用を検討する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ バイオプロセスにおいて医用タンパク質等を精製・濃縮するために、目的とする分子に結合する高分子リガン

ドを設計し製造する技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ プロテイン A をフレームとするリガンドライブラリーを利用して、中性での結合特性の向上と弱酸性

での解離特性の両方が改良されたリガンドを開発する。プロテインGリガンドライブラリーの特性を

明らかにする。 

・ 疾病原因となっている複数のアミロイド分子凝集体についてそれぞれの凝集の中核領域を精密に

特定して、アミロイド検出用分子に適用する。インフルエンザウイルス膜タンパク質の培養細胞株

発現系を利用し、インフルエンザ感染に対する生理活性物質の阻害効果を測定するためのウイル

スを使用しない評価システムを開発する。 

・ 薬剤に感受性の高いがん細胞の Vault RNA を発現させることによって、薬剤耐性が上昇するかを

検討する。ヘルペスウイルス(HSV-1）の表面抗原蛋白質である gD 蛋白質に結合するアプタマー

の性質を解析するとともに、抗ウイルス作用を有するか検討する。 

・ 試験管内免疫刺激法を用いて、タンパク質抗原に対する抗体産生細胞を誘導し、ミエローマ細胞

と融合させ、ハイブリドーマを作製する。ハイブリドーマの生産するモノクローナル抗体のタンパク

質抗原に対する特異性・親和性を定量的に決定する。試験管内系において抗体産生細胞が効率

的に誘導されているときに発現する遺伝子を利用して、試験管内免疫刺激時のシグナル伝達を明

らかにし、試験管内抗体作製法の最適化を行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 目的のタンパク質や脂質等を微生物により選択的に生産するため、酵母を用いた分泌タンパク質や膜タンパ

ク質発現技術及びロドコッカス属細菌を用いた物質生産技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ ロドコッカス属放線菌を利用したビタミンDの水酸化反応の効率化を目指し、必要な細胞内因子の

探索と同定を行う。またビタミン D 水酸化酵素並びに共役するタンパク質について、構造生物学的

な視点から機能解析を行う。 

・ １つの mRNA から複数のタンパク質を同時に発現にさせるための技術を開発する。また、高感度

ハイスループットアッセイについては、内分泌攪乱物質のバイオアッセイの他、創薬ターゲットとし
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て重要な G-protein coupled receptor を用いたリガンドスクリーニングシステムを開発する。 

 

4-(2)-② バイオ製品の品質管理技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ タンパク質医薬等のバイオ製品の性能評価及び品質管理等に係る技術体系を構築するため、生体分子の特

性評価方法の開発、配列-構造-機能相関の理解に基づく品質管理方法の開発及び生体分子の安定化機構

の理解に基づく生体分子の品質管理技術の開発を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 配列-構造相関データベースを利用する新規の設計法を用いて合成した、抗体結合性タンパク質

の変異体の構造安定性と生物活性を解析し、その有効性を評価する。バイオ医薬として利用され

ている免疫グロブリン G 溶液の長期保存実験を行い、タンパク質の安定化機構の解析を行うと共

に、加熱試験によって選択された溶媒組成が長期保存に伴うタンパク質劣化に対して低減効果を

有するか検討する。 

・ ナノ構造分子膜構築において二分子膜厚相当長の膜構築分子を合成して膜構築を行い、その構

造と膜物性の検討を行うと共に、ホスホリルコリンを導入した表面修飾材料の開発を行う。分子プ

ローブに関しては、細胞膜に局在する分子プローブや膜タンパク質の標識機能を有する分子プロ

ーブの設計・合成の検討を行う。 

・ 蛍光性のBODIPY を担持した新規な脂質の蛍光プローブとしての分光学的な特性を明らかにする。

続いて DGAT（ジアシルグリセロールアシルトランスフェラーゼ）の働きにより遊離するコエンザイム

A などのチオール化合物を検知する系を確立するための基盤技術の確立や、DGAT の再構成膜

の構築を検討する。 

・ 1)電気化学発光に基づく免疫測定法をマイクロデバイス化するための検討を行う。具体的には電

気化学励起を行うマイクロ電極を有する微小流路を形成し、遠心力により送液と血球分離を行う

デバイスを開発する。 

2)ポリエチレングリコール（PEG)末端チオール分子と合わせて、より生体適合性の高い末端の分

子を用いて非特異吸着抑制を抑えた目的分子（タンパク質・レクチン）の特異的検出を行う。金ー

チオールの修飾系以外に、化学修飾する手法と基板の組み合わせを検討し、新規基板材料のセ

ンサ基板への取り入れを試みる。 

・ 非標識電気化学的な１塩基変位、あるいはメチル化の測定に関して、その検出限界の向上の為、

電極面積の最適化、試料のオリゴヌクレオチドの濃縮、マイクロ流路の利用などの方法を検討し、

１桁の検出限界改善を図る。また、ハイブリッドカーボン表面のローカルな電気化学活性分布を調

べるために、走査型電気化学顕微鏡を用いてローカルな電極活性をマイクロメーターレベルの分

解能で評価可能な手法を開拓する。 
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【中期計画（参考）】 

・ 微量のタンパク質や微生物等の特性を高感度に評価できるようにするために、電気化学顕微鏡技術を活用

して生体分子をフェムトグラムレベルで測定できるシステムを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 真空紫外光による表面化学種の変換技術を利用して、細胞の接着・非接着を制御した細胞パター

ニング技術を開発する。 

・ 酸化還元酵素を固定化し、酵素を効率的に駆動する種々のナノ構造電極を作製する。各ナノ構造

電極界面をコーティングし、固定化した酵素の活性と電極との構造活性相関を調べる。 

・ 種々の外部刺激を細胞に局所的に与えるシステムを開発する。さらに、そのシステムと電気化学

顕微鏡を併用し、外部刺激に対する細胞膜の応答、安定性を電気化学的に評価する。 

 

4-(3) 遺伝子組み換え植物を利用した物質生産プロセスの開発 

遺伝子組換え植物を物質生産に利用するため、植物における物質代謝を制御する遺伝子の機能を

解明して、これらの遺伝子を改変した組換え植物を物質生産に利用する技術を開発する。また、植物

型糖鎖の合成を抑制した遺伝子組み換え植物を作成することにより、ヒト型糖鎖などをもつタンパク質

を遺伝子組み換え植物で生産する技術を開発する。 

 

4-(3)-① 有用植物遺伝子の開発と機能解明 

 

【中期計画（参考）】 

・ 物質生産を効率的に行える改変植物を作成するために、モデル植物であるシロイヌナズナの転写因子の過

剰発現変異体を網羅的に作成し、遺伝子発現を制御している転写因子の機能を解析する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 形質転換植物について、乾燥耐性や栄養要求性などのバイオマス生産性に関連する形質変化を

解析し、各転写因子の物質生産プロセス制御機能を検討する。有望な機能を見出した転写因子

について、実用植物への適用の可能性を検証する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ モデル植物であるシロイヌナズナの約 200 個の転写因子遺伝子に対するキメラリプレッサーを導入した植物

体を作成して、その機能の解析に基づいて物質生産を効率的に行える改変植物を作成する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 産総研で開発した新規な遺伝子サイレンシング法であるキメラリプレッサーを用いた遺伝子発現
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抑制システムを用いて、閉鎖型栽培施設に適した形質を有するタバコの作出を進める。遺伝子破

壊株や変異体では見いだせない有用形質を付与する遺伝子の探索を、モデル植物を用いて行い、

実用植物で検証実験を行う。有用物質の代謝に関わる転写因子群の同定を行い、産業上有益な

植物の基盤モデルの構築を進める。 

 

4-(3)-② 遺伝子改変植物の作成と利用 

 

【中期計画（参考）】 

・ 独自に開発した遺伝子導入手法を用いて作成した遺伝子組換え植物を利用して、多品種のタンパク質を生

産する技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 1) 閉鎖型遺伝子組換え植物工場施設においてイヌインターフェロンイチゴの GLP 試験用実生産

試験およびワクチン発現ジャガイモの水耕栽培の確立を行う。 

2)抗体遺伝子を導入・発現する組換えタバコを作出し、植物発現抗体の糖鎖修飾様式を解析す

る。 

3)非拡散ウイルスベクターシステムを用いて抗体を発現させるとともに、当該システムの安定性を

解析する。 

 

4-(4) 天然物由来の機能性食品素材の開発 

健康食品に利用するため、多様な天然物を探索して高血圧や糖尿病に対する予防効果や健康維

持機能をもつ食品素材及び冷凍による食品等の品質低下を防ぐ効果をもつ食品素材を開発する。 

 

4-(4)-① 機能性食品素材の開発と機能解明 

 

【中期計画（参考）】 

・ 亜熱帯植物の抽出物や海洋生物の抽出物の中から生活習慣病予防に効果のある新規機能性物質を探索し

て、その機能を解明する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 天然フェノール性化合物のうちこれまで比較的研究の少ないカルコン類を取り上げアディポサイト

カイン産生調節作用について検討する。また食用植物のアディポサイトカインや PAI-1 等のアディ

ポサイトカインの産生増強および抑制物質を調べる。 

・ 発現した組換え体イソプリメベロース生成酵素を用いて、より詳細な酵素学的性状解析を行う。 
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【中期計画（参考）】 

・ 皮膚の老化防止や高血圧の予防効果などが期待される、ペプチド、ポリフェノール、スフィンゴ脂質等の機能

解明と製造技術の開発を進め、機能性食品としての実用化研究を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ ヒト皮膚 3次元モデルを用いて、メラニン合成抑制作用のある亜熱帯生物資源を広く探索する。 

・ 脂質スフィンゴファンジン E, F の化学合成を完了させる。また、合成した脂質類について抗真菌作

用等の生物活性を評価する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 天然物から不凍タンパク質を探索して、その構造の機能の解明に基づいて品質の良い冷凍食品の生産に利

用する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 優れた細胞保存効果をもつ複数の不凍タンパク質（AFP）アイソフォームを大量発現する技術を開

発する。各種細胞に対するAFPアイソフォームの保護効果がそれらの混合比に依存して増大する

かどうかを明らかにする。魚肉由来のAFP粗精製物を用い、柔軟性と再利用性に優れた新しい凍

結材料を開発する。生分解性の微粒子に対して AFP アイソフォームの固定化を行うことで環境負

荷の少ない氷核材料を新たに開発する。 

 

５．医療機器開発の実用化促進とバイオ産業の競争力強化のための基盤整備 

新しい医療機器の実用化には薬事法上の審査を経る必要がある。このため審査を円滑化する技術

評価ガイドラインの策定が求められている。そこで、新しい医療機器の研究開発を通じてガイドライン

の策定を支援する。また、福祉に関連した製品の規格体系の整備に資する研究開発を実施する。さら

に、技術融合による先端的なバイオテクノロジー関連計測技術を開発するとともにその標準化を進め

る。 

 

5-(1) 医療機器開発の促進と高齢社会に対応した知的基盤の整備 

安全・安心な生活及び安全な治療を実現するためのガイドライン作りや規格の作成に資する研究を

実施する。そのため、医療機器及び組織再生の評価に関する基盤研究を実施し、医療機器や再生医

療の技術ガイドライン策定に貢献する。また、高齢者･障害者に配慮した設計指針の規格制定につい

て、感覚・動作運動・認知分野を中心とした研究開発を実施し関連規格の体系的な整備に貢献する。 
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5-(1)-① 医療機器の評価基盤整備 

 

【中期計画（参考）】 

・ 医療機器の安全性や有効性の評価技術等に関する基盤研究を実施し、医療機器の標準化及び医療機器技

術ガイドラインの策定に貢献する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 次世代の医療機器の開発および薬事承認の迅速化を目的に、医療機器ガイドライン策定に貢献

する。また、医療機器に関わる材料や試料についての試験方法（安全性、性能）や基準物質など

標準化を推進する。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ 骨等の組織再生における評価技術に関する基盤研究を実施し、再生医療関係の技術評価に関するガイドラ

インの策定に貢献する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 骨分化装置の改良を行い製品化への展開を図るとともに、骨評価技術に関わる標準化活動を行

う。 

 

5-(1)-② 高齢社会に対応した国際・国内規格化の推進 

 

【中期計画（参考）】 

・ 高齢者･障害者配慮の設計技術指針に関連した国際規格制定のために国際的な委員会活動において主導

的な役割を果たす。さらに、人間の加齢特性の計測・解析に基づき、感覚、動作運動及び認知の各分野を中

心に 5 件以上の国際的な規格案の提案を行い、この制定に向けた活動を行う。また、我が国の工業標準活

動に貢献する観点から、関連する国内規格制定のための活動を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ ロービジョンの被験者による文字の「判読しやすさ」について実験を行い、20 名以上のデータを収

集する。また、晴眼者の加齢変化を考慮した可読文字サイズに関する ISO規格原案1件を作成す

る。 

・ 年齢別聴覚閾値分布の国際規格原案 1 件を作成する。また、公共空間等における音声の音圧に

関わる国際規格の素案 1件を作成し、規格化審議を開始する。 

・ 前年度までに開発した映像酔い評価システムを基に、映像酔いのリスクを伴う区間に対して可能

な対策を提案し、その実施によるリスク軽減の効果に関するデータ計測を100名規模で実施する。
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また、映像の生体安全性の国際規格体系において、映像酔いガイドラインの国際標準原案提出を

ねらうために、まず H21 年度は国際照明委員会（CIE）へ技術報告書（TR）1 件の提出をおこなう。 

 

5-(2) バイオ・情報・ナノテクノロジーを融合した計測・解析機器の開発 

研究開発を加速し新産業の創出を促すため、バイオテクノロジーと情報技術及びナノテクノロジーの

融合により新たな分析・解析技術を開発する。また、これらの技術を用いて分子・細胞の情報を迅速か

つ網羅的に計測・解析し、バイオ産業の基盤整備に貢献する。 

 

5-(2)-① バイオ・情報・ナノテクノロジーを融合した先端的計測・解析システムの開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 臨床現場や野外で生体分子を精度良く迅速に計測・解析するために、バイオテクノロジーと情報技術及びナ

ノテクノロジーを融合してタンパク質を短時間で簡便に分離分析できるチップと有害タンパク質等を検出でき

るセンシング法を確立する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ タンパク質を分離分析するチップの開発では全自動二次元電気泳動システムの本体、チップ等消

耗品の製品出荷に対応した品質向上を目指す。また、このシステムとウエスタンブロッティング装

置を組み合わせたパーソナルプロテインチップシステムの製品化度の向上を目指す。 

・ これまでに試作した現場検知器を用い、過去に暗殺やテロに用いられたリシンについて選択性な

どを明らかにし実用レベルで検出可能か検討する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 機能性高分子材料を利用した選択的な細胞接着・脱着制御技術を確立し、それを組み込んだセルマニピュレ

ーションチップを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 集積化チップに前年度までに開発した光細胞マニピュレーション技術を応用し、それぞれの灌流

培養チャンバー内に微小組織を形成させることにより、薬物アッセイ精度の向上を目指す。 

 

【中期計画（参考）】 

・ レーザによる生体高分子イオン化ならびに光解離を利用した高分解能質量分析と微量試料採取を融合した

生体分子の網羅的計測・解析システムを開発し、細胞モデルを構築する。 

 

《平成 21 年度計画》 

(平成 18 年度までに終了) 
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【中期計画（参考）】 

・ 生体分子を観察する新しい技術として、極低温電子顕微鏡による生体分子の動的機能構造の解析システム

を開発する。 

 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 極低温電子顕微鏡を用いた単粒子解析の技術開発を進める。シャペロニン以外の試料への応用

も積極的に推進し、いろいろな試料に応用できるよう、改良する。特に、膜タンパク質への応用も

検討する。また、単粒子解析のための撮像装置、撮影条件などを検討する。電子線結晶構造解析

に関しては、既に我々のチームで構造を決定した試料について、高分解能化を推進し、構造と機

能の関連について詳細を理解し、創薬などへの応用への基盤を作る。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 膜タンパク質等について、NMRにより不均一超分子複合体の分子間相互作用の解析データを取得するととも

に、X 線立体構造解析データを取得する。これらの動的情報と立体構造情報をコンピュータ上で統合して膜タ

ンパク質のダイナミズムを扱える計算システムを構築する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 遺伝情報の読み出しと複製にとって必須な過程であるヌクレオソーム構造変換のメカニズムを、立

体構造に基づき更に詳しく解析する。遺伝情報の読み出しと複製に必須であることが知られてい

る高分子量型のヒストンシャペロンの大量精製方法を確立し、結晶構造解析と生化学解析を行う。

大量精製したタンパク質を用いて、核内に存在する他のタンパク質群との相互作用を生化学的に

解析し、その結果に基づき上記ヒストンシャペロンを含む複合体の結晶化を検討する。 

・ 1)NMR 相互作用解析技術開発について、創薬に密接に関連する、タンパク質－低分子複合体に

適用可能な NMR測定技術の開発・応用に取り組む。 

2)脂質輸送に関連する脂質結合タンパク質をはじめとする、生体機能において重要なタンパク質

相互作用系を対象とする NMR相互作用解析を実施する。 

3)幅広いタンパク質複合体系に NMR 相互作用解析を適用可能とする、試料調製技術を開発す

る。 

・ タンパク質の動的構造情報を有効利用することにより、MD などにより発生させたタンパク質の多

数の構造から、薬物探索に有効な構造を予測する手法を開発する。薬物探索は、「薬の元になる

分子断片の探索と断片からの合成展開」(Fragment-based drug development)が重要となっている

ことから、薬物探索手法とデータベースの開発を行い、タンパク質モデリングの組み合わせにより、

医学・生物学的に意味のあるタンパク質構造解析を行う。 
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5-(3) 生体分子の計測技術に関する国際標準化への貢献 

バイオテクノロジーの共通基盤である生体分子の計測技術を SI 単位系に基づいて整理し、計測法

の標準化に貢献する。またタンパク質等の生体分子の標準品の作成技術を開発する。 

 

5-(3)-① 生体分子の計測技術に関する国際標準化への貢献 

 

【中期計画（参考）】 

・ バイオチップや二次元電気泳動の標準として利用するための標準タンパク質を作製する。また、臨床検査な

どで検査対象となっているタンパク質について高純度の標準品を作製する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 臨床検査対象または疾患マーカーとなっているタンパク質（VEGF など）やその受容体などの関連

タンパク質を作製するため、新規大量生成系を構築する。またこれらのタンパク質を高精度、高選

択的に測定するツールの実用化開発を行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ バイオテクノロジー関連のSIトレーサブルな測定技術を整理して標準化のための課題を明らかにする。また、

新規 DNA計測手法について国際標準制定に貢献する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ タンパク質の室温等保存下における化学変化の可能性について検討するとともに、その対処法等

についても検討する。 

・ 1)平成21年度から平成22年度にかけて、国内初の核酸認証標準物質（DNA、RNA1種類）を頒布

することを目指し、その合成純度検定、評価等を進めるとともに、核酸計測のトレーサビリティ体系

の構築の検討を行う。 

2)国際度量衡委員会等における核酸計測手法等の国際比較に参加し、国際的なバイオ計測の標

準化に貢献する。 

 

5-(4) 環境中微生物等の高精度・高感度モニタリング技術の開発 

遺伝子組換え生物（GMO）の利用促進のため、特定の遺伝子や微生物の高精度・高感度モニタリン

グ技術を開発する。これらの技術を環境微生物等の解析に活用して生活環境中の有害物質の評価や

管理に役立てる。 

 

5-(4)-① バイオ環境評価技術の開発 
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【中期計画（参考）】 

・ 組換え微生物等の特定微生物や環境微生物の固有の遺伝子配列を利用して、これらを高感度かつ高精度

に定量して解析する技術を開発する。また、この技術により環境微生物の動態を解析して、組換え微生物等

の環境における安全性評価の技術基盤を整備する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 1)環境利用時における組換え微生物の挙動を追跡する手法のマニュアル（標準プロトコール）を完

成させる。 

2)リボソーム RNA を標的とした特定微生物検出法の適用拡大を図るため、各種微生物のリボソ

ーム RNA標準の整備を進めると共に、必要な技術開発を進める。 

3)エンドポイント法の実用化を目的として、本手法のハイスループット化を検討する。 

・ 環境調和型高分子素材の高機能化を図るため、新規高機能高分子を開発する。また、環境調和

型高分子及び関連物質の分解に係わる微生物の動態を解析する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ DNAチップ及びプロテインチップ等を利用することにより、バイオテクノロジーを利用した環境の安全性評価シ

ステムを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ DNA チップ法を用いた環境安全評価システムの改良を進め、技術移転を効果的に行うことにより

企業の製品化を支援する。また、天然物由来の生活習慣病治癒効果に関して、有効成分を精製・

単離し、細胞内シグナル伝達に関する解析により細胞増殖など細胞レベルの機能を解明する。 

 

5-(4)-② 生活環境管理技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 水や大気等の媒質中に存在する微量でも健康リスク要因となる物質や微生物などを除去・無害化する技術

の開発及び生物学的手法と吸着法を併用した浄化システムを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 生活環境中の健康リスク因子の除去･無害化技術に関して、以下の研究を実施する。 

1)サイズの大きなオキソ酸イオンを選択捕捉する新規イオン交換体の設計を進める。硝酸イオン

分離用繊維成形体の実用性の評価を行う。多孔質の新規炭素－チタニアナノコンポジットの開発

を進め、循環流通式カラムシステムを構築して、実環境での無害化処理効果を評価する。 

2) 水系で抗菌性の発現期間を制御するため、抗菌性銀錯体を担持した層状化合物の表面疎水
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化条件を最適化し、抗菌効果の持続性を評価する。ナノカーボンの光発熱特性を有効に活用す

るため、広範囲の媒質中への分散化法、および得られた複合体の光応答特性を明らかにする。 

3) 海水中の窒素、リン等の効率的な生物学的除去のため、栄養塩低減処理水槽中で栄養塩を

吸収して増殖する海藻について、各増殖時期での生長速度、栄養塩吸収速度、成分量を評価す

る。 

 

Ⅱ．知的で安全・安心な生活を実現するための高度情報サービスを創出する研究開発 

知的生活を安全かつ安心して送るための高度情報サービスを創出するには、意味内容に基づく情

報処理により知的活動を向上させる情報サービスを提供する技術、情報機器を活用して生活の質を高

める生活創造型サービスを提供する技術及び情報化社会における安全かつ安心な生活を支える信頼

性の高い情報基盤技術が必要である。これらの技術により、ネットワーク上の大量のデジタル情報な

どの意味をコンピュータが取り扱えるようにし、利用者ニーズに適合した情報サービスを提供して人間

の知的生産性を向上させるとともに、ロボット及び情報家電の統合的利用により、人間が社会生活を

送る上で必要な情報サービスを提供して生活の質を向上させる。さらに、情報のセキュリティやソフトウ

ェアの信頼性を向上させ、提供される情報サービスを安全かつ安心して利用できる情報基盤を構築す

る。また、新たな情報技術の創出に向けた先端的情報通信エレクトロニクス技術の開発を行い、革新

的情報サービス産業の創出に貢献する。 

 

１．知的活動の飛躍的向上を実現するための情報サービスの創出 

情報化社会において人間の知的活動を飛躍的に高度化するためには、すでにネットワーク上などに

存在する大量のデジタル情報を効率的に利用することに加えて、デジタル情報化されていない人間社

会のデータをデジタル情報として蓄積し、新たな情報資源として活用することが必要である。このため

に、利用者毎に異なる多様な情報ニーズに対して、蓄積された情報及び情報ニーズの意味内容をコン

ピュータが理解し、的確な情報提供ができるよう知的活動支援技術を開発する。また、地球規模で蓄

積されているソフトウェアを含む膨大なコンピュータ資源を容易に利用できるようグローバルな意味情

報サービスを提供する技術を開発する。さらに、人間生活に関わる情報のデジタル化を行い、人間の

行動や社会活動の支援など、多様なニーズに応える情報サービスを提供する技術を開発する。 

 

1-(1) 意味内容に基づく情報処理を用いた知的活動支援技術の開発 

人間に分かりやすく有用なサービスを即座に提供するためには、大量のデジタル情報の意味を理解

して体系的に扱う技術と、それをユビキタスに提供する技術の開発が必要である。このために、身の回

りに存在する物やシステム等の役割や機能等を体系的に構造化して記述することにより、意味を含め

たデジタル情報として取り扱う技術を開発するとともに、人間の位置や行動パターンに適応した情報を

提供するユビキタス情報サービス技術を開発する。 

 

1-(1)-① 知的生産性を高めるユビキタス情報支援技術の開発 



 74

 

【中期計画（参考）】 

・ デジタル情報をその意味内容に基づいて構造化して利用するプラットフォームを構築する。その上で、ニーズ

に合致した総合的な情報として提供し、知識の検索、人間の位置や嗜好に応じたサービスなど、人間の思考

や行動を支援する技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 無線センサーネットを用いた携帯情報端末上での屋内ナビゲーションシステムに、目的地の自動

選択や緊急時の非常口への案内機能等の拡張を行い、システム全体としての完成度を高める。

ショッピングモール等の実公共空間において、同システムの動作を確認する。 

・ 意味に基づいてコンテンツやサービスを利用者自らが創造し共有する技術を観光やイベント支援

等のサービスに展開し、事業化のための開発を進める。また、この技術に基づく医療サービスの

モデル化の方法を整備し、医療情報システムの導入方法論を構築する。在宅医療のための問診

サービス等にもこの技術の応用を図る。 

・ 意味内容に即した信頼性の高い情報サービスプラットフォームの構築をめざし、関数型及び論理

型プログラム、プロセス代数、知識様相論理の、情報技術への応用を企図した論理研究を行う。 

1)大域脱出を含む値呼びのプログラミング言語が、開発した Continuation Passing Style(CPS）タ

ーゲット言語へコンパイルが可能であり、仕様を厳密に記述できることを示す。 

2）人間の思考を支援する論理プログラム技術を応用したプラットフォームの実現を目指す研究と

して、論理式の写像を用いてセマンティクスを比較する枠組に基づいて代表的なセマンティクス

を比較し、デフォルト否定を含むセマンティクスに要請されている条件を明らかにする。 

3）現在開発中の CSP(Communicating Sequential Processes)に基づくスケーラブル並行システム

の検証支援ツール CSP-Prover の使い易さを改善するため、検証に必要な知識と経験も

CSP-Prover に実装し、利用者にかかる負担を軽減することを目標とする。 

4）暗号通信プロトコルのリング署名、ブラインド署名、電子投票のプライバシー保持などの安全性

機能を記述するための知識の論理体系の開発をする。 

・ 意味内容に即して人間の知的活動を支援するユビキタスプラットフォームの構築を目指し、以下の

高信頼通信技術とデータ処理技術について研究を行う。 

1) キロヘルツ帯電力線通信技術を実応用分野に適用し、その有効性を検証する。 

2) シリアルバス技術に関して、信号のモニタ管理機構を開発する。 

3) 情報家電セキュリティ技術については、新規ウィルス発生時におけるセキュリティハードへの

更新機構を研究開発する。 

4) データ圧縮技術について、立体高次局所自己相関特徴(CHLAC)を用いたフレーム制御方式

の改良を進める。 

5) HLAC および CHLAC を用いた医療診断支援技術について、これまでに検討を行ってきた胃癌

に続き、他の部位の癌細胞のスクリーニング実験を行う。 
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1-(2) グローバルな意味情報サービスを実現する技術の開発 

意味内容に基づく情報処理プラットフォームをネットワーク上に分散したコンピュータで利用すること

により、世界規模の大量のデータを意味構造に基づいて統合的に運用する技術等を開発する。また、

意味情報サービスを提供する応用ソフトウェアの開発、運用を世界中の開発者が連携して安定的に行

うための基盤技術を開発する。 

 

1-(2)-① 世界中に意味情報サービスを安定して提供するグローバル情報技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 意味情報サービスをグローバルに展開し、普及するためのソフトウェアのオープン化技術を開発するとともに、

その自律的発展を実現するための各国で共通利用可能な各種ツール及びソフトウェアの開発、検査、改良、

運用を世界中の開発者と連携して安定的に行うためのソフトウェア開発運用支援技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 多言語化情報技術の研究では、GNU/Linux 上の C 言語で実装した多言語ライブラリ m17n-lib/C

を C#環境に移植し、多言語ライブラリの機能を C#環境に適合させた m17n-lib/C# の開発を継続

し、ホスト OS が提供する GUI 環境に依存しない m17n-lib/SHELL の部分の移植を行なう。また多

言語ライブラリデータベースのXML化環境の開発を継続し、フォントのグリフレイアウト方法を定義

するデータベースなどの XML 化を行なう。 

・ ソフトウェア開発運用支援技術の研究では、システム運用情報活用システムの性能およびユーザ

インタフェースを改善し、使いやすさの向上を図る。また、Windows を管理対象にできるかどうか検

証し、可能な場合はシステムを改良して Linux と Windows が混在する環境でシステム管理業務を

支援できるようにする。 

・ 自由ソフトウェアの分散協調開発と流通の問題に関し、OSやプログラミング言語等の基盤となるソ

フトウェアの面から研究開発を行う。特に、自由ソフトウェアの文化が到達していない産業の分野

に対し、その普及をはかる。実践として自由ソフトウェアの実装による USB トークンを開発する。 

・ 軽量仮想計算機モニタを既存 OS に適用し、識別情報がないゼロディ攻撃に対してハードディスク

の改竄およびネットワークからの情報漏洩を防止する技術を開発する。ゼロディ攻撃はその異常

挙動の振る舞いから検出し、その情報をもとに仮想計算機モニタがハードディスクの書き込みやネ

ットワークの通信を抑制する。 

・ 外部機関と連携し、ハニーポットで捕捉された有害プログラムの分類・解析、および解析結果のフ

ィードバックを自動化することで、未知のネットワーク攻撃に対する防御を自動化する技術の開発

を行う。 

 

1-(2)-② 広域分散・並列処理によるグリッド技術の開発 
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【中期計画（参考）】 

・ 地球規模で分散して存在する大量の情報や計算資源を有効に利用した高度情報サービスの基盤システムを

構築するために、コンピューティング技術と通信ネットワーク技術を融合して、情報資源が分散していることを

利用者が意識することなく利用するためのソフトウェアコンポーネント、また利用者間で協調して情報処理を

行うためのソフトウェアコンポーネント等を開発する。さらに、科学や工学分野あるいは社会における具体的

な利用技術をこれらの基盤システム上で開発し、開発した技術の国際標準化を目指す。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 地球科学分野を中心に、幅広い応用コミュニティが、地理的に分散されたデータや計算などのサ

ービスを安全に、統括的に、柔軟に、容易に組み合わせて研究を行うためのミドルウェアの研究開

発を行う。平成20年度の成果をもとに、サービスの提供者や利用者の要求に応じた様々なレベル

のセキュリティを実現するミドルウェアおよび地理的に分散配置された異種データベースを連携さ

せるミドルウェアの研究開発を行う。セキュリティミドルウェアはオープンソースソフトウェアとして公

開し、データベース連携ミドルウェアは施策を行いながら設計を進め、設計を完了する。 

・ 平成20年度に開発したミドルウェアを高度化し、オープンソースソフトウェアとして公開する。また、

産総研、筑波大学の他に海外機関のクラスタも含めた国際的なテストベッド上で数週間にわたる

実証実験を行い、大規模広域環境での有効性を検証する。 

・ 平成 20 年度にプロトタイプとして実装した三つの要素技術「仮想計算機システム」、「仮想クラスタ

構築システム」、「運用決定モジュール」を、高度化を行いつつ実システムとして開発する。特に、

仮想計算機システムでは、サイト間のマイグレーション途中におけるネットワーク接続の切断にも

耐えられる頑健性を実装する。また、運用決定モジュールの機能を高度化するとともに、仮想クラ

スタ構築システムに統合する。 

 

1-(3) 人間に関わる情報のデジタル化とその活用技術の開発 

人間社会のデータをデジタル情報として蓄積し、新たな情報資源として活用するためには、人間そ

のものをデジタル情報化する技術と、人間が生活する上で遭遇する様々な情報をデジタル情報化する

技術が必要である。そのために、人間の身体機能や行動を計測してデジタル情報化を行い、ソフトウェ

アから利用可能な人間のコンピュータモデルを構築するとともに、それを活用した応用システムを開発

する。また、人間を取り巻く大量の情報を観測、蓄積及び認識して情報資源化し、それに基づいて分析

及び予測を行うことにより、過去から未来へ繋がる人間の行動や社会の活動を支援する情報技術を開

発する。 

 

1-(3)-① 人間中心システムのためのデジタルヒューマン技術の開発 
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【中期計画（参考）】 

・ 人間機能を計測してモデル化し、人間特性データベースとして蓄積するとともに、それをもとにコンピュータ上

で人間機能を模擬するソフトウェアを開発する。このために、人間の形状、運動、生理、感覚及び感性特性を

自然な活動を妨げずに計測する技術を開発し、それを用いて年齢等の異なる 1,000 例以上の被験者の人体

形状を mm級の精度で計測し、個人差などを表現できる計算モデルを開発する。さらに、これらの技術を機器

の人間適合設計、製品の事前評価、映像化及び電子商取引などに応用する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 人間の形状、運動、変形を非接触で mm 級の精度で計測する技術を開発し、子どもと成人の形状

と運動、成人の運動中変形特性を計測する。これまでに1000例以上の形状データを登録するとい

う目標は達成しているが、あらたに形状データベースに 50 名、運動変形データベースに 50 名×5

動作＝250 例のデータを追加する。「Dhaiba」の全身モデルを形状データや変形データにフィットさ

せることで、個人差を表現する計算モデルを開発する。これらの技術を健康サービス、ファッション

販売サービスに適用するためのデータベース検索技術、データ品質管理手法の標準化活動を並

行して行う。 

・ 人間機能モデルを、機器の人間適合設計、製品の事前評価、映像化及び電子商取引などに応用

する実証例として、企業との共同研究を通じて具体的製品開発に人間機能モデルを適用する。シ

ューズ、スポーツウェア、自動車などの機器、健康サービスにおける体形変化の映像化、メガネや

婦人靴の電子商取引への応用を進める。 

・ 全身デジタルマネキン技術「Dhaiba」の第２版を完成させ配布する。第２版では、日本人を代表す

る数個の体形の仮想人間を生成し、機器操作時のリーチ運動を指先精度10mm以下で再現し、可

視化できることを目標とする。そのために、運動生成に用いるモーションキャプチャデータベースに

新規データを追加し精度向上を行うとともに、仮想空間内にある「Dhaiba」の姿勢を、実空間の小

型ロボットパペットを介して入力するインタフェース技術を開発する。 

・ 詳細な手の機能モデルである「DhaibaHand」を、全身の「Dhaiba」と統合して第２版として配布する。

日本人を代表する数個の仮想の手モデルを生成し、製品を操作する手全体の姿勢生成技術を開

発する。また、このときの把持力を推定するために、手の内部構造として筋と腱を備えた詳細モデ

ルを開発し、筋や腱の制御による手の姿勢生成を実現する。これらの技術の有効性を、ステアリン

グスイッチ、パッケージなど具体的な事例研究を通じて実証する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 壁や天井などに取り付けた非接触型センサによって人間と機器の動きを数 cm の精度で計測するとともに、

人間密着型のセンサによって、血圧や体温等の生理量を計測することで、生理量と心理・行動の関係をモデ

ル化し、起こりうる行動を発生確率付きで予測できる技術を開発する。これにより、高齢者や乳幼児の行動を

見守るなどの人間行動に対応したサービスを実現する技術を開発する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 壁や天井などに取り付けられ、すべてのモジュールが無線通信化された非接触型センサである超

音波ロケーションシステムを開発し、設置容易性を向上させる。手術室内での医療従事者の行動

モニタリングシステムにより蓄積した医療従事者の行動データを利用した行動モデルを開発する。

時空間センシングとプロトコル分析を統合した新たな行動分析技術を開発し、日常生活における

製品のユーザビリティ試験に応用する。 

・ 乳幼児の行動を見守り、事故予防する研究として、壁や天井に非接触センサを埋め込んだセンサ

ルームと、屋外の遊具で遊ぶ乳幼児に人体密着型センサを装着し行動を観察するシステムを用

いた乳幼児行動データの蓄積を継続する。また、病院の電子カルテと連携できる電子版事故サー

ベイランスシステムを新たに開発し、これを共同研究先の病院に導入することで事故情報を蓄積

する。さらに、事故データの自由記述から因果構造モデルを構築する技術、有限要素解析ソフトウ

ェアと身体地図機能付きサーベランスシステムを用いた傷害プロセスの推定技術等を開発する。

これまでの成果を踏まえて、事故統計を周知するためのホームページを開設し、事故データベー

ス検索ソフトウェアを無料公開し、Web を介した検索サービスを開始する。 

・ 人間の心理・生理のモデル化研究として、人間密着型のセンサによって心拍・呼吸などの生理信

号及び身体動作・外部刺激などを同時に計測するシステムを構築し、多様な環境下で計測実験す

る。これをもとに心理負荷の評価指標を算出する因果関係モデルを開発する。この因果モデルに

よって既存の心理評価指標と 70%以上の一致精度を実現する。人間の認知・行動モデルの研究と

して、初心者から上級者までのヒューマンエラー特性を類型化した習熟度別デジタルヒューマンモ

デルを作成し、習熟度診断・教習課程設計サービスシステムを構築し企業現場等で試用する。 

 

1-(3)-② 大量データから予測を行う時空間情報処理技術の開発 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ 人間が生活する実環境に多数配置されたセンサ等によって、音や映像等のデータを長時間にわたって多チャ

ンネルで収集し、大規模な時空間情報データベースを構築するとともに、そこからデータの内容を意味的に表

現したテキスト情報や 3 次元的な空間情報を自動的に抽出する技術を開発する。これによって得られた時空

間情報を、その意味内容に基づいて圧縮・再構成し表現する技術の開発を行うとともに、行動や作業を支援

するシステムなどを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ これまでに開発した要素技術を集積して、会議録コンテンツ作成システムのプロトタイプを制作し、

これを用いて、企業との共同研究を行い、実環境での実証実験を行う。具体的には、制作したプロ

トタイプシステムを、企業内での会議に適用し、言語モデルの適応など使用環境への適応を行っ
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たうえで、キーワード検出率などにより、数値的な評価を行う。また、アンケート調査を実施し、ユ

ーザの主観的評価も行う。 

・ 音響的な異常検出に関して、音以外の時系列信号も含めた多様な対象についてデータを収集し、

異常検出手法について、複数マイクの利用や多様なアルゴリズムの適用を検討して、有効性の検

証と精度の向上のための研究を進める。また、分散音声認識技術に関して、センサ周辺装置の小

型実装を進めるとともに、サーバとの間の効率的な通信方式を開発する。 

・ ３次元視覚技術を用いた実時間実環境の時空間認識技術に関し、人の行動等を常時センシング

する応用事例等を通してシステム化と理論的な要素技術研究を進め、成果の実用化と普及に努

める。そのために、蓄積した長時間 3 次元情報から解析技術を数ヶ月超えるような事例に適応可

能にする技術や、インテリジェント電動車いすにおけるセルフキャリブレーション技術、および独自

の画像特徴抽出方である統計的なリーチ相関法の高度化を行う。 

・ 断片的な画像情報から大規模コンテンツを創出するためのスナップショット収集技術と構造的特徴

量による統合化技術として、引き続き画像検索システムの開発を行い、大規模なスナップショット

群を対象にした実験を行う。自由形状・柔軟物を対象とする視覚情報処理技術について、ロボット

操作との相補的処理に関する実験を行い、ステレオカメラを活用したシステムの開発を行う。また、

基本的画像処理技術の開発について、特に 3 次元計測データからの認識処理および検索技術に

ついて、引き続き実験を行う。 

・ 各種センサから得られた時空間情報を分析・再構成し、人間の行動や作業を支援する技術に関し

て以下の研究開発を行う。 

1) 複合現実インタラクション技術に関して、歩行者デッドレコニング、画像処理、センサ情報を適

用した直感的なインタラクション技法等を、種々のサービス事例に導入して、大規模な行動・

操作履歴の獲得と可視化し遠隔協調作業を支援するシステムを開発する。 

2) 市民芸術が創造されるワークショップの場において気軽に積極的に自己表現・協調創造活動

を行うためのインタフェースに関して、参加者の位置と向きを取得する技術の改良を行うととも

に、既存のコンテンツ共有サイトのコミュニティ分析の結果を用いて市民芸術創出プラットフォ

ームをデザインする。 

・ 大量音声データを扱える音声認識技術・音声検索技術に関しては、インターネット上のポッドキャ

スト（音声ブログ）音声データを収集して全文検索可能にするシステムを開発する。具体的には、

ポッドキャスト音声データを音声認識技術によって自動的にテキスト化することで、それらをユーザ

が検索できるだけでなく、詳細な閲覧、認識結果の訂正も可能なシステムを開発・改良する。 

一般ユーザに対してこのシステムを Web サービスとして提供する一方で、ユーザに音声認識誤り

を訂正して貢献してもらい、訂正結果を自動学習して音声認識性能の改善を図る技術を開発・評

価する。また、ポッドキャスト動画データ中の音声データにも対応し、より多量の音声データを検索

可能にする。 

 

２．ロボットと情報家電をコアとした生活創造型サービスの創出 
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個々の生活状況に応じた情報サービスを提供して、生活の質（Quality of Life、QoL）を飛躍的に向

上させるために、人間活動を代行、支援及び拡張する生活創造型サービスを実現する。そのために、

人間を中心としてロボットと情報家電を有機的かつ協調的に機能させ、統合的で創造的な生活空間の

実現を目指し、人間と物理的・心理的に共存・協調するロボット技術、人間と情報家電の双方向インタ

ラクションを支援するインターフェース技術及びこれらを構成するハードウェアを高機能化、低消費電力

化するデバイス技術を開発する。 

 

2-(1) 人間と物理的・心理的に共存・協調するロボット技術の開発 

人間と共存・協調して、人間の活動を支援するロボットを実現するために、人間と空間を共有しつつ、

人間の行動や状態に適応、協調して機能するロボット技術を開発する。そのために、生活空間をロボッ

ト化する技術、人型（ヒューマノイド）ロボットの運動機能を人間と同程度に向上させる技術及び人間と

情報を共有するために必要な視覚認識技術を開発する。 

 

2-(1)-① 屋内外で活動できる社会浸透型ロボット技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ ロボットの行う複雑な作業を構成する要素機能を共通仕様に基づいてモジュール化し、異なるロボットシステ

ムで利用可能にする。また、開発したモジュールを生活空間に分散配置して、それらが人も含めて有機的に

協調して機能する技術を構築し、生活支援型ロボットシステムのプロトタイプを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ RT ソフトウエア開発環境として、公開リリースした開発支援ツールの一般ユーザからの技術フィー

ドバックを受けて、その完成度を高めるとともに、機能拡張を進める。汎用的な把持機能の実現に

向け、視覚のセンシングと把持のマニピュレーションを統合したハンドアイシステムにより、操作対

象物に応じた技能を検証する。ＲＴミドルウエアに関しては、OMG でのコンポーネントモデル標準

仕様(RTC1.0)の保守管理に協力するとともに、当該標準準拠のロボット用ミドルウエア

OpenRTM-aist-1.0 のユーザからの技術フィードバックを受け、完成度の向上と機能拡張を進め

る。 

 

【中期計画（参考）】 

・ ロボットシステムを人間の生活空間に安全に導入するために、利用者や周辺の人間の行動を実時間でモニ

タリングする技術及び類似状況における過去の事故事例等からのリスクアセスメントを効率的に行う手法を

開発し、それらをロボット要素モジュールとして利用可能にする。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 1)実証段階にあるロボット安全管理ソフトウェアの適用範囲を拡張する。 
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2)国際安全規格 SIL3 を満たす次世代サービスロボットに汎用な高信頼分散制御システムを開発

する。 

3)1ms 光通信位置認識を含めた画像センサによる高信頼な人位置検出技術を開発し、模擬現場

による評価実験を行う。 

4)UML (Unified Modeling Language)を用いた次世代ロボット用の安全設計プラットホームの基本設

計を行う。 

5)知能化福祉機器の転落回避を実現するため、外界センサを用いた SIL3 相当の３次元環境モニ

タリング機能を当該機器に実装する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ ロボットの自律的な探索により環境や地形に関する情報収集や異状発見を行う技術及び複数のロボットを協

調動作させることによって、より広範囲な状況の認識を行う技術を開発する。これらの技術を用いて、環境を

改変して有効に利用する方法を開発し、自律作業ロボットによる 100m3 程度の砂利堆積の移動や再配置等

の実証実験を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 1)広範囲環境認識を目的に、複数ロボットによって効率的に環境情報を採取し、それらを統合する

技術を開発する。 

2)企業と共同開発した移動検査ロボットの製品化を図るともにハードウエア、ソフトウエアの信頼

性を高める。 

3)100m3 程度の砂利堆積の移動や再配置等の環境改変として、複数台のダンプ積み込みを想定

した総合的な作業を実行する手法を開発し、実証実験を行う。 

4)位置決め技術、複数ロボットの統括技術、障害物回避技術、対人安全制御技術などを高信頼

に統合する手法を開発し、ロボット事業化に耐えうる技術を目指す。 

 

2-(1)-② 作業支援を行うヒューマノイドロボット技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 人間の作業を代替し、人間と共存して働くために、人間の通常の生活空間内を自由に移動する機能と基本的

な作業機能を開発する。具体的には、人間と同程度の速度での平面の歩行、滑り易い路面の歩行、移動経

路の自律的な計画及びハードウェアの高度化による IEC規格 IP-52程度の防塵防滴処理並びに簡単な教示

による指示通りの運搬等の機能を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 人間の通常の生活空間内を自由に移動する機能と基本的な作業機能の実現を目指し以下の研

究開発を行う。 
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1) 不整地歩行制御技術の向上、路面形状マップ生成技術を用いた屋外の歩道上の安定な２足

歩行を実現する。また、不慮の転倒に対応したしゃがみこみ動作についての分析を行うほか、

意図的な滑りを利用した方向転換技術をより向上させる。 

2) 対象物の位置姿勢認識のための視覚処理アルゴリズムの処理を高速化し、視覚処理とハンド

把持動作を連携したシステムの基盤を構築する。 

3) 人間がインタラクティブに行動を教示できるシステムの開発、環境センシングに基づく物体搬

送計画の実現、変化する環境における自己位置推定の実現、建物ドアの通り抜けの実現を

目指す。 

 

【中期計画（参考）】 

・ ヒューマノイドロボットの安全性と可用性を人間と共存できる程度に高めるために、コンピュータ上に構成した

人間型構造モデルで人間の動きを合成する技術、人間の運動機能を規範としてロボット全身運動を生成する

技術及びロボットが人間を認識し、人間と対話することで協調的に作業するロボット技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ ロボット全身運動を生成する技術として、複数コアCPUの計算機資源の上で並列的に複数の戦略

や指標を用いた安定歩行軌道生成を行い、最も安定な解を利用する探索的な安定歩行技術を開

発する。これにより、凹凸や階段の存在する実環境での長距離安定移動を実現する。双方向

Mixed-Reality 環境を構築し、ロボットと人との MR 技術を通じたインタラクション手法を提案し、評

価実験を行う。事前計算にもとづく物体把持軌道探索手法を実現し、実証実験を行う。ロボットが

人の身近で安全・安心に行動するために、複数コアを用いて実時間性や安全性を確保するディペ

ンダブル OS技術を開発する。 

・ 人間と対話することで協調的に作業するロボット技術として、マイクロフォンアレイにより環境中に

存在する音源の二次元地図を作成する技術、人間の発生する音声および非音声の音を認識する

ための音認識技術、人間が生活する環境で発生する生活音や安全・安心に関わる音のデータベ

ース構築を行う。さらに、人間の生活環境に存在する物体をカメラおよびレーザー距離センサを併

用することで発見し、相対的な位置姿勢をフレームレート(30fps)で計測する手法を実現し、生活環

境に存在する物体のデータベースを構築する。これらを統合し、人間と共存できる環境下で物や

物音を認識し、地図に記載してサービスを行う技術を開発する。 
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2-(1)-③ 環境に応じて行動ができるための高機能自律観測技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 家庭内や屋外環境において人の作業を支援、代行するための共通機能として、人と同等以上の視覚的な認

識、理解が可能な 3 次元視覚観測技術を開発する。この技術に基づき、3K（きつい、汚い、危険な）作業の代

行や医療現場の過失事故を防止する多種物体の自動認識技術、プライバシーを守りながら高齢者や入院患

者の異常事態を検知する技術及び番犬や介助犬を代行するパーソナルロボット技術並びに広域環境のリア

ルタイム立体測量と危険地帯の監視や災害時の状況把握を可能にする自律観測技術等を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 1) 多種対象物の自動認識技術のために、面表現された曲面対象物の位置姿勢を検出する視覚

機能を開発する。 

2) 生活環境内を自由に移動する犬型パーソナルロボットを目指して、視覚機能と四輪四脚機構

を連動させて床・段差・階段を含む室内環境を移動する機能を開発する。 

 

2-(2) 情報家電と人間の双方向インタラクションを実現するインターフェース技術の開発 

ユビキタスネットワークに接続された情報家電による多様な情報サービスの提供を実現するために、

日常的な動作や言葉を用いて情報家電を容易に使いこなすための実感覚インターフェース技術、多く

の機能を低消費電力で提供するシステムインテグレーション技術及び高機能でフレキシブルな入出力

デバイス技術を開発する。 

 

2-(2)-① 実感覚ユーザインターフェース技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 利用者の意図に応じて日常的な動作や言葉による対話的な操作を可能にするユーザインターフェース及び

複雑な接続設定を必要とせずに異なる規格間の機器連携を可能にするプラグアンドプレイ機能を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 音声によるコンテンツ検索技術に関して、検索の高速化のための手法の改良をさらに進めるととも

に、多言語対応のための研究開発を行う。また、音声による情報家電インタフェースに関して、部

屋の中に多数配置したマイクやその他のセンサからの情報を統合し、これらから推定したユーザ

の状況や意図の情報に基づいた効率的なユーザ支援システムを構築する。さらに、調音的特徴を

利用した雑音にロバストな音声コマンド認識システムの研究開発を行う。 

・ 超高精細映像処理装置を用いたユーザインタフェースについて、超高精細映像を PCI-Express イ

ンタフェースを通して容易に送受信するために、10G 光イーサを多数ポート備える FPGA基板の通

信回路及びドライバソフトウェアを開発する。これにより、PC や組込機器からも複数の 10G 光イー
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サポートを用い手軽に数十Gbps の通信を実現する。 

・ 組込機器の連携を実現するオブジェクト指向の通信プロトコルをハードウェア（FPGA）により加速

する「ORB エンジン」の整備及び利用促進を行う。すなわち、「ORB エンジン」を使用した組込みシ

ステム開発の普及を進めるため、企業における開発事例を作成すると共に、利用者からのフィード

バックを受け、システムの改善を行う。 

 

2-(2)-② システムインテグレーション技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 情報機器とユーザとのインターフェースデバイスあるいは情報機器とネットワークとのインターフェースデバイ

スの小型化、低消費電力化及び高機能化を両立させる技術を開発する。具体的には、自発光型平面ディス

プレイに駆動回路等を内蔵させ、1,000cd/m2以上の高輝度を低消費電力で実現するディスプレイ技術を開発

する。また、多機能な集積回路チップを積層し、チップ間を 50Gbps 以上の超広帯域信号で伝送してより高度

な機能を実現するシステムオンパッケージを作製するための 3次元実装技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 高輝度化の目標値としては、H20 年度の結果において第 2 期中期目標(1000cd/m2)を達成できた

が、配線の抵抗などに起因する輝度分布などいくつかの課題が明らかとなった。H21 年度は、配

線のマスクを設計し直すなど、デバイス設計を見直すことで、試作ディスプレイの完成度をより高

める。さらに、アノード電圧を高めることでさらなる高輝度化も目指す。 

・ 50 Gbps以上の信号伝送容量の確保を目指して、1000個以上のシリコン基板貫通ビア電極による

多ビット並列チップ間信号伝送方式の実証プロトタイプについて、設計・試作を進めて、実証実験

を行う。また、同方式に対応した検査評価用プローブシステムの要素技術開発を進める。 

 

2-(2)-③ フレキシブル光デバイス技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 次世代のユビキタス情報社会に資するために、印刷塗布プロセス等により高機能かつフレキシブルな光デバ

イスを実現する。具体的には、新規な有機・高分子材料等を用いて、移動度 0.5 cm2/Vs 以上で動作する p型

及び n 型トランジスタや外部量子効率 10％以上で発光する高輝度発光素子を開発するとともに、有機・無機

材料を用いた独自のプロセス技術による光回路素子を開発する。また、その高性能化や素子の一体化を促

進することにより、モバイル情報端末への応用に向けたフレキシブルなディスプレイや光回路等を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 次世代ディスプレイの要素技術開発として以下の技術開発を行う。 

1)薄膜トランジスタ用の無機半導体薄膜を、実プロセスにおける 200℃以下の加工温度で印刷形
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成する技術を開発する。 

2)大画面ディスプレイの製造技術の開発において、素子損傷評価解析技術の開発を行い、高耐

久性化の要因解析を行う。 

3)大面積薄膜デバイス用の封止膜作製技術として、窒化膜を 200℃以下の加工温度で液相プロ

セスで作製する技術を開発する。 

4)ディスプレイとしての長寿命化･高安定性に必要な10-3 g/m2・day以下の水の透過率を有する有

機デバイス用薄膜封止性能評価技術を開発する。 

・ 塗布可能なｐ型およびｎ型半導体の開発と素子構造の最適化を行い、ｐおよびｎ型のいずれも移

動度で 0.5 cm2/Vs を達成する。また、有機薄膜トランジスタのゲート絶縁膜の最適化に注力し、現

状（50 ボルト程度）の 10 分の１程度の低電圧で駆動できる有機薄膜トランジスタを開発するととも

に、フレキシブルなプラスチック基板上への光電子素子の作製を行う。 

・ H20 年度に見出した３次元スクリーン材料の候補物質を基本として、室内型３次元表示装置の開

発を進め、性能評価のための３次元表示実験を行う。また、空中描画装置については、実用化を

視野に入れ、安全装置の改良を行い、安全関連の検証実験を進める。 

・ モバイル情報端末への応用に向けた高分子光回路の開発として以下の研究を行う。 

1)真空スプレー法に加え、摩擦転写法と蒸気輸送法を組み合わせることで、白色偏光発光 EL デ

バイスを試作する。 

2)高感度化した Xe NMR 法をイメージング計測にも展開させ、また、ＣＭＯＳチップ上に機能性分

子等の固定化を行い、ミクロ化学センシング技術の開発を行う。 

3) 評価用光源、光学系について検討し、主に青色領域の二光子吸収評価技術の改良を進める。

これを用いて他の放射状分子構造を持つ分子系についても調べ、青色域での二光子吸収材

料の探索を行う。 

4) 大型放射光 SPring-8 用の高空間分解能（100 nm レベル）レンズの開発・評価を行う。 

・ モバイル情報家電用の撮像系、光メモリディスクピックアップ光学系およびセンシング系等への応

用を目指して、以下の研究開発を行う。 

1)ガラスモールド法によるサブ波長光学素子の形成技術と、ガラス成型時の高温レオロジー（粘

弾性）解析技術の開発を行う。 

2)サブ波長光学素子では、周期 200nm 以下の偏光子、屈折と回折を併用したハイブリッドレンズ

を作製する。 

3)レオロジー解析では、サブ波長素子を含む光学部材全般のモールド法の高度化に波及するレ

オロジー計測・評価技術を構築する。 

4)ナノ粒子分散ガラスビーズの作製を進め、カドミウム含有（CdTe または CdSe）とカドミウムフリ

ー（InP）において粒径の揃った発光効率 20％以上を達成する。 

・ 光インターフェースを革新する要になると期待される先端的光電子材料とそのデバイス化技術とし

て以下の研究開発を行う。 

1) 超分子強誘電体において、従来の２成分型から単成分型で強誘電性機能を発現させるため
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の分子設計を行い、プロセスの簡略化が可能な優れた有機材料を創製する。 

2) 低分子系有機薄膜のプロセス技術において、異質な微小液滴同士を組み合わせて液体中に

反応場を構築することにより、均質性に優れた薄膜デバイスを得る新しい液体プロセス技術を

開発する。 

3) 有機半導体において、フェムト秒過渡吸収分光法および電子スピン共鳴法を用い有機半導体

界面のキャリヤ輸送の物理を明らかにする。 

 

2-(3) 電子機器を高機能化・低消費電力化するデバイス技術の開発 

モバイル情報機器及びロボットに搭載される CPU や入出力デバイスの機能向上とバッテリーによる

長時間駆動を目指し、集積回路の性能向上に必須な半導体デバイスの集積度及び動作速度を向上さ

せ、国際半導体技術ロードマップで 2010 年以降の開発目標とされる半導体技術を実現する。また、新

デバイス構造を用いた集積回路の性能向上と低消費電力性を両立させる技術及び強磁性体や強誘

電体等の半導体以外の材料を用いた新デバイス技術を開発する。 

 

2-(3)-① 次世代半導体技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 半導体集積回路用トランジスタを極微細化、高性能化及び超高密度集積化するために必要な技術を開発す

る。具体的には、高移動度チャンネル材料及び高誘電率絶縁膜等の新材料技術を開発し、それに関連する

新プロセス技術と計測解析技術及び要素デバイス技術並びに回路構成技術を基礎現象の解明に基づいて

開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 次世代半導体集積回路用極微細デバイスのチャネル領域の応力分布を、ラマン分光法を用いて

解析する技術を開発する。 

・ チャネル部分のシリコン表面を原子レベルで平坦化する技術などを駆使して、シリコンチャネル中

のキャリア散乱を抑制し、トランジスタの電子移動度を向上させる技術を開発する。 

・ 次世代半導体集積回路用の極微細トランジスタの高性能化に不可欠な、10 nm以下の浅さで接合

したシリコンチャネルと金属電極の界面のエネルギー障壁高さを制御する技術を開発する。 

・ 金属シリサイド電極を次世代半導体集積回路用のゲート長 30 nm 以下の極微細トランジスタ製造

プロセスに適用するために、金属シリサイドソースドレインの低抵抗化技術を開発する。 

・ 微細化が物理的限界を迎える 22nm世代以降の半導体集積回路において微細化に頼らずに性能

向上を実現するために、高電子移動度を持つIII-V族半導体をチャネル材料として用い、結晶方位、

化学組成、積層構造などを最適化することにより、MISFET において Si チャネルを凌ぐ電子移動

度を達成する。 

・ ナノデバイスの高度化のため、シリコンおよびその上に堆積した極薄絶縁膜の最表面や界面の電
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子状態および結晶構造変化を、極端紫外光励起光電子分光を用いて分析する技術を開発する。 

 

2-(3)-② 低消費電力システムデバイス技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ ユビキタス情報ネットワークの中核となる、低消費電力性と高速性を両立した集積回路の実現を目指して、回

路機能に応じたデバイス特性の動的制御が可能となるダブルゲート構造等を利用した新規半導体デバイス

及び強磁性体や強誘電体等の不揮発性を固有の物性として持つ材料を取り込んだ新規不揮発性デバイスを

開発する。併せて、これら低消費電力デバイスをシステム応用するのに不可欠な集積化技術に取り組み、材

料技術、集積プロセス技術、計測解析技術及び設計技術並びにアーキテクチャ技術等を総合的に開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ XMOS デバイスモデルについては、モジュール化機能を活用し、モデルの実用性をダブルゲートト

ランジスタのコンパクトモデル国際標準化案として十分な程度に高める。 

・ 大容量不揮発メモリ・スピン RAM の実現を目指して、垂直磁化磁気トンネル接合(MTJ)素子のさら

なる高性能化を実現する。高スピン偏極率を持つ界面偏極材料を用いることにより、垂直磁化

MTJ 素子において高磁気抵抗(MR)比を実現する。また、MgO-TMR 素子のマイクロ波発振の物理

機構を解明し、Q 値の向上と発振周波数制御を目指す。さらに、MgO-TMR 素子を用いて負性抵

抗機能や電力増幅機能などの新機能を実証する。 

・ FeFET 微細化のため自己整合ゲート技術の開発を行う。適切な加工方法、側壁材料を選択し、エ

ッチング角 80 度以上を目指す。不揮発論理回路では、順序回路の主役であるフリップフロップを

作製し、不揮発性能を評価する。FeFETによるNANDフラッシュメモリの研究を進め、1kビット以上

のアレイを試作し、その動作を評価する。 

・ 全金属自己検出型プローブ顕微鏡による不純物分布計測等の計測解析技術の開発に関しては、

最終開発年度として、最終目標空間分解能（約 2 nm)の達成を目指すとともに、定量マッピング手

法等の重点項目の開発を実施する。また、既開発分の評価計測技術の実評価への適用について

は、平成 20 年度と同様に実施し、産総研内外の研究開発推進に寄与する。 

・ 製造現場で求められている高スループット（200mm ウエハを 1 枚数分で検査）に対応できるよう、

検査システムの高速化を進める。さらに、レーザーの短波長化等による検出限界の向上を行う。 

・ 次世代半導体集積回路の作製技術高度化を目指し、極微細 XMOS 作製プロセスの構築と、特性

ばらつきに関する知見集積を行う。また、大規模フレキシブルパスゲート SRAM(Flex-PG-SRAM)

セル群の試作を行い、特性ばらつきの統計評価により、当該 SRAM の優位性を明確化する。さら

に、シミュレーション技術を用いて、周辺回路も含めた Flex-PG-SRAM回路性能の検討も行う。 

 

３．信頼性の高い情報基盤技術の開発による安全で安心な生活の実現 

知的生活を安全かつ安心して送ることができる、信頼性の高い情報通信基盤を確立するためには、
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ネットワーク、ソフトウェア及びハードウェアの各々の要素の信頼性を高めることが重要である。ネット

ワークに関しては、様々な情報資源に対するセキュリティ技術を開発しネットワークそのものの信頼性

を高める。ソフトウェアに関しては、その信頼性の向上に有効な検証技術を確立する。ハードウェアに

関しては、増大する情報量に対応するために、大容量かつ高速に処理し得る通信技術及び情報蓄積

技術の高度化を図る。さらに、信頼性の高い情報基盤技術を利用して自然災害の予測や被害軽減に

資することにより、安全かつ安心な生活の実現に貢献する。 

 

3-(1) 情報セキュリティ技術の開発 

信頼性の高いネットワークの構築に向けて、情報セキュリティで最も重要なネットワークの利用にお

ける情報漏洩対策及びプライバシー保護に資するために、暗号、認証及びアクセス制御等の情報セキ

ュリティに関する基盤技術及びそこで用いられる運用技術を開発する。 

 

3-(1)-① 情報セキュリティ技術の開発と実用化のための検証 

 

【中期計画（参考）】 

・ 情報漏洩対策及びプライバシー保護を目的として、暗号、認証、アクセス制御及びそれらの運用技術を開発

する。また、量子情報セキュリティに関する基盤的研究として、情報理論や物理学の知見を用いたモデル解

析及びその実証実験を行う。さらに、OS から実装までの様々な技術レベルにおいて総合的に研究を行い、セ

キュリティホールの防止、迅速な被害対応及び製品が安全に実装されているかどうかの検証等の技術を実

用化する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 以下の各課題に関する要素技術について開発と解析を行う。 

1) 情報セキュリティ（暗号技術、バイオメトリクス、耐タンパー技術等）の安全性理論の構築をさら

に進めると共に、情報漏えいやプライバシー保護等の重要課題の解決に向けた抜本的な対

策技術の開発を進める。 

2) 産業界との連携、企業との共同研究を推進し、産業ニーズに適合した新技術の開発、国際標

準化等に貢献する。特に半導体セキュリティ分野でつくばに研究施設を開設し、主要企業との

共同研究を開始する。 

3) 内閣官房情報セキュリティセンター、METI 情報セキュリティ政策室・IPA 等の政府系機関への

専門家の立場から支援を行うと共に、実効性の高い社会制度の構築に貢献する。 

・ 高度な攻撃に対する対策および評価手法の確立を目的に新規技術開発を行うとともに、産業界

へ技術移転を推進する。また、測定量の制限とそこから導かれる情報理論的性質を一般的に記

述する枠組みとして期待されている一般確率論や、物理的状態の表現空間に依存しない記述を

あたえる圏論的量子論など、近年注目を集める理論的枠組みの幾つかについて取り上げ、情報

理論や暗号学の意味から再検討を行う。特に、セキュリティへの応用として、秘密分散スキームな
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ど具体的な暗号学的プリミティブとの関連を明らかにする。また量子情報理論の実用化に資する

活動については、実機の仕様策定に向け、安全性概念の整備に必要な物理パラメータリストを、

少なくとも量子鍵配送の代表的なプロトコルの一つについて策定する。 

・ ソフトウェアの検証および検査のためのツールの整備、メモリセーフな C 言語処理系 Fail-Safe C

の実用性向上のための研究開発を引き続き行う。検証に関しては、特にネットワークアプリケーシ

ョンやネットワークプロトコルに注目し、これらのソフトウェア実装の正当性を確認するツールの研

究開発を行う。Fail-Safe C に関しては改修作業を行い、新しいバージョンの公開を行う。運用時

のセキュリティ対策技術として、引き続き PKI(Public Key Infrastructure)の正しい利用方法の啓発

活動を行うとともに、Windows を対象とした異常挙動解析技術、仮想計算機モニタによる情報漏洩

／改竄防止技術の研究開発を行う。 

 

3-(2) ソフトウェアの信頼性・生産性を向上する技術の開発 

利用者が安全に安心して使用できる信頼性の高いシステムソフトウェアの開発とその生産性向上に

資するために、様々な数理科学的技法を活用してシステムソフトウェアの動作検証を総合的に行う技

術を開発する。 

 

3-(2)-① 数理科学的技法に基づくシステム検証技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ モデル検査法やテスト技法等のシステム検証の要素技術とその数理的基盤の研究を行い、システム検証ツ

ールの統合的利用を可能にするソフトウェア環境を構築する。また、システム検証の数理的技法をシステム

開発現場に適用するための技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 統合検証環境は安定版の開発を開始し、センター内の様々なプロジェクトに応用していく。システ

ムライフサイクルのディペンダビリティの概念確定から規格策定を進める。そのために、関連規格

活動に積極的に参加する。検証クラスタを使った大規模検証実験を開始する。 

 

3-(3) 大容量情報の高速通信・蓄積技術の開発 

動画コンテンツ等により増大する情報量に対応した通信の大容量化及び高機能化を実現するため

には、光の高速性等を最大限に利用した大容量高速通信技術及び情報蓄積技術の確立が必要であ

る。そのために、次世代の光通信ネットワーク用の高速光デバイス及び光信号処理技術、従来のルー

タ及びスイッチなどを用いない超広帯域通信網の利用技術等の基盤技術を開発する。また、近接場光

等の新たな原理に基づいたテラバイト級大容量光ディスクを実用化する。 

 

3-(3)-① 大容量光通信技術の開発 
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【中期計画（参考）】 

・ 半導体ナノ構造を用いた 160Gbps 以上で動作する光スイッチデバイスと光信号再生技術を開発する。また、

量子ドット、量子細線及びフォトニック結晶等のナノ構造を用いた光集積回路及び超小型光回路を開発する。

さらに、光の位相情報等の精密な制御による量子情報通信技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 超高速光信号変換技術の確立を目指し、光位相変調デバイスを用いて、オンオフ変調から位相変

調へのフォーマット変換技術を開発する。また、量子情報通信技術として、４光子もつれによる量

子もつれ交換実験において、50%以上の確率で交換を実現する。 

・ ナノ構造を用いた光集積回路及び超小型光回路の開発として以下の研究を行う。 

1) 通信用量子ドットレーザーの単一モード動作および 20mA 以下の閾値電流を実現する。 

2) シリコン基板上に接合された化合物半導体への微細加工プロセスを開発し、量子ドットフォトニ

ック結晶構造による微小光源を試作する。 

3) 前年度までに開発したフォトニック結晶光スイッチをアレイ化するため多段接続を行なう。また、

誘電体クラッド構造にし、シリコン・オン・絶縁層（SOI）構造の安定化を図る。 

・ 高位相変調効率化したサブバンド間遷移スイッチと、シリコン細線光干渉計構造を組み合わせて

ハイブリッド型の超小型の 160 Gb/s 対応の全光ゲートスイッチのプロトタイプを開発し、動作を実

証する。 

・ シリコン光導波路と異種材料のハイブリッド光集積回路を目指し、以下の研究開発を行う。 

・ 1)積層型シリコン光導波路等の製作技術を進展させ、光スイッチングデバイスを実現する。 

・ 2)前年度までの有機結晶マイクロディスクレーザーの成果を用い、微小レーザー発振閾値の測定

と更なる低減を目指す。さらに、電流注入型デバイスを試作・評価する。 

・ 超高速サブバンド間遷移スイッチ、光増幅器等を用いたディスクリートデバイスにより、40 Gb/s の

信号から 160 Gb/s の光時間多重信号を送り出す送信装置、ならびに対応する受信装置を開発し

て、基本的な動作特性の評価を行う。 

・ 光パスネットワーク用のパススイッチとして、シリコン細線導波路を用いたスイッチの設計を行い、

基本的制作技術の開発を行う。また、スイッチの基本動作を確認する。 

・ 光パラメトリック動作を用いた可変分散補償技術を用いて、光ファイバーの160Gb/sの信号に対す

る分散を補償する実験を行い、効果を実証する。 
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【中期計画（参考）】 

・ 160Gbps 以上で動作する大容量光通信の実用化に向けて、波長の動的制御に基づく超高速データ転送を実

現するトラフィック制御方式及びミドルウェアからのネットワーク資源動的確保方式を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ ネットワークの帯域を予約により確保するインタフェースの標準化活動を進めるとともに、計算機

やストレージとネットワークの帯域を統合して資源として扱うミドルウェア技術を開発する。具体的

には、帯域予約可能ネットワークと連携して映像配信に用いる性能保証ストレージのプロトタイプと、

モニタリング情報やアプリケーション情報に基づき、適切にネットワークをはじめとする資源を選

択・確保するためのフレームワークの開発を行う。 

 

3-(3)-② 光ストレージ技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ テラバイト級超大容量光ディスクの事業化に向けて、第 1 期で開発した近接場光、局在光及び薄膜の熱光学

非線形特性を用いた光ディスクの信号光を増幅する技術を発展させ、製品化へ向けた問題点の抽出と改良

を企業と連携し、技術移転を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ スーパーレンズディスクの実用化を検討するため、コーディングや信号処理方法等を含めたシステ

ムとしての総合評価を連携先企業と共に進める。また、多層化の課題（ディスク構造、非線形材料

の選択）や、専用光ピックアップ・信号処理方法等の検討を進め、200 GB 超級のスーパーレンズ

ディスクの基盤技術確立を目指す。 

 

3-(4) 自然災害予測のための情報支援技術の開発 

信頼性の高い情報通信基盤を活用した自然災害の予測及び被害低減により安全かつ安心な生活

を実現するために、多様な地球観測データの処理、分析対象の適切なモデリング及び地球規模での

大規模シミュレーションを統合して、短時間で確実に災害及びその被害状況を予測するための情報支

援技術を開発する。 
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3-(4)-① 防災のための地球観測支援技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 災害予測及び被害軽減に資するために、地球観測衛星及び地上観測センサ等から得られる多様な観測デ

ータを処理する技術と、大規模数値シミュレーション技術を統合した新たな情報処理支援システム技術を開

発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 衛星データや地上観測データを対象とし、個々のアーカイブシステムの認証方式の違いを吸収し、

データベースへのアクセス方法を統合するためのデータベース連携ミドルウェアに対する要件を整

理したうえで、研究コミュニティへのサービス提供を開始する。一方、アプリケーションサービスとし

ては、LANDSAT 等の一般公開可能なデータも取り込むことで科学データプラットフォームの一般

公開に向けた整備を行う。また、活動的な火山を含む地域の PALSAR データを用いた自動インタ

ーフェロメトリアプリケーションプロトタイプの開発を行い、衛星画像を用いた地殻変動抽出および

被害抽出アプリケーションプロトタイプの開発も行う。 

 

４．次世代情報産業を創出するためのフロンティア技術の開発 

新たな電子技術及び光利用技術を開発することにより次世代の情報サービス産業の創出を目指す。

そのために、新機能材料及び新物理現象に基づいた革新的ハードウェアの構築を目的とした電子デ

バイス技術、バイオや医療と光情報処理との分野融合的な新しい光利用技術及び超伝導を利用した

電子デバイス技術を発展させた次世代の電子計測・標準化技術等のフロンティア技術を開発する。 

 

4-(1) 電子・光フロンティア技術の開発 

次世代産業創出の核となる情報通信のフロンティア分野を確立するために、新規材料、新物理現象

に基づいた革新的電子デバイス技術及び光情報処理技術のバイオや医療分野との融合による光フロ

ンティア技術を開発する。 

 

4-(1)-① 新機能材料や新物理現象に基づく革新的電子デバイス技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 量子閉じ込め状態や超伝導状態において顕著となる電子の磁性や波動性に起因して、電気的または磁気的

特性が劇的変化を示す新機能物質を対象として、物理現象の探索、解析及び制御に関する研究を行う。これ

により、量子効果や超伝導効果を示す新しい電子材料の開発、コンピュータの演算速度及び消費電力を飛

躍的に改善できる革新的な情報処理ハードウェア応用のための要素技術を開発する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ スピントランジスタを実現するために、GaAs への効率的なスピン注入のための新規の障壁層材料

を開発する。また、磁気光学分光法を用いて強磁性半導体の電子構造を明らかにする。さらに、

半導体と強磁性金属のハイブリッド構造からなる光導波路の光メモリ機能を検討する。 

・ 前年度開発した日射熱反射ガラスに光触媒機能を兼ね備える多層膜開発のための新規材料探

索とプロセス技術の最適化を行い更なる高機能化を図る。従来技術では日射熱反射機能と光触

媒機能に各々個別の機能膜を要し、板ガラスへの応用には両面コーティングが必要である。両機

能を兼ね備え応用上有利な片面コーティングにて形成可能な多層膜開発をめざす。 

・ ジョセフソン接合を検出素子とするミリ波顕微鏡の構成を試み、波長スペクトルとしての像の検出

の可能性を探る。Ag で被覆した BSCCO 結晶化アニールの方法を引き続き探究し、大きいグレイ

ンサイズを得るための最適条件を見出すとともに、近接した2個の固有接合メサの作製を試みる。 

・ 超伝導転移温度の向上と新物理概念/新物質の創成について、継続して取り組む。鉄系超伝導

体について、Tc の同位体効果や結晶構造と Tc の関係の詳細を明らかにするなど、この系の Tc

の決定要因や超伝導メカニズムを明らかにするような研究を行う。銅系高温超伝導体の本質的な

電子相図について、超伝導と磁性の共存付近の詳細について明らかにする。ソリトンの研究に関

して、位相差ソリトンの検出用の外付け超伝導量子干渉素子(ＳＱＵＩＤ)回路を開発する。位相差ソ

リトンと（素粒子論や宇宙論などの）基礎科学の関係の明確化、検出方法の高度化、新デバイス

のデザインのために、多成分超伝導の超伝導理論とグラショー・ワインバーグ・サラムの電弱統一

理論との関係を精査する。 

・ Bi 系超伝導体を用いた研究に関しては、引き続き素子の高品質化とマイクロ波応答を利用したラ

ビ振動の観察を目指すとともに、結合多体量子系としてのマルチスイッチの物理を明らかにし、量

子ビット実現の基礎を確立する。ナノ超伝導量子干渉素子(SQUID)についてはNb系超伝導体のさ

らなる高品質化、および Bi 系超伝導体や Ru 系超伝導体など内部自由度のある超伝導体による

SQUIDの作製を行う。Ru系超伝導体に関しては、前年に見出したメゾスコピック特性の磁場、温度

特性を詳細に観測し、スピン３重項、カイラリティなどの超伝導の内部自由度との関連を明確にし、

スピントリプレット超伝導体におけるジョセフソン効果の物理を解明する。 

・ 強相関系の相変化と相互作用との関係解明のため、Bi 系超伝導体の電子構造における酸素同

位体効果のドープ量依存性とともに結晶歪依存性を調べる。また、Bi系高温超伝導体の大型単結

晶を育成し、中性子散乱の実験によりスピン構造を明らかにする。鉄系超伝導体等に対し、組成

などを変えることにより探索研究を行う。低酸素分圧制御技術により、新物質の探索研究を行う。

鉄ヒ素系新超伝導体に対して、フェルミ面や状態密度を計算し、特に、ヒ素原子の位置を変えたと

きのフェルミ面と状態密度の変化を明らかにする。2 次元強相関系において感受率を計算し、超伝

導相転移がコスタリッツーサウレス転移として理解できることを示す。 

・ 環境に優しい高性能なニオブ系非鉛圧電セラミックスの組成を精密制御するため、ゾルゲル法に

よる粉末の合成、セラミックスの作製を行い、そのプロセス条件の最適化を図る。また、低酸素分

圧制御技術を実用化に向け信頼性を向上させ、デバイス技術などへの応用技術を発展させるとと
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もに、低酸素分圧下での新アルミニウム精練法の提案を行う。アスベストに関して、その場アスベ

スト溶融無害化装置の試作を行う。 

 

4-(1)-② 光フロンティア技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ フェムト秒パルスの光波内位相制御技術を確立するとともに、アト秒領域での超短パルスの発生、計測及び

制御のための技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ ３波長フェムト秒光パルスにおける光波位相関係とパルスタイミングの同時精密制御技術を開発

し、フーリエ合成によるパルス発生・波形整形の実証実験を行う。また、複数光パルス間の相互相

関測定方式に基づく微弱信号検出等の技術を開発し、超短パルス光計測及び制御におけるアト

秒領域の時間分解性能を実現する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ タンパク質やDNA等の配列集積化技術と光計測技術との融合による高感度、高速かつ高密度集積型バイオ

センシング素子の開発及び補償光学技術と三次元分光技術を駆使した眼底カメラ等の高分解能 3 次元機能

イメージング技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 眼底分光分析装置の臨床現場における計測試験を繰り返しながら、機器およびソフトウェアの操

作性や性能を確認するとともに、改良を加えながら機能と計測精度の向上を図る。 

・ セロトニン等のカテコールアミン以外のストレスマーカーの検出も試みる。また、固体基板上で選

択性の高い化学反応をおこなうためのパターニングを含めた表面修飾技術、表面で起きた化学反

応に基づく極微小な屈折率の変化を高感度に検出するための光検出装置を試作する。 

・ ガラス製バイオチップに蛍光検出センサをモノリシック集積したデバイスを試作し、高速・高分解能

ＤＮＡ断片分離を行う。 

・ レーザー誘起背面湿式加工法(LIBWE 法)等のオンデマンド型迅速レーザー微細加工技術を駆使

し、高アスペクト比深溝構造を利用した分析素子を搭載する高感度マイクロ流体分光システムを

開発する。 

・ 強蛍光かつ長寿命の蛍光性金属錯体を開発して、生体試料中の蛋白由来の蛍光成分より高効

率で発光ることを実証する。また、蛍光性金属錯体に導入した抗体との結合基の機能について、

極微量の生体分子の分析に実際に使用される抗体を用いて検証を行う。 
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【中期計画（参考）】 

・ 第 1期で開発した 10nm オーダーの近接場光微細加工による光ディスク用原盤（マスタリング）の高度化技術

及びナノ粒子を応用した光による高感度分子センサのバイオや医療分野への応用技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 1) 開発した導波モードセンサーを現実の生態系により近い夾雑物質の混在した系においても使

用できるように、更なる高感度化を推進する。特に、試料を培養しなくても検出できるほどの高

感度化の達成と測定を迅速化を目指す。 

2) 共同研究先企業との連携も図りながら、大面積反射防止機能素子を実用化する。また、提案

しているナノ構造形成方法等を駆使し、新規機能デバイス等の設計・開発を進める。 

 

4-(2) 超伝導現象に基づく次世代電子計測・標準技術の開発 

絶対的な高精度性を必要とする先端計測及び標準化に関する技術の実現に資するために、超伝導

現象の特性を活用した電子計測デバイス及びそれを用いた標準システムの確立と普及を図る。 

 

4-(2)-① 超伝導現象を利用した電圧標準技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 独自に開発した Nb 系ジョセフソン素子大規模集積技術を用いて、1～10 V 出力の直流電圧標準システムを

開発し、ベンチャー企業等に技術移転することにより世界的規模での普及を行うとともに、高精度な交流電圧

標準等に用いる次世代の計測・標準デバイスを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 高精度電圧増幅器を用いたプログラマブル・ジョセフソン(PJ)電圧標準システムの測定時間を数

10 分から数分に短縮する技術を開発するとともに PJ 素子作製歩留まりの改善と動作マージンの

拡大を実現し、小型冷凍機を用いた PJ電圧標準システムの確立と普及を図る。 

・ 10 ビット D/A 変換器チップを 10MHz クロックで駆動して正弦波電圧を合成し、誘導分圧器を用い

てその振幅を増大して実効値の精度を評価する。 

 

Ⅲ．産業競争力向上と環境負荷低減を実現するための材料・部材・製造プロセス技術の研究開発 

環境との調和を取りながら国際競争力を持つ先端ものづくり産業の創出のためには、製造に必要な

資源とエネルギーを最小に抑えながら最高の機能を持つ製品を生産する製造技術を実現するとともに、

低環境負荷製品の製造に必要な機能性材料技術及び部材化技術の実現が不可欠である。そのため、

製造の低環境負荷と製造コストの削減及び製品の高機能化について統合的に開発する技術が期待さ

れている。また、環境負荷を低減する機能性部材の開発により、製造業だけでなく輸送機器及び住居
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から排出される CO2 の低減に大きく貢献していかなければならない。さらに、先端微細加工設備の共

同利用等を進めて先端技術を産業にすみやかに移転し活用を図ることによりものづくり産業を支援す

るとともに、ナノテクノロジーを情報通信、環境及び医療等の研究開発に横断的に適用することにより

産業技術に革新的な進歩をもたらす。 

 

１．低環境負荷型の革新的ものづくり技術の実現 

我が国のものづくり技術の国際競争力を強化するために、製造プロセスの省資源化や省エネルギ

ー化と合わせて製品の高機能化・高付加価値化を実現できる革新的な技術の開発が求められている。

このため、機能のカスタマイズに即応できる省資源型革新的製造技術の開発を行い、材料資源の無

駄を生じさせることなく高機能・高付加価値を持つ製品の多品種少量生産を実現する。また、省エネル

ギー型製造プロセス技術の開発を行い、従来の製造手法よりも低温のプロセスを利用する技術等によ

り製造に要するエネルギーを削減し、有機材料との複合化等による製品の高機能化を実現する。 

 

1-(1) 省資源と高機能化を実現する製造プロセス技術の開発 

素材を成形して加工するモデルプラントを構築して製品製造に適用し、資源消費量や排出物量等の

総合的な評価を行って、製造プロセスを最適化する手法を開発する。また、機能のカスタム化が必要と

される集積化学センサ等の製造への適用を目指し、スーパーインクジェット技術をコアとして、必要な

微細構造を必要な位置に最小の資源材料で形成するオンデマンドナノマニュファクチャリング技術及

びナノ構造とマクロ構造とを媒介するメゾスケール技術の開発を行う。さらに、材料の無害化や微細構

造の内在化等の高付加価値製品を省資源で製造するためのテーラードリキッド法をコアとしたプロセ

ス技術を開発する。 

 

1-(1)-① 製造プロセスの最適化手法の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 射出成形や放電加工を備えたモデルプラント等を用いて、加工条件や設計等を最適化することにより、環境

性と経済性に優れたローエミッション型製造プロセスを実現する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 低環境負荷プロセス技術に関しては、レーザ、電解複合加工を用いた波及効果の大きなアプリケ

ーションを探索し、成果の実用化を図る。設計評価技術に関しては、公開した製品設計解析ソフト

ウェアのユーザに対するフォローアップを行うことを通じて、実際の製品への適用例を収集する。 

 

 

 

 



 97

 

【中期計画（参考）】 

・ ミクロな構造を内包する材料を使用してその構造をマクロな製品の機能に生かした製品を実現するために、ミ

クロな構造とマクロな機能との相関に関する大規模計算を小規模のコンピュータシステムを用いて効率よく実

現できるマルチスケール数値解析技術を確立する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ ミクロ材料形態とマクロ構造形状の双方を考慮した比強度及び比剛性向上設計のための マルチ

スケール有限要素解析技術に基づいたマルチスケール数値解析技術を確立し、セラミックス部材

等に応用する。 

 

1-(1)-② オンデマンドナノマニュファクチャリング技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 超微細インクジェット技術によるナノデバイスの高密度実装を実現する配線等の実用的なオンデマンドナノマ

ニュファクチャリング技術に関する開発を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ オンデマンド型製造技術実現のためにオンサイトで目的の材料を合成し、そのままパターニングを

行う一環型オンデマンド技術の研究を行う。昨年度試作した高温高圧水製造装置の試験を進め、

インク付着物からの有用資源回収の可能性を明らかにする。また、高温高圧流体の基板状への

直接塗布技術を開発する。 

 

1-(1)-③ 製品の高付加価値化を実現するフレキシブル製造技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 表面積の飛躍的増大等の高機能化を目指して、空孔と微細構造とが入れ子に構成されている新セラミックス

材料を無害元素から作製するテーラードリキッドソース法のプロセス技術の開発と、上記の新セラミックス材

料を 3次元的に集積することにより、1kW/L 級の高出力セラミックスリアクタ等の開発を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 有機フレキシブル基板上におけるゲート絶縁層の誘電率向上、有機太陽電池の光電変換効率向

上、酸化物半導体表面への色素標識タンパク質の選択的固定化による高光電流の達成を狙い、

2次元集積素子の実証を図る。また、多孔／緻密質のナノ構造制御多層構造体が3次元集積化し

た機能モジュールを実現し、発電出力密度 1kW/L 級等の高性能セラミックスリアクタを作製する。 
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【中期計画（参考）】 

・ セラミックスの大型部材化やミクロンレベルの微細 3 次元構造の成形及び両者を併せもつ構造を特性劣化を

起こさずに実現する成形技術を開発する。また、自己潤滑層等を有するヘテロ構造部材化技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ これまでの接合に関する知見を基に多様な形状ユニットのニアネット製造技術の融合と実用化に

向けた技術の高度化をはかることで、特性劣化を起こさないセラミックスの大型部材化、ミクロンレ

ベルの微細 3次元構造の成形、または両者を併せもつ構造を実現する成形技術を開発する。 

 

1-(2) 省エネルギー型製造プロセス技術の開発 

製造プロセスにおける飛躍的な省エネルギーを実現することを目的にして、従来高温でしかできな

かった薄膜製造を低温で実現する技術及び機械加工機のコンパクト化を実現する技術を開発する。具

体的には、微粒子の噴射コーティング技術をコアとして、低温で高性能セラミックス材料を積層する省

エネルギー薄膜製造プロセスを開発する。また、機械加工及び微細加工の製造効率を高め省エネル

ギー化を実現する小型製造装置を開発する。 

 

1-(2)-① 省エネルギー・高効率製造技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 微粒子の基板表面での衝突による非熱平衡過程に基づいた噴射コーティング法を用いて、低温で高性能セ

ラミックス材料等を積層する省エネルギー薄膜製造プロセスを開発し、単位時間当たりの成膜速度を第 1 期

で達成した性能の 5倍以上に高速化する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ エアロゾルデポジション法については、全固体 Li 電池の第一次試作と評価を完了する。金属有機

化合物や微粒子を用いた新しい光反応法を開発し、超電導膜、導電体膜や蛍光体膜を低温、高

速で積層・厚膜化するプロセスを開発する。粒子サイズ、結晶構造および機能が制御された低温

コーティングに用いる原料微粒子の合成技術を開発する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ セラミックスや特殊合金部材等の製造プロセスの効率を飛躍的に向上させるため、湿式ジェットミル等による

スラリー調整から成形に至る工程の最適化技術と統合化技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 開発を進めた高効率なスラリー調製技術とマイクロ波加熱技術を統合化し、製造時間及びエネル
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ギー消費量と部材特性を検証、開発した製造プロセスの優位性を実証する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 微細加工の省エネルギー化を実現するため、デスクトップサイズの微小電気機械システム(Micro Electro 

Mechanical System, MEMS)の製造装置を試作する。そのため、マスクレスのパターンニング技術やマイクロチ

ャンバー間の試料移動時の位置決め技術等を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ レーザーインクジェット法については、より実用的なシステムを実現するためにマルチヘッド化、2

次元描画の実現を目指す。また、金型寿命については、実証レベルの評価試験を実施、各要素工

程全体の統合化を図り、省エネ性の検証も含め、第２期中期計画の目標を達成する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 高剛性・高減衰能部材や高機能摺動面の開発により、切削や研削等の加工効率を高める高度機械加工シス

テムの実現に資する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 機械加工における摩擦力変動を低減させた高機能案内面技術の成果実用化に向けて、パターニ

ングの最適化を実験、計算の両面から追求する。また潤滑油分子配向の計測技術に基づき、潤

滑油の種類、組成、分子構造なども含めた高機能案内面の構成技術を確立する。概念設計支援

ソフトウェアについては設計例を充実させるとともに、引き続き改良を進める。各研究項目とも中期

計画目標を達成する。 

 

２．ナノ現象に基づく高機能発現を利用したデバイス技術の創出 

国際競争力を強化するためには、製造コストの低減はもとより、ナノ現象に基づいた革新的な機能

を有するデバイス技術の創出が求められている。このため、分子及び超微粒子等の相互作用による自

己組織化プロセスに基づく製造技術の開発及び化学合成された機能性有機分子等をナノ部品とする

デバイス技術等の開発を行う。また、デバイスの新機能を実現するために、新材料技術及び量子効果

等に起因する現象に基づくデバイス技術の開発、さらにはナノスケールで発現する多様な現象の理論

的解明とそのシミュレーション技術等の開発を行う。 

 

2-(1) ナノ構造を作り出す自己組織化制御技術の開発 

生体内の有機分子に見られるような高度な自己組織化に倣って、材料固有の物性を利用して自己

組織化的にナノ構造を作り出す技術が求められている。そのために、人工的に設計・合成した有機分

子による熱平衡下での自己集合化を利用してチューブ構造等を作り出し、超高感度分析手法等への

応用を図る。また、基礎的な視点から非平衡下の自己組織化のメカニズムを解明し、構造生成の新た
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な制御を可能にする。 

 

2-(1)-① ボトムアップ法の高度制御技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 生体分子やガス状分子等の極微量の分子を分析するために、第1期で開発したナノチューブ制御技術やナノ

粒子調製法を利用して、バイオチップやガラスキャピラリー等からなる超高感度分析技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 第１期、第２期を通じて開発してきたナノチューブ、ナノファイバーなどのナノ構造体を用い、ガラス

キャピラリー中などの微少空間への実装化やタンパク質との複合化を達成することによって、極微

量の生体分子等の超高感度分析を可能にする技術を開発する。 

・ バイオチップ作製のためのマイクロプラズマ法では、プロセス中で発生する活性種やその濃度を

明らかにして制御することで、バイオチップ用の高品質配線作製技術を確立する。また、生体分子

の超高感度分析に適した表面修飾層をもつ機能性ナノ粒子のその場合成・複合化技術を液相レ

ーザーアブレーション法により開発する。また、これらを組み合わせた超高感度分析技術を開発す

る。 

 

2-(1)-② 自己組織化メカニズムの解明とその応用技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 非平衡下での自己組織化メカニズムの解明とシミュレーション技術の構築及びそれらを利用した自己組織化

モデリングツールを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 非平衡電場印加下のブルー相液晶の挙動を、位相欠陥の構造変化を解析可能なシミュレーション

技術を構築し、それを利用した応用技術における指針を明らかにする。協同現象を伴う分子シス

テムを想定し、大域的なフィードバックがかかる系のパターン形成に関する計算機実験を行い、そ

の自己組織化モデリングツールを開発する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 自己組織化現象の解明に基づいて、光、電磁場、化学物質及び機械応力等の外部刺激に対する応答をプロ

グラムされたスマート分子システムや記憶機能を持つナノ構造液晶デバイス等を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 従来のスマート分子システムの発展として、人工ロドプシンの光応答に係る散乱体誘起の機構を
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明らかにし、3 次元空間における立体像表示を検討する。また、光や機械応力の刺激に応答して

種々の物性を変化させる有機材料の高機能化を目指す。さらに、液晶材料の展開として、デバイ

スに適した液晶性有機半導体、トライボロジー（摩擦・潤滑制御）材料等への利用を目指す。 

 

2-(2) ナノスケールデバイスを構成する微小部品の作製及び操作技術の開発 

均一なナノカーボン構造体を作製する技術を開発し、カーボンナノチューブ等を部品として利用した

ナノデバイスの実現を目指す。また、有機分子や磁性半導体等の新材料を開発し、それらをトップダウ

ン手法によって作られたナノ構造に組み込んで機能を発現させ、分子エレクトロニクス等へ展開するた

めの技術を開発する。 

 

2-(2)-① ナノカーボン構造体の構造制御技術と機能制御技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ カーボンナノチューブの実用を目指して、用途に応じて直径、長さ及び成長面積等の制御が可能な単層ナノ

チューブ合成技術を確立し、それを用いたナノチューブデバイスの基礎技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 石英以外の連続合成炉の炉材を開発する。スーパーグロース法のメカニズムを解明し、多様な超

高速、効率成長を実現する。工業的評価手法を確立する。室温で貼って作成するデバイスの製造

プロセスを開発する。スーパーグロースカーボンナノチューブ固有の用途開発を行い、スーパーグ

ロースならではの用途を開拓する。 

・ DDSや電子デバイスへの応用研究を加速させる短尺 SWCNT を実現するために、SWCNTの量産

的精密切断技術を開発する。短尺 SWCNT の半導体電子デバイスへの応用研究を進める。短尺

SWCNTの医療応用のための基礎研究を行う。高品質SWCNT薄膜を利用した透明導電性電極の

フレキシブルデバイスへの応用研究を進める。SWCNT を直接紡糸する技術開発を引き続き進め

る。 

 

【中期計画（参考）】 

・ ナノカーボン構造体及びそれに含有される金属元素等を単原子レベルで高精度に分析できる高性能透過型

電子顕微鏡及びナノカーボン構造体等の高精度な分光学的評価法を開発する。また、ナノカーボン技術の応

用として、基板に依存しない大面積低温ナノ結晶ダイヤの成膜技術を開発するとともに、機械的、電気化学

的及び光学的機能等を発現させる技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 低加速電子顕微鏡の開発においては 6回対称非点の低減を目指し、STEMにおけるさらなる高分

解能化・高輝度化を実現する。TEM においては色収差低減および入射電子線の単色化により、高
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分解能化・高感度化を目指す。カーボン単原子さらにはより軽元素の単原子観察を目指す。また

化学組成分析では K,Ca などの微量元素検出や、原子番号の近い元素の原子識別などを目標と

する。 

・ 各種機能性分子内包カーボンナノチューブの創製をおこない分光分析システム等を駆使して基礎

物性を詳細に調べる。内包する物質を有機分子のみならず無機材料をふくめた系へと展開する。

また、ミクロレベルでの物性を詳細に調べるための近赤外蛍光顕微システムの開発をおこなう。さ

らに、ISO/TC229 において、発光法によるナノチューブ評価法について TSの成立をめざす。 

・ カーボンナノチューブシート/ナノダイヤ積層体の応用開発を行う。ナノダイヤ薄膜を利用した SOD

を用いて実際の電子デバイスを作製し、特性の検証を行う。鉄系基材のナノダイヤコーティングの

摺動応用開発をさらに進める。ナノダイヤ薄膜コーティングのシリコン MEMS への組み込みを目指

し、開発を開始する。 

 

2-(2)-② ナノ現象を活用した革新的エレクトロニクス技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ カーボンナノチューブの主要パラメータを厳密に制御するための精密合成技術をさらに発展させることにより、

カーボンナノチューブの真正物性を明らかにするとともに、種々の元素や化合物を内包したカーボンナノチュ

ーブの持つ特異物性を見出して、分子デバイスを中心とした新たな応用を展開する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ ゲルを用いた CNT の金属・半導体分離を実用化するために、分離原理の解明、高純度化を実現

する。密度勾配遠心分離法では、99.99%純度の実現およびその検査法の開発、分離のコストダウ

ンを目指す。金属型 CNT を用いた透明導電膜では、ITO 代替としてシート抵抗５０Ω/sq、透過率

80%を目指す。半導体CNTによる電界効果トランジスタでは、CMOS回路の試作、新型センサーの

試作を行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 単一分子デバイスや分子エレクトロニクスに応用するため、電子・スピン物性に優れた半導体や金属的物性

を示す合成有機分子等の新物質探索と物性解明及びナノ配線を実現するための分子と電極との新たな結合

手法の探索を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 単一分子性金属の三次元的な電子構造を明らかにする。プルシアンブルー型ナノ粒子材料の実

用化に向けた耐久性の検討、ナノ粒子膜の観測を行う。有機テルル分子やシラン化合物の金属

表面への結合の基礎研究と類似分子による応用研究を行う。無機EL素子を粘土膜上に形成する

ため有機無機ハイブリッド薄膜を開発する。ナノスケール電極のスイッチング現象の最小構造を探
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索する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 化合物半導体、金属、酸化物等のヘテロナノ構造で発現する電荷とスピンが関わる量子現象を解明し、その

現象を利用した超高効率ナノデバイスを開発する。また、そのためのナノスケール微細加工・形成技術を開

発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 遷移金属酸化物を用いた不揮発性メモリ製造プロセスを開発するため、産総研の開発した技術を

民間企業の8インチウェハプロセスに移転する。また、遷移金属酸化物の特性を不揮発性メモリだ

けでなく、整流素子やロジック素子に展開する。より具体的には、遷移金属酸化物における酸素欠

陥移動を電界で制御する手法の実証を行う。 

 

2-(3) 飛躍的性能向上をもたらす新機能材料及びそのデバイス化技術の開発 

スイッチング速度、発光及び耐電圧等でシリコンの性能を凌駕し得る優れた特性を有しながら、材料

化やプロセス技術が十分に確立されていない新材料をデバイス化するためには、材料特性の評価、材

料の高度化及びプロセス技術の開発が必要である。さまざまな高機能材料のうち、革新的な電子技術

を創成する独創的成果が期待される強相関電子材料及び加工の難しさから要素技術の開発が不十

分なダイヤモンド材料に関する技術を開発する。 

 

2-(3)-① 強相関電子技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 強相関電子が引き起こす相転移の制御技術、強相関デバイスプロセス技術及び量子位相制御理論等の基

礎を確立するとともに、プロトタイプを作製して超巨大磁気抵抗センサ、テラヘルツ全光型スイッチング素子等

の強相関デバイスの機能を実証する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 強相関電子系に顕著な巨大応答・高速応答・多自由度などの特性を活かして、相転移を利用した

相制御材料を探索する。具体的には、鉄系超伝導材料などを研究の対象とする。 

・ 電界効果トランジスタ技術・高圧技術などを駆使して、量子臨界点近傍で増強される異常物性を

探索するとともに、その物性を評価する。具体的には、遷移金属酸化物の 2 次元界面や、鉄系超

伝導体を含む臨界点近傍の超伝導などを研究の対象とする。 

・ 磁性材料を微細な素子に加工した試料の表面磁区構造をスピン SEM で観測するため、試料表面

の清浄化技術の高度化を図り、微細加工した試料の磁区構造観察技術を確立する。また、異なる

磁気秩序を有する強相関酸化物を接合したヘテロ界面における電荷移動と磁気秩序の競合が界
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面伝導および磁気に及ぼす効果を明らかにする。 

・ 抵抗変化メモリ素子を構成する遷移金属酸化物について、キャリア濃度に対する界面電子構造の

変化を系統的に調べることで界面電子構造と抵抗状態の関係を明らかにし、動作機構解明へとつ

なげる。 

・ 遷移金属酸化物の 100 nm オーダーの微細素子を再現性良く作製するプロセスを確立し、その微

細素子の動作確認を行う。 

 

2-(3)-② 新機能ダイヤモンドデバイスの開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 各種の応用を目指したダイヤモンドデバイスを実現するために、材料加工技術、表面修飾技術及び界面準位

の面密度を 1012cm-2以下に抑制する界面制御技術の開発を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ ダイヤモンド p-i-n 構造ＬＥＤの取り出し効率を向上する。低エネルギー電子放出デバイスの電子

放出を１％まで向上する。（001）面の n 型ダイヤモンド薄膜の低抵抗化を行う。完全平坦ダイヤモ

ンドによるナノレベルでの高さ標準としての利用を図る。表面修飾技術や界面準位の面密度につ

いて第 2期中期計画の目標値を達成する界面制御技術の開発を行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ ダイヤモンドの持つ優位性を生かした 10kV 耐圧デバイス、ナノモルレベルの感度を持ち 100 回繰り返し検知

可能なバイオセンサ及び紫外線発光デバイス等のダイヤモンドデバイスを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 次世代省エネデバイスとしてのSiC素子に対する優位性を示すため、高温での高電流密度動作を

実現する。既存素子を凌駕する高融点・長期安定ショットキーデバイスを利用し、250℃

3000A/cm2 動作を目指す。またダイヤモンドで 10ＫＶ耐圧が可能なことを示す。 

・ フェムトモルレベルの高感度センサーを開発すると共に、応用対象を明確にして実用的なセンサ

ー構造を開発する。 

                                                                             

【中期計画（参考）】 

・ ダイヤモンドのデバイス化に不可欠な大型基板作製のための基盤技術を開発し、1 インチ以上の種結晶を合

成する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 1 インチφ単結晶ダイヤモンドの種結晶を合成するとともに、2 インチφ高速合成装置の設計緒元
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を決定する。 

 

2-(4) ナノ現象解明のためのシミュレーション技術の開発 

ナノスケールデバイスの動作原理の解明とその設計・製作には、数 nm から数 100nm のスケールを

カバーする高精度かつ高速なナノシミュレーション技術が不可欠である。そのため、ナノシミュレーショ

ン技術の開発を行い、分子デバイスや有機デバイス等の作製を支援する。また、より広範なナノ物質

の構造、物性、反応やナノ現象等について広範な理論研究を行う。 

 

2-(4)-① ナノ物質の構造と機能に関する理論とシミュレーション技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 量子力学及び統計力学に基づくシミュレーション技術を高機能化及び統合化して、ナノデバイス設計のため

の統合シミュレーションシステムを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 以下のようにして、第２期中期計画を達成する。 

1) ナノ構造体の構造と性質を予測・解析するために、統計力学に基づくシミュレーション技術をよ

り高度化して、シリコンの新構造、界面活性剤、イオン性液体の構造解析と物性計算、水素貯

蔵合金などに適用する。 

2) スピン軌道相互作用・ノンコリニア磁性計算法、オーダーN 法等の量子力学に基づく新物質の

物性予測手法をさらに整備して、新世代デバイス材料開発、実材料へ適用する。 

3) 電池技術の高度化に向けて、非フッ素系電解質膜、電極反応の第一原理解析手法をさらに開

発する。 

4) 更なる計算効率化を実現する為に、最局在ワニエ関数を用いた手法を GW+ベーテ・ザルピー

タ法等の量子力学に基づく高精度計算手法に適用して、鉄系超伝導体などの界面への適用

する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 単一分子を介した電子輸送や単一分子に起因する化学等の問題に適用できる新しいシミュレーション理論を

構築する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 開発した電流・熱伝導の相関理論を用いて熱電変換効率指数の理論計算を行う。接合条件を系

統的に変えた理論計算を行う事により、熱起電力に対するボトルネック効果の有無を理論的に検

証し、熱電変換高効率化につながる接合条件の最適化を試みる。 
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【中期計画（参考）】 

・ ナノ材料やナノ流体等の構造及び機能に関する理論を発展させ、実用的なナノ材料設計及びナノデバイス・

プロセスモデリングを行うソフトウェアプラットフォームを構築する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 粗視化高分子モデルに基づいた高分子／基板界面のモデリング技術を発展させ、高分子の分子

量依存性、薄膜化における膜厚依存性についての実用的な評価を可能とするソフトウェアプラット

フォームを構築する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ ナノスケールの理論研究により、量子コンピューティングを実現する新たな構造及び相転移を高速化する光

誘起相転移材料の最適組み合せ構造等の提案を行い、最先端デバイスの開発を先導する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 高温超伝導体の積層結晶構造を活かした大規模量子計算の理論的可能性を検討する。強磁性

体と超伝導体を組み合わせた量子演算素子の概念設計を行う。ナノ構造を有する強磁性薄膜を

用いた磁気センサーやマイクロ波発振素子について、共同現象を利用した高効率な素子の概念

設計を行う。半導体ナノ構造中に閉じ込められた２電子スピンの量子力学的重ね合わせ状態を検

出する手法を開発する。 

 

３．機能部材の開発による輸送機器及び住居から発生する CO2の削減 

製造業以外で大きな排出源である輸送機器と住居からの CO2排出の削減に材料技術から取り組む

ため、軽量合金部材の耐熱性向上と大型化する技術を開発し、エンジンと車体の軽量化を実現し、ま

た、高断熱等の機能化建築部材に関する研究開発を行うことにより、建築物の居住性を損なわずにエ

ネルギーの消費低減に貢献する。 

 

3-(1) 耐熱特性を付与した軽量合金部材の開発 

輸送機器の重量を軽減することを目的として、実用的な耐久性を持つ鋳鍛造性と耐クリープ性に優

れた耐熱軽量合金及びその加工技術の開発を行い、エンジン部材等への使用を可能にする。 
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3-(1)-① 耐熱性軽量合金の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 軽量金属材料のエンジン部品を実現するため、鋳鍛造部材の製造技術に必要な耐熱合金設計、連続鋳造

技術、セミソリッドプロセスによる高品質部材化技術、接合技術及び耐食性向上のためのコーティング技術を

開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 新開発Mg合金の耐熱性をより高めるための凝固組織制御を行い、200℃での耐熱強度が既存の

耐熱 Al 合金（AC8A）に匹敵する合金の開発を行う。また、耐熱 Mg 合金の高度に組織制御された

高品位ビレットを製造するための連続鋳造技術を開発する。さらに、耐熱Mg合金の高品質部材化

を達成するセミソリッドプロセス技術を確立する。粉末冶金法によって新規の TIG 溶接用溶加材を

開発し、溶接継手効率95％以上を目指す。マグネシウム合金の耐食性コーティング技術の開発で

は、オートクレーブを用いた耐食性皮膜作製プロセスの開発を行うとともに、作製した皮膜の耐食

性試験を行う。 

 

3-(2) 軽量合金材料の大型化と冷間塑性加工を可能とする部材化技術の開発 

輸送機器の車体等を軽量化するため、冷間塑性加工が可能な軽量合金の薄板材とその加工技術

を開発し、低コストの軽量合金素形材の生産技術を実現する。 

 

3-(2)-① 高加工性軽量合金素形材の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 車体用の軽量金属材料を用いた大型構造部材を製造するために必要な連続鋳造技術、冷間塑性加工プロ

セスによる部材化技術、集合組織制御による面内異方性を低減する圧延薄板製造技術、接合技術及び耐食

性向上のためのコーティング技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 耐熱Ｍｇ合金の高度に組織制御された高品位ビレットを製造するための連続鋳造技術を開発する。

冷間成形性に優れたMg合金圧延材の開発、及び高温圧延がMg合金の集合組織形成に及ぼす

影響について調査を行い、高強度化、低コスト化を目指す。高信頼性 Mg 合金鍛造部材創製のた

めの最適プロセス条件を探索する。摩擦撹拌異種接合において接合強度を向上させる技術を開

発する。新規のTIG溶接用溶加材を開発し、溶接継手効率の向上を目指す。汎用Mg合金（AZ31)

用 Si 含有ダイヤモンド状炭素（DLC）膜の耐食性の向上被膜作製条件を確立する。 

 

3-(3) 快適性及び省エネルギー性を両立させる高機能建築部材の開発 
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住環境の冷暖房の効率を向上させる高断熱部材の開発、我が国の高温多湿な気候風土に適した

「調湿材料」等の居住者の快適性を確保する知能化建築部材の開発及びそれらの低コスト化技術の

開発を行う。 

 

3-(3)-① 省エネルギー型建築部材の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 建築物の空調エネルギーを10％削減するための調光ガラス、木質サッシ、調湿壁、透明断熱材、セラミックス

壁及び照明材料等の各種部材の開発及び低コスト化を行う。また、熱収支シミュレーション等を駆使してその

省エネルギー効果を検証する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 調光ミラー窓ガラスについては、省エネルギー性能を更に高める技術の検討を行う。サーモクロミ

ックガラスについては、安価大面積成膜技術の確立を目指す。木質材料では、引き続き温度、含

水率の変化速度が物性に及ぼす影響を調査し、得られた知見を薬液含浸や圧縮変形理論に反映

させ、木製サッシ普及に必要な物性及び信頼性の基礎データを蓄積する。調湿材料系では、開発

新規吸着材等の調湿材料への部材化を検討し、その省エネルギー性能等の評価を行う。廃棄物

リサイクル保水建材では、実証試験と実用化試験を継続するとともに、部材の高性能化を図る。 

・ 蛍光ガラスを利用した平面光源について、実用化デバイス開発への連携先を見出す。蓄光材料に

ついては、組成探索を行うとともに、従来型の蓄光材料とガラスの複合化手法を含めて今後必要

となる開発要素を明らかにする。 

 

４．ものづくりを支援するナノテク・材料共通基盤の整備 

我が国のものづくり産業の国際競争力強化を支援するためには、ものづくりの共通基盤ともいえる

先端的な計測・加工技術を開発し、これを国内事業者に普及することが重要となる。そのため、ナノレ

ベルでの精密な計測や加工を可能とする技術や設計した機能をそのまま実現する部材などの開発を

行う。さらに、これらの技術を産業に移転するための先端微細加工用共用設備の整備と公開運用を行

うほか、加工技術の継承と活用を図るためのデータベース等を作成して、公開する。 

 

4-(1) 先端計測及びデータベース等の共通基盤技術の開発 

機能性材料及び先端計測・加工技術の社会への受容を促進するため、共通的また政策的な基盤の

整備を行い、ものづくり産業を支援し、国際競争力の強化に資する。また、加工技術の継承と活用を推

進することにより、少子高齢化による熟練技術者の不足問題への対策を行う。さらに、製造環境や作

業者の状態等を総合的にモニタリングする技術等を開発し、製造産業の安全と製品の信頼性の向上

に貢献する。 
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4-(1)-① 高度ナノ操作・計測技術とナノ構造マテリアルの創成技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 加工と計測との連携を強化するための、プローブ顕微鏡等を応用した複合的計測技術を開発する。また、計

測データの解析を支援するナノ構造体のシミュレーション・モデリング法、高精度計測下での生体分子のその

場観察と操作技術等の新手法を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 平成 20 年度までに開発した走査型近接場光学顕微鏡において、極低温下での空間分解能 50nm

と、試料粗動機構（移動距離0.1mm、精度100nm）の機能を確認し、試料形状、光学特性等を極限

環境下で複合的に計測できる技術を開発する。また、走査トンネル顕微鏡像の電圧依存性からナ

ノ構造体を解析するため、新たなシミュレーション・モデリング法を開発する。 

・ 平成 20 年度までに開発されたコンタミネーションフリーTEM、エネルギー損失電子顕微鏡によるソ

フトマテリアル解析技術を利用し、高分子等のソフトマテリアルの加工技術と計測・分析技術の連

携を強化するための複合的計測技術を開発する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 金属ナノ粒子、ナノコンポジット材料やコポリマー等のナノスケールの微細構造を持ち、特異な物性を発現す

る新規ナノ材料の開発及び探索を行う。また、ナノ構造材料の形成プロセスと機能的利用を進めるモデリン

グ技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 窒素分子を室温でアンモニアに変換しさらに脱離させるために、鉄とタングステン等 2 成分からな

るナノクラスター上でのアンモニア生成を検討する。またバルク金属表面をクラスター擬似構造を

持つように改質し、それによるマイルドな条件でのアンモニア生成が可能かを検討する。 

・ 新規導電性エラストマーや高熱伝導性ナノコンポジット材料を開発する。また、二酸化炭素由来プ

ラスチックの複合化により、高耐熱性の実用材料を開発する。ナノ構造を制御した酸化物微粒子

等をベースに薄膜化を図り、高度な光機能等の特異な物性を発現する新規ナノ材料を開発する。

また、積層構造と光反応効率との相関解明から光機能材料薄膜化プロセスのモデリング技術を開

発する。 

 

4-(1)-② 新機能部材開発のための基盤技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ ナノ結晶粒や準安定相の利用等による高性能なエネルギー変換型金属部材及び鉛を用いない新規圧電体

等の低環境負荷型セラミックス系材料に関して、材料設計、作製プロセス及び特性評価方法等を開発する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ Fe 系熱電材料の特性を改善するため、合金作製技術、モジュール化技術を開発する。特に、モジ

ュールの小型化に寄与する要素技術の開発を行う。また、非平衡化プロセスによるバルク状

Sm-Fe 系希土類磁石を作製し、得られた磁性材料の磁気特性を明らかにする。さらに、クリオゲ

ル担持触媒の SOx 耐性の向上を目的に、水等の高融点溶媒中でのゲルを作製する技術、および

これらを凍結乾燥する技術を開発し、白金の省使用化効果を検討する。また、コア-シェル型電極

触媒については、金コア-白金シェルナノ粒子について系統的にアノード特性を評価し、白金削減

量の上限値について検討する。 

・ TiCN 系サーメット合金の高性能化を図るため高熱伝導性硬質粒子の複合化および真空燒結にお

ける硬質粒子微細化技術を開発する。WC-FeAl 合金の切削工具への用途を拡大するために、切

削性能評価を行う。また、破壊靭性を改善するための合金設計を行い、高温金型としての特性評

価および打ち抜き金型としての特性評価を行う。微細結晶粒 Ti3SiC2 焼結体の高純度化に効果の

あった原料組成の内、Si 量の影響を調べ、さらなる高純度化を図る。 

飲料水用青銅合金鋳造材のビスマス量を低減するため、凍結鋳造における鋳造組織の微細化

を行い、鋳物の薄肉化技術を開発する。また、大型鋳造材作製のため、凍結鋳造に適したシミュレ

ーション技術を開発する。 

・ 希土類磁石リサイクルに関し、選択酸浸出における溶解機構を明らかにし、また溶媒抽出法にお

けるモデル化を行う。蛍光体リサイクル・再利用のための処理方法に関して、廃蛍光体の再生処

理後の輝度値等の評価を、新品または新品との種々の混合比状態とで比較して行い、再利用性

について調査する。 

・ レアメタル資源に関する会議に出席し、レアメタルの資源開発動向を把握し、今後供給が不安定

化する可能性のあるレアメタルの抽出、資源の安定供給確保のための方策を検討する。第 4回産

総研レアメタルシンポジウムを開催する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 高次構造制御等により、優れた電磁気的、機械的、熱的及び化学的特性を示す有機部材及び有機無機ハイ

ブリッド部材を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ ヘテロ元素を含む有機無機ハイブリッド材料において、耐熱性に加えて他の物性の検討を行い、

電気的特性等に優れたハイブリッド材料を作製する。 

・ 水酸基含有ポリプロピレンを用いたポリプロピレン系複合材料の用途開発を行う。 

 

4-(1)-③ 加工技能の技術化と情報化支援技術の開発 
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【中期計画（参考）】 

・ 加工条件や異常診断等に係わる熟練技術者の技能をデジタル化する手法を開発し、その結果をもとに加工

技術データベースを構築する。これらの成果を企業に公開することで、要素作業の習得に要する期間の半減

等の企業における人材育成への貢献を実務例で実証する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 加工技術データベースについては、継続してユーザの獲得に努め前年と同程度の新規ユーザ獲

得を目指し､当初の目的である 10,000 ユーザ達成を実現する。また、技能継承ツールである加工

テンプレートについては、企業による試行を継続し機能の充実を図ると共に、研修制度等を活用し

た人材育成に取り組み、企業現場での普及に努める。 

・ 産総研計測技術データベースおよび生産現場計測技術データベースを構築し、これらの成果を企

業に公開することで、要素作業の習得に要する期間の半減等の企業における人材育成への貢献

を実務例で実証する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 製造業が自社業務に合った設計・製造ソフトウェアを容易に作成することを可能とするプラットフォームを開発

して、1000 社以上への導入を目指す。さらに、企業の業務形態に合わせて設計・製造プロセスをシステム化・

デジタル化する技術を開発して公開し、現場での運用により効果を確認する。また、設計・製造プロセスにお

ける性能・品質の多面的評価等を行う技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 社内の異なる部門間での情報共有やデータ交換を行うためのシステムを、高度なネットワークの

知識を必要とせずに自社で開発することを可能とするネットワークシステム開発機能をソフトウェア

開発基盤である MZ プラットフォームの基幹機能として実装する。このほか、MZ プラットフォームユ

ーザからの要望をもとに、製造業の業務レベルで直ちに使用可能な複合モジュールの整備を行う。

また、民間企業へ技術移転を実現し、TLO 契約経由のユーザを含め、当初の目標である 1000 社

への導入を実現する。 

 

4-(1)-④ 安全・信頼性基盤技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 製造環境等のモニタリング用として、H2や VOC 等の雰囲気ガスや温度を高感度かつ選択的に検出するセン

サを開発する。また、作業者の状態を総合的にモニタリングし、作業の安全性と信頼性を保つための予測技

術を開発する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 高温駆動型マイクロ熱電式センサ素子を開発し CO、メタン等の可燃性ガスの高感度検知を図る。

薄膜プロセス及び高温熱電物性計測技術を開発し熱電式センサ素子の応用展開を図る。微細構

造制御により、セリア系ガスセンサの感度の向上を図る。呼気分析システムを用いた呼気測定例

を増やし、測定の信頼性を高める。作業を妨げず、体動によるノイズの混入や通信状況悪化によ

る生体データの途切れがあっても人間状態の評価を可能とするセンサの開発や装着方法の改良

を行い、作業現場を模擬した実験により、人間状態の評価システムの検証を行うことで作業の安

全性と信頼性を保つための予測技術を開発する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ MEMS 技術を利用して、通信機能を有する携帯型のセンシングデバイスを開発し、センサネットワークのプロ

トタイプとして実証する。 

 

 

《平成 21 年度計画》 

・ シリコン微細加工を利用した集積化振動型センサの並列駆動回路を用いたにおい検出システムを

試作し、小型システムとしての性能を実証する。また、デジタル圧電加速度センサとデジタルバイメ

タル温度センサを搭載した平均消費電力 0.01mW レベルのイベントドリブン型無線センサ端末を実

現し、ネットワーク実証実験を行う。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ プローブ特性やデータ処理方法を改良した計測システムの構築により、大面積部材の非破壊検査が現状の

10％以内の時間で可能となる技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 渦電流探傷法等電磁気的手法を用いた非破壊検査プログラムの構成要素のモジュール化を進め、

その完成度を高めるとともに、様々な欠陥への適用を行う。また、内部欠陥や表面欠陥等につい

ても、実構造部材に対応できるよう引き続きプログラムの大規模化、最適化を行うとともに、電磁

超音波センサ、高感度磁気センサを用いてその評価も実施する。さらに、繰り返し荷重下における

損傷の生成、進展の高感度磁気センサによるモニタリングを行う。これらの成果を統合した非破壊

検査システムを構築し、第２期中期計画を達成する。 

 

4-(1)-⑤ ナノテクノロジーの社会影響の評価 
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【中期計画（参考）】 

・ ナノテクノロジーの社会影響について、意識調査も含めた総合的な調査を実施して、その結果を広く公表して

施策の提言等に資する。ナノテクノロジーの技術的側面と社会的意義及び潜在リスクをバランス良く整理した

ナノテクについての教材を開発して普及を図る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ ナノテクノロジーの社会影響に関する調査に基づき、ナノテクノロジーの研究ガバナンスについて

議論を行う。ナノテクノロジー用語の共通化のため、ISOのナノテクノロジー専門委員会で進められ

ている複数の用語プロジェクトに参加し、国内の意見を反映させて規格原案作成に貢献する。特

に、炭素ナノ物体に関する用語の TS を出版し、すでに出版された用語 TSの翻訳作成を行う。 

 

4-(2) 先端微細加工用共用設備の整備と公開運用 

ナノテクノロジーや MEMS 作製に必要な最先端の微細加工施設を整備し、産業界及び大学の研究

者と技術者が利用可能な仕組みを整え、微細加工のファウンドリ・サービス等を実施して、横断的かつ

総合的支援制度を推進し、産業界の競争力強化と新産業創出に貢献する。 

 

4-(2)-① ナノプロセッシングファウンドリ・サービスの実施 

 

【中期計画（参考）】 

・ 共用ナノプロセシング施設をさらに拡充・整備し、支援プログラムを通じて産総研内外に公開することで、ナノ

テクノロジー研究者・技術者の研究開発支援を充実させる。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 科学技術振興を目指し、社会と産総研が共有する基盤プラットフォームとして、ナノプロセシング施

設を中心とした共用施設の拡充・整備を継続的に実施する。また、その研究支援インフラを産総研

内外に公開することで、研究者・技術者への研究開発プロモーションを実施する。さらに、そのプラ

ットフォームを活用し、産業科学技術人材の輩出と若手研究者のキャリアパス多様化促進を目指

す。 

 

4-(2)-② MEMS ファウンドリ・サービスの実施 

 

【中期計画（参考）】 

・ 共用 MEMS プロセッシング施設をさらに拡充・整備し、産総研内外に公開することで、プロトタイピングを迅速

に行うなどにより、研究者・技術者への研究開発支援を行う。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 高度情報化社会の技術基盤となる高機能MEMS製品の開発促進を目指し、MEMSやナノインプリ

ント技術（低コスト微細製造技術）を異分野産業に提供し、各種アイデア（デバイス）の迅速な実証

によるビジネス化の促進を図る。MEMS 技術に参入を考えている企業技術者等を対象に、MEMS

の基礎知識、設計手法（設計シミュレーション）、プロセス実習、講習（マスク作成からエッチング技

術、計測、評価技術の体得）を通して、MEMS 技術を学んでもらい、MEMS 技術の普及に努める。

MEMS 人材育成事業の実習教材の充実と実習拠点の連携を図り、講習会および研究会をそれぞ

れ 4回以上行う。 

 

５．ナノテクノロジーの応用範囲の拡大のための横断的研究の推進 

ナノテクノロジーの基盤技術をバイオテクノロジーへ応用展開し、医療技術等に革新的な進歩をもた

らすための融合的な研究開発を行う。そのため、ナノスケールの計測・分析技術等を駆使して、生体分

子間の相互作用等の解析を行い、その人工的な制御を可能とする。また、計算機の利用技術の開発

によってナノスケールの生体分子のシミュレーションを実用化し、創薬等に寄与する。 

 

5-(1) バイオテクノロジーとの融合による新たな技術分野の開拓 

生体と材料表面とのナノスケールの相互作用を利用したバイオインターフェース技術の開発を行い、

創薬、診断及び治療に関わる技術の高度化に貢献する。また、創薬における探索的研究プロセスを大

幅に短縮するタンパク質等の複雑な生体分子のシミュレーション技術を開発する。 

 

 

5-(1)-① バイオインターフェース技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 標的指向ドラッグデリバリシステムの効果を前臨床段階で確認し、製薬企業への技術移転を図る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 脳梗塞周囲血流低下部位へのアクティブターゲティング DDS 粒子の集積条件を検討する。この

DDS を用いて脳梗塞治療システムを作製し、治療システムの性能を前臨床段階で確認する。また

血管狭窄を予防するアクティブターゲティング DDS の改良も行なう予定である。これらのシステム

に関して数社のメーカーにカンタクトすることにより、製薬会社への技術移転を図る。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 生体適合セラミックスのナノ構造を制御する新規形成プロセスの開発を行い、人工骨や経皮デバイス等へ応

用する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ アパタイト複合体について、遺伝子導入の場所、効率、タイミングの制御技術、コラーゲン、コンド

ロイチン硫酸との多孔体への高効率細胞導入技術の開発を行う。魚コラーゲンなど新規生体材料

の評価を行う。Q-dot の間葉系幹細胞への高効率導入による、骨、軟骨、脂肪再生に関する解析

を行う。薬剤担持アルブミンフィルムを作製し、血液適合性を評価する。神経軸策高分子透過モデ

ルを検討する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 微小流路における流体現象を活用した診断用チップの実用化を図る。また、超臨界流体の特異性を利用した

局所的化学プロセスを開発し、高効率流体化学チップを実現する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 測定対象とする物理物性値の種類及び測定対象を広げ、微小流路中での化学反応特性を広範

に明らかにするとともに、その応用について検討する。また、連携先企業を確定させ、診断用マイ

クロチップの早期実用化を目指す。マイクロ空間での連続反応技術では、さらに酵素活性を安定

化させる技術の確立を行うとともに、生体関連物質の合成技術を確立し、高効率流体化学チップ

の確立を目指す。 

 

5-(1)-② 原子・分子レベルのバイオシミュレーション・モデリング技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ これまで開発してきたフラグメント分子軌道法等のシミュレーション手法を発展させ、2 万個程度の原子からな

るタンパク質のような巨大分子の電子状態計算を可能にする。さらに、他のシミュレーション手法と組み合わ

せて、タンパク質工学や創薬における分子設計への適用を実現する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ FMO-CIS法を適用し、2万個程度の原子からなる巨大分子の電子励起状態計算を実施する。さら

に、構造最適化の効率化や分子動力学計算との融合（FMO-MD 法）等を図り、新たな機能をプロ

グラムに実装することによって、DDS（薬剤配送システム）ナノ粒子設計シミュレーション技術や糖

鎖とレクチンの分子間相互作用解析等の研究開発への FMO法の適用を実現する。 

 

Ⅳ．環境・エネルギー問題を克服し豊かで快適な生活を実現するための研究開発 

環境・エネルギー問題を克服し豊かで快適な生活を将来にわたって維持していくためには、産業活

動に伴い発生する環境負荷を極力低減させつつ、エネルギーの安定供給を確保することにより、社会、

経済の持続可能な発展を実現させていくことが求められる。このため、産業活動や社会生活に伴う環

境負荷低減を図る観点から、環境予測、評価及び保全技術を融合させた技術により、環境対策を最適
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化する。また、地圏・水圏循環システムの体系的理解に基づいて、環境に調和した国土の有効利用を

実現するとともに、エネルギーと資源の効率的利用によって、化学産業の環境負荷低減を促進する。

エネルギーの安定供給確保を図る観点から、燃料電池及び水素等の分散エネルギー源の効率的なネ

ットワークを構築するとともに、再生可能エネルギーであるバイオマスエネルギーを導入し、エネルギー

自給率を向上させ、CO2 排出量を削減する。加えて、産業、運輸及び民生部門の省エネルギー技術開

発により、CO2排出をさらに抑制する。 

 

１．環境予測・評価・保全技術の融合による環境対策の最適解の提供 

環境対策の最適解を提供する新しい技術を創造するためには、評価技術及び対策技術の双方を高

度化しなければならない。このうち、評価技術においては、化学物質リスクの評価に基づいた環境対策

を提案する技術と環境負荷の評価に基づいた環境対策を提案する技術の両方を確立する必要がある。

前者に対しては、最適なリスク管理を実現するための技術を、後者に対しては、生産･消費活動の最適

解を提案できる技術を開発する。また、対策技術においては、環境汚染の拡大を未然に防止する技術

が必要である。このため、汚染の早期検出及び経時変化を予測できる環境診断・予測技術及び汚染を

効率的に除去するリスク削減技術を開発する。 

 

1-(1) 化学物質の最適なリスク管理を実現するマルチプルリスク評価手法の開発 

化学物質の最適なリスク管理を実現するため、リスク評価の概念を普及させるとともに、評価と対策

の融合を含む総合的なリスク評価技術とそれを用いた管理手法を開発する必要がある。リスク評価の

概念普及のためには、既存物質について詳細なリスク評価を実施して公開するとともに、代替物質や

新技術による生産物等のリスク評価も実施する。総合的リスク評価のためには、従来困難であった多

面的な評価に基づくマルチプルリスク評価技術を開発する。化学物質のうち、火薬類や高圧可燃性気

体等については、利用時における安全性の確保も重要な課題である。このため、安全性評価基準等

の国際的統一化に向けた研究開発を実施するとともに、構造物等の影響を考慮した評価技術を開発

し、燃焼・爆発被害を最小化する技術を開発する。 

 

1-(1)-① マルチプルリスク評価手法の開発(IV.1-(2)-①を一部再掲） 

 

【中期計画（参考）】 

・ リスク対ベネフィットを基準とした管理手法を広く普及させるため、化学物質リスクによる損失余命に生活の質

という観点を組み込んだ新しい評価手法及び不確実性を含んだ少ないデータからリスクを推論する手法を開

発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 様々な化学物質の疫学研究の結果を調査し、情報の質や量の観点から適当と思われる代表的な

化学物質に関する情報を用いて、ヒト健康影響の主要なエンドポイントについての用量反応関係
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を得る。 

・ これまでに実施したアンケートをはじめとする各種データを用いた解析を継続して実施する。さらに、

これらの解析の結果を外部公表すべく、評価結果をとりまとめる。 

・ 室内濃度推定モデルについては、発生源の推定機能、未知化学物質の放散に関するパラメータ

の推定機能、外気濃度情報の取り込み機能や生活場情報のデータベースを含むボックスモデル

を基本とした、室内暴露量推定ツールのプロトタイプを構築する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 30 種類以上の化学物質について詳細リスク評価書を完成させ、公表するとともに、社会とのリスクコミュニケ

ーションの中でリスク評価手法を改善し定着させ、行政、産業界での活用を促進する。また、これまで開発し

てきたリスク評価・解析用ツールを公開し、行政、産業及び教育の場で広く普及させる。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 工業用洗浄剤とプラスチック添加剤用途での物質代替に伴うヒト健康と生態に対するリスクのトレ

ードオフの解析結果を評価としてまとめ、公開する。 

・ 揮発性有機化学物質とその分解生成物の濃度分布を推定できる関東地方を対象とした大気モデ

ル、日本全国の１級河川をカバーする河川モデル、東京湾を対象とした海域モデルの３つの環境

動態モデルのプロトタイプモデルを構築し、洗浄剤での使用が想定される化学物質について環境

中濃度分布の推定を行い、既報の実測濃度との比較による検証及び物質代替による効果を予測

する。 

・ 研究部門の持つ情報の整備と外部への情報発信のための見える化を目的として、詳細リスク評

価書作成、リスク評価のためのソフトの頒布と普及、事故データベースの維持と拡張、及びLCAデ

ータの提供などの研究業務を支援する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 互いに関連しあう複数のリスクのトレードオフ構造の中で、社会が許容可能なリスクを選択できるマルチプル

リスク管理のためのリスク評価手法を確立するため、複合製品のリスク評価手法、定量的構造活性相関

(QSAR)を用いた未知の化学物質の毒性予測手法及び多物質を対象にした包括的評価手法を開発するとと

もに、すでに実施されてきたリスク管理対策事例から政策効果等のデータベースを構築する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ ヒト健康については、有害性情報については、有害性の種類の範囲やデータとして含める物質の

数を増やす作業を行う。作成した有害性データベースを用いて、不確実性の連鎖を適切に予測す

るモデルを導入しアルゴリズムの細部の検討をすすめ、洗浄剤とプラスチック添加剤の物質代替

事例における化学物質のヒト健康影響の種類と相対強度の試算を行う。生態影響については、有

害性情報の補完手法の検討を進め、完成度の向上につとめ、プロトタイプとしての完成を目標とす
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る。また、それを用いた洗浄剤とプラスチック添加剤の代替事例における化学物質の生態影響の

推定を行う。 

・ 既報の流通データに基づき、植物及び家畜モデルで推定された生産地での農・畜産物中の濃度

から、一般消費者の農・畜産物経由の疎水性物質の摂取量を推定する暴露モデルのプロトタイプ

を構築する。また、地理情報システム（GIS）を用いて、地域性を含む空間特性を反映した農作物

流通モデルを構築するとともに、複数の農作物に適用し、物流モデルの精度向上を図る。 

・ 工業用洗浄剤用途の物質については、洗浄現場データによって排出量推定式の検証を行う。プラ

スチック添加剤用途の物質については、難燃剤等の追加的な放散量試験を実施して、可塑剤で

求めた排出量推計式を他用途に適用するための手法を確立する。以上から得られた排出量推定

式を統合し、十分な情報が得られない場合であっても排出量の推定が可能となるエクセルベース

の排出量推定ツールを構築する。さらに、排出シナリオ文書の作成を日本語版と英語版について

行う。 

・ アジア地域における鉛のフローと排出量に関する実態調査、全球大気輸送モデルの構築、及び鉛

フリーはんだの事故シナリオの抽出と模擬実験を実施し、鉛に関する暴露解析を充実させる。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 難燃剤、工業用洗浄剤、溶剤等の各種代替物質の開発過程で、その導入の合理性を評価することが可能な

リスク評価技術を開発するとともに、未規制物質の中から代替品を選択する技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 塩素系から炭化水素系または水系への工業洗浄剤の代替及びプラスチック添加剤である難燃剤

の代替について、開発中の排出量推計手法、モデル、毒性等価係数推論手法等を用いて暴露と

有害性情報を補完し、代替に伴うリスクの変化を質調整生存年数(QALY)としてより精緻に算出し、

代替に係る経済分析を行う。これらの結果を取りまとめ、代替の可否を検討する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 環境中でのナノサイズ物質の反応・輸送特性を解析できる粒子計測・質量分析技術を開発するとともに、ナノ

テクノロジー等の新規技術体系により作られる物質に対し、社会への導入以前にそれらの物質に内包される

リスクを事前評価する手法を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 模擬試験や実際でのプロセスでの計測等を行い、ナノ材料応用製品のライフサイクルでの排出／

暴露シナリオの作成を継続する。有害性評価としては、カーボンナノチーブ、フラーレン、二酸化チ

タンについて、具体的な作業環境等での許容上限値を検討する。また、社会的側面については、

アンケート調査を実施するとともに、事業者による自主的取組の手法やガバナンス枠組みについ

てまとめる。カーボンナノチューブ、フラーレン、酸化チタンについて、リスク評価書の作成を進め
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る。 

・ フローチャンバー内に分散させた工業ナノ粒子の凝集過程に及ぼす共存物質の効果について、

速度論的解析と化学分析により検討し、工業ナノ粒子の挙動モデルへ反映させる。単層カーボン

ナノチューブの長さ分級に対してカスケード篩法が適用可能かを確認し、カーボンナノチューブ分

級法を確立する。 

 

1-(1)-② 爆発の安全管理技術の開発(IV.1-(2)-①を一部再掲） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 火薬類や高圧可燃性気体等の燃焼・爆発性危険物については、評価基準等の国際的統一化(GHS)が急速

に進んでいることから、国連試験法を改定するとともに、我が国の実情に則した小型かつ高精度で国際的に

も利用可能な試験法を開発する。これら新規試験法により取扱技術基準の資料となる各種保安データを蓄

積する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ カナダの国立爆発物研究所(CERL)との間で、引き続き、爆薬中間体の危険性評価と新規試験法

開発を行う。また、火薬類か否かを少量の試料で判定するスクリーニング（篩い分け）試験の標準

化を検討する。それらの成果をOECDの専門家会議で公表し、国連GHS会議への試験法の提案

を目指す。 

・ 煙火等の火薬類の実験室規模ならびに野外での大規模実験を継続実施し、火薬類の取扱いにお

ける安全確保のために必要となる保安データを取得して、取扱技術基準作成ならびに規則改正へ

向けて取り組む。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 火薬類や高圧ガス等の燃焼・爆発の影響の予測及び評価のために、構造物や地形等を考慮した周囲への

影響を予測する手法を開発し、燃焼・爆発被害を最小化するための条件を明らかにする。また、海外事例を

盛り込んだ燃焼・爆発事故災害データベース及び信頼性の高い煙火原料用火薬類等の物性データベースを

整備・公開する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 産総研で開発した計算機爆発現象予測システムを高度化し、火薬庫周辺などの複雑な地形や構

造物に適用することで保安物件に対する爆風安全性を検証する。また、爆発源近傍の構造物変

形や飛散物安全性をより正確に評価するため、流体力学計算と構造計算の連成コードを改良し、

信頼性の向上を図る。 

・ 火薬類をはじめ化学災害事例を収集・公開し、事故進展フロー図による解析を行うとともに、教訓

データおよび危険物質の物性データを拡充する。また、産業保安への貢献に向けて、保安力の評
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価ツールとしてのデータベースの環境整備を進める。 

・ 煙火原料および煙火組成物について、火薬学的諸特性情報を整備し、RIO-DB の拡充を図る。ま

た、不足している情報や信頼性の低いデータについては、文献情報の再検索や必要に応じて再実

験により評価して、データ整備を行う。 

・ 研究部門の持つ情報の整備と外部への情報発信のための見える化を目的として、詳細リスク評

価書作成、リスク評価のためのソフトの頒布と普及、事故データベースの維持と拡張、及びLCAデ

ータの提供などの研究業務を支援する。 

 

1-(2) 生産・消費活動の最適解を提案するライフサイクルアセスメント技術の開発 

生産と消費に係わる諸活動の環境、経済及び社会への影響の統合的な評価手法として、ライフサイ

クルアセスメント（LCA）技術を開発し、広く普及させるとともに、LCA の方法論の適用対象を拡大する

必要がある。このため、独自に開発した LCA 実施用ソフトウェアを国内外に普及させるとともに、LCA

研究の国際的なネットワークを構築する。適用対象の拡大については、企業や自治体等の組織の活

動及び地域施策を LCA の方法論に基づき評価する手法を開発し、組織の活動計画の立案過程にそ

の評価を導入する。 

 

1-(2)-① 生産・消費活動の最適解を提案するライフサイクルアセスメント技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 最新の成果である LCA 実施用ソフトウェア（NIRE-LCA、ver.4）の、我が国及びアジア諸国への普及を加速す

るとともに、ソフトウェアの改良のため、素材・エネルギーに関する 100 品目以上のインベントリ（環境負荷項

目）データの更新・拡充及び 1,000 人規模の調査等による社会的合意に基づいたインパクト評価手法を確立

する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 研究部門の持つ情報の整備と外部への情報発信のための見える化を目的として、詳細リスク評

価書作成、リスク評価のためのソフトの頒布と普及、事故データベースの維持と拡張、及びLCAデ

ータの提供などの研究業務を支援する。 

・ アジア地域における鉛のフローと排出量に関する実態調査、全球大気輸送モデルの構築、及び鉛

フリーはんだの事故シナリオの抽出と模擬実験を実施し、鉛に関するサブスタンス・フロー・シミュ

レーターに関するサブモデルを構築を開始する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 従来の製品評価型 LCA をベースに、企業活動、地域施策及びエネルギーシステムのインベントリとその影響

並びに環境効率（価値/環境負荷）を組み入れた新しいLCA評価法を開発する。また、この評価法を企業、地

方自治体等の活動計画や政策立案に複数導入する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 企業の環境負荷削減と財務パフォーマンスを併せた環境投資指標の研究を開始し、環境負荷削

減に寄与できる SRI（社会的責任投資）ファンドの投資選択基準策定に寄与する。 

・ 有機資源の利活用策に関するインベントリ分析を行い、具体的な施策選択肢を検討を行っている

地方自治体に定量的に示す。消費者行動の CO2 排出量の定量化と排出削減対応策を示す。 

・ 家庭・集合住宅での充電設備設置の可能性、電動車両に対する消費者受容性等を考慮し、電動

車両の大量普及によるわが国の運輸部門での環境負荷削減策を検討する。また、アジア全体で

の資源リスク管理対策を検討するため、資源・有害性を併せ持つ鉛を対象に国間貿易による相互

依存関係を考慮した物質フロー・環境排出量推定モデルの開発を行う。さらに、エネルギー技術の

社会的位置づけを評価をする手法について考察を進める。 

・ バイオマス燃料のライフサイクルを考慮したリスク評価に向けた研究として、人間、生態系へのリ

スクの定量化手法の開発、運用を行う。 

・ 世界の経済成長や人口増加等のシナリオを基に二酸化炭素の排出量を計算するシミュレーション

モデルして、自動車用鉄鋼を一例としたプロトタイプモデルを構築する。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ 日本と密接な関係を有する国々との LCA 研究に関するネットワークを強化し、当該分野での国際的拠点とし

て先導的な役割を果たすため、APEC 地域を中心としたワークショップを開催するとともに、UNEP/SETAC ラ

イフサイクルイニシアチブ、GALAC（世界 LCA センター連合）及び LCA 関連の ISO において主体的に活動す

る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ UNEP/SETAC ライフサイクルイニシアチブの活動に参加し、世界のキャパシテイビルデングに貢

献する。ISO では、環境効率の議論に参加し、またカーボンフットプリントの新 ISO の議論をリード

する。さらに、第９回エコバランス国際会議 の準備に実行委員を送り世界のLCA研究の方向を作

り出す。 

・ 東アジア地域でのバイオマス利活用評価に関する研究を先導的に行い、成果を世界に向けて発

信する。また、アジア地域の LCA制度構築に向けた支援を継続する。 

 

1-(3) 環境問題の発生を未然に防止する診断・予測技術の開発 

環境問題の発生を未然に防止するには、環境汚染を早期に検出するとともに、汚染防止対策の効

果を確認して次の対策へのフィードバックを可能とする環境診断技術が必要である。また、得られたデ

ータに基づき、環境の変化を予測し、対策の有効性を推定できる技術が必要である。このうち、前者に

対しては、第 1 期に確立した計測要素技術をベースにして、高感度な水質監視や大気監視が可能な
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モニタリング技術を開発するとともに、微生物を利用した環境モニタリング技術を開発する。後者の予

測技術に対しては、産業活動に起因する温暖化関連物質の排出源対策が緊急の課題であるため、

CO2やフッ素系化合物の環境影響評価手法及び温暖化対策技術の効果を評価する手法を開発する。 

 

1-(3)-① 環境診断のための高感度モニタリング技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 水中の毒性量を評価する水質監視技術確立のため、毒物応答速度や再現性が悪い魚等を利用した既存シ

ステムに代わり、応答速度 30 分と分析誤差 10%を有する微生物等の分子認識系を抽出・固定化した毒物セ

ンサを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 化学物質応答性能の高い微生物および抽出したクロマトフォアに関して、応答機構の解明を図る。

センサの改良により、モデル毒物に対して分析誤差10%、応答時間30分以内の性能を示すセンサ

に発展させる。電気化学検出に関しては、電極の長寿命化および簡便な再生・活性化法の検討を

行う。ヒ素の連続監視に関しては、50%以上の省エネルギー化を行うため、前処理の高効率化を図

る。以上の結果を総合し、測定試薬、測定試料の最小化が可能な連続測定システムを構築する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ レジオネラ等の有害微生物を迅速に検出するため、従来、培養法で数日間、DNA 利用法でも数時間を要す

る分析を、数十分以内で分析可能な電気泳動とマトリックス支援レーザ脱離イオン化法質量分析装置

(MALDI-MS)を利用した分析技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 環境中の検出対象菌を選択的に検出する技術を改良し、30 分以内に対象菌の染色と電気泳動

分離・検出が行える技術にする。MALDI-MS を利用した株レベルでの微生物の迅速識別では、汎

用性・信頼性を高めるためのデータベースの整備と解析システム開発を行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 細胞内の分子形態や遺伝子発現を利用して、化学物質の有害性を評価するトキシコゲノミクスの分析法の確

立のため、電気泳動及びプラズマ質量分析法による細胞中元素の分子形態が識別可能な分析装置の開発

及び微少量試料のマイクロ流体システムに電気化学活性マーカーを有するプローブによる遺伝子検出チップ

等を組込んだ細胞中遺伝子の網羅的解析システムを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 高性能遺伝子プローブおよび高密度遺伝子センサアレイチップに基づく、実試料をターゲットとし
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た遺伝子発現解析システムを完成する。昨年度開発した気化インターフェースをCE条件に最適化

を行い、細胞等生物から抽出した微少量試料中の元素の分子形態を元素選択的に識別できる分

析法を完成する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 高感度な水晶振動子センサを有害物質検出技術へ適用させるため、センサ間で相互干渉しない基板及び回

路を開発し、応答速度を既存の1/2以下にした複数同時測定により、数十試料の分析を数時間で完了できる

全自動センシングシステムを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ これまでに開発した要素技術の融合により高感度な水晶振動子センサを構築し、有害物質検出

技術へ適用させる。このために水晶振動子センサ間で相互干渉しない基板及び回路を開発する。

さらに水晶振動子センサの応答時間を既存の 1/2 以下にした複数同時測定により、数十試料の

分析を数時間で完了できる全自動センシングシステムを開発する。 

 

1-(3)-② 地球温暖化関連物質の環境挙動解明と CO2等対策技術の評価 

 

【中期計画（参考）】 

・ CO2 海洋隔離の環境影響に対する定量的評価法確立のため、海洋炭素循環プロセスを解明するとともに、

CO2 海洋隔離時の環境モニタリング手法及び国際標準となる海洋環境調査手法を確立する。また、CO2 の海

洋中挙動を予測するため、海洋の中規模渦を再現可能とした数 10km の分解能を持つ海洋循環モデルを構

築し、現実地形の境界条件、CO2 放出シナリオや生物・化学との関連等を統合した予測シミュレーション技術

を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 二酸化炭素海洋隔離による海洋中深層の微生物群集組成への影響評価に関わる室内実験を実

施し、影響の定量化を進めるとともに、隔離における環境モニタリング指標としての微生物群集組

成の適用可能性について評価・検討する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ クリーン開発メカニズムにおける植林の炭素固定量を評価するため、地上観測データと衛星データを統合的

に解析する技術の開発により、現状 50-100%である炭素収支推定誤差を半減させ、アジアの陸域植生の炭

素収支・固定能の定量的マッピングを行う。また、CO2 排出対策効果の監視の基本的ツールを提供するため、

地域・国別 CO2排出量変動の識別に必要な数 100km の空間分解能を持つ CO2排出量推定手法（逆問題解

法）を開発する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 斜面下降流の発生頻度とラドン濃度の分析から呼吸量を補正することにより、複雑地形地の夜間

のデータの誤差を 30%以下にする。地上観測により修正した植生指標を用いてアジア陸域植生の

炭素収支マッピングを行う。全球の 64 領域からの一週間単位の二酸化炭素交換量の推定を行う

とともに、交換量の推定精度の向上を図る。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 都市高温化（ヒートアイランド現象）と地球温暖化の相互関係を評価する手法を構築するため、都市気象モデ

ルと都市廃熱モデルの連成モデルを開発する。また、モデルにより都市廃熱の都市高温化を評価する手法

を構築するとともに、廃熱利用や省エネルギー対策の都市高温化緩和に対する効果を定量的に評価する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 都市連成モデルにより、街区規模での廃熱利用や省エネルギー対策の都市高温化緩和に対する

効果を定量的に評価する。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ フッ素化合物の適切な使用指針を示すため、第1期で開発したフッ素系化合物の温暖化影響評価・予測手法

を改良し、省資源性、毒性、燃焼特性等の要素を考慮した総合的評価・予測手法を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 従来の温暖化評価は気候との関連が薄いことから、二酸化炭素を基準とせず、さらに気候との関

連を考えた評価手法について新たに検討する。また資源評価について基礎的なコンセプトを作成

し、総合的評価・予測手法の開発を行う。 

・ 新規冷媒化合物等の燃焼限界の圧力依存性について測定と予測を行う。また、混合系冷媒の燃

焼限界、燃焼速度の測定と予測法の開発を行う。発泡剤開発に向けて、環境影響評価、燃焼性

評価、特性評価、及び工業的な製造を目指した合成法の検討を進め、発泡剤として有望な化合物

を見出す。 

 

1-(4) 有害化学物質リスク対策技術の開発 

リスク評価や環境負荷評価に基づいた事前対策によって、有害化学物質のリスク削減を実現するた

めには、従来の環境浄化・修復技術に加えて、潜在的な問題性が認識されていながら有効な対策がと

られていない小規模発生源による汚染、発生源が特定困難な汚染及び二次的に生成する有害化学物

質による汚染に対処可能な技術の開発が必要である。このため、空気、水及び土壌の効率的な浄化

技術を開発する。また、小型電子機器など、都市において大量に使用されながら、効果的なリサイクル

技術が確立していないために、廃棄物による潜在的な環境汚染の可能性がある製品等の分散型リサ
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イクル技術を開発する。 

 

1-(4)-① 環境汚染物質処理技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 揮発性有機化合物（VOC）の小規模発生源を対象とし、有害な2次副生物を発生することなく従来比2倍以上

の電力効率で数 100ppm 濃度の VOC の分解が可能な触媒法や低温プラズマ法を開発するとともに、高沸点

や水溶性の VOC を吸着回収することが可能な新規吸着法等の処理プロセスを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ オゾン分解触媒の開発に関しては、新規触媒の探索を行うと同時に、その活用法についても検討

を行う。プラズマ法では、プラズマ下での触媒表面の挙動を解明し、電力効率の目標値達成を目

指す。吸着回収では通電加熱方式や高周波誘導加熱方式の実装置化のための共同研究を実施

するとともに、真空スイング吸着回収装置プロトタイプの完成をめざす。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ 水中の難分解性化学物質等の処理において、オゾン分解併用型生物処理法など、従来法に比べて 40%の省

エネルギーを達成する省エネ型水処理技術を開発する。また、再生水の有効利用のため、分離膜を組み入

れた小規模浄化プロセスを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ オゾン分解併用型生物処理法の普及では、普及先のベトナム染色工場でのオゾン処理と生物処

理の 2m3/d 規模の連続装置での現場試験の結果を踏まえ、当該工場以外の現場廃水への応用

性を検討する。有機化合物で汚染された水を浄化する実験室レベルの連続処理プロセスを組み

立て、性能を評価する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 環境修復技術として、空気浄化については、ホルムアルデヒド等空気汚染物質の浄化が室内においても可

能な光利用効率 10 倍の光触媒を開発する。また、発生源に比べ 1 桁以上低い有害物質濃度に対応するた

め、水質浄化については、超微細気泡及び嫌気性アンモニア酸化反応を利用し、土壌浄化については、腐植

物質や植物等を利用することにより、各々処理能力を従来比 3倍とする浄化技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 自主開発した光触媒材料を組み込んだパッシブ型システムの開発・性能評価を行う。新規光触媒

として、可視光応答性および高活性酸素種生成型光触媒の開発も行う。従来比最大 10 倍の効率
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を有する新規光触媒材料の開発、及び水質浄化性能評価装置開発を推進する。また、途上国等

における飲料水中に含まれる有機系物質の光触媒除去を検討する。光触媒性能の標準化も実施

する。 

・ 閉鎖性水域の環境改善を目的とした現場試験を継続する。特にマイクロバブルの利用が生態系

に与える影響について調査する。また、上水処理については臭素酸の除去メカニズムについて検

討を進める。さらに水環境に対して負荷の少ない半導体の洗浄技術について検討を行う。 

・ アナモックス活性の評価試験法を活用し、阻害物質を評価し、アナモックスリアクターの維持管理

に資する。 

植物の栽培方法を、特に育成期間や植え付け方法について検討を行うとともに、DNA 含有水による土

壌洗浄と洗浄水の処理に関して得られる基礎資料をベースに、そのシステム化を図る。これにより、処

理能力を従来比 3倍とする浄化技術を開発する。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ フッ素系の界面活性剤として多方面で使用されているパーフルオロオクタン酸（PFOA）等難分解性化合物の

環境中での動態を解明するとともに、光触媒等を利用した 2次生成物フリーの安全な分解処理技術を開発す

る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 研究の対象物質を PFOS/PFOA 前駆物質のみならず、代替物質として導入が進んでいるパーフ

ルオロエーテル酸類やフッ素ポリマー材料まで拡大し、低エネルギーでかつ高効率にフッ化物イオ

ンまで分解できる反応手法を探索する。環境動態の解明に関しては大気中二次生成物等の沈着

過程を明らかにするための物性測定を行い、それに基づいて大気質モデルの沈着過程に関わる

大気成分や地表面の分類方法、スケーリング係数等の改良点を明らかにする。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 季節や天候の影響を考慮した効果的な発生源対策を導くことを目的として、浮遊粒子状物質やオキシダント

の予測モデルを構築するため、誤差要因や未知のメカニズムを探索するフィールド観測を実施するとともに、

拡散モデルを高精度化し、雲物理過程、植生モデル、ヒートアイランド現象等を導入したシミュレーション手法

を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 植生が汚染物質の発生源・吸着源として作用する過程を中心に、天候・雲等の影響を含めて検討

を行う。 

 

1-(4)-② 都市域における分散型リサイクル技術の開発 
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【中期計画（参考）】 

・ 都市において多量に発生する廃小型電子機器等の分散型リサイクル技術として、再生金属純度を 1 桁向上

しつつ50%以上省エネルギー化する金属再生技術を開発するとともに、20%以上の省エネルギー化と50%以上

の再利用率を達成するプラスチック再生技術を開発する。同時に、分散型リサイクル技術の社会的受容性を

評価する技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 携帯電話等のプリント基板から取り外した部品、コネクタ等を対象とした粉砕時におけるレアメタル、

貴金属類の挙動と最適粉砕条件を明らかにし、物理的選別手段による一次濃縮を実現する上で

最適な選択粉砕プロセスを構築するための指針を確立する。また、多成分同時分離技術開発で

は、僅かな比重差での分離を達成させるため、粒子を放出するノズルの改良を行うとともに、改良

装置の比重分離限界を明らかにする。 

・ アミド含有 3 級アミンによるロジウム抽出機構を調べ、抽出率および他の貴金属からの分離性向

上を図る。連続運転に適した簡易型プロセスについて、再生金属の純度を従来よりも 1 桁向上さ

せ、かつ 50%以上の省エネルギー化が可能な操作条件を見出す。希土類回収の新プロセスにつ

いて、試作装置を用いて分離性を評価する。 

・ プラスチック系廃棄物について、開発開始時の 20%以上の省エネルギー化と 50%以上の再利用率

を達成する。アルミ箔複合フィルムから樹脂成分の分離システムの開発を行う。また、各種資源化

手法について、経済性や環境負荷の評価基準を検討する。エポキシ樹脂中の臭素系難燃剤を温

和な条件下で分離抽出するための装置を試作する。また、エポキシ樹脂をバイオマスから製造し

たタールに可溶化するための最適運転条件を検討する。さらにバイオマスあるいはプラスチックを

直接溶融塩共存下で水蒸気と反応させ、反応条件と生成物組成との関係を明らかにする。 

・ 分散型リサイクルシステムの”見える化”の一環として、茨城県との協力のもとで提案している”茨

城モデル”における適切な技術・システムの社会受容性評価を具体化し、推進していく。また、関

西地区、北九州地区での取り組みについても、昨年度の成果を発展させ、より高度な循環型社会

構築に向けた分散型リサイクルシステムの具体像を作成する。 

・ 希土類磁石リサイクルに関し、選択酸浸出における溶解機構を明らかにし、また溶媒抽出法にお

けるモデル化を行う。蛍光体リサイクル・再利用のための処理方法に関して、廃蛍光体の再生処

理後の輝度値等の評価を、新品または新品との種々の混合比状態とで比較して行い、再利用性

について調査する。 

 

２．地圏・水圏循環システムの理解に基づく国土の有効利用の実現 

地圏・水圏における物質循環の理解に基づいた、大深度地下利用などの国土利用の促進と、資源

開発における環境負荷の低減が求められている。このため、自然と経済活動の共生を目指して、環境

問題及び資源問題を解決することを目的として、地圏における循環システムの解明と流体モデリング
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技術の開発を実施する。また、沿岸域の海洋環境の疲弊を防ぎ持続的な低環境負荷利用を可能にす

るため、環境評価技術の開発を行う。 

 

2-(1) 地圏における流体モデリング技術の開発 

環境への負荷を最小にした国土の利用や資源開発を実現するために、地圏内部における地下水及

び物質の流動や岩盤の性状をモニタリングすることが必要である。そのために、地圏内部の水循環シ

ミュレーション技術を開発し、これらの技術に基づき、地下水環境の解明、地熱貯留層における物質挙

動の予測及び鉱物資源探査に関する技術を開発する。また、土壌汚染等に関する地質環境リスク評

価及び地層処分環境評価に関する技術を開発する。 

 

2-(1)-① 地圏流体挙動の解明による環境保全及び資源探査技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 独自に開発したマルチトレーサー手法を適用して、関東平野や濃尾平野等の大規模堆積平野の水文環境を

明らかにし、こうした知見を利用して地球温暖化及び急速な都市化が地下水環境に及ぼす影響を評価する。

また、地下水資源を持続的かつ有効に利用するため、地下水の分布、水質、成分及び温度の解析技術並び

に地中熱分布に関する解析技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 現シミュレーションモデルでは、再現の悪い地点が残されているため、平成 21 年度ではモデルの

再現性の向上を目指す。また、地表面温度の変化と地下水流速の地域的な分布特性を明らかに

する。さらに、タイ北部チェンマイでの地中熱ヒートポンプシステムの運転を継続する。冷暖房運転

を行うなど、運転設定を変更した場合のシステム効率を調べるため、温度データを継続して取得す

る。同時に、東京都千代田区の地中熱利用システムで行っている熱交換井内の温度変化データ

の解析を行う。 

これに加えて、堆積平野・盆地を対象に、地下水環境評価研究を実施する。大規模地下水盆のモ

デリングに加えて、これまで構築してきたマルチトレーサー手法の適用により、過去から現在にい

たる地下水環境の変化の解明を目指す。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 地熱資源を有効利用するため、地下流体挙動のシミュレーション技術を開発し、将来予測技術を確立すると

ともに、環境負荷の少ない中小地熱資源の開発に関する技術指針を産業界に提供する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 平成 20 年度出版の『全国地熱ポテンシャルマップ』CD-ROM の普及に努め、Web 公開できるデー

タから、Web 上での公表を開始する。これらのデータを用いて、今後、わが国で地熱開発が期待さ
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れる地域を抽出する。また、『温泉エコジェネシステムの開発』の開発を進め、低温発電・小規模発

電といった地熱発電の裾野の拡大を図る。 

・ 地熱貯留層管理のためのモニタリング技術について補足的な現地観測を行うとともに、自然電位

モニタリング技術についてまとめを行う。共同研究やソフトウェアユーザー会などを通じて得られた

成果の普及を図る。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 地圏流体の挙動の理解に基づき、産業の基礎となる銅や希少金属鉱物資源に関する探査技術を開発し、探

査指針を産業界へ提示する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 東南アジア各国の岩石の風化帯において希土類ポテンシャルの調査を継続するとともに、アルカ

リ岩、カーボナタイトの重希土類ポテンシャル評価を実施する。希土類鉱床開発に向けた希土類

元素の存在形態、希土類鉱物の同定、産状に関する調査・研究を実施する。 

・ 希土類以外のレアメタル、金や銅鉱床の成因および資源量に関する研究を実施する。 

 

2-(1)-② 土壌汚染リスク評価手法の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 土壌汚染の暴露量を定量的に評価し、健康リスク及び経済リスクを低減するために、汚染地の土壌及び地下

水の特徴を組み込んだモデルに加え、微生物や鉱物等による自然浄化機能を考慮に入れたモデルを確立す

る。これらのモデルを利用した地圏環境修復手法を開発し、工場等の土壌に関するサイトアセスメントへの適

用を可能にする。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 平成２０年度の開発した鉱物油を対象とした詳細モデルに加えて、重金属類および揮発性有機化

合物を対象とした詳細モデルを開発し、地圏環境リスク評価システム GERAS の全体バージョンを

完成させる。この中には、これまでに開発した鉱物への吸着や微生物浄化のデータベースに加え

て、わが国の土壌特性データベースおよび地下水汚染に関するデータベースも組み込み、平成２

１年度末までに GERAS-1,2,3 の統合版を公開する。 

・ 平成 20 年度に取得した電気・電磁探査、ダイレクトプッシュ、土壌サンプリング等のデータの解析

を継続し、油汚染の分布と物理探査結果との関係を総合的に明らかにする。河川堤防について、

物理探査、簡易掘削データを用いた解析、豪雨による堤防変状に関する水理的解釈を行う。 

・ マルチ送信比抵抗探査システムについて、土木施工管理モニタリング等の実フィールドで適用研

究を進めるとともに、さらに高度な 3 次元探査に向けた計測手法の改良を検討する。NMR 計測装

置について、土木あるいは農業分野に応用することを念頭においた改良を行う。 
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2-(1)-③ 地層処分環境評価技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 地層処分の際のサイト評価に役立てるため、岩石物性等の地質環境に関する評価技術の開発を行う。沿岸

部では地下水観測データに基づいた塩淡境界面変動メカニズムの解明を行い、数値モデルを利用した超長

期変動予測技術の開発を行う。また、沿岸部の地下 1,000m 程度までの地下構造探査手法について既存の

調査事例を分析することにより、選定される調査地に最適な探査指針を提示するための知見を整備する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 沿岸域における深部地下水性状を明らかにするため、幌延沿岸部を実証フィールドとした野外研

究を実施する。平成21年度は、広域地質・水文構造ならびに地下水構造を把握するためのモデリ

ングを行う、また地下水調査においては掘削調査を進める。 

・ 「web 版沿岸域基礎データシステム（メタデータ）」のユーザインタフェースを改良し、web 公開版を

完成させる。 

・ 沿岸域を対象にする電気・電磁探査データ解析法について、海水を考慮した場合の解析精度の

向上、計算の高速化、実際の探査地域に対応した実用性の向上等の改良を進める。また、浅海

域の地下構造を解明するために最適な計測配置等について検討する。 

 

2-(2) CO2地中貯留に関するモニタリング技術及び評価技術の開発 

大気中のCO2削減のため、発生源に近い沿岸域においてCO2を地下深部に圧入する技術が期待さ

れている。そのため、地下深部の帯水層の CO2貯留ポテンシャルの推定及び CO2の移動に対する帯

水層の隔離性能評価に必要なモデリング技術を開発する。また、CO2 を帯水層に圧入した際の環境影

響評価のための CO2挙動に関するモニタリング技術を開発する。 

 

2-(2)-① CO2地中貯留技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ CO2発生源に近い沿岸域において、帯水層の持つ CO2隔離性能及び貯留ポテンシャルの評価を実施するた

めに、地下深部の帯水層に圧入された CO2の挙動を予測するモデリング技術の開発等を行う。また、帯水層

に圧入された CO2の挙動がもたらす環境影響を評価するため、精密傾斜計による地表変形観測等の物理モ

ニタリング技術及び水質・ガス等の地化学モニタリング技術の開発を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 1)CO2 の圧入に事業化に当たっては、安全性の確保が重要な認可用件となることが予想されるこ

とから、安全性評価ならびにリスク評価に関する本格的な研究を開始する。評価に当たっては
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漏洩リスクの抽出とリスクシナリオの策定および策定したシナリオにおける個別要素及びバッ

クグラウンドの検討を行うこととする。また、シール層の安定性について岩石や模擬試料によ

る実験により評価に対する基礎データを収集するとともに貯留層内の CO2 移動についても地

化学的な観点から研究を進める。 

2)モニタリングについても、事業計画に事業終了後のモニタリング計画も記載することが予期され

ることから、長期的に安価なモニタリング技術の開発が必要とされている。CO2 圧入現場での

モニタリングについて情報を入手して可能性を検討するとともに、CO2 圧入試験が実施されて

いる現場での現地実験や実験室での適応実験を進めて長期的なモニタリング手法について

検討を行う。 

また、我が国での圧入が沿岸域で行われる可能性が強いため、沿岸海底下でのモニタリング

手法についても模擬土壌での可能性調査などにより開発を進める。電気・電磁探査法による

モニタリングについて、数値計算による感度解析、最適測定配置検討、分解能などの評価を

行う。 

3)安全性評価もモニタリングも圧入地層や環境をシミュレーションすることにより実施が進むことか

ら、シミュレーションの礎となるモデリング手法についても、モデルフィールドを対象としてより帯

水層の連続性と水理定数の明確化など詳細なシール層と帯水層の区分を実施し、高精度水理

構造モデリング手法の開発を行う。また、地層区分の手法に地下水流動や断層のモデリングな

どを含めて CO2地中貯留に対して標準的な手法の開発を進める。 

 

2-(3) 沿岸域の環境評価技術の開発 

自然が本来持っている治癒力を利用して、人類の利用により疲弊した海洋環境を回復させることが

求められている。そのため、沿岸域において、海水流動、水質などの調査手法の開発や環境負荷物質

挙動の解明により、環境評価技術の高度化を図る。 

 

2-(3)-① 沿岸域の環境評価技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 沿岸域の環境への産業活動や人間生活に起因する影響を評価するため、沿岸域における海水流動調査、

水質・底質の調査及び生物調査の手法を開発するとともに、環境負荷物質の挙動をモニタリングする技術を

開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 瀬戸内海全域の流況場の再現精度を向上させるため、潮汐、河川流入、海面熱過程、風応力を

考慮したモデルにより流況の季節変動の再現実験を行い、観測データと比較することでモデルの

チューニングを行う。また、備讃瀬戸を対象とした水質モデルを開発し、栄養塩の動態等の再現を

試みる。 



 132

・ 開発した超音波モニタリング手法により、現場海域における海藻分布と季節変化を明らかにする。

引き続き海岸生物調査を継続し、種の変遷の要因を考察する。 

・ 産業活動や人間活動に起因する影響が強い都市型閉鎖水域の水質悪化の要因である流動特性、

貧酸素水塊、青潮などの解析・調査手法を開発するとともに、密度差を利用した貧酸素水塊の改

善技術を開発する。 

・ 平野部土壌、河川水、地熱地帯の熱水、温泉沈殿物、鉱山周辺変質帯のヒ素データをまとめて、

土壌・地質汚染評価基本図「青森地域」を完成する。 

 

３．エネルギー技術及び高効率資源利用による低環境負荷型化学産業の創出 

低環境負荷型の化学産業を実現するため、長期的には枯渇資源である石油に依存したプロセスか

ら脱却するとともに、短中期的には、既存プロセスの省エネルギー化や副生廃棄物の削減が必要であ

る。前者については、バイオマスを原料とする化学製品の普及を図り、バイオマス由来の機能性を生

かした化学製品の製造技術を開発する。後者については、特に資源の利用効率が低くて副生廃棄物

も多いファインケミカル製造プロセスの廃棄物低減と、今後の需要増が予想される水素等の製造プロ

セスの省エネルギー化が望まれる。このため、副生廃棄物を極小化するファインケミカルの化学反応

システムと、気体分離膜による省エネルギー型気体製造プロセスを開発する。 

 

3-(1) バイオマスを原料とする化学製品の製造技術の開発 

バイオマスを原料とする化学製品は現状では高価であるため、製品の普及を目指すためにはコスト

に見合った機能性を付与すると同時に、製造コストを低減しなければならない。機能性の付与のため

に、生物由来原料の利点である生分解性等を最大限活用するとともに、石油由来材料に近い耐熱性

を有する部材の製造技術を開発し、また、バイオマス由来の界面活性剤（バイオサーファクタント）を大

量に製造する技術を開発する。製造コストの低減のために、成分を効率的に分離及び濃縮できる技術

を開発するとともに、成分を目的産物に効率的に転換できる技術を開発する。 

 

3-(1)-① バイオマスを原料とする化学製品の製造技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ バイオマス原料から、融点 200℃前後で加工温度 230℃前後のエンジニアリングプラスチック及び融点 130℃

前後で軟化温度80℃以上の食品容器用プラスチック等、生分解性と耐熱性に優れた化学製品の製造技術を

開発する。また、容器包装材料として普及している PET フィルムと同等の酸素透過度 500mL・25.4μ

m/m2/day/MPa 以下を満たすフィルムを合成する技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ グルタミン酸からγ-アミノ酪酸を大量に合成するシステムを開発し、実用化のために必要なバイ

オモノマーを供給できる体制を確立する。 
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・ ポリアミド4の射出成形体やキャストフィルムの物性評価を行い、実用化のために必要な物性デー

タの整理と不足する物性改善を行う。 

・ 軟化温度 80℃以上の材料の開発を目指し、アミド成分の多い材料の開発及び加工の検討を行う。

バイオマス原料から合成可能な環状骨格をもつモノマーから得られるポリエステルの力学特性改

良のために、その共重合体の開発や複合化について検討を行う。クレー充填エポキシ樹脂フィル

ムの実用性能の向上、最適条件を検討する。 

・ バイオマス由来成分から効率的な高置換度セルロースアセテート混合エステル誘導体の合成法

について検討し、その耐熱性等の向上を図る。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ 環境適合性を持つバイオサーファクタントの実用化を目的として、低コスト大量生産技術を開発するとともに、

ナノデバイスなどの先端機能部材への適用を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ バイオサーファクタントの製造技術及び用途開拓の一層の高度化を図り、先端機能部材を始めと

する幅広い技術分野での実用化を目指す。特に、微生物バイオ技術を駆使した総合的な取り組み

により、生産及び分離システムの効率化を図り、低コスト量産技術についての検討を進める。また、

連携企業への技術移転等に取り組み、より多様な製品群への展開にも注力する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ バイオマスからアルコール、酢酸等の基礎化学品を製造するプロセスの効率化のため、生成産物等を高効

率で分離するプロセス技術及び生成産物を機能部材に高効率で変換するプロセス技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 耐酸性ゼオライト膜のモジュール化を目標に、設計指針、方法を確立する。150℃の蒸気透過に耐

えるモジュールを1種類以上作成する。このモジュールの処理量としては、水50ｇ/h以上を目指す。

高温条件下のバルブ等に用いられる耐熱パッキンを、ガスバリア膜と膨張黒鉛の複合化素材を用

いて試作し、シール性の評価を行う。 

・ 高透過流束を示すセラミックス基板シリカライト膜の作成法を検討する。さらにブタノール発酵液で

のシリカライト膜性能の測定を行い、発酵副産物等の膜性能への影響把握とその低減法について

検討する。 

・ エタノールを効率良くプロピレンに転換する触媒システム及び反応システムの開発として、触媒成

型条件の影響や反応器スケールアップに関する問題点を抽出し、ベンチプロセス設計のための基

礎データーを取得する。 
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3-(2) 副生廃棄物の極小化を実現する化学反応システム技術の開発 

高付加価値ファインケミカルズの製造プロセスの環境負荷を低減するためには、副生廃棄物量が多

い選択反応における廃棄物量の削減が必要である。このため、市場導入が有望視されている高付加

価値エポキシ化合物の選択酸化反応については、重金属や塩素などの酸化剤を用いないことで、そ

れらが廃棄物として排出されないプロセスを開発し、選択水素化等のその他の選択反応については、

超臨界等の反応場を用いて反応効率を向上させることで、副生廃棄物を削減する技術を開発する。 

 

 

 

3-(2)-① 環境負荷の小さい酸化剤を用いる反応技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 重金属酸化物の代わりに過酸化水素を酸化剤とする選択酸化反応技術として、転化率 50%、モノエポキシ化

選択率 90%、過酸化水素効率 80%以上で二官能性モノマーから非フェノール系エポキシ樹脂モノマーを合成

する技術等を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 二官能性モノマーからのエポキシ樹脂モノマーの合成において、転化率 50%、モノエポキシ化選

択率 90%、過酸化水素効率 80%以上を達成したので、さらに封止能力がより高いと予想される官

能基を有するトリアジン骨格誘導体の三官能オレフィンについて、高選択的エポキシ化新規触媒

開発を行う。高い封止能力を達成するために、エポキシ転化率 80%及び選択率 80%でエポキシ樹

脂モノマーを合成する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 塩素の代わりに酸素と水素を用いる選択酸化反応技術として、基質転化率 10%､エポキシ化選択率 90%、水

素利用効率 50%以上でプロピレンからプロピレンオキシドを合成する技術等を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ (平成 20 年度で終了） 

 

3-(2)-② 反応効率を高めるプロセス技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 有機溶媒に代えて超臨界流体場を利用して廃棄物を 50%以上低減する選択的水素化反応プロセスを開発す

るとともに、協働型ハイブリッド触媒を用いて触媒効率を 200%以上向上させる電池電解液製造プロセスを開

発する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 有機溶媒を利用したヘテロ芳香環の水素化反応により化製品原料を製造する現行プロセスに超

臨界水素化法を応用し、従来法で使用していた有害添加物の使用量や廃棄される副生生成を

50%以上削減する触媒プロセスを開発する。 

・ 高性能型電池電解液製造プロセスの開発において、協働型ハイブリッド触媒のハイブリッド効果を

さらに高めることにより、従来触媒に比べ触媒効率を 200%以上向上させる。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ マイクロリアクタ、マイクロ波及び複合機能膜等の反応場技術と触媒を組み合わせ、廃棄物生成量を 50%以

上低減するファインケミカルズの合成技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 開発した耐食型マイクロデバイス用いてナフタレン以外の有機物に対しても工業化レベルのニトロ

化収率（80%以上）の達成を目指す。高温高圧マイクロデバイスに関しては耐食型デバイスを用い

て高速流通システムを開発する。 

・ 丸型断面を有するマイクロリアクターによって形成される安定なトルエンー水スラグ流を利用して、

反応系の構築を行う。 

・ 重水、マイクロ波、触媒からなる複合反応場を利用して、残留農薬検査用試薬の合成を行う。 

・ 有機 EL 用イリジウム錯体の合成について、連携企業と共同研究を進め、緑色発光性錯体の反応

条件の最適化とスケールアップの検討を行う。 

・ 不均一系触媒とマイクロ波照射を用いた炭素－炭素結合生成反応において、収率等の面で通常

加熱法よりもすぐれた合成法を開発する。また、装置開発面から重合反応に適したマイクロ波加

熱のプロセス革新について検討を行う。 

・ ナノ空孔反応場の最適化や協奏的反応場の併用等により触媒効率をさらに向上させ、廃棄物生

成量を 25%以下にする半導体デバイスプロセス処理剤の製造技術を開発する。 

・ イオン性液体を用いた二酸化炭素によるヒドロホルミル化反応において、開発した触媒系をファイ

ンケミカル合成を指向したより複雑な構造の原料に適用する。 

・ 含酸素硫黄複素環化合物を出発物質とした窒素－硫黄結合複素環化合物の新規製造法の開発

と、ビスマス反応剤によるラジカル反応を利用した新規有機ビスマス化合物製造法を開発する。ま

た、有機リン化合物の合成において、触媒の最適化によるクリーンな合成法の開発を行う。 

 

3-(3) 気体分離膜を利用した省エネルギー型気体製造プロセス技術の開発 

今後の需要の増大が予想される水素と酸素を省エネルギーで製造する技術が求められている。そ

こで、省エネルギー型の水素製造プロセスを実現するため、高純度の水素を効率よく分離できるパラ
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ジウム系膜の適用温度領域を拡大して幅広い用途に利用可能とするとともに、低コスト化を目指して

非パラジウム系膜の開発を行う。また、省エネルギー型酸素製造プロセスの実現のために、空気から

酸素を高効率で分離する膜を開発してその実用化に向けた技術開発を行う。 

 

3-(3)-① 気体分離膜を利用した省エネルギー型気体製造プロセス技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 99.9%以上の高純度水素の高効率な製造プロセスの開発を目的として、常温から 600℃までの広い温度領域

で安定性を持つパラジウム系薄膜を開発し、これを用いて水素分離システムの実用型モジュールを開発する。

また、安価な無機材料や非貴金属材料を用いた水素分離用非パラジウム膜の開発及びプロトタイプモジュー

ルを作製する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ パラジウム-銀-金の三元合金による水素分離膜の大型化をはかり、企業と共同して改質ガスから

の水素膜分離システムのプロトタイプモジュールを作製する。 

・ 非パラジウムアモルファス合金膜そのものが有する透過係数を調べ、本来の性能が発揮できない

原因を明らかにする。その結果を基に、透過流速で4ml/cm2minの透過速度を有するアモルファス

合金膜を開発する。 

・ パラジウム自立薄膜を複数枚用いたオールメタル膜モジュールの基本特性並びに 1000 時間程度

以上の長期耐久性試験を行い、改善要因を究明し解決するとともに、これら膜モジュールを組み

込んだ出口水素量 1Nm3/h 級の高純度水素精製装置を試作する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 空気からの高効率型の酸素製造プロセス用として、現状の市販高分子膜の 2 倍のプロダクト率（酸素透過率

×酸素濃度）を達成できる膜を開発してプロトタイプモジュールを作製する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 市販高分子膜の約 2 倍のプロダクト率の性能が得られている炭素膜を用いて、中空糸炭素膜の

大型プロトタイプモジュールを作製する。並行して、膜モジュールの圧力耐性及び長期安定性など

の検討を行い、実用化を目指す。また、膜モジュールを用いた空気分離試験を行い、シミュレーシ

ョン結果と比較することにより最適な分離プロセスを構築する。 

 

４．分散型エネルギーネットワーク技術の開発による CO2排出量の削減とエネルギー自給率の向上 

CO2 排出量の削減とエネルギー自給率の向上のためには、再生可能エネルギーを大量に導入して

化石エネルギーへの依存度を低下させるとともに、化石起源を含めたエネルギーの利用効率を向上さ

せることが必須である。 
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 再生可能エネルギーの多くが分散的なエネルギー源であること、また電力自由化により新たに導

入される技術の多くも分散型であることから、今後は分散型システムの重要性が増すと予想される。こ

のため、再生可能エネルギーの時間的・空間的変動と需要の調整を図るために、分散型エネルギーネ

ットワークの効率的且つ安定な運用技術に関する研究開発を実施する。また、分散型エネルギーネッ

トワークシステムの自立性とシステム効率を高めるために、再生可能エネルギーの大量導入を実現す

る技術及びエネルギー利用効率の大幅な向上をもたらす個別技術を開発する。 

 

4-(1) 分散型エネルギーの効率的な運用技術の開発 

分散型エネルギーネットワークシステムでは、自立性とシステム効率を高めるために、供給と需要の

時間的・空間的な不整合を調整する機能が不可欠である。このため、需要データベースに基づき、異

種エネルギー源を統合して最適な予測・制御を行う安定運用技術を開発する。また、エネルギー源間

の相互融通と需要及び供給の急激な変動を吸収するためのエネルギー輸送、貯蔵技術、事故時対策

技術及び高いエネルギー密度を有する可搬型エネルギー源に関する研究開発を実施する。またセキ

ュリティと容量の観点から、完全な自立システムの構築は困難なため、他システムおよび基幹電力系

統との協調運用技術を開発する。 

 

4-(1)-① 分散型エネルギー技術とエネルギーマネージメント技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ エネルギーネットワークにおいて不可欠な負荷平準化技術として、エネルギー貯蔵密度 20Wh/L 以上のキャ

パシタ及び事故時の過剰電流からシステムを守る低損失で高速応答の超電導限流器を開発するとともに、

排熱利用技術として実用レベルの変換効率 10%以上を有する熱電変換素子等を開発する。さらに、将来性の

高い新エネルギー技術の評価を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 革新的な活物質材料開発をベースに平準化電源、プラグインハイブリッド電源や高出力機器電源

への適応性検討を行う。高出力電源実現のための材料化学的基盤技術開発を進め、高性能蓄電

メカニズムの解明と高性能電極材料の創成および民間企業への技術移転を推進する。 

・ 独自方式高電界限流素子の更なる大電流容量化技術について、インダクタンスを介して並列接続

する技術を中心に検討する。 

・ 新型高出力因子材料を使ったセグメント型熱電素子を試作し、変換効率 10%の熱電素子を開発す

る。 
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【中期計画（参考）】 

・ 効率的なネットワーク運用技術として、多数の分散エネルギー源からのエネルギー供給技術や貯蔵技術、さ

らに需要側での負荷調整などネットワークの総合的制御技術、また基幹電力系統との協調運用のための技

術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 実負荷に対するエネルギー供給試験においては、継続的に計測される自然エネルギー出力や負

荷のデータに基づいて想定した自然エネルギー、分散電源、貯蔵設備等の構成比が異なる複数

のシステム条件に対して、提案する協調制御・運用法の適用を検討し、効果を評価する。同時に、

系統周波数変動を緩和するための熱負荷制御法に関する実機での検証、貯蔵装置を用いる需給

バランス制御法に関する実験室レベルの検討等を行う。 

 

4-(1)-② ユビキタスエネルギー技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 二次電池や燃料電池の飛躍的な性能向上をもたらす電極・電解質の材料関連技術を開発し、携帯情報機器

等のユビキタスデバイスのエネルギー源として求められるエネルギー密度 600Wh/L 以上の電源デバイスを

実現する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 高容量で長寿命な合金系負極を開発して、安全性の高い正極と組み合わせた次世代リチウムイ

オン電池を試作して、性能実証する。合わせて目標の600Wh/Lを実現する。正極については、鉄-

マンガン系正極材料及び金属イオウ複化合物の高容量化に取り組む。リチウム金属負極、イオン

液体電解質を組合せた二次電池について、リチウム金属デンドライトの生成の要因と抑制につい

て検討する。 

・ アンモニアボラン加水分解用非貴金属触媒について、10 回程度の繰り返し使用耐久性を確認し、

水素発生システムに適用する。また、水素貯蔵量 6.0wt%を超える新規高密度水素化物の探索の

ために、数百度-数 GPa の高温高圧水素雰囲気下でのマグネシウム系及びアルミニウム系水素

貯蔵材料の合成を検討する。また、低温 CO シフト反応触媒について、1wt%レベルまでの白金使

用量の低減につながることが期待されるナノ粒子触媒技術の効果を明らかにする。 

・ 産業廃棄物炉に実機搭載し、発電性能、耐久性を評価する。この分野での実用化を実現した後、

ガス機器、ユビキタス応用など実用化分野を広げることを目指す。そのためには熱電変換材料の

高変換効率化が不可欠である。平成 21 年度は前年までに開発しているナノ構造制御酸化物の素

子化を目指す。 
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4-(2) 小型高性能燃料電池の開発 

分散型エネルギーネットワークシステムの自立性を高める上で、高効率発電と熱供給が可能な燃料

電池は重要なエネルギー源である。固体高分子形燃料電池の技術開発は近年急激な進展を見せて

いるが、実用化のためには長寿命化と低コスト化が必要である。そこで、性能劣化現象の原因解明と

対策技術の開発、低コスト化のための材料開発を行う。また、固体酸化物形燃料電池に関しては、実

用化を図るために信頼性の向上技術及び性能を公正に評価する技術を開発するとともに、普及促進

のための規格・標準化を推進する。 

 

4-(2)-① 小型固体高分子形燃料電池の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 定置型固体高分子形燃料電池の普及促進のため、実用化に必要な4万時間の耐久性の実現を目標として、

短時間で性能劣化を効果的に評価する技術を開発するとともに、劣化の物理的機構を解明する。これに基づ

き、劣化の抑制と低コスト化のための材料開発及び構造の最適化を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ PEFC の耐久性を高めるため、新規耐酸化性触媒担体調製法を改良することにより、より高い耐

酸化性とカーボン系従来触媒（40%Pt/C）と同等の触媒活性の両立を目指す。触媒被毒物質であ

るCOを低電位で酸化できるアノード触媒の開発を行い、CO酸化電極触媒の過電圧をさらに減少

させ、50mV 以下で CO を電気化学的に酸化できる電極触媒の開発を目指す。 

・ 実時間での連続発電となる固体高分子形燃料電池の基準電池とこれまでに開発された劣化加速

試験法の電位サイクル適用の劣化加速電池の両電池を比較し劣化加速係数を推定し、電池特性

の低下と材料劣化と定量的関係からその妥当性を確認する。 

 

4-(2)-② 固体高分子形燃料電池の本格普及のための基盤研究 

 

【中期計画（参考）】 

・ 先端科学技術を利用して固体高分子形燃料電池の基幹要素材料である電解質及び電極触媒の性能の革新

的向上に繋がる基盤情報を得て、革新材料の創製に繋げる。また、燃料電池の基本機能を担う各種構成部

材間の多様な界面における物質移動現象の機構を究明しその物理限界を突破する技術の開発に繋げる。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 固体高分子形燃料電池内で起きている重要な現象を先端科学的手法から追跡し、反応ならびに

物質移動のメカニズムを詳細に解析する。その成果を直ちに実際のエンジニアリングの世界に活

用できるような内容として発信を行う。さらに、国際的な研究交流促進のためにワークショップ・セミ

ナーを開催する。 
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・ 時間分解表面増強ラマン計測法を確立し、触媒表面での電気化学反応の機構解明を試みる。ま

た、メソ孔を有するモデル担体などを用いた触媒層構築を試みるとともに、メソ孔内部に優先的に

触媒を閉じこめる技術を開発する。さらに、助触媒・担体との強い相互作用を利用した触媒の検討

などを深化させる。 

・ モデル電解質材料を用いて、物質移動現象と高次構造の関係性について明らかにし、高温・低加

湿で優れた特性を有する電解質材料の開発指針検討を促進する。また、化学的・機械的劣化要

因を特定するための評価技術を確立する。 

・ ガス拡散層の温湿度制御下における物質・熱移動について解析するとともに、100℃超での移動

特性を明らかにする。さらにガス拡散層に触媒層を塗布した拡散媒体集合体について物質・熱移

動現象を解析し、シミュレーションによるモデル計算と比較検討を行う。 

 

4-(2)-③ 固体酸化物形燃料電池の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 固体酸化物形燃料電池(SOFC)の早期商用化を目指して、液体燃料やジメチルエーテル（DME）などの多様な

燃料の利用を可能にする技術及び 10 万時間程度の長期寿命予測技術を開発する。また、普及を促進する

ために、実用サイズのセル及び1～100kW級システムを対象とした、不確かさ 1%程度の効率測定を含む性能

評価技術を確立するとともに、規格・標準化に必要な技術を開発する。さらに、SOFC から排出される CO2 の

回収及び固定に関する基盤技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ SOFC の耐久性・信頼性向上技術、寿命予測技術の開発を目指し、実機レベルのスタック・モジュ

ールの長期耐久試験を継続すると共にその劣化要因を解明し、対策を検討する。10 万時間程度

の長期寿命予測技術を開発すると共に、不純物濃度データの蓄積と、劣化機構解明のための基

礎データの集積をおこない、共通基盤化する。 

・ SOFC単位セルアッセンブリーの発電性能測定についてセル形状等が測定に与える影響について

調査するともに得られた研究結果、関連技術動向調査から規格原案の作成を行う。SOFC から排

出されるCO2の回収及び固定に関する基盤技術開発については分散型システムにも適用が可能

でかつ低コストが期待できる貯留技術のコンセプトを構築する。 

 

4-(3) 太陽光発電の大量導入を促進するための技術開発 

分散型エネルギーネットワークシステムの自立性を高める上で、資源制約のない再生可能エネルギ

ーである太陽光発電は極めて重要である。太陽光発電の大量導入を実現するためには低コスト化が

最大の課題であり、発電効率／（製造コスト＋実装コスト）を大幅に向上させる必要がある。このため、

シリコン系太陽電池については発電効率の向上を図るとともに、製造コストの低減につながる技術を

開発する。また、高効率化もしくは低コスト化の点で有望な非シリコン系太陽電池の技術開発を行う。
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さらに、大量導入を促進するために、生産規模拡大を支える性能評価技術を確立する。 

 

4-(3)-① 太陽光発電の高効率化と大量導入支援技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 異なるバンドギャップを有する薄膜を組み合わせる積層デバイス技術を開発し、効率 15%を達成する。またシ

リコンの使用量を低減するために、厚さ 50μmの基板を用いる極薄太陽電池の製造技術を開発し、効率 20%

を実現する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 3 接合型太陽電池の最適化を図り、中期目標に向けた研究を加速する。2m のマイクロ波プラズマ

源を用い、製膜速度 2.5nm/s 以上、膜厚不均一性 10%以下の条件において得られた微結晶シリコ

ン膜中の不純物濃度を 1018cm-3台まで低減し高品質化を図る。 

・ 薄型結晶シリコン太陽電池の作成プロセスの高度化を図り、第2期中間目標達成である変換効率

20%を実現する。 

・ フレキシブル基材を用いたアモルファスシリコン太陽電池の長寿命化・信頼性向上のため、使用す

る基材のバリア性能を向上させるとともに、加速劣化試験等により太陽電池に適した基材を選別

する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 出力の高電圧化によりシステム効率を高める化合物系太陽電池技術を開発して理論限界に近い効率 19%を

達成する。また印刷プロセス等の簡易な製造方法の導入により低価格化が期待できる有機材料等の新材料

太陽電池を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 小面積の CIGS 太陽電池において、変換効率 19%以上を実現するための技術を開発する。また、

10cm 角集積型 CIGS サブモジュールの性能を向上し、変換効率 16%以上を実現するための技術

開発を行う。 

・ 有機半導体材料の探索と最適化、および新構造セルの改良を行い、変換効率と耐久性の向上を

目指す。また、有機薄膜太陽電池のモジュール実現に必要となる大面積化、高効率化のための要

素技術の確立を行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 大量導入の基盤となる工業標準化のため、新型太陽電池の研究開発の進展に応じて、太陽光スペクトル、

温度及び時間特性等を考慮した高度な性能・信頼性評価技術を開発し、基準セル・モジュールを製造メーカ

等に供給する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 新型太陽電池の研究開発の進展に応じた新型太陽電池評価技術の開発を行い、スペクトル、温

度及び時間特性等を考慮した高度な性能評価技術を確立すると共に、評価の基本となる基準セ

ルを供給実施し、基準モジュール供給体制整備を完了する。100GW レベルの大量導入のための

技術的基盤となる発電量推定・予測技術および評価診断解析・最適化設計技術を開発すると共に、

30 年以上の長期信頼性評価のための新加速試験法を開発する。 

 

4-(3)-② 革新的太陽エネルギー利用技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 低コストな太陽電池として期待される色素増感太陽電池について、増感色素、半導体電極及び電解液などの

改良による高性能化を図り、2010年に変換効率 12%を実現し、2020年の目標である変換効率 15%を目指す。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 高性能色素の開発を行うとともに、飛躍的な効率向上が期待できるタンデム構造色素増感太陽電

池の要素技術として、電極、電解質、透明対極の改良を行う。特に、近赤外光を利用できる色素、

電極等について開発を行い、2010 年に変換効率 12%の実現を目指す。 

 

4-(4) 水素エネルギー利用基盤技術と化石燃料のクリーン化技術の開発 

分散型エネルギーネットワークシステムの自立性を高めるためには、再生可能エネルギー供給と需

要の時間的・空間的な不整合を補完するエネルギー技術が不可欠であり、燃料電池等の分散電源や

化石エネルギーの高効率利用技術をシステムに組み込む必要がある。特に、燃料電池等による水素

エネルギー利用を促進するために、高効率な水素製造技術及び水素貯蔵技術を開発する。また、当

面の一次エネルギー供給の主役として期待される化石起源の燃料を有効に利用するとともに、使用時

の CO2発生量を低減させるため、燃料の低炭素化技術、各種転換プロセスの高効率化技術及び硫黄

分や灰分を極小化したクリーン燃料の製造・利用技術を開発する。 

 

4-(4)-① 水素製造及び貯蔵技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 燃料電池自動車用タンクに必要とされる貯蔵密度 5.5 重量%を目標とした水素貯蔵材料を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ X 線および中性子回折法、陽電子消滅法、TEM 法などを用いて産総研で創製した材料の評価・解

析を行い、水素吸蔵・放出特性と構造との相関を見出す。高圧ハイブリッドタンクに適した
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Ti-V-Mn 系合金の開発を継続して進める。 

 

【中期計画（参考）】 

・ CO2 排出が無い高効率な水素製造法として、固体酸化物を用いた高温水蒸気（700～850℃）の電解技術を

開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 動作温度 800℃以下、最大水素発生量 500sccm 程度の電解セル・スタックを試作しその性能を解

析評価して、実システムの性能を予測するとともに、試験したセルの解体調査等を実施し、本格開

発時の技術課題を明確化する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 水を直接分解して水素を製造する光触媒・光電極プロセスの効率向上に向けた光電気化学反応に関する基

盤技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 水素製造用光触媒の研究において、自動半導体探索システムを用いてこれまでに見出した電荷

分離効率の高い新規半導体材料に関して、光触媒や光電極としての応用および最適化を試みる。

光触媒ー電解ハイブリッドシステムについては、最適化する光触媒および助触媒の種類や担持手

法をさらに改良し、量子収率の向上および可視光利用範囲の拡大を試みる。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 水素貯蔵材料及び高圧水素等の爆発に対する安全データの整備を行うとともに、安全確保技術の開発を行

い、安全関連法規類の制定・改正に資する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ (平成 18 年度までに終了) 

 

4-(4)-② メタンハイドレート資源技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ メタンハイドレート資源の有効利用のため、日本近海のメタンハイドレート分布の詳細調査と資源量の評価を

行う。 

 

《平成 2１年度計画》 

・ これまでに取得した海底堆積物のメタン生成活性に関する情報を総括し、前弧海盆域におけるメ
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タン生成速度の深度分布を評価するとともに、その結果をメタンハイドレート形成モデルに導入し、

数値計算によってモデルの有効性を検証する。 

・ 南海トラフのハイドレート分布域の地質構造、熱的構造と構造発達史を明らかにし、燃料資源ポテ

ンシャル評価のための情報として地質構造・地史を復元する。直江津沖では、海底表層部のハイ

ドレートの地質特性を考慮した資源ポテンシャル評価手法を検討し評価を試みる。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ 採収プロセスを室内で再現する実験技術を開発するとともに、出砂率評価法、水生産率評価法及び圧密・浸

透率同時解析法等の生産挙動を評価する新たな基盤技術を開発する。 

 

《平成 2１年度計画》 

・ メタンハイドレート貯留層の浸透率を解析する新たな浸透率評価法、生産障害現象のモデル化な

ど生産挙動を評価する新たな基盤技術を開発し、これまで開発したメタンハイドレート資源の「原

位置条件における基礎物性・分解特性解析技術基盤」を完成し、「メタンハイドレート貯留層特性・

生産特性評価基盤技術集」としてまとめる。 

・ 減圧生産における出砂、メタンハイドレート再生成、スキン形成および細粒砂蓄積による生産障害

について、それらの生産挙動をモデル化し、「メタンハイドレート資源生産挙動解析基盤技術集」と

してまとめる。 

・ コア試験から実フィールドにおける産出試験へのスケールアップを行うため、室内産出試験設備

の有効性について検討し、必要によりその基本設計を実施する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ メタンハイドレートの分解・採取手法について、温度・圧力条件が生産速度や回収率等に与える効果を評価

するとともに、生産予測のためのシミュレーションソフトウェアを開発する。 

 

《平成 2１年度計画》 

・ 第 2回第 2冬陸上産出試験の結果検証を進め、信頼性の高いメタンハイドレート資源開発専用の

生産シミュレータおよび地層圧密変形シミュレータを完成させる。また、これらのシミュレータを用い

て、今後実施する陸上産出試験や海洋産出試験の生産条件と生産性および地層変形について感

度分析を行い、その安定生産性について事前評価する。 

・ 構築した 3 次元貯留層モデルを使用して、海洋産出試験における高速に生産性･生産挙動を評価

するシミュレーション最適条件を開発する。 

・ 地層変形解析において、塑性変形解析を高速で演算可能な構成式を開発し、現場試験予定地域

における貯留層内の変形や応力分布について評価する。 
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【中期計画（参考）】 

・ 液化天然ガス輸送に比較し 10%近い省エネルギー化が見込める、ガスハイドレートの高密度ガス包蔵性及び

ガス選択性を利用した新たな輸送方法の基盤技術を開発するため、ガスハイドレート結晶におけるガス貯蔵

密度の増大及びガス分離効率の増大等のメカニズムを解明し、これを制御する技術を開発する。また、ガス

ハイドレートの生成・分解機構を解明し、低圧化での生成技術を開発する。 

 

《平成 2１年度計画》 

・ 『ガスハイドレート産業技術創出イノベーション』の参加企業・大学との共同研究によって、ガスハ

イドレートによる天然ガス貯蔵の実証研究を行い、液化天然ガスによる貯蔵との比較検討により、

その省エネルギー技術としての評価を行う。 

 

4-(4)-③ クリーン燃料製造技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 従来の1200～1500℃より低温の500～700℃で炭化水素から水素を製造する技術を開発し、CO2回収エネル

ギーを含めた転換効率を従来の 65%から 75%以上へ向上させる。またガソリンから水素製造を行うための長

寿命、低温改質触媒を開発する。 

 

《平成 2１年度計画》 

・ （平成 20 年度で終了） 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ 石炭火力発電システムの課題である灰処理設備を不要化できる無灰炭を、従来不可能であった低品位炭か

ら製造する技術を開発する。特に多くの炭種に対応できる溶剤抽出技術について、抽出率を向上させる技術

の開発を行い、経済性効果と CO2排出削減効果が顕在化する 60%以上の抽出率を達成する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 低品位炭から製造した無灰炭の構造と性状を調べ、抽出条件の違いによる低品位炭の改質効果

を明らかにする。その性状に応じた最適な用途技術についてまとめる。 

・ 非微粘結炭 50%以上の低品質配合条件において、原料炭代替として無灰炭を添加することにより、

既存のコークス強度および反応性を上回る製造条件と配合条件を探索する。 

・ 半連続式触媒装置を用いた無灰炭の水蒸気ガス化試験により、水素と二酸化炭素の収率が併せ

て 98%以上となる連続運転での反応条件を決定する。 
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【中期計画（参考）】 

・ 未利用重質油から軽質油を製造する効率を、従来の 80%から 90%以上に向上させる製造プロセスを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 触媒の改良と分解温度の最適化検討により、オイルサンドビチューメンから 90%以上の効率で軽

質留分を回収することを実現する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 石油系輸送用燃料の硫黄濃度を、今後施行される規制値 10ppm 以下に低減する触媒技術の実用化開発を

行うと共に、さらに進んだ 1ppm 以下に低減するゼロサルファー化や低アロマ化のための触媒技術を開発す

る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 軽油の超低硫黄化用脱硫触媒（S<10ppm)の製品化と製油所における実用化を目指す。軽油の

S<1ppm化では、軽油一段処理用の脱硫触媒技術と、低アロマ性の燃料製造も可能にする二段処

理用の触媒組み合わせ技術を構築する。更に、燃料油の低アロマ化用に開発した触媒技術のバ

イオ燃料製造への展開も図る。 

 

4-(4)-④ クリーン燃料利用技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 石油代替燃料であるジメチルエーテル（DME）を利用して公道走行が可能な自動車を 10 台規模で製作し、自

治体を中心としたフリート走行試験により普及に向けた実証を進める。また、天然ガス液状化油（GTL）を燃料

とするエンジンについて、排気ガスデータ等の特性を取得し、更なる低公害化のための燃料組成の指針を定

め、市場への導入普及を進める。さらに、バイオディーゼル燃料（BDF）の軽油に関する品質確保法の改正に

資するデータの取得・提供を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ ジメチルエーテル（DME）燃料の標準化に向け、DME 燃料中の不純物や添加剤がエンジンデバイ

スの部材の摩耗や耐久性に及ぼす影響を評価する。ISO 当該委員会の議論に参加していく。 

・ ジメチルエーテル（DME）の普及に向けて、小型 DME トラックの走行試験を継続し、耐久性評価等

の実証をすすめる。 

・ 新潟や栃木、神奈川等、地域におけるDME燃料利用促進及び実証試験に関する取り組みに協力

し、ジメチルエーテル（DME）燃料利用に関する各種実証研究開発を行う。 

・ バイオマス由来の新燃料について、製造、利用、普及の観点から現状および将来展望を調査する。
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また、東アジアサミットのバイオ燃料の規格化推進に対して、流通に関わる技術や市場における

品質管理方法等をワーキンググループの実施や調査・研究等によりまとめる。 

・ 産業用エンジンに高圧噴射が可能な蓄圧式燃料噴射系を装備し、国内軽油及び高濃度バイオデ

ィーゼル燃料（パーム油メチルエステル)の排出ガス特性を把握する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 新長期規制後に導入が見込まれる新たなディーゼル車排ガス規制に対応したエンジン燃焼技術を開発する

とともに、窒素酸化物及び粒子状物質を除去するための触媒システムを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 単気筒試験エンジンにおいて、過渡運転時の燃焼改良策（内部 EGR、過給等）を検討する。

（EGR：排ガス再循環．排ガスの一部を吸気に戻しエンジン燃焼温度低減による窒素酸化物

（NOx）排出量の低減を目的とする手法） 

・ 規制強化が予定されているディーゼル特殊自動車排出ガス浄化のための後処理触媒技術として、

軽油等の燃料を還元剤とする NO選択還元触媒の検討を行う。 

・ 規制強化が予定されているディーゼル特殊自動車向けのディーゼルパティキュレートフィルタ

（DPF）機能を兼ね備えた熱回収型コンバータの検討を行う。 

 

５．バイオマスエネルギーの開発による地球温暖化防止への貢献 

CO2 排出の大半が化石エネルギー起源であることから、地球温暖化を防止する上では再生可能エ

ネルギーの大量導入により、化石エネルギーへの依存度を低下させることが必須である。こうしたなか

で、バイオマスのエネルギー利用は京都議定書上 CO2 排出量がゼロと評価されていることから、その

積極的導入が求められている。このため、国内の木質系バイオマスを高効率でエネルギー転換する技

術を開発するとともに、バイオマスの市場導入を促進するために必要となる多種多様なバイオマス種

に最適な利用システム構築のための評価技術を開発する。 

 

5-(1) 木質系バイオマスからの液体燃料製造技術の開発 

CO2 固定能の高い木質系バイオマスのエネルギー利用においては、先行している直接燃焼による

発電や熱利用では規模が小さいため熱効率が低く、バイオマスが有する化学エネルギーを有効に利

用できない。そこで木質系バイオマスを付加価値の高い化学エネルギーである液体燃料等に転換する

ため、高効率かつ低環境負荷を実現するガス化技術、発酵技術及び液体燃料製造技術を開発する。 

 

5-(1)-① 木質系バイオマスからの液体燃料製造技術の開発 
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【中期計画（参考）】 

・ 製材あるいは間伐材等の木質系バイオマスで 95%以上、農業廃棄物や建築廃材等の廃棄物系バイオマスで

90%以上のガス化率で、合成ガス（一酸化炭素＋水素等）を製造するプロセスを開発する。また、生成ガスの

精製やガス比調整により得られるサルファーフリーの合成ガスから軽油等の運輸用燃料を製造するための

触媒技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ パーム空房(EFB)を前処理することで、副生成物発生量削減及びガス化率向上（90%以上）を試み

る。同時にフィッシャートロプシュ(FT)合成に適した組成ガス生成条件を明らかにする。 

・ 脱硫剤を実際のガス化実験に利用した一貫した実験を行う。 

・ 脱硫剤を実際のガス化実験に利用することで、ガス化-脱硫-メタン改質の一貫した実験を行う。 

・ フィッシャートロプシュ(FT)反応用ルテニウム系触媒について、シリカ系担体の可能性と、FT 触媒

と水素化分解触媒を用いる２段法の可能性を固定床により検討する。また、ルテニウム系触媒に

よる FT 反応について最適触媒と反応条件を提案する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 含水率の高い生ごみ等の廃棄物系バイオマスから水素とメタンを得る発酵技術において、微生物の担体保

持方法や配合調整法等の開発を行い、エネルギー回収率が実用化レベルである 55%以上の発酵プロセスを

開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ （平成 19 年度で終了） 

 

5-(2) バイオマス利用最適化のための環境・エネルギー評価技術の開発 

多種多様なバイオマス資源の利用を推進し、市場導入を促進するために、バイオマスの賦存状況や

材料特性に関するデータベースを構築するとともに、バイオマス利用統合プロセスシミュレーション技

術を開発する。 

 

5-(2)-① バイオマス利用最適化のための環境・エネルギー評価技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ バイオマス利用技術の経済性と環境負荷を評価するために、システムシミュレーションに基づく総合的なプロ

セス評価技術及び最適化支援を行う技術を開発する。また、バイオマスの利用促進を図るため、バイオマス

利用形態とその環境適合性及び経済性に関するデータベースを構築する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 実証試験を通して、システムシミュレーションの精緻化を行う。また、バイオマス利用形態とその環

境適合性及び経済性に関するデータベースの構築を進めるとともに、経済性、環境性だけでなく

社会性の評価軸での分析に着手する。 

 

６．省エネルギー技術開発による CO2排出の抑制 

CO2排出の大半がエネルギー起源であることから、CO2排出量の削減のために各需要部門における

省エネルギー技術の開発が強く求められている。このため、民生部門では、種々のパワーエレクトロニ

クス機器の電力損失を大幅に低減できる省電力型パワーデバイス技術、分散型エネルギーネットワー

クの高効率運用によりエネルギー使用を最適化する技術、住環境を快適に保ちつつ省エネルギーを

図る建築部材の開発及び電子機器の省電力技術を開発する。産業部門では、省エネルギー化学プロ

セス及び省エネルギー型環境浄化技術を開発する。運輸部門では、輸送機器の軽量化による省エネ

ルギー技術を開発する。 

 

6-(1) 省電力型パワーデバイスの開発 

エネルギー消費が電力の形で使用される割合が益々増加していることから、多くの場所で電力変換

器に使用されているパワーエレクトロニクス機器の低損失化が不可欠である。現状のパワー素子では、

シリコンの半導体特性から損失の低減には限界がある。このため、物理特性から大幅な低損失化が

見込める、炭化ケイ素や窒化ガリウムなどの材料を用いた省電力型パワーデバイスの基盤技術を開

発する。 

 

6-(1)-① 省電力型パワーデバイスの開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 炭化ケイ素や窒化ガリウムなどの材料を用いたパワーデバイスに関して、これまでに開発した世界最高水準

の素子技術を発展させ、現状のシリコンを用いた素子に比べて損失を 1/3 に低減した電力変換器のプロトタ

イプを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 大電流容量と高信頼性が得られる高品質炭化ケイ素(SiC)ウェハーと最高レベルの SiC 素子化技

術を用いて、現状のシリコン(Si)素子を用いたものに比べて損失 1/3 の電力変換器性能を実証す

る。 

 

6-(2) 省エネルギー化学プロセス技術及び環境浄化技術の開発 

産業部門のエネルギー消費の約30%を占める化学産業の省エネルギー化はCO2排出削減に大きな

効果が期待される。このため、各種化学プロセスの省エネルギー化を実現するとともに、環境浄化やリ
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サイクルなどの静脈産業における省エネルギー化を実現する。化学プロセスの省エネルギー化につい

ては、高効率な熱交換技術、蒸留技術、熱利用技術及び漂白技術を開発する。また、環境浄化及びリ

サイクルについては、投入エネルギーの低減を図るため、高効率大気浄化技術及び省エネルギー型

の水処理技術を開発するとともに、金属の回収及び高純度化再生の省エネルギー化技術を開発す

る。 

 

6-(2)-① 産業部門消費エネルギー低減のための化学技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 産業用空調機器の消費エネルギー低減のため、水蒸気脱着温度を従来の 100℃以上から 50℃程度に引き

下げることを可能とするデシカント空調機用ナノポア材料を量産する技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ (平成 18 年度までに終了) 

 

【中期計画（参考）】 

・ 省エネルギー型蒸留プロセスのために、従来比 30%以上の消費エネルギー削減が可能な内部熱交換式蒸留

塔(HIDiC)を実用化する技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ HIDiC（内部熱交換式蒸留塔）パイロットプラントの技術及び実績に基づく新規プラントの調査研究

を、ユーザー企業及びメーカー企業と共に実施する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 物質生産とエネルギー変換を同時に行うコプロダクション技術を導入した高効率な化学製造プロセスを解析・

評価するソフトウェアを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ コプロダクションシステム評価ソフトウエアの商用化に向けたさらなる機能強化を行い、実際の問

題に適用する。また、大規模実プロセスへの適用、 非線形大域最適化、多目的最適化への対応

等を検討する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 漂白プロセスの消費エネルギーを 20%以上低減できる綿布の光漂白技術を開発するとともに、他の材質の布

及びパルプ等に適用範囲を拡大する技術を開発する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 混紡より分離したセルロースの有効利用法について検討する。 

 

6-(2)-② 気体分離膜を利用した省エネルギー型気体製造プロセス技術の開発 （Ⅳ．3-(3)-①を再

掲） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 99.9%以上の高純度水素の高効率な製造プロセスの開発を目的として、常温から 600℃までの広い温度領域

で安定性を持つパラジウム系薄膜を開発し、これを用いて水素分離システムの実用型モジュールを開発する。

また、安価な無機材料や非貴金属材料を用いた水素分離用非パラジウム膜の開発及びプロトタイプモジュー

ルを作製する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ パラジウム-銀-金の三元合金による水素分離膜の大型化をはかり、企業と共同して改質ガスから

の水素膜分離システムのプロトタイプモジュールを作製する。 

・ 非パラジウムアモルファス合金膜そのものが有する透過係数を調べ、本来の性能が発揮できない

原因を明らかにする。その結果を基に、透過流速で4ml/cm2minの透過速度を有するアモルファス

合金膜を開発する。 

・ パラジウム自立薄膜を複数枚用いたオールメタル膜モジュールの基本特性並びに 1000 時間程度

以上の長期耐久性試験を行い、改善要因を究明し解決するとともに、これら膜モジュールを組み

込んだ出口水素量 1Nm3/h 級の高純度水素精製装置を試作する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 空気からの高効率型の酸素製造プロセス用として、現状の市販高分子膜の 2 倍のプロダクト率（酸素透過率

×酸素濃度）を達成できる膜を開発してプロトタイプモジュールを作製する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 中空糸炭素膜の大型プロトタイプモジュールを作製する。並行して、膜モジュールの圧力耐性及び

長期安定性などの検討を行い、実用化を目指す。また、膜モジュールを用いた空気分離試験を行

い、シミュレーション結果と比較することにより最適な分離プロセスを構築する。 

 

6-(2)-③ 環境汚染物質処理技術の開発 (Ⅳ．1-(4)-①を一部再掲) 
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【中期計画（参考）】 

・ 揮発性有機化合物（VOC）の小規模発生源を対象とし、有害な2次副生物を発生することなく従来比2倍以上

の電力効率で数 100ppm 濃度の VOC の分解が可能な触媒法や低温プラズマ法を開発するとともに、高沸点

や水溶性の VOC を吸着回収することが可能な新規吸着法等の処理プロセスを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ オゾン分解触媒の開発に関しては、新規触媒の探索を行うと同時に、その活用法についても検討

を行う。プラズマ法では、プラズマ下での触媒表面の挙動を解明し、電力効率の目標値達成を目

指す。吸着回収では通電加熱方式や高周波誘導加熱方式の実装置化のための共同研究を実施

するとともに、真空スイング吸着回収装置プロトタイプの完成をめざす。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 水中の難分解性化学物質等の処理において、オゾン分解併用型生物処理法など、従来法に比べて 40%の省

エネルギーを達成する省エネ型水処理技術を開発する。また、再生水の有効利用のため、分離膜を組み入

れた小規模浄化プロセスを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ オゾン分解併用型生物処理法の普及では、普及先のベトナム染色工場でのオゾン処理と生物処

理の 2m3/d 規模の連続装置での現場試験の結果を踏まえ、当該工場以外の現場廃水への応用

性を検討する。有機化合物で汚染された水を浄化する実験室レベルの連続処理プロセスを組み

立て、性能を評価する。 

 

6-(2)-④ 都市域における分散型リサイクル技術の開発 (Ⅳ．1-(4)-②を再掲) 

 

【中期計画（参考）】 

・ 都市において多量に発生する廃小型電子機器等の分散型リサイクル技術として、再生金属純度を 1 桁向上

しつつ50%以上省エネルギー化する金属再生技術を開発するとともに、20%以上の省エネルギー化と50%以上

の再利用率を達成するプラスチック再生技術を開発する。同時に、分散型リサイクル技術の社会的受容性を

評価する技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 携帯電話等のプリント基板から取り外した部品、コネクタ等を対象とした粉砕時におけるレアメタル、

貴金属類の挙動と最適粉砕条件を明らかにし、物理的選別手段による一次濃縮を実現する上で

最適な選択粉砕プロセスを構築するための指針を確立する。また、多成分同時分離技術開発で

は、僅かな比重差での分離を達成させるため、粒子を放出するノズルの改良を行うとともに、改良
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装置の比重分離限界を明らかにする。 

・ アミド含有 3 級アミンによるロジウム抽出機構を調べ、抽出率および他の貴金属からの分離性向

上を図る。連続運転に適した簡易型プロセスについて、再生金属の純度を従来よりも 1 桁向上さ

せ、かつ 50%以上の省エネルギー化が可能な操作条件を見出す。希土類回収の新プロセスにつ

いて、試作装置を用いて分離性を評価する。 

・ プラスチック系廃棄物について、開発開始時の 20%以上の省エネルギー化と 50%以上の再利用率

を達成する。アルミ箔複合フィルムから樹脂成分の分離システムの開発を行う。また、各種資源化

手法について、経済性や環境負荷の評価基準を検討する。エポキシ樹脂中の臭素系難燃剤を温

和な条件下で分離抽出するための装置を試作する。また、エポキシ樹脂をバイオマスから製造し

たタールに可溶化するための最適運転条件を検討する。さらにバイオマスあるいはプラスチックを

直接溶融塩共存下で水蒸気と反応させ、反応条件と生成物組成との関係を明らかにする。 

・ 分散型リサイクルシステムの”見える化”の一環として、茨城県との協力のもとで提案している”茨

城モデル”における適切な技術・システムの社会受容性評価を具体化し、推進していく。また、関

西地区、北九州地区での取り組みについても、昨年度の成果を発展させ、より高度な循環型社会

構築に向けた分散型リサイクルシステムの具体像を作成する。 

・ 希土類磁石リサイクルに関し、選択酸浸出における溶解機構を明らかにし、また溶媒抽出法にお

けるモデル化を行う。蛍光体リサイクル・再利用のための処理方法に関して、廃蛍光体の再生処

理後の輝度値等の評価を、新品または新品との種々の混合比状態とで比較して行い、再利用性

について調査する。 

 

6-(3) 分散型エネルギーネットワークにおける省エネルギーシステムの開発 (Ⅳ．4-(1)を一部再掲) 

分散型エネルギーネットワークシステムでは、自立性とシステム効率を高めるために、供給と需要の

時間的・空間的な不整合を調整する機能が不可欠である。このため、需要データベースに基づき、異

種エネルギー源を統合して最適な予測・制御を行う安定運用技術を開発する。 

 

6-(3)-① 分散型エネルギーネットワークにおける省エネルギーシステムの開発 (Ⅳ．4-(1)-①を一部

再掲) 

 

【中期計画（参考）】 

・ 排熱利用技術として実用レベルの変換効率 10%以上を有する熱電変換素子等を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 新型高出力因子材料を使ったセグメント型熱電素子を試作し、変換効率 10%の熱電素子を開発す

る。新材料の候補として高い熱電特性が期待できる鉄系層状物質の開発を行う。ナノ空間を利用

することで、硫化物熱電材料の性能を向上させる。薄膜材料に関して、デバイスを試作して性能を

評価する。 
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【中期計画（参考）】 

・ 効率的なネットワーク運用技術として、多数の分散エネルギー源からのエネルギー供給技術や貯蔵技術、さ

らに需要側での負荷調整などネットワークの総合的制御技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 実負荷に対するエネルギー供給試験で継続的に計測される自然エネルギー出力や負荷のデータ

に基づいて想定した、自然エネルギー、分散電源、貯蔵設備等の構成比が異なる複数のシステム

条件にたいして、提案する協調制御・運用法の適用を検討し、効果を評価する。同時に、系統周波

数変動を緩和するための熱負荷制御法に関する実機での検証、貯蔵装置を用いる需給バランス

制御法に関する実験室レベルの検討等を行う。 

 

6-(4) 輸送機器及び住居から発生する CO2の削減のための機能部材の開発 (Ⅲ．3 を再掲 ) 

製造業以外で大きな排出源である輸送機器と住居からの CO2排出の削減に材料技術から取り組む

ため、軽量合金部材の耐熱性向上と大型化する技術を開発しエンジンと車体の軽量化を実現し、また、

高断熱等の機能化建築部材に関する研究開発を行うことにより、建築物の居住性を損なわずにエネ

ルギーの消費低減に貢献する。 

 

6-(4)-① 耐熱性軽量合金の開発 (Ⅲ．3-(1)-①を再掲) 

 

【中期計画（参考）】 

・ 軽量金属材料のエンジン部品を実現するため、鋳鍛造部材の製造技術に必要な耐熱合金設計、連続鋳造

技術、セミソリッドプロセスによる高品質部材化技術、接合技術及び耐食性向上のためのコーティング技術を

開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 新開発Mg合金の耐熱性をより高めるための凝固組織制御を行い、200℃での耐熱強度が既存の

耐熱 Al 合金（AC8A）に匹敵する合金の開発を行う。また、耐熱 Mg 合金の高度に組織制御された

高品位ビレットを製造するための連続鋳造技術を開発する。さらに、耐熱Mg合金の高品質部材化

を達成するセミソリッドプロセス技術を確立する。 

 

6-(4)-② 高加工性軽量合金素形材の開発 (Ⅲ．3-(2)-①を再掲) 
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【中期計画（参考）】 

・ 車体用の軽量金属材料を用いた大型構造部材を製造するために必要な連続鋳造技術、冷間塑性加工プロ

セスによる部材化技術、集合組織制御による面内異方性を低減する圧延薄板製造技術、接合技術及び耐食

性向上のためのコーティング技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 耐熱Ｍｇ合金の高度に組織制御された高品位ビレットを製造するための連続鋳造技術を開発する。

冷間成形性に優れたMg合金圧延材の開発、及び高温圧延がMg合金の集合組織形成に及ぼす

影響について調査を行い、高強度化、低コスト化を目指す。高信頼性 Mg 合金鍛造部材創製のた

めの最適プロセス条件を探索する。摩擦撹拌異種接合において接合強度を向上させる技術を開

発する。新規のTIG溶接用溶加材を開発し、溶接継手効率の向上を目指す。汎用Mg合金（AZ31)

用 Si 含有ダイヤモンド状炭素（DLC）膜の耐食性の向上被膜作製条件を確立する。 

 

6-(4)-③ 省エネルギー型建築部材の開発 (Ⅲ．3-(3)-①を再掲) 

 

【中期計画（参考）】 

・ 建築物の空調エネルギーを 10%削減するための調光ガラス、木質サッシ、調湿壁、透明断熱材、セラミックス

壁及び照明材料等の各種部材の開発及び低コスト化を行う。また、熱収支シミュレーション等を駆使してその

省エネルギー効果を検証する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 調光ミラー窓ガラスについては、省エネルギー性能を更に高める技術の検討を行う。サーモクロミ

ックガラスについては、安価大面積成膜技術の確立を目指す。木質材料では、引き続き温度、含

水率の変化速度が物性に及ぼす影響を調査し、得られた知見を薬液含浸や圧縮変形理論に反映

させ、木製サッシ普及に必要な物性及び信頼性の基礎データを蓄積する。調湿材料系では、開発

新規吸着材等の調湿材料への部材化を検討し、その省エネルギー性能等の評価を行う。廃棄物

リサイクル保水建材では、実証試験と実用化試験を継続するとともに、部材の高性能化を図る。 

・ 蛍光ガラスを利用した平面光源について、実用化デバイス開発への連携先を見出す。蓄光材料に

ついては、組成探索を行うとともに、従来型の蓄光材料とガラスの複合化手法を含めて今後必要

となる開発要素を明らかにする。 

 

6-(5) 電子機器を低消費電力化するデバイス技術の開発 (Ⅱ．2-(3)を一部再掲) 

モバイル情報機器及びロボットに搭載される CPU や入出力デバイスの機能向上とバッテリーによる

長時間駆動を目指し、新デバイス構造を用いた集積回路の性能向上と低消費電力性を両立させる技

術及び強磁性体や強誘電体等の半導体以外の材料を用いた新デバイス技術の研究開発を行う。 
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6-(5)-① 低消費電力システムデバイス技術の開発 (Ⅱ．2-(3)-②を再掲) 

 

【中期計画（参考）】 

・ ユビキタス情報ネットワークの中核となる、低消費電力性と高速性を両立した集積回路の実現を目指して、回

路機能に応じたデバイス特性の動的制御が可能となるダブルゲート構造等を利用した新規半導体デバイス

及び強磁性体や強誘電体等の不揮発性を固有の物性として持つ材料を取り込んだ新規不揮発性デバイスを

開発する。併せて、これら低消費電力デバイスをシステム応用するのに不可欠な集積化技術に取り組み、材

料技術、集積プロセス技術、計測解析技術及び設計技術並びにアーキテクチャ技術等を総合的に開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 小規模版の動作検証の後に、改良版Flex Power FPGA試作チップの大規模版を開発し、並行して

開発する専用配置配線プログラムとの連携により実用動作を実証するとともに、３次元構造への

拡張を検討する。モジュール化機能を活用し、XMOS デバイスモデルの実用性をダブルゲートトラ

ンジスタの国際標準コンパクトモデルと同程度に高める。 

・ 大容量不揮発メモリ・スピン RAM の実現を目指して、垂直磁化磁気トンネル接合(MTJ)素子のさら

なる高性能化を実現する。高スピン偏極率を持つ界面偏極材料を用いることにより、垂直磁化

MTJ 素子において高磁気抵抗(MR)比を実現する。また、MgO-TMR 素子のマイクロ波発振の物理

機構を解明し、Q 値の向上と発振周波数制御を目指す。さらに、MgO-TMR 素子を用いて負性抵

抗機能や電力増幅機能などの新機能を実証する。 

・ FeFET 微細化のため自己整合ゲート技術の開発を行う。適切な加工方法、側壁材料を選択し、エ

ッチング角 80 度以上を目指す。不揮発論理回路では、順序回路の主役であるフリップフロップを

作製し、不揮発性能を評価する。FeFETによるNANDフラッシュメモリの研究を進め、1kビット以上

のアレイを試作し、その動作を評価する。 

・ 全金属自己検出型プローブ顕微鏡による不純物分布計測等の計測解析技術の開発に関しては、

最終開発年度として、最終目標空間分解能（約 2 nm)の達成を目指すとともに、定量マッピング手

法等の重点項目の開発を実施する。また、既開発分の評価計測技術の実評価への適用について

は、平成 20 年度と同様に実施し、産総研内外の研究開発推進に寄与する。 

・ 次世代半導体集積回路の作製技術高度化を目指し、極微細 XMOS 作製プロセスの構築と、特性

ばらつきに関する知見集積を行う。また、大規模フレキシブルパスゲート SRAM(Flex-PG-SRAM)

セル群の試作を行い、特性ばらつきの統計評価により、当該 SRAM の優位性を明確化する。さら

に、シミュレーション技術を用いて、周辺回路も含めた Flex-PG-SRAM回路性能の検討も行う。 

 

Ⅴ．産業基盤を構築する横断技術としての計測評価技術の研究開発 

計測評価技術は、研究開発、産業活動といった技術を用いた諸活動を行う上での社会の基盤であ

り、優れた計測・評価技術なくして技術に関連する活動の円滑な実施は行い得ない。こうした認識に則
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り、①先端的な計測・分析機器や計測評価方法の開発と社会での導入実施に不可欠となる標準化や

標準試料の提供、②産業技術の基盤となるデータベースや社会の安全・安心に関するデータベースの

構築を行う。これにより、産業振興を牽引する新たな知見の獲得や産業技術の信頼性向上につながる

共通の基盤技術としての計測評価技術を提供する。 

 

１．計測評価技術の開発と知的基盤構築の推進 

様々な顕微鏡の開発によりナノテクノロジー等の新たな技術分野が生まれたように、先端的な計測・

分析機器は広汎な技術、産業分野に展開できる基盤的特性を有している。こうした基盤の構築を行う

との観点から、産業分野を先導する先端的な計測・分析機器の開発と産業技術の信頼性を向上させ

る評価解析技術の開発を行う。また、新技術や新製品が国内外の市場を確保するためには、機能の

優位性や製品の安全性、信頼性が技術的に確保されていることが必要であることから、製品の機能や

特性等を評価する計測技術を開発し、試験評価方法の形で提供するとともにその標準化に貢献する。 

 

1-(1) 先端的な計測・分析機器の開発 

ナノテクノロジー等における先端的な計測・分析機器の開発においては、ナノメートル領域の物質や

欠陥等を高感度かつ高精度に検出する技術や物質の挙動を可視化する技術の開発が必要とされて

いる。そのために、①反応性の高い状態にある原子・分子やイオンを用いた新たなツールを開発して

ナノメートル領域の計測や分析を可能にする技術、②新たな光・量子源の開発や高輝度化・マイクロビ

ーム化により局所領域の物質の挙動を可視化する技術等の開発を行う。さらに、①、②の技術に関し

て標準化に貢献する。また、装置等の動作状況の把握や稼働条件の最適化を図るために、実環境下

で計測可能な機器の開発が必要とされており、実環境下で動作する圧力や応力等のセンサの開発と

それを利用した計測技術の開発を行う。 

 

1-(1)-① 反応性の高い状態にある原子・分子の計測・制御技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 90%以上の超高濃度の酸化活性なオゾンを精密に制御して、10nm以下の薄いSiO2膜を供給用 1インチ半導

体基板に±0.1nm で均一に作製する技術及び 200℃以下の低温における酸化膜作製技術を開発するととも

に、長さの国家標準にトレーサブルな厚さ計測用の物差しを半導体産業等に提供する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ オゾン酸化膜を用いた厚さ計測用標準材料の供給を行い、200℃以下の酸化膜の低温作製につ

いては、8 インチウエハ対応の酸化炉を開発し、オゾン酸化により無加熱で、均一酸化膜(10nm 以

下±0.1nm)を作製する技術を開発する。 
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【中期計画（参考）】 

・ 材料の表面をナノメートルレベルで均一に削りとるための新型イオン源を開発し、半導体デバイスの深さ

10nm以内に存在する不純物を1011個/cm2レベルで分析できる技術を開発する。また、その計測手法の標準

化を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 有機材料の表面を無侵襲に均一に削りとるための新型イオン源を開発し、半導体デバイスの深さ

10nm 以内に存在する不純物を 1011個/cm2レベルで分析できる技術を開発する。また、多層膜試

料を用いた極浅不純物の深さ計測の手順の標準化を行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ ナノ物質に結合するマーカーとして極安定ラジカルを合成し、そのマーカーを磁気計測方法によって検出する

ことによりナノ物質の挙動を精密に計測し、生体影響評価に資する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 質量分析―ガスクロマトグラフィー手法でのナノ物質挙動計測の検出限界を決定する。AFM 断面

実形状測定における2nm以下の精度と生体中カーボンナノ粒子のTEM観察法を確立することで、

生体影響評価に資する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 数 10Da の原子から 1MDa を越えるタンパク質のような巨大分子までの広い質量範囲において、タンパク質を

構成するアミノ酸の違いを識別できるレベルの質量分解能で分子量分布計測が行える飛行時間型質量分析

装置を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 抗体やナノ物質のような 1MDa を越える大きな質量まで、アミノ酸の違いを識別できる高い質量分

解能で分子量分布計測を可能とする飛行時間型質量分析装置を完成させる。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 半導体検出器のエネルギー分解能と検出効率を1桁以上改善した超伝導検出器を開発し、生体用軽元素の

エネルギー分散分光分析を可能にする特性 X線検出システムを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ (平成 20 年度で終了） 
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1-(1)-② 光・量子ビームを利用した動的現象の可視化技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 産業現場に導入可能な大きさで 3-30keV の X 線エネルギーと 109photon/s 以上の X線収量を有する、生体

高分子の立体構造解析や可視化への適用が可能な単色硬 X線発生システムを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 短パルス・準単色硬 X 線（3-30keV）発生システムにおいて、109photon/s 以上の X 線収量を達成

し、生体試料の高精細実時間イメージング技術を開発する。さらに加速器やレーザーの小型・高

性能化を図り、産業現場に導入可能な大きさのシステムを実現する。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ ビーム径を 100μm 以下に絞り込める陽電子マイクロビーム源を開発し、材料中のナノメートルレベル以下の

空孔・欠陥の 3次元分布や動的変化を計測するシステムを開発する。 

 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 高強度エネルギー可変陽電子マイクロビームの入射エネルギーの可変範囲を 20keV 以上まで拡

げて高機能材料の極微構造評価を行い、3 次元極微空孔分布イメージング及び局所領域の動的

変化の計測技術を確立する。また、カーボンナノ構造体を用いて200keV以上の高エネルギーX線

を発生できる可搬型装置を開発し、X線非破壊検査に有用であることを実証する。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ 既存の偏光変調素子が使用できない 40nm-180nm の真空紫外領域において、生体分子の立体構造の決定

が可能な S/N 比 10-5の測定精度を持つ高感度円偏光二色性測定装置を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 真空紫外円二色性（Circular Dichroism;CD)計測技術・試料作製、導入技術を駆使し、CD による生

体分子の立体構造解析実現に向けて各種生体分子の真空紫外領域における CD 測定を進める。

さらに既存の偏光変調素子では測定できない極紫外域において現状 75-180nm までの測定領域

を波長 40nm まで拡張させる。また現状 10-4程度の S/N 比を 10-5に改善させる。 
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1-(1)-③ 実環境下での圧力、振動の計測技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 発電用ガスタービンの状態診断等への応用を目指して、ピーク時 800℃、常用 500℃以上の高温、25MPa 以

上の高圧下で 0Hz～数 MHz の広帯域圧力変動を実環境下で計測する高耐熱性の圧力、振動薄膜センサデ

バイスを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 二元同時反応性スパッタリング法を用いて複合窒化物圧電体薄膜の作製を行い、高耐熱圧力セ

ンサの検出感度を 2倍に向上させる。 

・ 半導体の製造プロセスで使用されるプラズマエッチング装置内の異常放電を検知することが可能

な耐熱性に優れた薄型振動センサを開発する。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ 在宅医療用の生体情報センサやヒューマノイドロボットの触覚センサ等への応用を目指して、150℃以上の温

度に耐え 5mm ピッチ以下の応力分布分解能を持つ、柔らかい高分子やゴム質表面に形成可能な箔状圧力

センサシステムを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 箔状フレキシブル圧電センサを適用した配管検査システムの非接触型内部状態推定技術開発を

行う。さらに本センサを用いて筋肉の動きを体表で検出することで、在宅医療用の生体情報センサ

やヒューマノイドロボットの触覚センサ等への応用を目指してマン・マシンインターフェィスの開発を

行う。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ 材料の高精度劣化モニタリングなどへの応用を目指して、応力分解能が既存の歪ゲージと同等以上の数

nN/粒子かつ空間分解能の目安となる数百nm以下の応力発光体ナノ粒子を合成する技術、粒子を配列、分

散及び固定化する技術並びに応力発光体を用いた遠隔応力計測システムを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 金属基板上に形成した応力発光塗膜センサの種々の条件下における応答性についてデータベー

ス化を行う。また、応力異常検知システムに最適化な各種センサノードの性能評価、および実装上

の課題抽出を行う。さらに光利用システムについては、単一応力記録センサの開発を行う。 
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1-(1)-④ 横断的な計測評価手法の構築に向けた先端的計測評価技術の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 次世代の衛星として期待されている準天頂衛星システムによる高精度な位置情報システムのコスト低減、長

寿命化及び信頼性向上を目指し、地上局の原子時計と準天頂衛星に搭載された水晶発振器を無線により同

期させる技術（擬似時計技術）を開発し、同期精度 10ns 以内、100,000 秒以上における長期安定性 10-13 以

内の擬似時計システムの実現を目指す。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ より高精度の擬似時計技術を実現するためのアルゴリズムの研究を行う。実際の地上局で用いる

機器を用いて実験を行い、擬似時計制御用計算機を含めた運用方法の検討について測位信号が

適切に受信できない場合の対処法を取り入れつつ継続して行う。他機関の機器との組合せ試験を

衛星システム開発業者の事業所および地上局現地にて順次実施する。長期安定性の数値目標に

関して地上実験で見通しを示す。 

 

1-(1)-⑤ 患者の負担を軽減する高精度診断技術の開発（I．2-(1)-①を再掲） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 診断及び治療に伴う患者の肉体的負担を軽減できる低侵襲検査診断システムを構築するため、心拍動等の

動画像を連続計測可能な超高速MRI 技術及び微小電極を用いた低侵襲計測技術等の要素技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 既知の化学組成で構成した物質および動物を用いた実験を実施して提案する撮像法の特性（生

物学的な有効性、生体への安全性）を解析する。また、実用化を目的に臨床用MRI装置への適用

に関して検討する。 

・ 末梢神経線維からの活動電位の計測や電気刺激が可能な低侵襲多点微小電極を開発するため、

電極間隔0.1mm以下のアレイ電極を作成して活動電位の計測や局所的な電気刺激に適する電極

間隔について電気生理学実験により検討する。また、神経線維活動電位を分離・抽出するプログ

ラムを用いて複数の末梢神経線維から活動電位波形を同時計測できることを実証する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 個々人のゲノム情報に基づいた高精度診断を実現するため、1分子 DNA操作技術や 1分子 DNA配列識別

技術等の個々人のゲノム解析に必要な要素技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 4 種類の塩基を、一層高い S/N で識別するために、新型超高感度カメラを導入し、微弱な蛍光色
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素１分子の検出感度をさらに向上させて、読み取り性能を高めたリアルタイムでの 1 分子 DNA シ

ーケンスを行い、読み取り可能なシーケンス長など当該１分子DNA高速シーケンス手法の基礎的

な評価を行う。また、本手法を用いた応用解析として、1 分子 DNA から高速に一塩基多型（SNPs）

を解析する新技術について基礎的検討を行う。 

・ 走査電子顕微鏡（SEM）観察で実測された銀ナノ粒子凝集体構造に、2 段階電磁場増強モデルを

適用して、実験で得られた表面増強ラマン散乱（SERS）、表面増強ハイパーラマン散乱（SEHRS）、

そしてレーリー散乱を再現する増強電場の空間分布と励起波長依存性を明らかにして、2 段階電

磁場増強モデルを検証する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 疾患に関係する生体分子等の細胞内における存在を検知して診断に役立てるため、単一細胞内のタンパク

質を一分子レベルでリアルタイムイメージングする技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ マルチ細胞ソータの自動制御システムを実用的な解析レベルまで改良する。動物細胞を含む細胞

等を用いて、複数種類の細胞識別・回収の性能を検証する。実用的価値の高い抗菌剤開発の基

礎として、細胞膜結合性のペプチドおよびその他の関連物質の抗菌機構の解明を進める。 

・ ぺプチド修飾量子ドットの取り込み機構を一細胞蛍光顕微分光法を用いて解析し、量子ドットが細

胞膜表面から細胞内小胞に取り込まれる効率を評価する。また、量子ドットに細胞内小胞から脱

出する機能を付与するための表面修飾法を探索する。量子ドット標識技術を活用し糖脂質GM3に

よる EGF レセプターの阻害メカニズムを明らかにし、この知見をガンなどの診断に使用する方策を

検討する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 同定された生活習慣病のタンパク質マーカーを簡便に解析して疾患の早期診断に役立てるため、極微量の

血液からマーカーを数分以内で解析できるデバイスを開発する。また、遺伝情報の個人差を解析して罹患の

可能性や薬効を診断するため、注目する遺伝子について個々人の配列の違いを数分以内に解析できるデバ

イスを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ コーティング材のセルロース誘導体とバイオチップ表面の間の水素結合構造が分離特性を支配し

ているという昨年度の知見に基づき、ポリメチルメタクリレート（PMMA)製のバイオチップを用いて、

多種多様なタンパク質を効率よく分離するための、セルロース誘導体を基盤とする新しい表面コー

ティング材料を開発する。 

・ 複数のバイオマーカーに対する多種類の抗体を単一マイクロ流路上に吐出・固定化することで「そ

の場診断」に応用可能な迅速・省サンプルなマルチ解析系を構築する。マラリアの感染赤血球の
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高度検出系に好適な細胞チップを応用し、感染種の特定も可能な診断チップの構築する。単一の

マイクロ流路で、3種類以上の血中バイオマーカーの定量測定が可能なチップを試作、データ測定

し、データベースコンテンツとして利用可能とする。 

・ マイクロアレイによるDNAまたは生体マーカに対する計測再現性の飛躍的な向上を目的とし、チッ

プ表面のナノ構造および計測スポットにおけるプローブ分子の固定化量および均一性を正確に評

価するため、表面膜の厚さを非標識かつ高解像度で測定する光学系の設計および構築を行う。 

・ マルチ抗原検出チップにおける抗体吐出、固定化用インジェクターとして使用するための改良を実

施する。また、マルチチャンネル電気泳動チップを実現する。具体的には、 

   1)幅 300 マイクロメートルの流路内に抗体を固定化する。 

2)駆動時の加熱に伴う抗原検出感度低下を 20％以下に抑える。 

3)同時 10 流路電気泳動チップを試作し、その動作確認を行う。 

 

1-(1)-⑥ 超伝導現象を利用した電圧標準技術の開発（Ⅱ．4-(2)-①を再掲） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 独自に開発した Nb 系ジョセフソン素子大規模集積技術を用いて、1～10 V 出力の直流電圧標準システムを

開発し、ベンチャー企業等に技術移転することにより世界的規模での普及を行うとともに、高精度な交流電圧

標準等に用いる次世代の計測・標準デバイスを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 高精度電圧増幅器を用いたプログラマブル・ジョセフソン(PJ)電圧標準システムの測定時間を数

10 分から数分に短縮する技術を開発するとともに PJ 素子作製歩留まりの改善と動作マージンの

拡大を実現し、小型冷凍機を用いた PJ電圧標準システムの確立と普及を図る。 

・ 10 ビット D/A 変換器チップを 10MHz クロックで駆動して正弦波電圧を合成し、誘導分圧器を用い

てその振幅を増大して実効値の精度を評価する。 

 

1-(1)-⑦ 高度ナノ操作・計測技術の開発（Ⅲ．4-(1)-①を一部再掲） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 加工と計測との連携を強化するための、プローブ顕微鏡等を応用した複合的計測技術を開発する。また、計

測データの解析を支援するナノ構造体のシミュレーション・モデリング法、高精度計測下での生体分子のその

場観察と操作技術等の新手法を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 平成 20 年度までに開発した走査型近接場光学顕微鏡の性能を確認する。具体的には、極低温

（20K 以下）において画像の空間分解能 50nm を達成する。さらに、位置計測装置付き粗動機構に
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より、100 ミクロン以上の距離を精度 100nm で試料の移動ができることを確認する。また、シミュレ

ーションにより、走査トンネル顕微鏡像の電圧依存性を解析する。 

・ 平成20年度までに開発されたコンタミネーションフリーTEMを利用し、高分子や複合材料の界面、

結晶構造の解析を 10nm 以下のスケールで行い、材料物性との相関を明らかにし、材料開発につ

なげる。 

 

1-(1)-⑧ 環境診断技術の開発（Ⅳ．1-(3)-①を一部再掲） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 高感度な水晶振動子センサを有害物質検出技術へ適用させるため、センサ間で相互干渉しない基板及び回

路を開発し、応答速度を既存の1/2以下にした複数同時測定により、数十試料の分析を数時間で完了できる

全自動センシングシステムを開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ これまでに開発した要素技術の融合により高感度な水晶振動子センサを構築し、有害物質検出

技術へ適用させる。このために水晶振動子センサ間で相互干渉しない基板及び回路を開発する。

さらに水晶振動子センサの応答時間を既存の 1/2 以下にした複数同時測定により、数十試料の

分析を数時間で完了できる全自動センシングシステムを開発する。 

 

1-(2) 計測評価のための基盤技術の開発 

構造物の損傷の診断・予測を目指して、構造物内部の損傷や劣化を非破壊で構造物全体に渡って

遠隔監視できる技術を研究開発する。また、材料・部材に影響を及ぼす局所領域の物性、材料内部の

原子・分子の移動拡散現象及び微量の不純物等の計測評価技術の研究開発を行うともに、標準測定

法、解析手法、技術資料（TR、TS 等）及び物性データ集等として整備し、評価手法の標準化への貢献

や標準物質の開発を合わせて行う。さらに、生体分子やナノ物質等の信頼性の高い計測・分析技術及

びそれらと IT を組み合わせた計測評価システム技術などの開発を行うことにより、産業と社会の信頼

性確立に向けた計測評価技術基盤の構築に資する。 

 

1-(2)-① 構造物の損傷診断技術の開発と標準化の推進 

 

【中期計画（参考）】 

・ プラントでのパイプ等の損傷の診断を可能にするために、FBG (Fiber Bragg Grating) 光ファイバセンサを用い

て、100MHzまでの高周波歪とき裂を同時に1mm以下の分解能で50m2に及ぶ広域を監視する計測技術を開

発するとともにその標準化に貢献する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 複数点から発振される超音波の伝搬映像を一回のレーザー走査で計測できる広域迅速映像化探

傷技術を開発し、実構造部材への適用実証試験を行う。また、100MHz までの高周波歪とき裂の

同時測定、および欠陥検出分解能 1mm 以下での広域（50 ㎡）監視を実現する。さらに、映像化超

音波探傷技術の普及を図るため、TS の提案を目指す。 

 

1-(2)-② 原子・分子の移動拡散現象の計測評価技術の開発と標準化の推進 

 

【中期計画（参考）】 

・ 燃料電池に適用できる固体電解質材料のプロトン移動機構を解明するために、固体 NMR 法等を用いて

10-9m2/s までの範囲のプロトン拡散係数を測定する技術を開発するとともに、拡散係数等の物性と構造との

相関を明らかにする。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 無機固体酸塩型燃料電池固体電解質の材料探索を効率化する評価指針を作成するため、

10-9m2/s までのプロトン拡散係数の測定技術を活用してナノ細孔中の無機固体酸塩のプロトン拡

散高速化現象と水素結合強度との関連を解明する。また、混合陽イオン系では、陽イオンとプロト

ンの双方の拡散の関連を解明する。さらに、応力等が無機固体酸塩の構造に与える影響を評価し、

物性との相関を調べる。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 燃料電池自動車の 70MPa 級高圧水素貯蔵を可能にするために、ステンレス鋼等の金属材料の水素脆化評

価方法の開発を行うともにその技術基準の策定を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 70MPa 級高圧水素貯蔵に係るオーステナイト系ステンレス鋼の低温域における水素脆化評価を

行い、水素脆化に及ぼす化学成分の影響を明らかにすると共に、高圧水素ガス脆化に及ぼす水

素圧力の影響を明らかにし、産総研水素脆化表の拡充を図る。また、低温水素吸着の原子・分子

レベルでの観察と、内部水素挙動のモデル化を実施すると共に、微小領域における相変態と力学

特性における水素の影響を明らかにする。 

・ 高圧水素疲労試験機を製作し、金属・非金属の強度特性に及ぼす高圧水素の影響を調査する。

高圧水素の粘性係数、水への溶解度を測定し、水素熱物性データベースに追加する。また、水素

による材料劣化挙動の分子動力学(MD)法による解析を行い、水素が材料強度、疲労強度に及ぼ

す影響のメカニズムを明らかにする。 
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1-(2)-③ 材料プロセスの信頼性に関わる評価技術の開発と標準化の推進 

 

【中期計画（参考）】 

・ 排ガス浄化用マイクロリアクタの 10nm レベルの微小空孔を対象に、磁気共鳴法を用いた空孔の形状や寸法

の不均質性評価方法や標準材料の開発を行い、その標準化に貢献する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ ディーゼル排ガス浄化用の低温作動型酸化触媒材料（ピロリン酸スズ）の活性酸素発生状況を in 

situラマン分光法により追跡する技術の確立を行う。10nmまでの微小空孔に対して、平成20年度

に開発したパーフルオロ化合物を評価プローブとして磁気共鳴法による計測を行うとともに、種々

の極性分子による影響を調べる。また、空孔計測の標準化に資するため、極安定ラジカルをスピ

ン定量可能な実用標準物質として供給する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 局所領域の力学物性とマクロな部材の力学物性との関係の解明を目指して、通常の硬度計では評価が困難

なコーティング膜等の機械的特性を、100μm3 程度の微小領域における変形特性を用いて定量的に評価す

る手法を開発し、その標準化に貢献する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ リアルタイム型顕微インデンターを用いた表面変形効果を考慮した解析方法を開発し、生分解性

プラスチックなどの時間依存型変形特性評価の精度向上を目指し、その標準化に貢献する。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ ファインセラミックス焼結体製品の機能や性能に大きく影響する原料微粉体中に含まれる微量成分に対して、

信頼性の高い定量方法、分析値の不確かさ評価方法及び均質性評価手法等の開発を行うとともに、分析方

法の標準化と 2種類の窒化ケイ素の国家標準物質の作製を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 安定化および部分安定化ジルコニア（YSZ および PSZ）原料微粉末中のイットリア定量法について

フッ化物沈殿法による重量分析法を試みるとともに滴定法についても適用の可能性を探り、最終

的に JIS 素案を作成する。アルミナ粉末候補標準物質については、総合的な不確かさの計算を行

い、特性値を決定した上で認証標準物質としての認証を受ける。 
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1-(2)-④ 生体分子の計測技術に関する国際標準化への貢献（Ⅰ．5-(3)-①を再掲） 

 

【中期計画（参考）】 

・ バイオチップや二次元電気泳動の標準として利用するための標準タンパク質を作製する。また、臨床検査な

どで検査対象となっているタンパク質について高純度の標準品を作製する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 臨床検査対象または疾患マーカーとなっているタンパク質（VEGF など）やその受容体などの関連

タンパク質を作製するため、新規大量生成系を構築する。またこれらのタンパク質を高精度、高選

択的に測定するツールの実用化開発を行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ バイオテクノロジー関連のSIトレーサブルな測定技術を整理して標準化のための課題を明らかにする。また、

新規 DNA計測手法について国際標準制定に貢献する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ タンパク質の室温等保存下における化学変化の可能性について検討するとともに、その対処法等

についても検討する。 

・ 1)ＤＮＡチップでの遺伝子型、発現解析において、核酸計測のキット間互換性、および品質管理の    

ための内部核酸標準物質の作成を検討する。また、DNA チップによる核酸計測のトレーサビリティ

体系の構築を検討する。 

2)DNA チップの互換性を向上させるための外部標準物質の候補配列を検討し、その作成に着手

する。 

3)欧米等での DNA、RNA 計測における標準化の動向を調査し、国内において整備が必要な課題

等を抽出する。 

 

1-(2)-⑤ バイオ・情報・ナノテクノロジーを融合した先端計測・解析システムの開発（Ⅰ．5-(2)-①を一

部再掲） 

 

【中期計画（参考）】 

・ レーザによる生体高分子イオン化ならびに光解離を利用した高分解能質量分析と微量試料採取を融合した

生体分子の網羅的計測・解析システムを開発し、細胞モデルを構築する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ (平成 18 年度までに終了) 
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1-(2)-⑥ ナノカーボン構造体の構造制御技術と機能制御技術の開発（Ⅲ．2-(2)-①を一部再掲） 

 

【中期計画（参考）】 

・ ナノカーボン構造体及びそれに含有される金属元素等を単原子レベルで高精度に分析できる高性能透過型

電子顕微鏡及びナノカーボン構造体等の高精度な分光学的評価法を開発する。また、ナノカーボン技術の応

用として、基板に依存しない大面積低温ナノ結晶ダイヤの成膜技術を開発するとともに、機械的、電気化学

的及び光学的機能等を発現させる技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 低加速電子顕微鏡の開発においては 6回対称非点の低減を目指し、STEMにおけるさらなる高分

解能化・高輝度化を実現する。TEM においては色収差低減および入射電子線の単色化により、高

分解能化・高感度化を目指す。カーボン単原子さらにはより軽元素の単原子観察を目指す。また

化学組成分析では K,Ca などの微量元素検出や、原子番号の近い元素の原子識別などを目標と

する。 

・ 各種機能性分子内包カーボンナノチューブの創製をおこない分光分析システム等を駆使して基礎

物性を詳細に調べる。内包する物質を有機分子のみならず無機材料をふくめた系へと展開する。

また、ミクロレベルでの物性を詳細に調べるための近赤外蛍光顕微システムの開発をおこなう。さ

らに、ISO/TC229 において、発光法によるナノチューブ評価法について TSの成立をめざす。 

・ カーボンナノチューブシート/ナノダイヤ積層体の応用開発を行う。ナノダイヤ薄膜を利用した SOD

を用いて実際の電子デバイスを作製し、特性の検証を行う。鉄系基材のナノダイヤコーティングの

摺動応用開発をさらに進める。ナノダイヤ薄膜コーティングのシリコン MEMS への組み込みを目指

し、開発を開始する。 

 

1-(2)-⑦ 安全・信頼性基盤技術の開発（Ⅲ．4-(1)-④を一部再掲） 

 

【中期計画（参考）】 

・ MEMS 技術を利用して、通信機能を有する携帯型のセンシングデバイスを開発し、センサネットワークのプロ

トタイプとして実証する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ シリコン微細加工を利用した集積化振動型センサの並列駆動回路を用いたにおい検出システムを

試作し、小型システムとしての性能を実証する。また、デジタル圧電加速度センサとデジタルバイメ

タル温度センサを搭載した平均消費電力 0.01mW レベルのイベントドリブン型無線センサ端末を実

現し、ネットワーク実証実験を行う。 
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２．産業と社会の発展を支援するデータベースの構築と公開 

研究開発に関係する様々な現場から膨大なデータが取得・蓄積されているが、多くのデータは異な

る観点からの解析により新たな研究開発成果を生み出す可能性を常に持っており、一般性のあるデー

タは共通の財産としてデータベース化して公開することが重要である。そこで、先端産業技術の開発と

安全な社会の実現のために、産業技術の基盤となる物質の物性等のデータベースや環境、エネルギ

ー、安全性等に関するデータベースを構築し、Web 等を利用して産業界と社会の利用に広く提供する。 

 

2-(1) 産業技術の基盤となるデータベースの構築 

産業技術の基盤となる物質・材料のスペクトル特性や熱物性等を測定、評価、蓄積し、データベース

化するとともに、Web 等を利用して公開し産業界と社会の利用に広く提供する。スペクトル特性に関し

ては、危険物や添加剤など社会ニーズの高い化合物群のデータ蓄積を重点的に行う。熱物性データ

ベースに関しては、各種データベースと共同運用することから、それぞれのデータの信頼性を評価する

ガイドラインを整備する。 

 

2-(1)-① 物質のスペクトル特性及び物性等のデータベースの構築 

 

【中期計画（参考）】 

・ 有機化合物のスペクトルデータベースに関して、新たに 6,000 件のスペクトルを測定して解析及び評価を行い

Web に公開する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 危険物及び共同研究により開発を行っている香料などの化合物群を中心に 1,200 件以上の新規

スペクトルデータの収集とWeb公開を行う。総数6,000件のデータを公開する。科学技術振興機構

のリンクセンターに、SDBS で新規公開したデータを更新する。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ 同データベースにおいて、ユーザの利便性を高めるため、構造式検索機能や IR(赤外)スペクトルピークの検

索機能の追加及びスペクトル表示機能の強化などを行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 有機物スペクトルデータベースのデータ入力ツールにおける構造式検索機能の最適化を完了する。

構造式検索に必要な構造情報の化合物辞書への登録の 75 %完了を目指す。オリジナルスペクト

ルデータの流出を伴わないスペクトル拡大機能の仕様を決定する。 
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【中期計画（参考）】 

・ 固体や流体の熱物性データベースに関して、新たに 1,000 種類以上の物質・材料について 3,000 件以上のデ

ータを収録するとともに、データの不確かさと信頼性を評価するためのガイドラインを整備する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 高温融体、スパッタリング薄膜などに関して、新たに 300 種類以上の物質・材料について 1000 件

以上の熱物性データを収録する。熱物性データの不確かさと信頼性を評価するためのガイドライ

ンを取りまとめる。総数 1,000 種以上の物質・材料について 3,000 件以上のデータ収録を完了す

る。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 製造業において求められる熱設計のためのシミュレーション技術の定量性と信頼性の向上に寄与するために、

標準データを含む広範な熱物性データを Web 等を介して提供する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 鋳造、溶接、結晶成長、電子機器の実装、半導体デバイスおよびメディア・ストレージの開発にお

ける伝熱シミュレーションの定量性と熱設計の信頼性を向上させるために、薄膜・高温融体および

関連する固体・液体の標準データを含む広範な熱物性データを Web 等を介して提供する。 

 

2-(2) 社会の安全・安心に関するデータベースの構築 

燃焼・爆発事故災害、火薬類の物性、環境中の微生物、エネルギー消費量、環境影響排出物質等

に関して計測評価データを蓄積し、データベース化するとともに、Web 等を利用して産業界と社会に広

く提供する。 

 

2-(2)-① 爆発の安全管理技術の開発（Ⅳ．1-(1)-②、Ⅳ．1-(2)-①を一部再掲） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 火薬類や高圧ガス等の燃焼・爆発の影響の予測及び評価のために、構造物や地形等を考慮した周囲への

影響を予測する手法を開発し、燃焼・爆発被害を最小化するための条件を明らかにする。また、海外事例を

盛り込んだ燃焼・爆発事故災害データベース及び信頼性の高い煙火原料用火薬類等の物性データベースを

整備・公開する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 産総研で開発した計算機爆発現象予測システムを高度化し、火薬庫周辺などの複雑な地形や構

造物に適用することで保安物件に対する爆風安全性を検証する。また、爆発源近傍の構造物変
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形や飛散物安全性をより正確に評価するため、流体力学計算と構造計算の連成コードを改良し、

信頼性の向上を図る。 

・ 火薬類をはじめ化学災害事例を収集・公開し、事故進展フロー図による解析を行うとともに、教訓

データおよび危険物質の物性データを拡充する。また、産業保安への貢献に向けて、保安力の評

価ツールとしてのデータベースの環境整備を進める。 

・ 煙火原料および煙火組成物について、火薬学的諸特性情報を整備し、RIO-DB の拡充を図る。ま

た、不足している情報や信頼性の低いデータについては、文献情報の再検索や必要に応じて再実

験により評価して、データ整備を行う。 

・ 研究部門の持つ情報の整備と外部への情報発信のための見える化を目的として、詳細リスク評

価書作成、リスク評価のためのソフトの頒布と普及、事故データベースの維持と拡張、及びLCAデ

ータの提供などの研究業務を支援する。 

 

2-(2)-② バイオマス利用最適化のための環境・エネルギー評価技術の開発（Ⅳ．5-(2)-①を再掲） 

 

【中期計画（参考）】 

・ バイオマス利用技術の経済性と環境負荷を評価するために、システムシミュレーションに基づく総合的なプロ

セス評価技術及び最適化支援を行う技術を開発する。また、バイオマスの利用促進を図るため、バイオマス

利用形態とその環境適合性及び経済性に関するデータベースを構築する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 実証試験を通して、システムシミュレーションの精緻化を行う。また、バイオマス利用形態とその環

境適合性及び経済性に関するデータベースの構築を進めるとともに、経済性、環境性だけでなく

社会性の評価軸での分析に着手する。 
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別表 ２ 地質の調査（地球の理解に基づいた知的基盤整備） 

 

活動的島弧に位置する我が国において、国民生活の安全・安心を確保し、持続的発展が可能な社

会を実現するため、地質の調査とそれに基づいた知的基盤整備における貢献が求められている。その

ため地球を良く知り、地球と共生するという視点に立ち、国の知的基盤整備計画などに沿って地質の

調査・研究を行い、その結果得られた地質情報を体系的に整備し、その利便性の向上を図る。また、

地震、火山等の自然災害による被害の軽減、高レベル放射性廃棄物の地層処分及び都市沿岸域に

おける地球環境保全等に関連した社会的な課題を解決するため有益な地質情報を整備し、提供する。

さらに、地球規模のグローバルな問題を解決するために、地質情報の整備、自然災害による被害の軽

減、地下水等の地質環境及び資源探査などに関する国際的な研究協力を推進する。 

 

１．国土及び周辺地域の地質情報の統合化と共有化の実現 

国土の地質情報の整備と供給が求められていることから、地質の調査に関する研究手法及び技術

の高度化を進めるとともに、国の知的基盤整備計画に基づき、国土と周辺地域において地質の調査を

実施し、社会の要請に応えた地球科学基本図の作成及び関連地質情報の整備を行う。また、地質情

報を社会に提供するにあたっては、地質情報の高度化と利便性の向上に努める。また、大陸棚調査を

実施し、大陸棚限界に関する情報を作成する。さらに、衛星画像情報の高度利用に関する技術開発及

び情報整備に取り組む。 

 

1-(1) 地球科学基本図の作成及び関連地質情報の整備 

安全・安心な国民生活の実現のため、日本及び周辺地域の地質情報に関する理解を深め、地質の

調査に関する研究手法・技術の高度化が必要であることから、島弧の地質体及び周辺海域の海底地

質に関する地質の調査を実施し、過去から現在に至る地質体の形成モデルを構築する。さらに、これ

らの成果も踏まえて、長期的な計画のもと、地質情報の基本図である 20 万分の 1 の地質図幅の全国

完備を達成し、5万分の1の地質図幅25区画、20万分の 1の海洋地質図15図、20万分の 1の重力

図 5図及び空中磁気図 3図を作成し、信頼性の高い国土の地質基本情報としての地球科学基本図を

整備する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 地質図の空白域となっている沿岸域において、マルチチャンネル音波探査、海底表層堆積物採取、

海域から陸域まで連続した地震探査、沖積平野のボーリングテータ収集・解析とボーリング掘削

等の総合的な地質調査を実施し、海域－沿岸域－陸域をつなぐシームレスな地質情報データの

整備・統合を行う。また、これらのデータを得るための最適な調査・観測手法およびそれらの解析

手法を開発するとともに、データベースを構築し、社会に発信する。平成 20年度は主として逆断層

地域である能登半島北部沿岸域を対象とした地質の調査を実施し、地質構造モデルを構築する。 
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1-(1)-① 地球科学基本図等の整備 

 

【中期計画（参考）】 

・ 地質情報の基本図である20万分の1の地質図幅の未出版18区画を作成し、全国完備を達成するとともに、

地震防災の観点から更新の必要性の高い 5区画を改訂し、高精度で均質な地質情報整備を推進する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 20万分の1地質図幅新規5区画、改訂3区画を完成して、中期計画を達成する。整備計画に従っ

て調査を実施する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 防災、都市基盤整備、産業立地等の観点から重要な地域、20 万分の 1 の地質図幅の作成及び改訂に有益

な地域及び地質標準となる地域を優先的に選択して 5万分の 1地質図幅 25 区画を作成する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 5 万分の 1地質図幅新規 7区画を完成して、中期計画を達成する。整備計画に従って調査を実施

する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 日本周辺海域の海洋地質情報を整備するため、北海道南岸沖海域及び沖縄周辺海域の海底地質調査を実

施する。調査済み海域の地質試料及び調査資料に基づき 15図の海洋地質図CD-ROM版を作成し、地質試

料と調査資料等をデータベースとして整備し、公開する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 沖縄周辺海域の海洋地質調査を実施し、海洋地質図作成のための海底地質・堆積物に関する基

礎情報を取得する。既調査域の解析などの地質図作成を進め、5 区画の地質図原稿を完成して、

中期計画を達成する。海底地質・海底堆積物などの海洋地質データベースの拡充を行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 地球物理学的調査に基づく重力図については第1期に調査を実施した中国・四国地域の20万分の1の重力

図5図を作成し、第2期には近畿・中部地域の重力調査に着手する。空中磁気図については、地殻活動域の

うちデータ取得が進んでいる福井平野などを対象として縮尺 5 万分の 1 程度の高分解能空中磁気図 3 図を

作成する。また、重力、空中磁気及び岩石物性データなどの地球物理情報をデータベースとして整備、公開

する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 20万分の1の重力図（高知地域）および縮尺5万分の1程度の高分解能空中磁気図（福井平野）

を作成し、中期計画を達成する。中国・四国及び近畿・中部地域での重力調査を実施する。重力

データベースを構築し、データの公開を開始する。 

 

1-(1)-② 島弧の形成モデルの構築 

 

【中期計画（参考）】 

・ 島弧地質体の深さ、温度、応力場等の形成条件と地質年代を明らかにするための分析技術を高度化し、こ

の知見に基づいて島弧堆積盆の堆積環境及び変形履歴の復元を行い、島弧の形成モデルを構築する。また、

海底で採取した地質試料の古地磁気、組成分析等の結果に基づいて、海底地質の元素濃集、物質循環及

び古環境変動等の地質現象を明らかにする。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 島弧地殻主要部を構成する付加体、変成帯、深成岩体の形成条件を解明するため、地質学的情

報が限られている北部北上帯横ずれ断層の構造変位の復元及び琉球弧古期基盤岩類の層序構

造の地質学的研究を行う。また、島弧地殻形成に重要な役割を果たした白亜紀花崗岩類に関す

る調査を丹波山地で行い、他地域と比較する。 

堆積、変成、深成作用の解明のため、歴史学的・地質学的時間スケールの土砂輸送と堆積様式

の解析、レーザーラマン顕微鏡炭質物温度計の適用範囲拡大、岩石組織の定量的解析による流

体移動の評価を行う。 

・ 関東平野・新潟平野・近江盆地などの堆積盆地において、地下地質標準の確立、地盤特性、地形

形成過程、地質構造の解明などの研究を行う。その周辺の丘陵・山地を対象に地質調査を実施し、

地域地質層序、地質構造などの再検討を行う。東北の火山活動を伴う堆積盆地の調査、火山岩

の化学分析などから、長期的な火山活動の変遷史を解明する。 

・ 沖縄本島周辺海域の堆積物について、地磁気永年変動を用いた年代推定を試みるとともに、磁

気特性から堆積環境の推定を行う。IODP（統合国際深海掘削計画）による四国沖、及び赤道太平

洋の研究航海に参加し、古地磁気層序による堆積物の年代推定を行う。 

・ フィリピン海プレートの移動量について、スラブの熱的浸食効果による過小見積もりを検討するた

め、熱的浸食の影響の少ない前弧側のスラブの形状から再計算する。 

・ 海域における高分解能音波探査によって発見した熱水活動域と推定される海底下の地質体を、

ボーリング装置を導入して確認する。海底熱水硫化物の潜在資源量の新評価手法として既存の

海底重力計の導入を図るにあたり、熱水活動域に設置するためのフレーム制作の検討を行う。 

・ 四重極形の ICP-MS とレーザーアブレーション装置を組み合わせた局所分析を岩石試料、金属試

料、硫化物試料に適用する。 

・ 地殻流体が海底下より沸き出して来る際の海底面における物理化学的挙動をマリアナ島弧の海
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底活火山 NW Rota 海山や世界最深海嶺ケイマントラフでの観測とデータ解析ならびにファンデフ

ーカ海嶺の高温熱水化学組成の短期間変動の観測を行って海底地学過程における地殻流体の

役割を解明する。 

 

1-(2) 地質情報の高度化と利便性の向上 

国土の基本情報である地質情報を社会により役立つ情報として提供するために、地質情報の精度

と利便性の向上を図ることが必要であることから、20万分の1の地質図情報については共通凡例に基

づくシームレス情報化を促進するとともに、地理情報システム(GIS)を活用した統合的な地質図データ

ベースを整備する。5 万分の 1 の地質図情報については最新の研究成果を常に更新する。地質情報

の高精度化を図るために、地質情報の標準化の促進が必要であることから、新生代標準複合年代ス

ケールの作成、地質標本の標準試料化及び地球化学標準試料の作製などの地質情報の標準化を促

進する。 

 

1-(2)-① 地質情報の統合化の研究 

 

【中期計画（参考）】 

・ 地質情報の精度と利便性の向上のため、出版済みの地質図幅に基づき、20 万分の 1 の地質図情報に適用

可能な共通凡例を新規作成することにより、20万分の1の地質図情報のシームレス情報化を行う。地質図デ

ータベースに登録されている 5 万分の 1 の地質図情報については、最新の研究に基づいて地質情報を更新

する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 20万分の1シームレス地質図は、データモデルを構築し、国際標準にもとづいたデータ発信を行う。

地質の一次データとの連携が行える新たな 20 万分の 1 シームレス地質図 DBの構築を 3期に開

始できるよう、関東及び北海道地域において、そのプロトタイプを作成する。5 万分の 1地質図「名

古屋-神戸間及び周辺地域」の編纂地質図を完成させ、Web で公開する。情報相互運用性の高い

統合地球科学図データベース構築では、地球化学図・地球物理図を地質図と共に公開する。 

・ 野外におけるデジタルデータ取得システムを構築のための野外実験を実施するとともに、GEO 

Grid で運用する新たなアプリケーションを開発する。 

 

1-(2)-② 地質情報の標準化の研究 

 

【中期計画（参考）】 

・ 地質年代の標準となる新生代標準複合年代スケールを作成する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 中期計画期間中の研究成果を総合し、精度・確度及び汎用性の向上した新生代標準複合年代ス

ケールを作成する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 海外での地質調査及び文献調査を実施することにより、アジア地域における地質情報を整備する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ アジア国際地質図(IGMA500)の日本担当地域について、海域および陸域のデータを完成させ、

Web公開を行う。100万分の1縮尺の数値地質図を世界規模で公開するOneGeology プロジェクト

において、アジア各国と連携して、国際標準形式によるデータ配信を進める。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 地質図の凡例及び地質年代等の地質情報を表現するための標準を作成し JIS 化及び国際標準化を図る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 地質調査総合センターとしてH20.3に制定した地質図関連のJIS(A0204,A0205)の5年後の改訂に

向けて、新たに断層の区分などについて検討する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 岩石、鉱物、化石等の地質標本の記載及び分類のための基盤情報となる標本カタログ等の作成を進め、地

質標本及び岩石コア情報データベースとして整備し、公開する。また、化学分析及び文献調査により岩石、土

壌等の化学組成に関する情報を取得し、それらの情報を地球化学データベースとして整備する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 標準層序・環境指標の確立のため、国内外の試料の解析から年代や古環境などの標本属性情報

を明らかにすることを通じて、岩石・鉱物・化石等の地質標 本の記載・分類学的研究を進め、地質

標本館収蔵の標本を基に、化石等の標本 データベースの構築・整備を進めていく。日本産白亜

紀アンモナイト類の DB をはじめとする DBの整備・拡充をする。 

・ 日本の土壌の化学組成等のデータに関して、中部地方南部地域のデータを登録・整備する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 地質試料の分析精度を高めるための標準として 5個の地球化学標準試料を作製する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 標準試料として、岩石・土壌の標準試料を 1 個整備する。ISO を維持するための記録作成、データ
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登録、内部監査等の作業を行う。 

 

1-(2)-③ 地質情報の高度利用技術開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 地質に関する電子情報を標準化し利便性を向上させるため、既存の地質図、地球物理等の複数のデータベ

ースについてメタデータの標準化を図り、地質情報を整備する。これらのメタデータを活用して、複数のデータ

ベース情報を総合的に解析することにより、付加価値の高い三次元地下構造モデルの構築手法を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 新規発行の地質図類について、標準フォーマット JMP2.0 仕様のメタデータを作成し、政府クリアリ

ングハウス及び地質情報総合メタデータ日本版に登録・公開する。また、地質情報総合メタデータ

日本版について、引き続き検索機能の向上などの整備を行う。 

・ 地質情報総合メタデータアジア版において、CCOP 加盟国の地質図類メタデータに関し、サムネー

ル画像を含むメタデータの登録・公開を行うと共に、引き続きデータベースの機能向上などの整備

を行う。 

・ 地質文献データベースの新検索システム移行に向けて、データ項目の検討およびプロトタイプの

修正等を行う。地図画像公開は通常公開に加え、大判地図の Flash 画像公開を行う。貴重資料デ

ータベースはアーカイブ資料登録を更に促進し、データを充実させる。 

・ アンケート調査により物理探査調査研究関係メタデータの蓄積に継続して努める。 

・ 地質情報の共有・統合・発信のためのシステムについて検討を継続するとともに、地質調査総合

センターホームページの再構築を進める。地質図情報をウェブで提供している統合地質図データ

ベースを運用するとともに、次期の地質図情報公開システムを検討する。情報共有のための機関

リポジトリシステムの試験運用の適用範囲を拡大し、機能を拡張する。 

・ 3 次元統合システムについて３次元モデルの表示機能の向上と空間解析機能の試作を実施し、

WEB による標準化されたWebサービスを試験する。数値化したボーリングデータをWEB上でも検

索できるように整備する。鹿屋地域の詳細重力図を出版し、３次元地下構造解析を実施する。地

下壕についての計測は観測と観測値の変動についての解析を行う。 

 

1-(3) 大陸棚調査の実施 

海底地質調査を基にした大陸棚調査を実施し、地質情報の集積及び解釈を行い、大陸棚の地質構

造モデルを構築する。これらの結果を取りまとめるとともに、国連「大陸棚の限界に関する委員会」に

提出する大陸棚の限界に関する情報作成に貢献する。 

 

1-(3)-① 大陸棚調査の実施 
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【中期計画（参考）】 

・ 大陸棚調査にも資する海底地質調査を行い、対象とした海域から得られた地質試料の化学分析・年代測定

等海域地質の総合解析に基づき、海底地質情報を整備し、大陸棚の地質構造モデルを構築する。これらの

結果を取りまとめるとともに、国連「大陸棚の限界に関する委員会」に提出する大陸棚の限界に関する情報

作成に貢献する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 基盤岩採取調査により採取した東北日本沖の太平洋に存在する海山の基盤岩の研究を引き続き

行う。特に常磐海山列が、ホットスポット火成活動か海底海嶺での火成活動かを判断するにはデ

ータが不足しているので、この問題の解決を目指した研究を行う。国連の「大陸棚の限界に関する

委員会」に提出された日本の大陸棚の限界情報についての審査へ向け、それに対応するための

検討や作業を関連機関とともに産総研からのメンバーの参加した作業部会において実施する。 

 

1-(4) 衛星画像情報の高度利用に関する技術開発と情報の整備 

自然災害、資源探査、地球温暖化、水循環等に関する全地球的な観測が重要になってきているな

か、地球観測戦略の一環として、衛星画像情報の高度利用に関する技術開発と情報の整備を実施し、

衛星情報の高度化・高精度化に関する研究開発を行うとともに、石油資源等の探査やアジア地域の地

質災害対策・地球環境保全等のために、地質の調査に関わる衛星画像情報を整備する。 

 

1-(4)-① 衛星画像情報の高度利用に関する技術開発と情報の整備 

 

【中期計画（参考）】 

・ 石油資源等の探査やアジア地域の地質災害対策・地球環境保全等のため、ASTER や次期衛星（ALOS 等）

からの衛星情報と地表での地質調査情報との融合による遠隔探知技術の高度化を図るとともに、衛星画像

情報を整備する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ これまでに実施した衛星画像情報による岩相マッピングの高度化研究を総合し、火山岩・深成岩・

蒸発残留鉱物等のマッピング能力を評価する。PALSARデータによる関東地域での地盤変動の解

析を継続し、解析地域をアジア都市域へ拡大する。火山衛星画像データベースの整備については、

新たに取得された火山画像を追加登録するとともに、Landsat 等の火山画像を登録するための方

策を検討する。 

・ 石油資源等の探査に係る遠隔探知技術の高度化と衛星画像情報の整備を目標に、 

・ 1)中国新疆ウィグル自治区およびチベット自治区を研究対象地域として、構築したシステムによる

堆積岩区分図作成を試行し、システム及び堆積岩区分結果を評価する。 
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2) 資源賦存地域における環境評価の研究として、PALSARデータを用いた InSAR技術とGPSを

融合した地殻変動の研究、および画像マッチング、多重開口干渉等の新技術により検出され

た地殻変動の精度、有用性を評価し、融合解析に組み入れるための研究を実施する。

PALSAR データと同期する現地検証観測によりデータを蓄積し、PALSAR 後方散乱係数と土

壌水分・表面粗度の関係を解明する。多偏波データによる植生下土壌の地質情報抽出アル

ゴリズムを開発する。 

3)アジア数値地質図を国際標準規格(WMS、WFS 等）に基づいて、地質情報センターの Web サー

バより発信を行う。また、地質情報研究部門と連携し、GEO Grid プロジェクトのアプリケーショ

ンの開発実施やOneGeology プロジェクトの推進を行う。 

4) 東アジアにおいて、衛星デジタル高度モデル（DEM）のバージョン 2 を作成する。 

5)地質情報と衛星情報の統合システムについて、Web 経由で運用を開始するために試験と改良

を行う。データ配信システムのルール策定と運用に向けた整備と改良を行う。 

 

1-(5) 地質情報の提供 

地質の調査に関する研究成果を社会に普及するため、地質の調査に関する地質図類等の成果の

出版及び頒布を継続するとともに、電子媒体及び Web による頒布普及体制を整備する。地質標本館

の展示の充実及び標本利用の促進に努め、地質情報普及活動、産学官連携及び地質相談等により

情報発信を行う。 

 

1-(5)-① 地質情報の提供 

 

【中期計画（参考）】 

・ 地質の調査に関する地質図類、報告書、研究報告誌等の出版及び頒布を継続するとともに、CD-ROM 等電

子媒体及びWebによる頒布普及体制を整備する。また、地球科学文献の収集、整備、保存及び提供を行い、

地球化学標準試料の頒布、標準試料及び標本の提供を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 出版計画に基づき提出される地質図類、報告書、研究報告誌等の原稿検査と JIS 基準の適用、

印刷に向けた仕様書作成と発注を行い、成果物の納品を確認する。 

・ 既刊出版物の管理・頒布・普及を継続して行う。在庫切れ地質図類の入手要望に対してオンデマ

ンド印刷により適切に対応する。 

・ 国内外の既刊地質図類についてラスターデータ整備を着実に行う。海洋地質図、新刊の 20 万分

の 1及び 5万分の 1地質図幅等のベクトル数値化を進める。 

・ 地質図及び地域の地質に関して内容を拡充して解説した一般向け「九州地質ガイド」のCD原稿に

使用している写真等の著作物利用許諾手続きののち刊行する。 

・ 国内外の地球科学文献の収集、整備、保存及び提供を継続して行い、所蔵地質情報の充実に努
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める。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 地質標本館の展示の充実に努め、来館者へのサービス向上を図る。また、地質標本館収蔵の標本及び新規

受け入れ標本については、最新の学術水準と照らし正確な同定を行い、新たに解説書を作成するとともに、

Web で公開し産総研内外の研究者等に対して標本利用の促進を図る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ ２回以上の特別展を開催し、その展示ポスターの縮小印刷版として、展示パンフレットを印刷頒布

する。展示物解説の補強、見学案内者の多様化、展示標本の入れ替えにより、見学の質的向上

を図る。特別講演会を 2回以上開催する。 

・ 地質調査総合センターの各ユニットとの連携のもと、地質標本館収蔵標本の登録・管理、利用、デ

ータベース化を着実に推進する。地質試料の薄片研磨片の調製を行う。通常の手法では薄片制

作が困難な、軟弱試料、不安定試料に対しては、乾式研磨および非加熱硬化を積極的に用いた

試料調製法で取り組む。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 地質情報普及活動として、地方での展示会、野外見学会、講演会等を主催するとともに、地方公共団体や学

会等が主催する地質情報普及を目的としたイベントにおいて、共催、講演及び展示などの協力を行う。また、

緊急調査等に関する地質情報についても、迅速に情報を発信する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 地質情報展（岡山）をはじめ、地域センターの一般公開や科学館、科学系博物館などに協力し、移

動地質標本館を出展する。一般市民を対象として茨城県南部の地質見学会を実施する。学校教

育関係者と連携し、若年層の自然観育成、科学理解度増進に引き続き注力する。ジオパーク活動

や地質の日の記念事業などに積極的に貢献する。地質調査総合センターから自然災害等の緊急

調査が派遣された場合は、その緊急研究の成果を速報する。 

・ 地質調査総合センターの研究成果を発信するため、岡山市において地質情報展を実施し、成果

普及活動を展開する。また、日本地球惑星科学連合 2008 年大会などにブース出展し、併せて研

究成果品の紹介・普及を進める。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ 地震、火山等の自然災害、地質環境及び資源探査に関する地質情報の活用を促進するとともに、共同研究

を推進するため、産業界、学界、地方公共団体等との連携を強化し、地質に関する相談に積極的に応える。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 地質情報の利用促進のため、地質相談所を窓口として、外部機関や市民からの問い合わせに積

極的に応えるとともに、団体見学者の要望に応じて地域地質の解説を行う。 

・ 「地質ニュース」を引き続き編集する。 

・ 産業技術連携推進会議知的基盤部会地質地盤情報分科会を主催し、地下構造データベース研

究会を開催することにより、地方公共団体の公的研究機関や民間企業との協力連携を一層推進

する。 

・ 地質調査総合センターシンポジウムを開催する。 

 

２．環境に配慮した資源利用のための地質の調査・研究 

地圏・水圏における物質循環は自然環境や水資源に影響を与えるとともに、資源生成や汚染物質

の循環・集積にも大きな役割を果たすことから、環境問題や資源問題を解決するため、地球規模の物

質循環の解明が重要である。そのため、地下空間における水文環境、地球規模の炭素の循環システ

ム及び物質の集積メカニズムの解明を行う。さらに物質集積メカニズムの解明に基づき、土壌汚染、

地熱資源、鉱物資源、燃料資源等に関する情報を整備し、データベースを作成する。 

 

2-(1) 地球環境を支配する水と炭素の循環システムの解明 

環境負荷影響評価や環境対策技術に資する物質循環情報を提供するため、地下空間における水

の循環を解明し、水文環境に関するデータベースを整備する。また、将来の海洋中深層での CO2隔離

における判断材料を提供するため、西太平洋域における炭素循環に関するモデリング技術を開発す

る。 

 

2-(1)-① 水文環境データベース及び水文環境図の作成 

 

【中期計画（参考）】 

・ 地下水資源及び水文環境に関する理解を深めるため、流域規模や地質構造などを考慮して選定した佐賀平

野等の国内堆積平野を対象として、地下水流動及び地中熱分布に関する調査を実施し、データベースを整

備するとともに、水文環境図 2図を作成する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 地下水資源の有効な利用と適切な保全を考慮して、社会のニーズに貢献できることを大目標とし

て、以下の事業を実施する。 

1)水文環境図の評価軸と評価方法に関する指針をまとめ、論文として発表する。 

2)水文環境図「山形盆地」を出版し、調査地域を石狩平野・関東平野等へ展開する。 

3)水文環境を示す基図DBとして、全国の地下水盆に関して帯水層の三次元構造をデータベース

化し、平成21年度内に全国の水理地質・帯水層3D－DBを完成させ論文またはWebにおいて
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公表する。 

 

2-(1)-② 海洋における物質循環のモデル化 

 

【中期計画（参考）】 

・ 海洋の環境及び物質循環に関する理解を深めるため、炭素を中心とした海洋物質循環モデルの開発を行い、

これを用いて西太平洋域の後期第四紀環境における水温、塩分、一次生産等を定量的かつ高精度の時間

解像度で復元するとともに、溶存全炭酸、栄養塩、一次生産、海水の年代等の物質循環を支配する最重要

指標を定量的に再現する。この技術を利用し、将来の海洋中深層 CO2 隔離を実行する際の判断材料を提供

する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 炭素循環に関連した物質循環変動を解析するため、北西太平洋域の親潮と混合水域における後

期第四紀環境の水温、塩分、一次生産等を定量的かつ高精度の時間解像度で復元をするための

現在の栄養塩、一次生産や栄養塩、季節変動あるいは地理的変動との関係の解明を行う。 

 

2-(2) 地圏における物質の循環・集積メカニズムの解明と評価 

地圏において土壌汚染や資源生成の要因である物質の循環と集積に関する知見を提供するため、

地下における水及び熱の循環・集積メカニズムを解明し、土壌汚染に関する情報を整備する。また、地

熱、鉱物、燃料等の資源情報を整備するとともに、資源生成に関するデータベースを作成する。 

 

2-(2)-① 土壌環境リスクマップと地熱・鉱物資源データベースの作成 

 

【中期計画（参考）】 

・ 土壌中に含まれる自然起源及び人為起源の重金属等の汚染物質に関するデータを含む土壌汚染情報を整

備することにより、土壌環境リスクマップ 2図を作成する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ これまでに整備を進めてきた宮城県地域および鳥取県地域の詳細な解析を進めるとともに、日本

全体の表層土壌マップの作成に向けて予備的な調査を実施する。この中では、東北大学と共同で

開発したジオインフォマティックスシステムを改良し、全国的な表層土壌環境の評価・解析を実施し、

土壌物理および化学特性（含有量、溶出量）のデータベースを作成する。また、第３期に向けての

予察および地質・土壌調査の設計を行う。 
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【中期計画（参考）】 

・ 資源情報を GIS 上で統合することにより地熱情報データベース及び鉱物資源データベースを作成し、資源ポ

テンシャル評価に関する情報を社会に提供する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ これまでに開発した GIS 技術を用いて、国内地熱開発への新規参入企業の支援はもとより、平成

21 年度開始予定のインドネシア JICA 地熱資源評価技術能力形成事業（仮称）等、アジア太平洋

の地熱開発推進に全面的に協力する。また、IEA 地熱実施協定、IPCC 再生可能エネルギー特別

報告書執筆など、高度な国際研究協力を推進する。 

・ 中央アジアの鉱物資源データの収集を行うとともに、中央アジアの鉱物資源図の編纂を行い原稿

を提出する。20 万分の 1｢横須賀｣ほかの鉱物資源情報収集のための地質調査を実施する。 

・ JICA によるザンビア他の地域での鉱業分野投資促進のための地質・鉱物資源情報整備計画調

査について、要請に対応し現地指導等を行う。 

 

2-(2)-② 燃料資源地質情報解析と資源・環境評価手法の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 堆積物の起源及び天然ガスの生成、集積、消費等の実態の解明のため、房総半島～南海トラフ前弧海盆等

の燃料鉱床胚胎堆積盆を対象として微生物活動及び堆積作用等に関する地質情報を解析し、堆積盆評価

技術の開発を行い、企業等の探鉱指針策定に資する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 南海トラフのハイドレート分布域のうち、精密地球物理情報が得られている東海沖に関する詳細な

地質構造解析を行い、燃料資源地質図の編集を完成させる。南関東ガス田の坑井地質情報を収

集し、基礎的地質情報の GIS による編集を行う。房総、東北等において地質調査を行い、海陸に

わたる堆積盆の解析をすすめる。 

・ 長期恒温培養試験前後の堆積物試料に含まれる脂質成分やケロジェンの分析を進め、メタン生

成の原料となった有機物の解析を進めるとともに、これまでに取得したメタン生成活性、生成経路、

メタン生成菌の多様性に関する情報を統合し、水溶性ガス田の微生物による天然ガスの生成ポテ

ンシャルと生成機構を評価する。 

・ エネルギー及び地下資源の昨今の需給状況を踏まえ、南関東ガス田（水溶性天然ガス）に関する

研究を中心として、国内の炭化水素資源（石炭、石油、天然ガス等）及び非金属鉱物資源（ベント

ナイト等）の正確な賦存状況を把握することを目的とし、これら資源の起源、成因及び賦存状況

（分布、資源量等）に関する調査研究を進める。 
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【中期計画（参考）】 

・ 地圏における燃料資源開発及び地質汚染等に関する地質環境評価のため、国土および周辺域を対象として、

フィールドに適用が容易な物理探査、地質地化学探査、データ解析等の手法を開発し、それらの手法に基づ

いて水、熱及び化学種循環系の数値モデルの構築と検証の方法を確立し、新たな地質調査技術を産業界へ

普及させる。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 南海トラフ前弧海盆域、南関東ガス田域等で、広域流体モデリングに必要な新たな地質情報の収

集をすすめ、地震探査・掘削情報に基づく詳細な 3D 地質モデルを構築し、モデルの可視化を行

う。 

・ 実地盤における飽和度モニタリングを念頭に置き、これまでに検討した各種測定法を適用して、そ

の有効性を確認する。 

・ 流体を含む岩石の電気物性測定に関する室内試験、野外観測を継続し、自然電位・比抵抗観測

等のデータを用いた流体循環系の数値シミュレーション技術の改良を行う。また、坑井を用いた長

期自然電位モニタリングに関る技術開発として、金属電極の長期安定性について測定を継続し、

中間的なまとめを行う。 

 

３．地質現象の解明と将来予測に資する地質の調査・研究 

地震、火山等の自然災害による被害の軽減及び高レベル放射性廃棄物の地層処分の安全性の確

保のため、地質情報に基づいた科学的知見を提供することが期待されている。その実現のために、地

震発生、火山噴火のメカニズム及び地下水位の変動メカニズムの解明を目指した調査・研究を実施す

る。また、都市及び沿岸域における自然災害被害の軽減を目的として、地質環境の調査・研究を実施

する。更に、高レベル放射性廃棄物地層処分事業の安全規制に係る国の施策に資するため、地下深

部における地質学的及び水文学的知見をとりまとめる。 

 

3-(1) 地震及び活断層の調査・研究の実施 

地震防災の観点から重要と判断される活断層に加え、活動度の低い活断層も対象として、活動履

歴の調査を行い、活断層の活動性評価を実施する。海溝型地震については、活動履歴を調査し、断層

モデルを構築する。活断層深部の状態をより正確に把握するため、断層近辺の構造、物性及び応力

に関する調査・研究を進める。また、大地震発生に関連する地下水及び電磁気的な現象の発生メカニ

ズムを解明するとともに、変化検出システムを構築する。更に、活断層や地質情報を活用した地震に

よる被害予測の精度を改善するため、地震動予測手法の開発を行う。 

 

3-(1)-① 活断層の活動性評価 
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【中期計画（参考）】 

・ 地震防災の観点から重要と判断される15以上の活断層について、活動履歴、変位量、三次元形状等の調査

を実施する。これらの結果を利用してシミュレーションを行い、セグメントの連鎖的破壊の可能性を評価する

手法を開発し、主要な活断層における確率論的な地震発生予測を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 将来の活動確率が十分に明らかにされていない断層および沿岸海域の活断層について、活動性

や活動履歴を明らかにするための調査を 5断層帯程度において実施する。 

・ 糸魚川ー静岡構造線北部での古地震データ補充のため、1 ないし 2 箇所でトレンチ調査を実施す

る。20 年度までの成果をもとに断層系全体の活動履歴のとりまとめを行い、活動セグメント区分を

行う。同時に周辺の地質構造発達や微小地震活動との関係について検討し、同断層系から想定

される地震規模と頻度について確率予測を行う。 

・ 新スケーリング則提案のため、地震断層に関する文献調査とレビューを引き続き実施する。また、

岩手・宮城内陸地震をはじめ近年日本で発生した内陸地震について、震源断層と地表地震断層と

の対応についてとりまとめる。 

・ 傾斜した断層について、傾斜角がより現実的な計算コードの開発を進める。分岐を含む断層の動

的破壊過程を計算するコードの開発を行う。また、評価対象断層の地震サイクルごとの残留応力

分布や周辺の大地震等による静的応力場の擾乱を考慮した計算を引き続き行う。 

・ 長期的地殻変動速度のデータが疎である北三陸・南三陸を対象に、データの補完をおこなう。そ

のため、海成段丘面を編年する目的で、野外踏査・ボーリング調査およびテフラ分析を行う。また

日本海溝に直交する方向（島弧断面）において、長期的地殻変動速度分布を取得するため、津軽

海峡沿岸（青森県・北海道南部）でも同様の調査を行う。また、短期的地殻変動速度の算出も同時

並行で作業する。これにより、東北日本広域における短期的・長期的地殻変動速度分布の把握、

および島弧地殻変形モデルの検討を行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 低活動性の活断層及び伏在活断層の調査を行い、その活動特性と地震発生ポテンシャルを評価するための

手法として、従来の層序学的手法に加えて物質科学及び地球物理学的な手法を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 南部フォッサマグナ地域に発達する活断層の活動様式の特性を解明することを目指して、富士川

河口断層帯などの主要活断層沿いの鮮新～完新統の編年調査、地質構造調査を行う。それらの

結果と地球物理学的データとを比較検討し、複雑な地質構造を持つ南部フォッサマグナ地域での

地震発生ポテンシャルを評価する手法としてとりまとめる。 

・ 活断層に沿って認められる微小変位地形について、前年度までの検討結果および新たに取得す
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るデータに基づく検討を加え、デジタル地形モデルによる微小断層変位地形の客観的検出のため

の手法を開発する。また、岩国断層においてトレンチ調査を実施し、断層の活動性確認および断

層破砕物質採取を行い、採取試料の物性特性に関する分析を行うとともに、断層の活動履歴との

比較検討を行うことにより、断層破砕物質から断層活動性を評価する手法としてとりまとめる。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ 全国の主要な 150 の活断層を構成するセグメントの形態と活動サイクルに関する特徴をまとめ、主要活断層

の位置情報を縮尺 2万 5千分の 1の精度で編纂し GIS 化する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 既存文献に示された断層位置情報について、データベースへの収録作業を進めるとともに、縮尺

2 万 5 千分の 1 の精度で編纂し GIS 化した表示システムを構築する。また、英語版での調査地点

情報の検索・表示を可能とする。 

 

3-(1)-② 海溝型地震の履歴の研究 

 

【中期計画（参考）】 

・ 海溝型地震の予測精度向上に貢献するため、日本周辺海域で発生する海溝型地震の過去 1 万年間程度ま

での発生履歴を明らかにする。また、これらの地震発生履歴と津波浸水履歴や海底地質構造等の情報に基

づいた津波シミュレーションによる解析とを統合することにより海溝型地震の断層モデルを構築する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 富士川から駿河湾沿岸域では、今までに行ってきた調査全体をまとめ、地形地質に残された地殻

変動がどのような地震に関連しているかを整理する。志摩半島ではボーリング試料の年代測定と

堆積相解析を進め、津波と地殻変動の履歴を明らかにする。その結果とすでに得られている潮岬

で明らかになった地殻変動の履歴とを比較し、南海トラフ沿いに発生する海溝型地震の多様性の

解明を進める。 

・ 仙台平野などで大型ジオスライサーを用いた調査を行い、津波堆積物の堆積年代をより詳しく検

討する。また常磐海岸を中心に、過去の地殻変動解析を行う。北海道東部太平洋沿岸域で、千島

海溝で繰り返し発生している連動型地震に伴う地殻変動のパターンを解明するため、沿岸域の湿

地堆積物の採取と分析を行う。 

・ 験潮所等の津波の観測記録を用いて、震源断層の滑り分布を精度よく求める手法を検討する。21

年度は十勝沖地震と能登半島地震について、海底の変動量と断層滑り量を明らかにする。 

・ スマトラ島本島の北部において津波の履歴を調べる。タイのインド洋沿岸に残された 2004 年津波

堆積物を用いて土砂移動の解析を行う。 
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・ 日本海溝の前弧海盆の地殻変動を既存の反射断面を用いて解析するととも、地殻変動とプレート

境界の地震との関係を検討する。日本海溝、相模トラフ及び南海トラフ沿いについては、得られた

堆積物試料の年代測定を進め、より正確な崩壊堆積物の堆積間隔を得る。また、スマトラ沖堆積

物試料などの分析を行い、崩壊堆積物の堆積間隔や堆積様式を比較検討する。 

 

3-(1)-③ 地震災害予測に関する研究 

 

【中期計画（参考）】 

・ 関東平野をモデル地域として、第 1 期に開発した活断層情報を活用した断層モデルの構築手法の高度化を

図るとともに、関東地域の地下構造モデルを作成し、震源過程から、不均質媒質中の波動の伝播及び埋没

谷などの地表付近の不整形地盤特性を考慮した地震動予測手法を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 地形・地質学的な情報を加味して深谷断層系を対象とした地震シナリオを作成する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 石油備蓄基地及び石油コンビナート施設に立地する石油タンクの安全性評価のため、全国の 7 地域につい

て、数値シミュレーションによって長周期地震動を予測する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 秋田・酒田地域の 3次元地盤構造モデルを作成し、長周期地震動評価を行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ ライフラインの被害予測に貢献するために、断層変位による表層地盤の変位・変形量を数値シミュレーション

によって予測する手法を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 地震発生層における基盤層と被覆層の双方をモデルで考慮するために、数値シミュレーション手

法の高度化を行う。引き続き 2008 年岩手宮城内陸地震の解析を行い，地表付近の変形様式をよ

り詳細に考察する。 

 

3-(1)-④ 地震発生予測精度向上のための地震研究 

 

【中期計画（参考）】 

・ 近接断層間、横ずれ断層等の地表兆候の少ない断層周辺地域において地下構造調査を実施し、得られた構

造特性に基づき、断層の連続性、変位量及び構造の不均質性を評価する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 断層面の不均質性の研究で引き続き宮城県北部をフィールドとして、従来の測線よりも断層面の

浅い領域を対象として調査する。断層面の不均質性とすべり分布・余震分布との比較を行う。以前

の調査で捉えられた自然地震の震源近傍の不均質構造を解析する。加須低地で北西－南東方向

の層相の変化、北東－南西方向の構造線の存否等を解明する。沿岸域の地質調査で海陸接合の

地下構造断面を作成する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 地球物理観測による活断層深部の物質分布の推定及び応力状態評価の手法開発を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 1)糸魚川-静岡構造線の３次元地下構造モデルの範囲を関東越後信越を含む地域まで拡大する。

また、糸魚川-静岡構造線中央部付近（諏訪湖周辺）の地下構造を詳細化する。地震発生予測シ

ミュレータで、ひきつづきモデルの 3 次元的不均質と非弾性の効果等を考慮したモデルの高度化

を行い、地殻スケールの大規模な不均質を考慮した粘弾性 3 次元地殻モデルを用いて 1 年-100

年オーダーの時間スケールで静的応力場を評価する。  

2)微小地震観測を継続し、データの蓄積を行い、松本市以北の応力場の把握を行う。さらにこれ

までの成果もまとめて、糸魚川ー静岡構造線全体に渡る応力場を解明する。 

3)浅部応力場に関しては、周辺の地形効果の影響を考察するための有限要素法を用いた地形効

果による応力場評価支援システムを構築する。この支援システムを用いて、応力測定地点周辺

の地形データを入力した地形効果を評価する。 

・ 中央構造線を貫通したボーリングコアについて、引き続き変形条件、応力状態を含めた断層帯内

部構造を明らかにする．また細粒長石について、塑性流動の構成則と形機構を決定する．さらに

高歪量の剪断試験により、塑性変形から破壊に至る過程の再現を試みる。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 地震活動の場である地下深部における高温高圧状態を岩石実験により再現することにより、高温高圧下に

おける岩石物性、地震発生過程に及ぼす水の役割及び岩石破壊に伴う電磁気現象を解明する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 1) 高温高圧下における弾性波速度について、新システムの設定およびキャリブレーションを実施

し、高温高圧下における花崗岩の測定を実施する。脆性̶塑性遷移領域の変形挙動の解明では、

間隙水圧と封圧がほぼ同等になるくらいまで近づけた条件における遷移領域の挙動を探る。変形

中に変形速度を急変させる速度ステップテストから得られる摩擦̶流動則の変遷をとらえ、定式化

することを目標とする。 
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2)垂直応力に微小な変動を加えた摩擦実験を実施する。さらに変形と間隙圧変化とのカップリン

グ・拡散率の不均質・地球潮汐の影響を地殻応力変化計算プログラムに取り込み、既存のダム誘

発地震・注水誘発地震実例や中国沿海地域の地震活動と地球潮汐との関係を調べる。一方浸透

率の異なる岩石試料（Berea 砂岩・多胡砂岩）を使い封圧と間隙圧の擾乱が微小破壊に及ぼす影

響を実験的に調べる。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 地震に伴う電磁気異常の観測システムをノイズ除去手法の改良等により高度化すると同時に、地電流センサ

の特性を人工信号観測により評価する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ (平成 20 年度で終了） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 地下水等の変動観測に基づく前兆的地下水位変化検出システムを運用、改良するとともに、観測データ及び

解析結果を関係機関に提供し、またこれらデータベースを公開する。さらに、東南海・南海地震対象域に臨時

地下水観測点を設置して観測を開始する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 四国～紀伊半島に、東南海-南海地震地震予測のための地下水等観測施設を２点新設する。完

成済みの四国～紀伊半島の観測点および東海の地下水観測点の観測データを用い、気象庁や

防災科研と協力して短期的スロースリップをモニターする。国の東海地震予知事業の一環として

引き続き前兆的地下水位変化検出システムを運用する。 

・ 2009年 1-2月の第６回注水実験に伴う地下水変化のデータを解析する。この結果も含め、過去の

注水実験のとりまとめを行なう。 

・ 地震に関する地下水観測データベースに、四国～紀伊半島の新規観測点のデータを加えて引き

続き公開する。数値データの関係機関への提供を行う。 

・ 台湾成功大学との共同研究「台湾における水文学的・地球化学的手法による地震予知研究」を引

き続き推進し、台湾成功大学において第 8 回ワークショップを開催する。台湾で構築された地震予

知研究のための地下水観測網について評価する。 

 

3-(2) 火山の調査・研究の実施 

火山噴火予知及び火山防災に役立つ火山情報を提供するため、活動的火山を対象として噴煙、放

熱量等の観測及び地質調査を実施し、火山の噴火活動履歴及び噴火メカニズムを解明する。 

 

3-(2)-① 火山の調査・研究 
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【中期計画（参考）】 

・ 活動的火山の地質調査を行い、噴火活動履歴を明らかにする。これらの成果として火山地質図3図を作成す

るとともに、第四紀火山の噴火履歴及び噴火活動の時空分布に関するデータベースを整備する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 九重火山及び諏訪瀬島火山の火山地質図作成調査を行う。十勝岳火山及び樽前火山の火山地

質図を完成し、中期計画を達成する。火山活動時空分布把握のため、野外調査及び年代測定を

実施する。活火山データベース及び第四紀火山データベースのデータ追加更新を行う。伊豆大島

火山における噴火シナリオを高度化させるため、ボーリング結果の解析と追加の地表地質調査を

行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 火山に関する地質学、地球物理学及び地球化学的知見の総合的モデルの構築を図るため、活火山の噴煙、

放熱量及び地殻変動などの観測研究、地質調査及び室内実験を実施し、それらによって得られた情報に基

づき噴火脱ガス機構、マグマ供給系及び流体流動のプロセスを明らかにする。また、第 1 期に開発した微小

領域分析技術等を火山地域で得られた地質試料分析に適用し、マグマ－熱水系における元素挙動を解明す

る。これらの成果として火山科学図 2図を作成する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 有珠山、雌阿寒岳等において熱・電磁気学的観測結果と熱水系の数値シミュレーションを総合的

に解析し、火山体の地下水環境を推定する手法の検討を行う。薩摩硫黄島火山の噴出物試料の

化学分析に基づきカルデラ噴火マグマの化学的特徴を把握する。樽前火山噴出物の岩石学的解

析を行ないマグマ溜まりの圧力を推定する。 

岩脈貫入過程に影響を及ぼす応力場とマグマ物性に関するモデル検証のための実験を開発する。

衛星画像や事例研究に基づきインドネシアのカルデラ火山の発達史の特徴を明らかにする。全国

の主要な火山において火山ガス観測を、富士山・薩摩硫黄島・口永良部島において地殻変動観測

を実施し、火山活動の評価を行う。伊豆大島火山における地下水位・自然電位連続観測を継続し、

地下水不飽和層の特性評価を行う。 

・ SIMS(二次イオン質量分析計)による金の微小領域定量法を用い、国内産金鉱石の金存在状態と

他元素との関連を明らかにする。熱水性鉱床におけるレアメタル(インジウムなど)含有鉱物につい

て、鉱物生成温度等に基づき、レアメタル濃集環境を推定する。雲仙火道掘削の解析から得られ

た結果をまとめ、火山体内外の熱水系発達過程を明らかにする。 

パキスタン西部チャガイ地域のマグマ熱水系に伴なう熱水変質帯の特徴を明らかにする。斑晶ガ

ラス包有物のSIMS分析に基づき、三宅島火山2000年噴火マグマの脱ガス・分化過程を明らかに

し、単成火山や巨大カルデラ火山におけるマグマ供給系の深さを見積る。 
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【中期計画（参考）】 

・ 火山体の斜面崩壊危険箇所を物理探査により明らかにするための山体安定性評価技術をデータと評価パラ

メータの選択により改良し、モデル火山において山体安定性に関する評価図を作成する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ (平成 20 年度で終了） 

 

3-(3) 深部地質環境の調査・研究の実施 

高レベル放射性廃棄物の地層処分事業に対し、国が行う安全規制への技術的支援として、地質現

象の長期変動及び地質環境の隔離性能に関する地質学的及び水文地質学的知見を整備し、技術情

報としてとりまとめる。また、放射性核種移行評価に向けての研究基盤を確保する。 

 

3-(3)-① 地質現象の長期変動に関する研究 

 

【中期計画（参考）】 

・ 将来にわたる地震・断層活動、火山・火成活動、隆起・浸食の長期変動が地層処分システムに与える影響を

評価するために必要な地質学的知見を整備し、技術情報として取りまとめる。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 低活動性断層の評価手法標準化では、断層岩の性状と断層の活動性との関連について、断層岩

の岩石・鉱物学的特徴をより明確にするための研究を行う。評価手法標準化の為の分析項目や

手法などを、放射性廃棄物地層処分事業の伸展を見越した、立地段階の調査に資する技術資料

("AIST2009 レポート")を作成する。 

・ 巨大カルデラ噴火の発生頻度と影響範囲の研究では、阿寒・屈斜路・摩周カルデラの噴出物の同

位体組成分析により、マグマ-地殻相互作用の検討を行う。噴出物の鉱物分析によりマグマ溜まり

の温度・圧力変化の検討を行い、地殻内で成長するマグマ溜り進化の岩石学的モデルについて

検討を行う。カルデラおよび沿岸域を含む周辺の地表水、地下水調査を行い、噴火の影響に起因

した水系の特徴を明らかにし、地質構造との関係を検討する。 

単成火山の新規出現性評価の研究では、これまで見過ごされてきた東北日本の単成火山活動の

時空分布解析を行う。以上の火山活動の長期予測手法および火山活動の周辺（地下水）環境へ

の影響評価手法の一般化を検討し行い、その結果を放射性廃棄物地層処分事業の伸展を見越し

た、立地段階の調査に資する技術資料("AIST2009 レポート")を作成する。 

・ 既存の各種分析手法を組み合わせた、隆起侵食量高精度化評価手法についてとりまとめを行う。

テストフィールドに対して、隆起侵食量分布を明らかにし、地殻変動のモデル化を検討する。地殻

応力場・歪み場の長期的時間空間変遷の検出手法の開発を行い、テストフィールドへの適応性の
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検討を行う。以上の隆起・沈降および広域的地殻変動解析手法の一般化を検討し、その結果を放

射性廃棄物地層処分事業の伸展を見越した、立地段階の調査に資する技術資料("AIST2009 レ

ポート")を作成する。 

 

3-(3)-② 地質現象が地下水に与える影響に関する研究 

 

【中期計画（参考）】 

・ 将来にわたる地震・火山・熱水活動の長期変動が、地層処分システムの地下水に与える影響を評価するた

めに必要な水文地質学的知見を整備し、技術情報として取りまとめる。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 熱水活動および沿岸域を中心とした深層地下水の変動予測手法およびその影響評価手法を整備

するために、以下の研究を行う。 

1）長期にわたる海水準変動が深層地下水系に与える影響を評価するため、地下水データ・試料

の収集および分析をすすめ、深層地下水系の起源解明、年代測定などに基づいて、沿岸域

の地下水系の変動の実態を明らかにする。  

2）北海道中ー北部に広域に存在する高塩濃度の深層地下水について、その成因を明らかにす

るため、調査を行い、地下水試料の分析を行う。 

3）日本列島の火山周辺地域の深層地下水データの収集を行い、GIS 化する。火山との位置関係

や水質、水温との関係を取りまとめ、火山の存在が周辺の地下水系に与える熱、化学的影響

について取りまとめる。 

4）深部流体の広域分布、成因解明による地下水系への影響評価技術の開発のため、離島等に

おいて深層地下水調査を行い、深層地下水 DB を更新する。地下水の各種データをその起源、

流動、化学的性質、温度などの観点からまとめなおし、GIS 上に展開する。 

5）これまでの研究成果を規制支援機関の立場からとりまとめ、放射性廃棄物地層処分事業の伸

展を見越した、立地段階の調査に資する技術資料(2009 年 AIST レポート)を作成する。 

 

3-(3)-③ 地質環境のベースライン特性に関する研究 

 

【中期計画（参考）】 

・自然状態における地質環境、特に地下施設を建設する前の地質環境を把握するために必要な地質

学的、水文地質学的知見を整備し、技術情報として取りまとめる。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 平成 20 年度に掘削を行ったボーリング孔を用い、立抗掘削に伴う間隙水圧および水質の変化に

関するモニタリングを実施する。 同時に、重力探査、衛星レーダーによる地表面変形のモニタリン
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グを実施し、立抗掘削の影響から水理地質モデル、パラメータの再評価を行う手法の構築を行い、

別グループが実施する同位体分析による地下水の起源、年代に関する検討結果と合わせ、幌延

で得られた実データへの適用を行う。 

・ 堆積岩地域における過剰間隙水圧発生に関する実験データの集積を実施するとともに、過剰間

隙水圧発生メカニズムに関する地球化学的な検討を実施し、地化学的観点からの過剰間隙水圧

発生推定の基礎データを得る。同時に、過剰間隙水圧の安定性を考慮した数値解析手法によっ

て、地下水流動・核種移行への過剰間隙水圧の影響に関する考察を実施する。 

・ 堆積岩地域、花崗岩地域における地下水化学、生物化学と鉱物の相互作用に関して、幌延およ

び瑞浪地域の岩石および地下水試料の分析から、実岩盤における調査・評価手法の開発を行い、

地下空洞掘削による影響の把握、埋め戻し後の水質回復過程に関する予測手法に関する検討を

実施する。 

 

3-(3)-④ 地質環境の隔離性能に関する研究 

 

【中期計画（参考）】 

・ 放射性核種移行評価に向けて、地質環境の隔離性能にかかる諸プロセス解明のための実験手法等を整備

し、規制当局が行う安全評価を支援できる研究基盤を確保する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ １）岩石中の核種等物質移行、実空隙中の微生物活性に関して、実試料を用いた移流分散試験

による詳細な評価手法を確立し、物質移行の原位置における評価手法に関する検討を行い、

技術資料としてとりまとめる。 

２）核種移行に影響する要因としての、地下環境中における放射性核種の不動化、易動化に関す

る微生物および腐食性溶存有機物の機能に関し、核種の化学状態変化の機構、微生物、溶

存有機物の影響を明らかにする。 

３）堆積岩における気圧変動、人為的坑道掘削等の外的要因による間隙水圧変動を利用した水

理特性評価を目的とし、水理－応力変形の連成構成則、各種パラメータを評価するための試

験システムの構築、幌延地域等の堆積岩試料を用いた定量的評価を行う。 

４）安全評価上基本となる地下水流動モデルとして、水理－熱－力学－化学反応の連成モデルに

関する各パラメータの不確実性も含めた評価手法の検討、整備を行うと同時に、解析コードの

整備、仮想モデルでの感度解析を実施し、連成現象、パラメータの重要性に関する整理を行

う。 

 

3-(4) 都市及び沿岸域の地質環境の調査・研究の実施 

自然災害に強い産業立地に必要な情報を国・地方公共団体等に提供するため、都市平野部及び沿

岸域の総合的な地質環境の調査・研究を実施するとともに、生態系も含む環境変遷及び物質循環の
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研究を進め、都市及び沿岸域の自然や人為による地質環境変化を解明する。 

 

3-(4)-① 都市平野部から沿岸域の総合的な地質環境の調査研究 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ 大都市の立地する平野部及び沿岸域を構成する地質層序及び地質構造の実態を把握するため、ボーリング

調査及び物理探査等を実施する。沖積層に関する物理探査については、地中レーダー及び浅海用の音波探

査を用いて数 10cm の地層分解能探査を行う。これを基にして、関東平野を中心とした標準地質層序の確立、

地質構造モデルの確立及び岩石物性値を含む三次元的平野地下地質情報の整備を行い、都市近郊を対象

にした重力異常図及び重力基盤図を各 1図作成する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 元荒川構造帯を中心とする関東平野の 3 次元的な地質構造と地下水の地球化学的構造をより正

確に把握するため、新たに地質構造と平行する北西-南東方向の反射法探査を実施するほか、深

井戸などの既存柱状図間やコア詳細分析による地層対比、より広範囲での地下水試料の採取と

水質分析、コアの溶出試験を行い、データベースの構築を行う。反射断面での各反射面と地層と

の対比を行い、それらを元に各地層の 3 次元的な分布を明らかにする。甲府地域の重力異常図

及び重力基盤図を作成する。 

地質構造が広域地下水流動系に与える影響、元荒川構造帯内部の特異な水質を有する地下水

の形成プロセスを組み入れた地下水モデルを構築する。 

・ 沿岸域の首都圏の浅層地下地質について、 

1）荒川低地の（川口市付近において、沖積層層序を確立するためのオールコアボーリング（50m）

を行い、コア試料の解析を行う。また掘削孔で PS検層（弾性波速度検層）を行う。 

2)沿岸域の地下地質情報の基盤として、ボーリングデータの収集・数値化を実施し、ボーリングデ

ータベースを更新する。 

3)これまでに実施した標準層序ボーリングおよびボーリングデータベース、1/2.5 万シームレス地

質図を基に、次の地域・地質に関する 3 次元モデルを作成する。武蔵野台地東部・下吉台地、

大宮台地南部、下総台地西端部荒川低地域における 30m 以浅に分布する更新統、荒川低地

の中・下流部域の沖積層、中川低地中・上流部から東京低地の沖積層。 

4)超鋭敏粘土について、既存土質試験データによる空間分布、その堆積環境、間隙水の化学特

性、実験による動的特性の詳細と形成機構の検討を行い、堆積環境を考慮した新しい地盤特

性の評価法を検討する。 

5）東京低地付近の沖積層の地盤物性モデル構築手法を改良し、地震動増幅度の高精度化を行

う。 

6）関東平野以外の札幌市などの大都市が位置する沖積低地について、地元研究機関と連携し
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て層序・物性の模式となるオールコアボーリング調査とボーリングデータベースの整備を進め

る。 

・ 沿岸域の調査において、次の研究を実施する。 

1) )実用化した高分解能マルチチャンネル音波探査技術をベースとし、沿岸域地質構造の３次元

的特性探査技術の開発に着手する。 

2)地中レーダー探査により、地下の津波堆積物の認定と海岸砂丘堆積物の内部構造の可視化を

目標に研究を実施する。調査対象は前年に引き続き北海道東部の沿岸低地、及び鳥取海岸

砂丘を予定している。 

 

【中期計画（参考）】 

・ アジアの沿岸平野において、地下地質構造と標準地質層序の確立のために、現地研究機関と共同で沖積層

に関する沿岸地質情報を整備する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ メコンデルタ、チャオプラヤデルタ、黄河デルタなどについて、近年の海岸侵食や沿岸域の物質輸

送について今までに取得したデータのとりまとめを行う。 

 

3-(4)-② 沿岸域の環境変遷及び物質循環の研究 

 

【中期計画（参考）】 

・ 沿岸域の生態系を含む環境変遷を明らかにするため、湖沼及び沿岸域堆積物の同位体組成及び食物連鎖

等の物質循環の情報を集積することにより、10～100 年スケールの過去の生態系構造推定手法の開発を行

う。またサンゴ礁海域の水質、流況及び生物の解析によりサンゴ礁環境変遷を解明するとともに、サンゴ骨格

の同位体分析等の物質循環研究により過去 200 年間の環境変動を明らかにする。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 沖縄県等の本邦亜熱帯域のサンゴ礁から収集された濁度等の観測データを総合して、環境モニタ

リング手法としての可能性を検討する。また、同域のサンゴ化石試料を中心に 10～100 年スケー

ルの過去の生態系構造推定手法の開発を行うと伴に完新世、特に過去200年間の海水温の復元

をし、モンスーン変動の現在との違いについて明らかにする。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 沿岸域の環境保全と生物生息場の環境改善のための基礎情報とするため、海岸生物相調査データ、水温等

の物理環境観測データを集積し、データベースとして整備し、提供する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 海岸生物相変遷データや海象・水質に関する物理環境データを Web で公開する。博物館、ＮＧＯ

のアンケートを実施し、市民による生態系モニタリングの実施に関する総合的な試行を行う。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ 海域の物質循環及び人為汚染評価の基礎情報とするため、堆積物及び土壌の化学成分調査に基づき、日

本沿岸地球化学図及び東京湾岸精密地球化学図を作成する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 全国の土壌地球化学図を作成するため本州・四国から各地域を代表する表層土壌試料を採取し

分析する。東京湾岸精密地球化学図作成のための試料を埼玉県南部から採取する。 

 

４．緊急地質調査・研究の実施 

地震、火山噴火等の自然災害時には緊急の対応が求められることから、災害発生時やその予兆発

生時には、緊急の地質調査を速やかに実施する。 

 

4-(1) 緊急地質調査・研究の実施 

地震、火山噴火等の自然災害発生時やその予兆発生時には、社会的要請に応じて緊急の組織的

な地質調査が求められることから、緊急の地質調査を実施するとともに、必要な地質情報を速やかに

発信する。 

 

4-(1)-① 緊急地質調査・研究の実施 

 

【中期計画（参考）】 

・ 地震、火山噴火等の自然災害発生時やその予兆発生時には、地質の調査に関連する研究ユニット等が連携

して緊急調査本部を組織し、社会的要請に応じて緊急の調査及び研究を実施する。同時に、国及び地方公

共団体等に対し、災害の軽減に必要な地質情報を速やかに発信する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 地震・火山噴火、地すべり、地盤沈下等による大規模な自然災害に際して、緊急調査の実施体制

をとって、必要な調査・研究を実施し、正確な地質情報を収集・発信して、社会及び行政のニーズ

に継続して応える。 

・ 緊急体制の構築に必要なマニュアル類について、必要に応じて改訂を行い、機動的対応が行える

体制を維持する。 
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５．国際協力の実施 

産総研のこれまでに蓄積した知見及び経験を活かし、アジア太平洋地域を中心とした地質に関する

各種の国際組織及び国際研究計画における研究協力を積極的に推進する。 

 

5-(1) 国際協力の実施 

アジア太平洋地域において、産総研が有する知見を活かした国際協力が期待されることから、東・

東南アジア地球科学計画調整委員会（CCOP）、国際地質調査所会議（ICOGS）等の国際組織及び国

際研究計画に参画するとともに、アジア太平洋地域において地質情報の整備、地震・津波・火山等の

自然災害による被害の軽減、地下水等の地質環境及び資源探査などに関する国際研究協力を推進

する。また、統合国際深海掘削計画（IODP）及び国際陸上科学掘削計画(ICDP)に積極的に参画する。 

 

5-(1)-① 国際協力の実施 

 

【中期計画（参考）】 

・ 東・東南アジア地球科学計画調整委員会（CCOP）、国際地質調査所会議（ICOGS）、世界地質図委員会

（CGMW）、国際地質科学研究計画（IGCP）等の国際機関の活動及び国際研究計画を主導するとともに、これ

らを通したプロジェクト、シンポジウム等の実施により国際研究協力を図る。特にアジア太平洋地域の地質情

報整備、地震・津波・火山等の自然災害による被害の軽減、地下水等の地質環境の保全及び資源探査に関

する国際研究協力を推進する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 東・東南アジア地球科学計画調整委員会（CCOP）では、小規模鉱山（CASM）、環境分析支援プロ

グラム、地下水、地質災害軽減、デルタ、ジオグリッド（GEO Grid）について、専門家会議やセミナ

ーの中心的な役割を産総研が果たすなど、先導的にプロジェクトを展開する。 

・ 世界地質図委員会（CGMW）、国際地質科学研究計画（IGCP）等については、引き続き各研究テー

マの委員会やシンポジウム等に代表を派遣してそれらの活動を推進する。 

・ 国際惑星地球年（IYPE）の推進事務局を運営し、外部団体と協力して活動支援を行う。IYPE 事業

の一環としてジオパーク活動、地質の日（5 月 10 日）記念事業などを推進する。 

・ アジアのデルタに関する会合を１１月にタイと１２月にインドで開催する。CCOP DelSEA プロジェク

トに関して沿岸侵食に関するワークショップを関係国で開催する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 地球内部を知りその変動の歴史を探る国際研究プロジェクトである統合国際深海掘削計画（IODP）及び国際

陸上科学掘削計画(ICDP)に貢献する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 統合国際深海掘削計画（IODP）及び国際陸上科学掘削計画（ICDP）の推進を目的として、日本地

球掘削科学コンソーシアムとの緊密な連携のもと、国内外の委員会に研究職員を委員として出席

させて運営の一翼を担う。また産総研が分担すべき役割について、引き続き学術面及び運営面の

両面から検討・支援を行う。 

・ IODP において、「ちきゅう」、「ノンライザー掘削船」の運航が本格化する予定であり、「特定任務掘

削」、ICDP も含めて、掘削科学研究への参加の呼びかけ及び所内調整を行い、積極的に乗船研

究者を派遣する。「ノンライザー掘削船」再開後最初の赤道太平洋古環境調査航海に乗船研究者

を派遣する。 
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別表 ３ 計量の標準（知的基盤の整備への対応） 

 

我が国経済活動の国際市場での円滑な発展、国内産業の競争力の維持、強化と新規産業の創出

の支援及び国民の安全・安心の確保に貢献するために、計量の標準の設定、計量器の検定、検査、

研究、開発、維持及び供給及びこれらに関連する業務、並びに計量に関する教習を行う。その際、メー

トル条約及び国際法定計量機関を設立する条約のもと、計量標準と法定計量に関する国際活動にお

いて我が国を代表する職務を果たす。 

具体的には、経済構造の変革と創造のための行動計画（平成12年12月1日閣議決定）、科学技術

基本計画(平成 13 年 3 月 30 日閣議決定)及び産業技術審議会・日本工業標準調査会合同会議知的

基盤整備特別委員会中間報告（平成 11 年 12 月）の目標、方針、その後の見直しに基づいて、計量標

準（標準物質を含む。以下同じ。）の開発、維持、供給を行う。計量標準、法定計量に関して国際基準

に適合した供給体制を構築して運営し、国家計量標準と発行する校正証明書及び法定計量の試験結

果の国際相互承認を進めるとともに、我が国の供給体系の合理化を進める。戦略的な計量標準に関

しては、先端技術の研究開発や試験評価方法の規格化と連携して一体的に進めつつ、加速的に整備

し供給を開始する。また我が国の合理的、一体的な計量標準供給体系、法定計量体系の構築とその

運用及び戦略的な計量標準の活用に関して、経済産業省に対して政策の企画、立案の技術的支援を

行う。 

 

１．国家計量標準システムの開発・整備 

2010 年度までに計量標準の供給サービスの水準を米国並みに高めるために、国際通商に必要な

国家計量標準と産業のニーズに即応した計量標準を早急に整備し、供給を開始する。そのうち国際通

商に必要な計量標準については、基本的な計量標準を開発するとともに高度化して利用を促進し、同

時に標準供給の確実な実施とトレーサビリティ体系の合理化を行う。産業の競争力強化や国民の安

全・安心確保のために緊急に必要な計量標準に対しては、ニーズに即応して機動的に開発し、柔軟な

体制のもとでユーザに供給する。適確な標準供給を確保するために、計量標準の供給・管理体制を強

化するとともに、高精度の校正サービスを行う校正事業者に対して技術的な面から支援を行う。また、

技術進捗や認定事業者の技術力向上の観点から経済産業省に対して国家計量標準システムの企

画・立案に関する技術的支援を行う。 
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1-(1) 国家計量標準の開発・維持・供給 

 

【中期計画（参考）】 

・ 我が国経済及び産業の発展等の観点から、計量標準の分野ごとに計量標準の開発、維持、供給を行い、新

たに必要とされる 140 種類の計量標準を整備して供給を開始する。より高度な社会ニーズに対応するため、

供給を開始した計量標準のうち 150 種類の標準について供給範囲の拡張、不確かさの低減等を行う。供給

体系の合理化を進めて計量標準の適切な維持、供給を実施する。計量標準の供給体制の国際整合化を進

めるため、136 種類の計量標準について、ISO/IEC 17025 及び ISO ガイド 34 に適合する品質システムの技

術部分を構築し、品質システムに則した標準供給を行う。グローバル MRA の枠組みの中で、我が国の国際

比較への参加を企画、管理し、基幹比較、補完比較、多国間比較及び二国間比較等 107 件の国際比較に参

加する。品質システムの審査に関しては海外の計量技術専門家による国際査察を企画、管理する。我が国

の国家計量標準の国際相互承認を企画、管理し、110 種類の計量標準に関して国際相互承認に関わる

CMC(校正測定能力)の登録の申請を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 第 2期の目標を達成するため、28 種類以上の新たな標準の供給を目指す。 

・ 校正サービス、標準物質頒布を通じて、計量標準の供給を確実に行う。 

・ 継続的・安定的な標準供給体制の構築と国際基準への適合性を確保するために、ISO/IEC 17025、

ISO ガイド 34 および ISO/IEC ガイド 65 に適合した品質システムの運用を継続する。 

・ 8 種類の技術分野での ASNITEI 認定の審査を受ける。 

 

1-(1)-① 長さ分野 

 

【中期計画（参考）】 

・ 長さ分野では新たに 5 種類の標準を開発し、供給を開始する。すでに供給を開始している 24 種類の計量標

準のうち 10 種類の標準について供給範囲の拡張、不確かさの低減等を行う。また供給体系の見直しを適宜

行い、計量標準の適切な維持・管理と供給を実施する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 段差高さゲージの校正装置を開発し、標準供給を開始する。一次元格子の校正範囲を50 nmから

25 nm に拡大する。既存の計量標準のうち、固体屈折率の測定波長追加などの高度化を行う。ス

テップゲージ、ボールバー、ボールプレート、ホールプレートの校正対象のサイズを拡大する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 7 種類の計量標準に対して品質システムの技術部分を構築し、品質システムに則した標準供給を行う。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 校正対象の範囲を拡大したステップゲージ、ボールバー、ボールプレート、ホールプレートについ

ての品質システムを整備する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 国際比較に関して 10 件に参加し、5 種類の計量標準に関して国際相互承認に関わる CMC(校正測定能力)

の登録の申請を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ ボールプレートの国際比較APMP.L-K6の幹事所として報告書Draft Aをとりまとめる。オートコリメ

ータ、シリコン試料線幅の国際比較用プロトコルの作成に協力し、国際比較に関して積極的に参

加する。 

 

1-(1)-② 時間・周波数分野 

 

【中期計画（参考）】 

・ 時間・周波数分野では新たに 1 種類の標準を開発し、供給を開始する。すでに供給を開始している 6 種類の

計量標準のうち5種類の標準について供給範囲の拡張、不確かさの低減等を行う。また供給体系の見直しを

適宜行い、計量標準の適切な維持・管理と供給を実施する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ (平成 20 年度で終了） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 2 種類の計量標準に対して品質システムの技術部分を構築し、品質システムに則した標準供給を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 2 種類の計量標準に対して品質システムの技術部分を構築し、品質システムに則した標準供給を

開始する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 4 種類の計量標準に関して国際相互承認に関わる CMC(校正測定能力)の登録の申請を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ (平成 19 年度で終了) 
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1-(1)-③ 力学量分野 

 

【中期計画（参考）】 

・ 力学量分野では新たに 5 種類の標準を開発し、供給を開始する。すでに供給を開始している 18 種類の計量

標準のうち4種類の標準について供給範囲の拡張、不確かさの低減等を行う。また供給体系の見直しを適宜

行い、計量標準の適切な維持・管理と供給を実施する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 第2期の目標を達成するため、質量/力分野では、中小質量分銅の特性評価の効率化を継続して

行うほか、大質量分銅用の質量比較器の一部を改修する。小容量トルク標準機を完成させ性能を

評価する。圧力/真空分野では、本年度の立ち上げを目標に液体高圧力標準（～1GPa、重錘形圧

力天びん）、低圧力標準（1 Pa～5 kPa 絶対圧力）と超高真空標準の整備を進める。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 6 種類の計量標準に対して品質システムの技術部分を構築し、品質システムに則した標準供給を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ (平成 19 年度で終了） 

 

【中期計画（参考）】 

・ 国際比較に関して 14 件に参加し、7 種類の計量標準に関して国際相互承認に関わる CMC(校正測定能力)

の登録の申請を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 第2期の目標を達成するため、質量/力分野では、幹事所として力分野のAPMP.M.F-K4基幹比較

の最終報告書を取りまとめる。トルク分野の CCM.T-K2 基幹比較の取りまとめに協力する。圧力/

真空分野では、液体圧力標準のAPMP国際比較APMP.M.P-K8およびAPMP.M.P-K7.1の最終報

告書を取りまとめる。また、CCM.P-K13 基幹比較に参加し測定を行う。 

 

1-(1)-④ 音響・超音波・振動・強度分野 

 

【中期計画（参考）】 

・ 音響・超音波・振動・強度分野では新たに 6 種類の標準を開発し、供給を開始する。すでに供給を開始してい

る 11種類の計量標準について供給体系の見直しを適宜行い、計量標準の適切な維持・管理と供給を実施す

る。 

 



 203

《平成 21 年度計画》 

・ 空中超音波帯域用マイクロホンの自由音場感度の校正周波数範囲を可聴域へ拡大するため、基

礎データを収集し、校正技術として確立する｡ 

・ 音響校正器の校正周波数範囲を 31.5Hz-16kHz に拡大するため、基礎データの収集を継続し、校

正技術として確立する｡ 

・ 供給開始済みの振動加速度標準について、適切な維持・管理を行うと共に、供給及び校正事業者

の認定に関わる諸業務を行う｡200 m/s2～5000 m/s2 の加速度範囲の校正を実現するために、開

発中の衝撃加速度校正装置について、不確かさ評価を完了し、品質システムの整備を進める｡ 

・ ロックウェル、ビッカース、ブリネルの各硬さ標準供給を経常的に行うとともに、硬さ校正事業者の

認定に関わる諸業務を行う｡また硬さ供給範囲拡大のため、ロックウェル B スケール硬さについて

試験所持ち回りのための予備巡回測定を行う｡ビッカース硬さ、ブリネル硬さの各国計量研究所が

校正に用いる詳細条件について各国研究所と取り決めを始める｡微小硬さ各要素校正に必要な

機器の開発を進めるとともに不確かさ評価を行う｡ 

 

【中期計画（参考）】 

・ 5 種類の計量標準に対して品質システムの技術部分を構築し、品質システムに則した標準供給を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 構築した品質システムに基づいて、標準供給を継続する｡ 

 

【中期計画（参考）】 

・ 国際比較に関して 5 件に参加し、2 種類の計量標準に関して国際相互承認に関わる CMC(校正測定能力)の

登録の申請を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ （平成 19 年度でに終了） 

 

1-(1)-⑤ 温度・湿度分野 

 

【中期計画（参考）】 

・ 温度・湿度分野では新たに7種類の標準を開発し、供給を開始する。すでに供給を開始している28種類の計

量標準と新たに供給を開始する計量標準のうち 4 種類の標準について供給範囲の拡張、不確かさの低減等

を行う。また供給体系の見直しを適宜行い、計量標準の適切な維持・管理と供給を実施する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 熱電対標準の開発と国際比較のため、Pd-C 共晶点を製作し、不確かさ評価を行う。抵抗温度計
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用温度定点のうち、亜鉛点に不純物が与える影響を評価するための装置を開発し、その影響の

評価を行う.放射温度分野では、WC-C 包晶点(2750 ℃）の標準供給にむけた不確かさ評価を行う。

相対湿度の温度範囲を拡大する。微量水分標準と低湿度標準の一致性については、低湿度の不

確かさを評価して検証実験を行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 8 種類の計量標準に対して品質システムの技術部分を構築し、品質システムに則した標準供給を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 放射温度分野において、中温域（160℃～420℃）の標準供給（H20 年度に開発)について、品質シ

ステムの技術部分を構築する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 国際比較に関して 17 件に参加し、13 種類の計量標準に関して国際相互承認に関わる CMC(校正測定能力)

の登録の申請を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ コパイロットとして参加している三重点の国際比較(APMP. T-K7)において、比較測定終了後の再

測定と解析を行う。金/白金熱電対の国際比較(APMP. T-S5)に参加し、測定を行う。ステム型白金

抵抗温度計の 84K の APMP 基幹比較 APMP-T- K3.3、カプセル型白金抵抗温度計の基幹比較

CCT-K2.5 及びロジウム鉄抵抗温度計の基幹比較 CCT-K1.1 を継続する。低温度域の白金抵抗

温度計の標準供給についてピアレビューを受ける。体温域黒体炉の APMP 国際比較をパイロット

ラボとして引き続き推進する。微量水分標準の国際比較に参加する。 

 

1-(1)-⑥ 流量分野 

 

【中期計画（参考）】 

・ 流量分野では新たに 2 種類の標準を開発し、供給を開始する。すでに供給を開始している 13 種類の計量標

準のうち3種類の標準について供給範囲の拡張、不確かさの低減等を行う。また供給体系の見直しを適宜行

い、計量標準の適切な維持・管理と供給を実施する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 気体流量分野において既に標準供給を開始している 9種類の計量標準を適切に維持・管理し、標

準供給を実施する。 

・ 石油小流量の標準設備の開発を行う。また、液体流量分野において既に標準供給を開始している

6 種類の計量標準を適切に維持・管理し、標準供給を実施する。 
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【中期計画（参考）】 

・ 2 種類の計量標準に対して品質システムの技術部分を構築し、品質システムに則した標準供給を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 品質システムの構築を既に完了した石油中流量、液体中流量および液体小流量の各標準に関し

て、品質システムにのっとった標準供給を継続する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 国際比較に関して 3 件に参加し、1 種類の計量標準に関して国際相互承認に関わる CMC(校正測定能力)の

登録の申請を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 気体小流量の地域基幹比較(APMP.FF-K6)のの幹事所として、持ち回り測定を完了し、報告書

(Draft A)を作成する。風速の地域基幹比較（APMP.M.FF-K3)の幹事所として、持ち回り測定を開

始する。液体中流量標準に関して国際相互承認に関わる CMC(校正測定能力)の登録の申請を行

う。 

 

1-(1)-⑦ 物性・微粒子分野 

 

【中期計画（参考）】 

・ 物性・微粒子分野では新たに 10 種類の標準を開発し、供給を開始する。すでに供給を開始している 10 種類

の計量標準と新たに供給を開始する計量標準のうち 4 種類の標準について供給範囲の拡張、不確かさの低

減等を行う。また供給体系の見直しを適宜行い、計量標準の適切な維持・管理と供給を実施する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 超高温領域での熱膨張率標準物質の供給を開始する。熱伝導率標準物質の供給を開始する。非

ニュートン流体の粘性率を計測するための校正設備を整備し依頼試験を開始する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 11 種類の計量標準に対して品質システムの技術部分を構築し、品質システムに則した標準供給を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 物性・微粒子分野における技術マニュアルの整備を進め、中期計画の目標である 11 件の品質シ

ステムの構築を完了する。併せて熱膨張率標準物質、熱拡散率標準物質などについては ISO 

Guide34 に適合した標準物質生産に係る品質システムへの拡張を進める。 
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【中期計画（参考）】 

・ 国際比較に関して 4件に参加する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 9 月開催の測温諮問委員会熱物性作業部会(CCT WG9)においてレーザフラッシュ法による熱拡散

率測定に関する新規の国際比較を提案する。 

 

1-(1)-⑧ 電磁気分野 

 

【中期計画（参考）】 

・ 電磁気分野では新たに13種類の標準を開発し、供給を開始する。すでに供給を開始している20種類の計量

標準と新たに供給を開始する計量標準のうち 13 種類の標準について供給範囲の拡張、不確かさの低減等

を行う。また供給体系の見直しを適宜行い、計量標準の適切な維持・管理と供給を実施する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 大容量キャパシタ、交流シャント、高調波電圧電流、交直変換器について、新たに標準を立ち上げ

供給を開始する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 16 種類の計量標準に対して品質システムの技術部分を構築し、品質システムに則した標準供給を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 新規立ち上げの標準について品質システムを構築する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 国際比較に関して 4 件に参加し、9 種類の計量標準に関して国際相互承認に関わる CMC(校正測定能力)の

登録の申請を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 基幹比較等の要請があれば積極的に参加する。 
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1-(1)-⑨ 電磁波分野 

 

【中期計画（参考）】 

・ 電磁波分野では新たに12種類の標準を開発し、供給を開始する。すでに供給を開始している15種類の計量

標準と新たに供給を開始する計量標準のうち 7 種類の標準について供給範囲の拡張、不確かさの低減等を

行う。また供給体系の見直しを適宜行い、計量標準の適切な維持・管理と供給を実施する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 高周波低域減衰量、高周波インピーダンス（コネクタ拡張、低域Sパラメータ、機械Sパラメータ）、

モノポールアンテナ、バイコニカルアンテナ、ミリ波ホーンアンテナ標準について新規に標準供給を

開始する。7 mm 同軸 高周波電力は、安定供給のため不確かさの再評価後に常用標準器を用い

た新校正方式に変更する。マイクロ波ホーンアンテナ標準について周波数の拡張を行い供給を開

始する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 13 種類の計量標準に対して品質システムの技術部分を構築し、品質システムに則した標準供給を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 高周波減衰量について認定の拡大のため、PC7、 N50、 PC3.5規格の同軸Sパラメータ標準およ

び機械特性インピーダンスについては新規に、詳細版品質システムを整備しピアレビューを受ける。

高周波雑音について、既に認定された範囲について再度ピアレビューを受ける。ループアンテナ

については範囲拡張部分を、ホーンアンテナについては詳細版の品質システムを整備し、ピアレ

ビューを受ける。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 国際比較に関して 5 件に参加し、8 種類の計量標準に関して国際相互承認に関わる CMC(校正測定能力)の

登録の申請を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 高周波電力標準の APMP 基幹比較を幹事基幹として継続運用し、比較測定を開始する。来年度

に予定されるPC3.5Sパラメータ基幹比較に参加する。また、PC1.85同軸Sパラメータの二国間比

較を実施する。マイクロ波ホーンアンテナ、電磁界強度について基幹比較に参加する。 ループア

ンテナの国際比較はパイロットを担当し、プロトコルを作成する。 
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1-(1)-⑩ 測光放射レーザ分野 

 

【中期計画（参考）】 

・ 測光放射レーザ分野では新たに 10種類の標準を開発し、供給を開始する。すでに供給を開始している 13種

類の計量標準と新たに供給を開始する計量標準のうち 11 種類の標準について供給範囲の拡張、不確かさ

の低減等を行う。また供給体系の見直しを適宜行い、計量標準の適切な維持・管理と供給を実施する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 照度（照度応答度）の新規供給を開始する。レーザパワー（400nm 青色 LD）、レーザパワー（近赤

外域、10W～100W）、レーザエネルギー（532nm、355nm）、光ファイバ減衰量（850nm）、分光応答

度（近赤外、InGaAs）の範囲拡張を行う。分光放射照度（紫外、可視、赤外）の不確かさを低減する。

レーザパワー（高精度化）、分光拡散反射率（紫外）、LED（高強度）に対応した標準開発を進め

る。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 5 種類の計量標準に対して品質システムの技術部分を構築し、品質システムに則した標準供給を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 照度（照度応答度）の品質システムの技術部分を構築する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 国際比較に関して 6 件に参加し、4 種類の計量標準に関して国際相互承認に関わる CMC(校正測定能力)の

登録の申請を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ レーザパワー（400 nm 帯）、レーザパワー（1.06 μm、 1 W ～ 10 W）、光ファイバ減衰量（1310 

nm）、分光応答度の CMC 登録を行う。光度（APMP、CCPR-K3.a リンク）、分光応答度（APMP、

CCPR-k2.b リンク）の国際比較を幹事国として実施する。 

 

1-(1)-⑪ 放射線計測分野 

 

【中期計画（参考）】 

・ 放射線計測分野では新たに 4 種類の標準を開発し、供給を開始する。すでに供給を開始している 17 種類の

計量標準のうち6種類の標準について供給範囲の拡張、不確かさの低減等を行う。また供給体系の見直しを

適宜行い、計量標準の適切な維持・管理と供給を実施する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ Co-60γ線水吸収線量標準の精度向上を図るとともに、β線標準の出張校正の手法を確立する。

また、γ線放出核種の標準供給範囲拡大として、ヨウ素125医療用密封小線源の線量標準を立ち

上げる。19MeV 速中性子フルエンス標準用の装置を完成させる。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 5 種類の計量標準に対して品質システムの技術部分を構築し、品質システムに則した標準供給を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ Co-60γ線水吸収線量標準について品質マニュアルの作成を行い、運用を開始する。また、放射

能校正の技術マニュアルに、ヨウ素125医療用密封小線源の線量校正を追加する。24keV速中性

子フルエンス標準の技術マニュアルを作成する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 国際比較に関して 10 件に参加し、10 種類の計量標準に関して国際相互承認に関わる CMC(校正測定能力)

の登録の申請を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 軟 X 線空気カーマ標準の APMP 内における国際比較のパイロットラボとしての実施、及び Co-60

γ線水吸収線量標準の APMP 内における国際比較に参加する。また、ヨウ素 131 放射能校正の

国際比較について、APMP地域での幹事国として結果をまとめ、BIPMに報告する。トリチウム放射

能標準の CCRI(II)国際基幹比較に参加する。 

 

1-(1)-⑫ 無機化学分野 

 

【中期計画（参考）】 

・ 無機化学分野では新たに29種類の標準を開発し、供給を開始する。すでに供給を開始している56種類の計

量標準のうち 38 種類の標準について供給範囲の拡張、不確かさの低減等を行う。また供給体系の見直しを

適宜行い、計量標準の適切な維持・管理と供給を実施する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 新規標準液の調製法及び測定法の開発を行い、RoHS 指令対応の重金属分析用標準物質につ

いて新規の標準物質を供給する。 

・ 有機汚染物質分析用生物標準物質、微量元素・ヒ素化合物分析用ひじき粉末標準物質を開発す

る。また、既存認証標準物質の安定性を評価し、適切な維持・管理と供給を行う。 
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【中期計画（参考）】 

・ 24 種類の計量標準に対して品質システムの技術部分を構築し、品質システムに則した標準供給を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 有機汚染物質分析用生物標準物質、微量元素・ヒ素化合物分析用ひじき粉末標準物質の品質シ

ステムの技術部分を構築する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 国際比較に関して 13 件に参加し、33 種類の計量標準に関して国際相互承認に関わる CMC(校正測定能力)

の登録の申請を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 既存の標準あるいは新規に開発する標準に関連する国際比較に 3件以上参加する。 

 

1-(1)-⑬ 有機化学、バイオ・メディカル分野 

 

【中期計画（参考）】 

・ 有機化学、バイオ・メディカル分野では新たに 29 種類の標準を開発し供給を開始する。すでに供給を開始し

ている 112 種類の計量標準のうち 40 種類の標準について供給範囲の拡張、不確かさの低減等を行う。また

供給体系の見直しを適宜行い、計量標準の適切な維持・管理と供給を実施する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 高純度メタン標準ガス（第 2 ロット）、高純度二酸化硫黄標準ガス（第 2 ロット）、農薬標準物質 2種

の開発を行う。NF3 標準ガスの開発準備を行う。高分子分子量標準物質 2 種、定量 NMR 標準物

質、粒径分布標準物質、および RoHS 指令対応標準物質第 2 ロットの開発を行う。 

・ JCSS有機標準液用基準物質3種の高純度有機液について、SI トレーサブルな純度測定を行う等

の高度化を行う。 

・ 前年度に引き続き、新たに構築した依頼試験型のシステムを残留農薬試験用標準物質に応用し、

受託研究に基づく分析結果報告書を 30 物質について発行する。 

・ 外部機関が開発した標準物質に対し産総研へのトレーサビリティを確保する為の方針・基準を明

確にし、産総研トレーサブルな標準物質の普及をはかる。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 25 種類の計量標準に対して品質システムの技術部分を構築し、品質システムに則した標準供給を行う。 
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《平成 21 年度計画》 

・ ３件の高純度有機標準物質について新たに開発を行い、それら標準物質について品質システム

の立ち上げや拡張を行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 国際比較に関して 13 件に参加し、14 種類の計量標準に関して国際相互承認に関わる CMC(校正測定能力)

の登録の申請を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ メタンの純度比較の国際比較について CCQM-K66 のとりまとめを行う。また、関連する国際比較

が行われた場合これに参加する。 

 

1-(1)-⑭ 先端材料分野 

 

【中期計画（参考）】 

・ 先端材料分野では新たに 7種類の標準を開発し供給を開始する。すでに供給を開始している 17種類の計量

標準のうち5種類の標準について供給範囲の拡張、不確かさの低減等を行う。また供給体系の見直しを適宜

行い、計量標準の適切な維持・管理と供給を実施する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 既開発の薄膜・超格子標準物質および空孔標準物質の経年変化について確認する。また、新た

に、イオン注入標準物質 1種の開発を行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 国際比較に関して 3 件に参加し、7 種類の計量標準に対して品質システムの技術部分を構築し、品質システ

ムに則した標準供給を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 国際比較への要請があれば積極的に参加する。 

 

1-(1)-⑮ 熱量分野 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ 熱量分野ではすでに供給を開始している 1種類の計量標準の維持・供給を継続する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ 特定標準器であるユンケルス式流水型熱量計の維持管理を行い、適切な標準供給を可能とする。

また基準流水型熱量計の検査依頼があれば、適宜対応する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 品質システムの技術部分を構築し、品質システムに則した標準供給を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 標準供給の的確な実施、供給手順の透明化、技術継承の目的で、品質システムの技術部分に関

する作業マニュアルの作成を継続する。測定手順について再検討し、精度への影響因子を検討す

る。 

 

1-(1)-⑯ 統計工学分野 

 

【中期計画（参考）】 

・ 統計工学分野では計量標準の開発、維持、供給、比較における不確かさについて共通的な評価手法を開発

するとともに整備し、文書発行、講習会開催などにより校正事業者、認定機関への成果普及を図る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 計測標準を利用して測定器がもつかたよりが評価可能であるとき、かたよりを補正する場合、補正

しない場合、許容差を設けて定期点検する場合のそれぞれについての不確かさ評価の実用的方

法を提案する。 

・ 清浄度評価における粒子計数などポアソン過程で記述される現象について、ベイズ統計の適用に

よる信頼限界の設定方法を提案する。 

・ 産総研内外における不確かさ評価の技術支援と普及啓蒙を支援するとともに、工業標準への不

確かさ評価の導入を進める。 

 

1-(2) 計量標準政策の提言 

 

【中期計画（参考）】 

・ 技術進歩や認定事業者の技術力向上の観点から、開発課題を特定し、標準供給の体系と体制を見直して提

言をまとめる。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 定期的に開催される NMIJ 運営委員会・物理標準分科会・化学標準分科会等の所内委員会にお

いて、「標準供給のあり方」といった課題について、関係者間の意見交換、検討を行う。 
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1-(3) 計量標準の供給・管理体制の強化 

 

【中期計画（参考）】 

・ 適確な計量標準の供給を行うための人員体制の強化を着実に進める。また標準供給に関わる業務について、

適切に職員を評価するための評価軸を設定する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 品質マニュアルの運用において、文書化システムの見直しおよび訓練プログラム等を通して、計

量標準の供給業務における継続的改善の取り組みを強化し、要員の技能向上、供給体制の強化

を図る。 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ 構築した品質システムの運営を継続し、定期的な監査により品質システムに則した標準供給の実施体制を確

保するとともに、品質システムの高度化、合理化に努める。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 内部監査等、品質システムの運用を着実に進める。対象品目の増加に伴い発生する品質システ

ム文書の増大に対処するため、品質システム文書を要員が効率的に作成できるように支援を進

める。また、外部審査の対象の選定方法を効率化し、品質システムの再審査を確実かつ効果的に

実施する。 

 

1-(4) 計量法に基づく認定技術審査への協力 

 

【中期計画（参考）】 

・ 計量法校正事業者認定制度の円滑な運用を技術的な面から支援するために、計量法に基づいて高精度の

校正サービスを行う校正事業者の認定に係る認定申請書類の技術審査、現地審査、技能試験を行うととも

に技術基準の作成を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 計量法校正事業者登録制度（旧称：認定制度）の円滑な運用を技術的な面から支援するため

JCSS 認定(登録）に係る認定申請書類の技術審査、現地審査のための技術専門家の派遣、及び、

技能試験における移送標準器の校正（参照値の導出）を実施する。 
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【中期計画（参考）】 

・ 計量法特定計量証明事業者認定制度の円滑な運用を技術的な面から支援するために、計量法に基づいて

極微量物質の分析を行う事業者に対して、事業者の認定に係る技術面のサポート（技術的問題点を検討す

る技術委員会等への参画、協力）及び事業者の技術能力を審査するために必要な試験試料の設計と調製及

びその値付け(参照値の導出)と技能試験結果の合理的な判断基準を確立する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ MLAP 技能試験の本試験において、MLAP 技能試験実行委員として円滑な本試験の遂行に協力

する。本試験の際に必要となる試料について長期安定性確認試験等、技能試験結果評価に必要

な参考データを提供する。高分解能質量分析計を含めた技術的能力の維持向上に努める。 

・ 国際規格 IS として確立した PFOS/PFOA の標準分析法(TC147/SC2/WG56)について、関連規格

の標準化を試みる。特にPFOS(パーフルオロオクタン塩)分析法の工業標準JIS化を重点的に行う。

新規POPs（残留性有機汚染物質）候補物質検討会委員として活動し、POPsに対する政府所管の

方針決定に貢献する。 

 

２．特定計量器の基準適合性の評価 

特定計量器の検定に関して、品質システムを構築して業務を確実に行い、計量器内蔵のソフトウェ

アの基準作成とそれへの適合性評価技術を開発する。法定計量体系の高度化・合理化・国際化等の

政策課題に関して、法定計量の政策と体系の設計に関して政府への提言をまとめる。 

 

2-(1) 法定計量業務の実施 

 

【中期計画（参考）】 

・ 基準器検査、型式承認試験、型式承認審査等の技術業務を、品質システムを構築して適正に実施するととも

に、新たな計量技術を開発、導入して効率化、高度化を図る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 型式承認・基準器検査及び依頼試験については、計量法及び品質システムをコアとして実施する。

型式承認については、常に国際的な動向又は最新の情報を調査し、遅滞なく国内法に反映するこ

とを基本原則として実施する。なお、動向等の調査を実施するにあたっては、国際法定計量調査

研究委員会における各作業委員会を積極活用及び関連する企業・団体等の協力により行う。 

 

2-(2) 適合性評価技術の開発 
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【中期計画（参考）】 

・ 計量器内蔵ソフトウェア、計量器要素モジュール及び新たな計量器の適合性評価技術確立などの研究開発

を行い、技術基準を作成する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 計量器の適合性評価技術確立のために、非自動はかり及びタクシーメーターについてより高度な

ソフトウエア認証の開発を目指す。その他の特定計量器についてもソフトウェア認証の導入状況

又はその可能性の状況等を調査する。 

 

2-(3) 法定計量政策の提言 

 

【中期計画（参考）】 

・ 政府機関、地方機関、計量団体、計量器工業界及び外国機関等に対して最新の計量技術情報を提供すると

ともに、所轄政府機関と連携して、これらの機関の実施する適合性評価の整合性を図る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 平成 20 年度の計量器調査研究委員会の調査報告書に基づいて、特定計量器又はその予備軍

（液化天然ガスメーター、液面計等）に関する現状分析を行い、効果的かつ適切な法定計量業務

の実施に向けた検討を行う。 

 

2-(4) 法定計量体系の設計 

 

【中期計画（参考）】 

・ 我が国の法定計量システムの国際整合化を図るとともに、法定の技術基準のＪＩＳ化、新たな計量器の規制

のための指針を作成する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 液化石油ガスメーター、微流量燃料油メーター及び密度・比重濃度浮ひょうを含む未制定のJIS原

案について、年度内での制定を目指す。 

・ 当該 JIS を特定計量器検定検査規則で引用するための付属文書（又はガイドライン）の検討及作

成を緊急性又は重要度の高いものを優先して行う。 

・ OIML MAAに基づく適合証明書の発行及び受入れを適切に実施するとともに、当該証明書の信頼

性を確保するためOIML MAAに署名した1つ以上の試験機関との持ち回り試験を行う。 また、我

が国における OIML 基本証明書の対象機種の見直しを行い、必要に応じて発行機関としての登録

の取り消しを行う。 
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３．次世代計量標準の開発 

国際計量システムの構築において我が国の優位性を発揮するため、秒の定義やキログラムの定義

等を改定する革新的な計量標準の開発を世界に先駆けて行う。また産業界や大学のニーズに機動的

に対応するために、IT 技術等を活用した先導的標準供給技術の開発を行う。 

 

3-(1) 革新的計量標準の開発 

光周波数領域で実現される新しい超高精度の時間周波数標準、特定の器物に依存しない物理的に

定義された新質量標準、新たに国際的に合意された高温度の標準等、革新的計量標準を世界に先駆

けて開発するとともに、これらの成果をいち早く国内の標準供給に反映させ、また標準の開発において

得られた要素技術を先端技術開発に反映させる。 

 

3-(1)-① 光周波数領域における時間周波数標準の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 秒の定義の改定にむけて、光周波数領域での周波数標準技術を確立することを目的として、可視領域での

光周波数標準器を開発し、10-14 台の不確かさの実現を目指す。併せて、その性能評価を行うために必要な

光周波数測定技術及び時刻比較技術を確立する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 光格子中に捕獲された冷却原子の時計遷移分光を遂行し、絶対周波数測定及び不確かさ評価を

行う。 

・ 光格子時計用狭線幅化レーザの評価のために、ファイバコムを高速に制御することにより線幅狭

窄化する。 

 

3-(1)-② アボガドロ定数に基づく新質量標準の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 国際単位系の基本単位の一つであるキログラムの定義を物質量によるものに改定することを目標とし、国際

共同プロジェクトを介して、同位体濃縮した数 kg のシリコン単結晶を作製し、2009 年度までにアボガドロ定数

を 2～3 x 10-8の不確かさで決定する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ シリコン 28 同位体濃縮結晶の密度測定精度をさらに向上させるために、シリコン球体表面の酸化

膜の厚さ測定を高精度化し、国際共同プロジェクトの成果として得られたシリコン28同位体濃縮結

晶の密度、格子定数、モル質量などの値からアボガドロ定数を 2～3 x 10-8 の不確かさで決定す
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る。 

 

3-(1)-③ 放射温度計および抵抗温度計領域における新しい高温度標準の開発 

 

【中期計画（参考）】 

・ 2010 年頃に予定されている国際温度目盛改訂への反映を目指し、金属炭素共晶の融点を温度定点として利

用する技術を開発して、現行の高温度標準の精度を 1 桁以上向上させ、3000℃までの放射温度標準を確立

する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 高温定点専用炉の性能を向上させ、現状の2500℃からWC-C温度を超える3000℃まで温度域を

拡張することにより、この温度で 0.1K の定点再現性を達成する。 

・ 金属炭素共晶定点の国際的な一次標準となるための熱力学温度値決定に必要な絶対放射計測

技術を開発する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 現在の国際温度目盛による上限温度 962℃を 1085℃にまで拡張するために、白金抵抗温度計による高温度

目盛を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 1000 ℃以上の温度領域で放射温度計と 1000℃以下で校正された白金抵抗温度計との比較を行

うことにより、白金抵抗温度計の温度-抵抗値特性を、放射温度計による温度目盛と比較して、そ

の一致度を評価し、1085 ℃までの白金抵抗温度計による高温度目盛の拡張の可能性を示す。 

 

3-(1)-④ 新しい計量標準要素技術の開発 

 

 

【中期計画（参考）】 

・ 化学、バイオ・メディカル計量標準の分野で、DNA、タンパク質等に関して国際単位系へのトレーサビリティの

確保を目指し、物質量諮問委員会（CCQM）、臨床検査医学におけるトレーサビリティ合同委員会（JCTLM）等

が進める国際的な研究開発を主導する計測要素技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ タンパク質定量法に関しては、アミノ酸分析法での基準となる各アミノ酸についての純度決定を実

施する。DNA 定量について、SI トレーサブルな方法になりうる手法について、標準物質候補試料

への適用を行う。 
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3-(2) 産業界ニーズに対応した先導的開発 

ユーザの利便性を増進するため、インターネット技術を駆使した先進的標準供給システムを構築し、

周波数を始めとするいくつかの量で実用を開始するなど、産業界ニーズに対応する。 

 

3-(2)-① 標準供給技術の高度化 

 

【中期計画（参考）】 

・ GPS 衛星信号を活用した周波数標準の供給や安定な移送標準器を開発することにより、産総研に設置され

ている一次標準器から精度劣化を最小限にして産業界や社会に高い精度で標準供給する技術を開発する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 利用者端末装置の小型化やよりフレキシビリティの高い遠隔校正の実現に向けた検討を行う。 

 

3-(2)-② 水の大流量標準の開発と供給 

 

【中期計画（参考）】 

・ 原子力発電の安全性確保に必要な計測標準技術として、不確かさ 1% 以下で 12,000m3/h 以上の大流量標

準の開発を行う。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ (平成 19 年度で終了） 

 

４．国際計量システムの構築 

先進各国の計量標準機関とグローバルな競争、協調関係を作り、またアジアを中心とした計量標準

機関との協力関係を強化する。 

 

4-(1) 計量標準におけるグローバルな競争と協調 

国家計量標準の同等性に関する国際相互承認体制 (MRA)及び計量器の技術基準の同等性に関

する国際相互受入取り決め (MAA)を発展させる活動に率先して取り組む。また、先端産業技術を支援

する戦略的な計量標準に関しては先進国の計量標準研究所との競争と協調のもとに効率的に開発を

進める。特に、環境、医療、バイオ関連等、進展の早い標準技術に関しては国内対応体制を強化す

る。 
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4-(1)-① メートル条約活動におけるプレゼンスの強化 

 

【中期計画（参考）】 

・ メートル条約の国際度量衡委員会（CIPM）、同諮問委員会委員、作業部会において議長・委員を引き受け、

活動に主導的に寄与する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ メートル条約の国際度量衡（CIPM）委員、諮問委員会（CC)委員および傘下の作業部会委員の活

動を支援する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 地域計量機関(RMO)と国際度量衡局(BIPM)の合同委員会(JCRB)において国際相互承認の調整に積極的に

参画する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 地域計量機関（RMO）と国際度量衡局（BIPM)の合同委員会（JCRB）において、我が国代表の委

員の活動を支援する。また、他地域の専門家地域機関（RMO/SRB）の動向を引き続き調査し、

NMIJ 関連部署や国との意見集約調整を行い、我が国としての意見をとりまとめ諮問委員に提供

する。 

 

4-(1)-② 法定計量条約活動におけるプレゼンスの強化 

 

【中期計画（参考）】 

・ 国際法定計量機構(OIML)の枠組みの中で、OIML の国際相互受入取り決め(MAA)の締結を受けてその実施

に向けた枠組みや体制の整備に寄与する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 毎年開催される CIML 会議に対して、CIML 委員の支援と我が国の意見の集約を図る。引き続き

MAA-DoMCが円滑に実施されるよう支援を行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 国際法定計量委員会(CIML)委員の役割を果たすとともに作業部会の活動に主導的に寄与する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ CIML 委員、CIML 運営委員会（PRC)委員の業務を継続して支援する。NMIJ 関連部署や経済産業

省との意見集約調整を行い、日本としての意見をとりまとめ CIML 委員に提供する。日本で開催予
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定のOIML TC6「包装商品」会議の準備を進める。 

・ OIML技術作業委員会(TC/SC)では我が国代表委員の活動の支援を行うと共に、役職の獲得を継

続して検討する。国際法定計量調査研究委員会及び各作業委員会・分科会における活動を集約

し、代表委員に情報を提供する。 

 

4-(1)-③ 二国間協力の展開 

 

【中期計画（参考）】 

・ 国際計量システムの発展に資するため、諸外国の研究機関との間で先端標準技術分野における共同研究、

国際比較、人的交流等を強化する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 経済産業省、関係団体の協賛のもと、「CIPM MRA10周年」をテーマに国際計量標準シンポジウム

を東京で開催する。日中計量標準会議及び日韓計量計測標準協力委員会の運営に協力する。 

 

4-(1)-④ 国内外の対応体制の強化 

 

【中期計画（参考）】 

・ ナノテク、環境、バイオ、安全及び食品等の分野で拡大している計量標準のニーズを把握し、その対応策を

協議する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 平成 20 年度に引き続き、臨床検査関連標準や食品の安全性に必要な標準物質のトレーサビリテ

ィ確立に関連する、国内意見の集約と、主要な国際会議への参加を支援する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 我が国の意見のとりまとめと国際的な場における発信を通じて国際計量システムの構築に資するために、産

学官の関係機関の連携の強化を図る。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 平成 20年度に引き続き、関係する他省庁を含めた実効的な国内協力体制の確立に向けて、国際

計量研究連絡委員会を運営・活用するとともに、国際的な動きに対応するため、我が国からの適

切な専門家の派遣を支援する。 

 

4-(2) アジアを中心とした国際協力の展開 

アジア太平洋地域の国際計量機関に対して積極的な貢献を行い、開発途上国の計量標準機関の
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研究者、技術者の研修受け入れや産総研研究者の派遣により途上国の技術ポテンシャルを高めるこ

とに協力する。また、開発途上国の国家計量標準の校正依頼を受ける。 

 

4-(2)-① アジア太平洋計量計画への貢献 

 

【中期計画（参考）】 

・ アジア太平洋計量計画(APMP)で引き続き事務局の役割を務めるとともに、執行委員や技術委員会の議長、

委員を引き受け、APMP 活動に主導的に寄与する。また、地域内の国際比較では幹事国の引き受け、仲介

標準器の提供等によって主体的な寄与を果たす。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ アジア太平洋計量計画（APMP）の執行委員や技術委員会の議長、委員を支援し、国際相互承認

に基づく校正測定能力（CMC)の登録に貢献する。地域内の国際比較への我が国からの参加を支

援する。 

 

4-(2)-② アジア太平洋法定計量フォーラムへの貢献 

 

【中期計画（参考）】 

・ アジア太平洋計量フォーラム (APLMF)の議長国と事務局の任を引き続いて果たすとともに、運営およびワー

キンググループ活動に積極的に貢献する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ APLMF の議長・事務局担当の中国に対して、前議長･事務局国として適宜支援を行う。 

 

4-(2)-③ 開発途上国への技術協力 

 

【中期計画（参考）】 

・ アジアの開発途上国への技術協力を推進する。専門家の派遣、受け入れ及び技術審査員（ピアレビューア）

の派遣等を行うことにより、技術協力相手国の計量システムの構築と向上を支援する。アジア太平洋地域に

おけるネットワーク強化を図るために、韓国、中国、オーストラリア及び台湾等との連携を深める。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ タイ国家計量標準機関（NIMT)に対して、技術移転された計量標準の拡大、改善のための協力を

行う。アジアの開発途上国の国家計量標準機関からのピアレビューアの派遣要請や技術専門家

の派遣･受入要請に応じて適宜協力を行う。AOTS海外技術者研修、JICA集団研修などの途上国

援助への協力要請に応じて適宜協力する。 
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・ 日中計量標準会議、日韓計量計測標準協力委員会、日中韓標準物質ネットワーク会議開催に協

力し、アジア太平洋地域におけるネットワーク強化の推進に貢献する。 

 

５．計量の教習と人材の育成 

計量法に基づき、計量研修センターと計測標準研究部門を中核として法定計量の教習を企画・実施

して、国内の法定計量技術者の技術力向上を図る。さらに民間を対象として計量標準技術と品質シス

テムの教習を行うとともに、開発途上国の計量技術者の育成も併せて行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 一般計量教習、一般計量特別教習、環境計量特別教習（濃度及び騒音・振動）を企画し、講師と実習指導者

を選任して実施する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 一般計量教習、一般計量特別教習、環境計量特別教習（濃度及び騒音・振動）を企画し、講師と

実習指導者を選任して実施する。実施する研修プログラムの改訂を行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 短期計量教習、指定製造事業者制度教習及び環境計量証明事業制度教習を、計量行政公務員を対象とし

て企画し、講師と実習指導者を選任して実施する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 短期計量教習、指定製造事業者制度教習及び環境計量証明事業制度教習を、計量行政公務員

を対象として企画し、講師と実習指導者を選任して実施する。昨年に引きつづき研修プログラムの

見直しを行う。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 都道府県、特定市からの要望の多い単科や 3－5 日程度の特定教習を、適宜、企画して実施する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 計量行政機関からのニーズ調査を実施し、ニーズの多い物を研修計画に反映させる。関西センタ

ーでの研修計画を作成する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ ダイオキシン類の特定計量証明事業管理者講習及び分析技術者研修を実施する。 
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《平成 21 年度計画》 

・ ダイオキシン類の特定計量証明事業管理者講習及び分析技術者研修を企画し実施する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 環境計量講習（濃度及び騒音・振動）を企画して実施する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 環境計量講習（濃度及び騒音・振動）を企画して実施する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ JCSS校正事業者、環境計量証明事業者の適合性評価を行う審査員のための研修を、独立行政法人製品評

価技術基盤機構と協力して実施する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ JCSS 校正事業者、環境計量証明事業者の適合性評価を行う審査員のための研修を企画し実施

する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ JCSS 校正事業者、環境計量証明事業者の技術者研修を実施する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 計量器製造事業者の技術者向けに、計測の不確かさ研修を企画し実施する。  

 

【中期計画（参考）】 

・ アジア諸国等の計量技術者を対象に計量標準、法定計量及び計測技術に関する研修を、外部機関と協力し

て実施する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ アジア諸国等の計量技術者を対象に計量標準、法定計量及び計測技術に関する研修を、国内外

部機関と協力して実施する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 計量の技術分野毎に民間の計量技術者が校正業務の遂行等に際して容易に参照できるような専門技術書

（モノグラフ）を企画、編集、発行する。 

 

《平成 21 年度計画》 
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・ 計量標準報告を年４号発行し、産総研外の計量標準関係者等に提供する。 

 

【中期計画（参考）】 

・ 民間の計量技術者を対象としたシンポジウム、講習会を企画、開催する。 

 

《平成 21 年度計画》 

・ 計量関係者向けのセミナー、成果発表会等を 2 件以上企画・開催し、展示会出展を 2 件以上

行うとともに、NMIJ 計測クラブの研究会活動・情報交換活動を実施し、最新の計量標準の研

究成果や活動に関する情報発信を行う。 
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別表４

平成２１年度予算

（単位：百万円）

金　　額

収入

運営費交付金 67,393

施設整備費補助金　※ 4,112

受託収入 13,882

うち国からの受託収入 621

　　その他からの受託収入 13,261

その他収入 5,325

目的積立金取崩額 60

計 90,772

支出

業務経費 61,709

うち鉱工業科学技術研究開発関係経費 46,173

　　地質関係経費 4,251

　　計量関係経費 6,264

　　技術指導及び成果の普及関係経費 5,021

施設整備費 4,112

受託経費 12,007

うち特許生物寄託業務関係経費受託 226

　　原子力関係経費受託 183

　　地球環境保全等試験研究関係経費受託 145

　　その他受託 11,453

間接経費 12,944

計 90,772

※有形固定資産売却収入（1,022百万円）から施設整備費に充当する額を含む。

注：

区　　　　別

運営費交付金収入及び業務経費には、平成２１年度補正予算（第１号）により措置
された「経済危機対策」の底力発揮・２１世紀型インフラ整備に係る事業費が含ま
れている。
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別表５

平成２１年度収支計画

（単位：百万円）

金　　額

費用の部 87,446

経常費用 87,446

鉱工業科学技術研究開発業務費 43,537

地質業務費 3,977

計量業務費 5,881

技術指導及び成果の普及業務費 4,735

受託業務費 8,835

間接経費 11,993

減価償却費 8,475

退職手当引当金繰入 13

財務費用 0

支払利息 0

臨時損失 0

固定資産除却損 0

収益の部 87,123

運営費交付金収益 63,944

国からの受託収入 621

その他の受託収入 13,261

その他の収入 5,325

寄付金収益 0

資産見返負債戻入 3,972

財務収益 0

受取利息 0

臨時利益 0

固定資産売却益 0

純利益（△純損失） △323 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 263

目的積立金取崩額 60

総利益（△総損失） 0

区　　　　別

※純損失は、前中期目標期間において自己財源で取得した固定資産の減価償却費及び目的積立金
　を財源とした研究施設の賃借料を費用計上したことによるもの。
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別表６

平成２１年度資金計画

（単位：百万円）

金　　額

資金支出 90,772

業務活動による支出 78,971

鉱工業科学技術研究開発業務費 43,537

地質業務費 3,977

計量業務費 5,881

技術指導及び成果の普及業務費 4,735

受託業務費 8,848

その他の支出 11,993

投資活動による支出 11,801

有形固定資産の取得による支出 11,801

施設費の精算による返還金の支出 0

財務活動による支出 0

短期借入金の返済による支出 0

翌年度への繰越金 0

資金収入 90,772

業務活動による収入 86,600

運営費交付金による収入 67,393

国からの受託収入 621

その他の受託収入 13,261

その他の収入 5,325

寄付金収入 0

投資活動による収入 4,112

有形固定資産の売却による収入 1,022

施設費による収入 3,090

その他の収入 0

財務活動による収入 0

短期借り入れによる収入 0

前年度よりの繰越金 0

目的積立金取崩額 60

区　　　　別

 


